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1. 概要 

本資料は，Ⅴ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の

基本方針」及びⅤ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説

明書」のうちⅤ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷の防止に

関する基本方針」に基づく大物搬入建屋の地震応答解析について説明するものである。 

地震応答解析により算出した各種応答値及び静的地震力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に示す建物・構築物の設計用地震力として用いる。また，必要保有水平耐力に

ついては建物・構築物の構造強度の確認に用いる｡ 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

大物搬入建屋の設置位置を図2－1に示す。 

 

 

 

図 2－1 大物搬入建屋の設置位置 
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2.2 構造概要 

大物搬入建屋は，地上1階建ての鉄筋コンクリート造の建物である。大物搬入建屋

の杭伏図及び概略平面図を図2－2に，概略断面図を図2－3に示す。 

大物搬入建屋の平面は，9.0m（NS方向）×23.05m（EW方向）であり，地上高さは 

7.6mである。大物搬入建屋の基礎は厚さ2.5mの鉄筋コンクリートスラブであり，支持

地盤である泥岩上に場所打ち鋼管コンクリート杭（外径1.2m，杭長21.4m，16本，以

下「杭」という。）を介して設置している。また，液状化対策として建屋下部の支持

地盤以浅の地盤はセメント系の地盤改良を実施している。なお，大物搬入建屋は隣接

する原子炉建屋と構造的に分離している。 
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（単位：m） 

注 1：○は場所打ち鋼管コンクリート杭（外径 1.2m）を示す。 

注 2：破線は基礎スラブ，柱及び壁を示す。 

 

図 2－2 大物搬入建屋の杭伏図及び概略平面図（杭伏図）（1/3） 
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（単位：m） 

注 1：破線は基礎スラブを示す。 

注 2：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 

 

図 2－2 大物搬入建屋の杭伏図及び概略平面図（1F，T.M.S.L. 12.3m）（2/3） 

  

原子炉建屋機器搬出入口 
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（単位：m） 

図 2－2 大物搬入建屋の杭伏図及び概略平面図（RF，T.M.S.L. 19.6m）（3/3） 
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（単位：m） 

図 2－3 大物搬入建屋の概略断面図（NS 方向）（1/2） 

 

 

（単位：m） 

図 2－3 大物搬入建屋の概略断面図（EW 方向）（2/2） 

  

原子炉建屋機器搬出入口 
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2.3 解析方針 

大物搬入建屋の地震応答解析は，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づいて

行う。 

地震応答解析フローを図 2－4 に示す。 

地震応答解析は，「3.1 設計用模擬地震波」及び「3.2 地震応答解析モデル」に

おいて設定した地震応答解析モデルと「3.3 入力地震動」において設定した入力地

震動を用いて実施することとし，「3.4 解析方法」及び「3.5 解析条件」に基づき，

「4.1 動的解析」においては，材料物性の不確かさを考慮した建屋及び杭の各種応

答値を算出する。「4.2 静的解析」においては静的地震力を，「4.3 必要保有水平耐

力」においては必要保有水平耐力を算出する。 
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図 2－4 大物搬入建屋の地震応答解析フロー 

  

評価開始 

基本方針 

設計用模擬地震波 

地震応答解析モデルの設定 

入力地震動の設定 

解析方法の設定 

（動的解析，静的解析） 

解析条件の設定＊ 

（非線形特性，物性値） 

動的解析 静的解析 

建屋の最大応答値 

応答加速度 

応答変位 

応答せん断力 

応答曲げモーメント 

応答軸力 

せん断ひずみ 

杭の最大応答値 

応答軸力 

応答曲げモーメント 

応答せん断力 

静的地震力 必要保有水平耐力 

構造強度の確認 

機能維持の確認 建物・構築物の設計用地震力 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

大物搬入建屋の地震応答解析において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・ 建築基準法・同施行令 

・ 建築耐震設計における保有耐力と変形性能（（社）日本建築学会，1990改定） 

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999改定） 

・ 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・ 鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計と保有水平耐

力－（（社）日本建築学会，2001改定） 

・ 建築基礎構造設計指針（（社）日本建築学会，2001改定） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針  重要度分類・許容応力編  ＪＥＡＧ４６０

１・補-1984（（社）日本電気協会） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 
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3. 解析方法 

3.1 設計用模擬地震波 

大物搬入建屋の地震応答解析モデルは，建屋と杭と地盤の相互作用を考慮した建屋

－杭－地盤連成モデルとする。この建屋－杭－地盤連成モデルへの入力地震動は，Ⅴ

-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に示す解放基盤表面

レベルに想定する設計用模擬地震波を用いることとする。 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄとして作成した設計用模擬地震波の加速

度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルは，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」

と同一である。 
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3.2 地震応答解析モデル 

地震応答解析モデルは，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき，水平方向

及び鉛直方向それぞれについて設定する。 

地震応答解析モデルの設定に用いた建物・構築物の物性値を表3－1に示す。 

 

表 3－1 建物・構築物の物性値 

部位 使用材料 

ヤング係数 

Ｅ 

(N/mm2) 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

(N/mm2) 

減衰定数 

ｈ 

(%) 

建屋部 

コンクリート： 

Ｆｃ＝33 (N/mm2) 

鉄筋：SD345，SD390 

2.52×104 1.05×104 5 

基礎スラブ 

コンクリート： 

Ｆｃ＝30 (N/mm2) 

鉄筋：SD345 

2.44×104 1.02×104 5 

杭 

コンクリート 

Ｆｃ＝24 (N/mm2) 
2.27×104 9.45×103 

3 
鋼管：SKK490 

φ1200mm×t25mm 
2.05×105 7.90×104 
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3.2.1 水平方向モデル 

水平方向の地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮した擬似3次元FEM

モデルとする。 

建屋は一軸多質点系モデルとし，重量は床レベルの集中質点で評価する。NS方

向はフレーム構造のため，静的荷重漸増解析モデルにより求まる水平方向の変位

量と等価なせん断変形を考慮したはり要素を用いてモデル化する。EW方向は壁構

造のため，せん断変形及び曲げ変形を考慮したはり要素でモデル化する。地盤は

平面ひずみ要素でモデル化し，杭ははり要素でモデル化する。 

地震応答解析モデルを図3－1及び図3－2に，建屋の地震応答解析モデルを図3

－3に，建屋の地震応答解析モデル諸元を表3－2に，杭の断面性能を表3－3に示

す。解析モデルの節点数はNS方向モデルで14872，EW方向モデルで16638，要素数

はNS方向モデルで28099，EW方向モデルで31170である。ここで，建屋下部の支持

地盤以浅の地盤にセメント系の地盤改良体をモデル化する。解析領域の境界部に

おいて，側面はエネルギ逸散効果を，底面は半無限性を考慮するために粘性境界

を設ける。 

地盤は水平成層地盤とし，地盤定数は初期地盤の物性値，せん断弾性係数及び

減衰定数のひずみ依存特性を用いた一次元波動論で得られる等価地盤物性値とす

る。ここで，初期地盤の地層区分及び地盤定数については，大物搬入建屋

に隣接する原子炉建屋にて設定している地層区分及び地盤定数を用いるこ

ととし，層厚については大物搬入建屋周辺地盤の地盤調査結果に基づき設

定する。初期地盤の物性値及びひずみ依存特性については，Ⅴ-2-1-3「地盤の

支持性能に係る基本方針」に基づき設定し，地盤改良体の初期地盤物性値及び

ひずみ依存特性は表3－4の通り設定する。なお，表3－4に示す単位体積重量

は，地盤改良を行う範囲に対して地盤改良体が占める体積（改良率）を考

慮するため，Ⅴ -2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に示す原地盤及

び地盤改良体の単位体積重量を改良率で加重平均する。また，表3－4に示

すせん断波速度は，改良率を考慮するため動せん断弾性係数に改良率を乗

じた値及び改良率を考慮した単位体積重量を用いて算定する。  

基準地震動Ｓｓに対する地盤定数を表3－5～表3－12に，弾性設計用地震動Ｓ

ｄに対する地盤定数を表3－13～表3－20に示す。 
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3.2.2 鉛直方向モデル 

鉛直方向の地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮した擬似3次元FEM

モデルとする。 

建屋は一軸多質点系モデルとし，重量は床レベルの集中質点で評価する。鉛直

方向は軸変形を考慮したはり要素を用いてモデル化する。 

地震応答解析モデルを図3－4に，建屋の地震応答解析モデルを図3－5に，建屋

の地震応答解析モデル諸元を表3－21に，杭の断面性能を表3－22に示す。 

地盤は地盤調査に基づき水平成層地盤とし，地盤定数は初期地盤の物性値及び

ひずみ依存特性を考慮して求めた等価地盤物性値を用いる。鉛直方向の地盤定数

は水平方向の地盤定数から設定するものとし，表3－5～表3－20に示す。 
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注：面外粘性境界を考慮する。 

(a) 全体モデル 

 

        

(b) 建屋周辺拡大図 

 

図 3－1 地震応答解析モデル（NS 方向） 

  

(NS) 

(UD) 

　新期砂層 1

　新期砂層 2

　古安田層

　西山層 1

　西山層 2

　西山層 3

　西山層 4

　地盤改良体

　建屋

　基礎スラブ

　杭
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注：面外粘性境界を考慮する。 

(a) 全体モデル 

 

       
(b) 建屋周辺拡大図 

 

図 3－2 地震応答解析モデル（EW 方向） 

  

(EW) 

(UD) 

　新期砂層 1

　新期砂層 2

　古安田層

　西山層 1

　西山層 2

　西山層 3

　西山層 4

　地盤改良体

　建屋

　基礎スラブ

　杭
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注：□内は質点番号を，（ ）内は部材番号を示す。 

図 3－3 建屋の地震応答解析モデル（水平方向） 

  

T.M.S.L. 19.6m

T.M.S.L. 11.9m

T.M.S.L. 9.4m

1

2

3

(1)

(2)
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表 3－2 建屋の地震応答解析モデル諸元（水平方向） 

(a) NS 方向モデル 

質点 

番号 

質点重量 

Ｗ 

(kN) 

回転慣性重量 

ＩＧ 

(×103kN･m2) 

部材 

番号 

せん断 

断面積 

Ａｓ(m2) 

断面二次 

モーメント 

Ｉ(m4) 

 1  9340  65.4  

   

(1) 2.6  － 

 2  15970  201.4  

(2) 300.1  － 

 3  9000  111.0  
   

合計 34310  

 

(b) EW 方向モデル 

質点 

番号 

質点重量 

Ｗ 

(kN) 

回転慣性重量 

ＩＧ 

(×103kN･m2) 

部材 

番号 

せん断 

断面積 

Ａｓ(m2) 

断面二次 

モーメント 

Ｉ(m4) 

 1  9340  481.1  

   

(1) 37.0  1700  

 2  15970  825.1  

(2) 300.1  15400  

 3  9000  462.5  
   

合計 34310  

 

表 3－3 杭の断面性能（水平方向） 

外径 

Ｄ(mm) 

板厚＊ 1 

ｔ(mm) 

全断面積＊2 

Ａ(m2) 

せん断 

断面積＊2 

Ａｓ(m2) 

断面二次 

モーメント＊ 2 

Ｉ(m4) 

1200 25 1.838 1.344 0.2236 

注記＊1：上記の板厚に対して腐食代 1mm を考慮する。 

＊2：表中の断面諸元はコンクリート換算した値である。 
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表 3－4 地盤改良体の物性値 

標高 

T.M.S.L. 

(m) 

地層 

せん断波

速度 

Ｖｓ(m/s) 

単位体積 

重量 

γｔ(kN/m3) 

ポアソン比 

ν 
Ｇ/Ｇ０～γ 

ｈ～γ 

（%） 

+12.0～ 

+1.0 

新期砂層 

置換 
810 17.9 0.302 1／(1+10.1γ1.21) 

γ／(0.172γ

+0.00783)+0.401 

+1.0～ 

-8.0 

古安田層 

置換 
800 18.0 0.302 1／(1+10.1γ1.21) 

γ／(0.172γ

+0.00783)+0.401 

注：γはせん断ひずみ(%)を表す。 
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表 3－5 地盤定数（Ss-1） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.7 12.0 0.98  0 

+1.0

800 18.0 0.302 10.9 11.7 0.94  1 
-8.0

490 17.0 0.451  3.78  4.16 0.91  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.13  4.75 0.87  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.28  6.14 0.86  3 
-136.0

650 19.3 0.424  7.32  8.32 0.88  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5 10.5 1.00 -
∞

西山層

古安田層
置換

新期砂層
置換

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0

新期砂層

古安田層

22 0.290.369 0.107 0.34716.1150

200 16.1 0.308

1.92  

0.657 0.11 29 

0.52  6 330 17.3 0.462 0.998 

0.0722
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表 3－6 地盤定数（Ss-2） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.7   12.0   0.98  0 

+1.0

800 18.0 0.302 10.9   11.7   0.94  1 
-8.0

490 17.0 0.451  3.70   4.16  0.89  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.27   4.75  0.90  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.64   6.14  0.92  3 
-136.0

650 19.3 0.424  7.82   8.32  0.94  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5   10.5   1.00 -
∞

古安田層
置換

新期砂層
置換

西山層

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0

27 

0.52  5 330 17.3 0.462  0.998 

 0.0722

古安田層

19 0.31 0.369  0.114 0.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92  

 0.657 0.11
新期砂層
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表 3－7 地盤定数（Ss-3） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.7   12.0   0.98  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.1   11.7   0.95  1 
-8.0

490 17.0 0.451  3.82   4.16  0.92  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.03   4.75  0.85  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.09   6.14  0.83  3 
-136.0

650 19.3 0.424  7.23   8.32  0.87  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5   10.5   1.00 -
∞

新期砂層
置換

西山層

古安田層
置換

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0
古安田層

20 0.33 0.369  0.121 0.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92  

新期砂層
 0.657 0.09 29  0.0591

0.46  8 330 17.3 0.462  0.883 
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表 3－8 地盤定数（Ss-4） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.7   12.0   0.98  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.2   11.7   0.96  1 
-8.0

490 17.0 0.451  3.91   4.16  0.94  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.37   4.75  0.92  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.64   6.14  0.92  3 
-136.0

650 19.3 0.424  7.82   8.32  0.94  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5   10.5   1.00 -
∞

古安田層
置換

新期砂層
置換

西山層

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0

24 

0.62  4 330 17.3 0.462  1.19  

 0.0919

古安田層

18 0.36 0.369  0.132 0.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92  

 0.657 0.14
新期砂層
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表 3－9 地盤定数（Ss-5） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.7  12.0  0.98  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.1  11.7  0.95  1 
-8.0

490 17.0 0.451  3.82  4.16 0.92  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.27  4.75 0.90  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.40  6.14 0.88  3 
-136.0

650 19.3 0.424  7.48  8.32 0.90  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5  10.5  1.00 -
∞

古安田層
置換

新期砂層
置換

西山層

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0

24 

0.58  4 330 17.3 0.462  1.11 

 0.105

古安田層

15 0.31 0.369 0.1140.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92 

 0.657 0.16
新期砂層
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表 3－10 地盤定数（Ss-6） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.7   12.0   0.98  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.2   11.7   0.96  1 
-8.0

490 17.0 0.451  3.91   4.16  0.94  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.32   4.75  0.91  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.52   6.14  0.90  3 
-136.0

650 19.3 0.424  7.65   8.32  0.92  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5   10.5   1.00 -
∞

古安田層
置換

新期砂層
置換

西山層

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0

24 

0.60  4 330 17.3 0.462  1.15  

 0.0854

古安田層

18 0.34 0.369  0.125 0.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92  

 0.657 0.13
新期砂層
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表 3－11 地盤定数（Ss-7） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.7  12.0  0.98  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.1  11.7  0.95  1 
-8.0

490 17.0 0.451  3.78  4.16 0.91  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.22  4.75 0.89  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.34  6.14 0.87  3 
-136.0

650 19.3 0.424  7.40  8.32 0.89  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5  10.5  1.00 -
∞

古安田層
置換

新期砂層
置換

西山層

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0

23 

0.58  4 330 17.3 0.462  1.11 

 0.118

古安田層

15 0.34 0.369 0.1250.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92 

 0.657 0.18
新期砂層
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表 3－12 地盤定数（Ss-8） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.7   12.0   0.98  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.1   11.7   0.95  1 
-8.0

490 17.0 0.451  3.78   4.16  0.91  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.13   4.75  0.87  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.64   6.14  0.92  3 
-136.0

650 19.3 0.424  7.90   8.32  0.95  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5   10.5   1.00 -
∞

新期砂層
置換

西山層

古安田層
置換

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0
古安田層

20 0.36 0.369  0.132 0.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92  

新期砂層
 0.657 0.13 28  0.0854

0.62  5 330 17.3 0.462  1.19  
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表 3－13 地盤定数（Sd-1） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.8  12.0  0.99  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.3  11.7  0.97  1 
-8.0

490 17.0 0.451  3.99  4.16 0.96  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.51  4.75 0.95  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.77  6.14 0.94  3 
-136.0

650 19.3 0.424  7.90  8.32 0.95  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5  10.5  1.00 -
∞

新期砂層
置換

西山層

古安田層
置換

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0
古安田層

17 0.42 0.369 0.1540.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92 

新期砂層
 0.657 0.25 24  0.164

0.67  4 330 17.3 0.462  1.28 
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表 3－14 地盤定数（Sd-2） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.8  12.0  0.99  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.3  11.7  0.97  0 
-8.0

490 17.0 0.451  3.99  4.16 0.96  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.56  4.75 0.96  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.95  6.14 0.97  3 
-136.0

650 19.3 0.424  8.07  8.32 0.97  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5  10.5  1.00 -
∞

古安田層
置換

新期砂層
置換

西山層

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0

20 

0.64  3 330 17.3 0.462  1.22 

 0.151

古安田層

14 0.44 0.369 0.1620.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92 

 0.657 0.23
新期砂層
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表 3－15 地盤定数（Sd-3） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.8  12.0  0.99  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.4  11.7  0.98  1 
-8.0

490 17.0 0.451  3.99  4.16 0.96  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.46  4.75 0.94  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.71  6.14 0.93  3 
-136.0

650 19.3 0.424  7.90  8.32 0.95  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5  10.5  1.00 -
∞

新期砂層
置換

西山層

古安田層
置換

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0
古安田層

15 0.48 0.369 0.1770.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92 

新期砂層
 0.657 0.30 22  0.197

0.67  4 330 17.3 0.462  1.28 
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表 3－16 地盤定数（Sd-4） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.8  12.0  0.99  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.4  11.7  0.98  0 
-8.0

490 17.0 0.451  4.03  4.16 0.97  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.60  4.75 0.97  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.95  6.14 0.97  3 
-136.0

650 19.3 0.424  8.07  8.32 0.97  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5  10.5  1.00 -
∞

古安田層
置換

新期砂層
置換

西山層

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0

17 

0.70  3 330 17.3 0.462  1.34 

 0.197

古安田層

12 0.49 0.369 0.1800.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92 

 0.657 0.30
新期砂層
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表 3－17 地盤定数（Sd-5） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.8  12.0  0.99  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.4  11.7  0.98  0 
-8.0

490 17.0 0.451  4.03  4.16 0.97  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.56  4.75 0.96  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.83  6.14 0.95  3 
-136.0

650 19.3 0.424  7.98  8.32 0.96  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5  10.5  1.00 -
∞

古安田層
置換

新期砂層
置換

西山層

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0

16 

0.70  3 330 17.3 0.462  1.34 

 0.190

古安田層

11 0.47 0.369 0.1730.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92 

 0.657 0.29
新期砂層
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表 3－18 地盤定数（Sd-6） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.8  12.0  0.99  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.4  11.7  0.98  0 
-8.0

490 17.0 0.451  4.03  4.16 0.97  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.56  4.75 0.96  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.89  6.14 0.96  3 
-136.0

650 19.3 0.424  8.07  8.32 0.97  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5  10.5  1.00 -
∞

古安田層
置換

新期砂層
置換

西山層

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0

18 

0.69  3 330 17.3 0.462  1.32 

 0.183

古安田層

12 0.47 0.369 0.1730.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92 

 0.657 0.28
新期砂層
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表 3－19 地盤定数（Sd-7） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.8  12.0  0.99  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.4  11.7  0.98  0 
-8.0

490 17.0 0.451  3.99  4.16 0.96  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.56  4.75 0.96  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.83  6.14 0.95  3 
-136.0

650 19.3 0.424  7.90  8.32 0.95  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5  10.5  1.00 -
∞

古安田層
置換

新期砂層
置換

西山層

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0

15 

0.71  3 330 17.3 0.462  1.36 

 0.190

古安田層

10 0.45 0.369 0.1660.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92 

 0.657 0.29
新期砂層
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表 3－20 地盤定数（Sd-8） 

(a) 建屋下部 

 

 

(b) 建屋周囲 

 

注：T.M.S.L. -8.0m 以深は建屋下部の値を採用する。 

  

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
810 17.9 0.302 11.8  12.0  0.99  0 

+1.0

800 18.0 0.302 11.4  11.7  0.98  1 
-8.0

490 17.0 0.451  3.99  4.16 0.96  3 
-33.0

530 16.6 0.446  4.51  4.75 0.95  3 
-90.0

590 17.3 0.432  5.95  6.14 0.97  3 
-136.0

650 19.3 0.424  8.15  8.32 0.98  3 
-155.0

椎谷層 720 19.9 0.416 10.5  10.5  1.00 -
∞

新期砂層
置換

西山層

古安田層
置換

標高 せん断波 単位体積重量 ポアソン比 せん断弾性 初期せん断 剛性低下率 減衰定数

T.M.S.L. 地層 速度Ⅴｓ γt ν 係数 Ｇ 弾性係数 Ｇ0 Ｇ/Ｇ0 ｈ

(m)  (m/s) (kN/m3) (×105kN/m2) (×105kN/m2)  (%)

+12.0
+7.5

+1.0

-8.0
古安田層

15 0.47 0.369 0.1730.34716.1150

200 16.1 0.308

 1.92 

新期砂層
 0.657 0.24 24  0.157

0.69  4 330 17.3 0.462  1.32 
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注：面外粘性境界を考慮する。 

(a) 全体モデル 

 

       
(b) 建屋周辺拡大図 

 

図 3－4 地震応答解析モデル（鉛直方向） 

  

(EW) 

(UD) 

　新期砂層 1

　新期砂層 2

　古安田層

　西山層 1

　西山層 2

　西山層 3

　西山層 4

　地盤改良体

　建屋

　基礎スラブ

　杭
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注：□内は質点番号を，（ ）内は部材番号を示す。 

図 3－5 建屋の地震応答解析モデル（鉛直方向） 

 

表 3－21 建屋の地震応答解析モデル諸元（鉛直方向） 

質点 

番号 

質点重量 

Ｗ 

（kN） 

部材 

番号 

軸断面積 

ＡＮ 

（m2） 

 1  9340  

  

(1) 37.0  

 2  15970  

(2) 300.1  

 3  9000  
  

合計 34310  

 

表 3－22 杭の断面性能（鉛直方向） 

外径 

Ｄ(mm) 

板厚＊ 1 

ｔ(mm) 

軸断面積＊2 

Ａ(m2) 

1200 25 1.838 

注記＊1：上記の板厚に対して腐食代 1mm を考慮する。 

＊2：表中の断面諸元はコンクリート換算した値である。

  

T.M.S.L. 19.6m

T.M.S.L. 11.9m

T.M.S.L. 9.4m

1

2

3

(1)

(2)
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3.3 入力地震動 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面レベルに想定する基準地震動Ｓ

ｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄとする。地震応答解析は，解析モデル下端レベル(T.M.

S.L.-155.0m)に入力地震動を水平方向及び鉛直方向にそれぞれ入力することで実施す

る。地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図を図3－6に示す。 

 

 

図 3－6 地震応答解析モデルに入力する地震動の概念図 

  

入力地震動 

解放基盤表面  

T.M.S.L.-155m ▼  

基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
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3.4 解析方法 

大物搬入建屋の地震応答解析には，解析コード「ＳｏｉｌＰｌｕｓ」を用いる。ま

た，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.4.1 動的解析 

建物・構築物の動的解析は，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき，

時刻歴応答解析により実施する。動的解析により建屋及び杭の各種応答値を算出

する。 

 

3.4.2 静的解析 

(1) 水平地震力 

水平地震力算定用の基準面は基礎スラブ上端位置（T.M.S.L. 11.9m）とし，基

準面より上の部分の地震力は，地震層せん断力係数を用いた次式にて算定する。 

Ｑｉ＝ｎ・Ｃｉ・Ｗｉ 

Ｃｉ＝Ｚ・Ｒｔ・Ａｉ・Ｃ0 

ここで， 

Ｑｉ  ：第ｉ層に生じる水平地震力 

ｎ ：施設の重要度分類に応じた係数（3.0） 

Ｃｉ  ：第ｉ層の地震層せん断力係数 

Ｗｉ ：第ｉ層が支える重量 

Ｚ ：地震地域係数（1.0） 

Ｒｔ ：振動特性係数（1.0）  

Ａｉ ：第ｉ層の地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数 

Ｃ0 ：標準せん断力係数（0.2） 
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(2) 鉛直地震力 

鉛直地震力は，鉛直震度0.3を基準とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種

類等を考慮して，次式によって算定する鉛直震度を用いて定める。 

Ｃｖ＝Ｒｖ・0.3 

ここで， 

Ｃｖ  ：鉛直震度 

Ｒｖ  ：鉛直方向振動特性係数（1.0） 

 

3.4.3 必要保有水平耐力 

各層の必要保有水平耐力Ｑｕｎは，次式により算定する。 

Ｑｕｎ＝Ｄｓ・Ｆｅｓ・Ｑｕｄ 

ここで， 

Ｄｓ ：各層の構造特性係数（NS 方向：0.45，EW 方向：0.55） 

Ｆｅｓ ：各層の形状特性係数 

 

地震力によって各層に生じる水平力Ｑｕｄは，次式により算定する。 

Ｑｕｄ＝ｎ・Ｃｉ・Ｗｉ  

Ｃｉ＝Ｚ・Ｒｔ・Ａｉ・Ｃ0 

ここで， 

ｎ ：施設の重要度分類に応じた係数（1.0） 

Ｃｉ ：第ｉ層の地震層せん断力係数 

Ｗｉ ：第ｉ層が支える重量 

Ｚ ：地震地域係数（1.0） 

Ｒｔ ：振動特性係数（1.0）  

Ａｉ ：第ｉ層の地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数 

Ｃ0 ：標準せん断力係数（1.0） 
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3.5 解析条件 

3.5.1 建物・構築物の復元力特性 

(1) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ 関係） 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は原子力発電所耐震

設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）（以下

「ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」という。）に基づき，トリリニア型スケルト

ン曲線とする。耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図3－7に示す。 

 

 

 

τ1：第1折点のせん断応力度 

τ2：第2折点のせん断応力度 

τ3：終局点のせん断応力度 

γ1：第1折点のせん断ひずみ 

γ2：第2折点のせん断ひずみ 

γ3：終局点のせん断ひずみ（4.0×10-3） 

 

図 3－7 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係 
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(2) 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１

-1991 追補版」に基づき，最大点指向型モデルとする。耐震壁のせん断応力度

－せん断ひずみ関係の履歴特性を図3－8に示す。 

 

 

a．0－A間 ：弾性範囲。 

b．A－B間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最大

点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c．B－C間 ：負側最大点指向。 

d．各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

e．安定ループは面積を持たない。 

 

 

図 3－8 耐震壁のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(3) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ 関係） 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係（Ｍ－φ関係）は，「ＪＥＡＧ４６０１-19

91 追補版」に基づき，トリリニア型スケルトン曲線とする。耐震壁の曲げモー

メント－曲率関係を図3－9に示す。 

 

 

Ｍ1 ：第1折点の曲げモーメント 

Ｍ2 ：第2折点の曲げモーメント 

Ｍ3 ：終局点の曲げモーメント 

φ1 ：第1折点の曲率 

φ2 ：第2折点の曲率 

φ3 ：終局点の曲率 

 

 

図 3－9 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係 
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(4) 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 

耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性は，「ＪＥＡＧ４６０１-1991 

追補版」に基づき，ディグレイディングトリリニア型モデルとする。耐震壁の曲

げモーメント－曲率関係の履歴特性を図3－10に示す。 

 

 

a．0－A間 ：弾性範囲。 

b．A－B間 ：負側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最大

点が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c．B－C間 ：負側最大点指向型で，安定ループは最大曲率に応じた等価粘性

減衰を与える平行四辺形をしたディグレイディングトリリニア

型とする。平行四辺形の折点は，最大値から2・Ｍ 1を減じた点

とする。ただし，負側最大点が第2折点を超えていなければ，負

側第2折点を最大点とする安定ループを形成する。また，安定ル

ープ内部での繰り返しに用いる剛性は安定ループの戻り剛性に

同じとする。 

d．各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

 

図 3－10 耐震壁の曲げモーメント－曲率関係の履歴特性 
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(5) フレーム構造部のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ 関係） 

フレーム構造部のせん断応力度－せん断ひずみ関係（τ－γ関係）は，柱脚固

定としたフレームモデルを用い，せん断変形及び曲げ変形を考慮した静的荷重漸

増解析に基づき設定する。大物搬入建屋の静的荷重漸増解析には，解析コード

「ＳｕｐｅｒＢｕｉｌｄ／ＳＳ７」を用いる。また，解析コードの検証及び妥当

性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に

示す。 

以下に静的荷重漸増解析の条件を示す。 

・外力分布は，保有水平耐力の外力分布形状を用いる。 

・加力方向は正負方向について実施し，耐力が低くなる加力方向を採用する。 

・加力方向における最大層間変形角が1/100に達した時点で解析を終了する。 

・荷重－変形曲線における層間変位計算位置は重心位置とする。 

以上の静的荷重漸増解析より求まる荷重－変形曲線にフィッティングするトリ

リニア型のスケルトン曲線でフレーム構造部の非線形特性を評価する。第1折点

はひび割れモーメント発生時，終局点は保有水平耐力時とし，第2折点は保有水

平耐力以下でエネルギ等価となるよう設定する。 

フレーム構造部のせん断応力度－せん断ひずみ関係を図3－11に示す。 

 

 

τ1：第1折点のせん断応力度 

τ2：第2折点のせん断応力度 

τ3：終局点のせん断応力度 

γ1：第1折点のせん断ひずみ 

γ2：第2折点のせん断ひずみ 

γ3：終局点のせん断ひずみ 

 

図 3－11 フレーム構造部のせん断応力度－せん断ひずみ関係
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(6) フレーム構造部のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 

フレーム構造部のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性は，「建築耐震

設計における保有耐力と変形性能（（社）日本建築学会，1990改定）」に基づき，

武田モデルとする。フレーム構造部のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特

性を図3－12に示す。 

 

 

 

a．0－A間 ：弾性範囲。 

b．A－B間 ：復元力が0になるまで勾配Ｋｒで負側に向かい，復元力 0から負

側スケルトンが経験した最大点に向かう。ただし，負側最大点

が第1折点を超えていなければ，負側第1折点に向かう。 

c．B－C間 ：復元力が0になるまで勾配Ｋｒで負側に向かい，復元力 0から負

側スケルトンが経験した最大点に向かう。 

d．復元力0の点から最大点に向かう直線上から反対方向に戻る場合も復元力が

0になるまで勾配Ｋｒで戻り，その後反対側の今までの最大点に向かう。 

e．各最大点は，スケルトン上を移動することにより更新される。 

 

図 3－12 フレーム構造部のせん断応力度－せん断ひずみ関係の履歴特性 
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(7) スケルトン曲線の諸数値 

大物搬入建屋の耐震壁及びフレーム構造部について算出したせん断力及び曲げ

モーメントのスケルトン曲線の諸数値を表3－23～表3－25に示す。 

 

表 3－23 せん断力のスケルトン曲線（τ－γ 関係）（NS 方向） 

階 

第 1 折点 第 2 折点 終局点 

τ 1 

(N/mm2) 

γ1 

(×10-3) 

τ2 

(N/mm2) 

γ 2 

(×10-3) 

τ3 

(N/mm2) 

γ3 

(×10-3) 

1F 3.67 0.350 13.6 6.48 14.5 9.92 

 

 

表 3－24 せん断力のスケルトン曲線（τ－γ 関係）（EW 方向） 

階 

第 1 折点 第 2 折点 終局点 

τ 1 

(N/mm2) 

γ1 

(×10-3) 

τ2 

(N/mm2) 

γ 2 

(×10-3) 

τ3 

(N/mm2) 

γ3 

(×10-3) 

1F 1.90 0.181 2.57 0.544 3.28 4.00 

 

 

表 3－25 曲げモーメントのスケルトン曲線（Ｍ－φ 関係）（EW 方向） 

階 

第 1 折点 第 2 折点 終局点 

Ｍ 1 

(×106kN･m) 

φ1 

(×10-5/m) 

Ｍ2 

(×106kN･m) 

φ 2 

(×10-5/m) 

Ｍ3 

(×106kN･m) 

φ3 

(×10-5/m) 

1F 0.363 0.856 1.26 10.1 2.22 203 
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(8) 杭の曲げモーメント－軸力相関及び曲率関係と履歴特性 

杭の曲げモーメント－軸力相関，杭の曲げモーメント－曲率関係及び履歴特性

は，鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計と保有水平

耐力－（（社）日本建築学会，2001改定）に基づき作成する。杭の曲げモーメン

ト－軸力相関を図3－13に，杭の曲げモーメント－曲率関係を図3－14に示す。杭

の曲げモーメント－曲率関係は、地震応答解析中に変化する杭軸力に応じて算定

する。また，履歴特性はノーマルバイリニアとする。 

 

 

図 3－13 杭の曲げモーメント－軸力相関 
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(a) 杭軸力-12000kN～杭軸力 4000kN 

 

 

(b) 杭軸力 5000kN～杭軸力 15000kN 

 

図 3－14 杭の曲げモーメント－曲率関係 

  

杭軸力＋：圧縮 

－：引張 

杭軸力＋：圧縮 

－：引張 
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3.5.2 材料物性の不確かさ 

解析においては，「3.2 地震応答解析モデル」に示す物性値及び定数を基本ケ

ースとし，材料物性の不確かさを考慮する。材料物性の不確かさを考慮した地震

応答解析は，建屋応答への影響の大きい地震動に対して実施することとし，基本

ケースの地震応答解析の応答値のいずれかが最大となる地震動（基準地震動Ｓｓ

についてはSs-1及びSs-3，弾性設計用地震動ＳｄについてはSd-1及びSd-3）に対

して実施することとする。 

地盤剛性については，地盤調査結果の平均値をもとに設定した数値を基本ケー

スとし，地盤剛性の不確かさの検討にあたっては，初期せん断波速度に対して標

準偏差に相当するばらつき（±1σ）を考慮する。 

材料物性の不確かさのうち，建屋剛性については，新設構造物であり設計基準

強度を用いていることから，考慮しない。 

材料物性の不確かさを考慮する解析ケースを表3－26に示す。 

 

 

表 3－26 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 地盤剛性 備考 

①ケース 1 

（工認モデル） 
標準地盤 基本ケース 

②ケース 2 

（地盤剛性＋σ） 

標準地盤＋σ 

（新期砂層+13%,古安田層+25%,西山層+10%） 
 

③ケース 3 

（地盤剛性－σ） 

標準地盤－σ 

（新期砂層-13%,古安田層-25%,西山層-10%） 
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4. 解析結果 

4.1 動的解析 

本資料においては，代表として基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの基本ケ

ースの地震応答解析結果を示す。 

 

4.1.1 固有値解析結果 

基本ケースの地震応答解析モデルの固有値解析結果（固有周期及び固有振動数）

を表4－1及び表4－2に示す。なお，大物搬入建屋では建屋－杭連成の固有振

動モードから固有周期及び固有振動数を決定しており，刺激係数は用いて

いない。固有振動モードをSs-1及びSd-1の結果を代表として図4－1及び図4－2

に示す。 

 

4.1.2 応答解析結果 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの基本ケースの地震応答解析結果を

図4－3～図4－24及び表4－3～表4－4に示す。 
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表 4－1 固有値解析結果（基準地震動Ｓｓ） 

基準地震動 

Ｓｓ 
方向 

固有周期 

(s) 

固有振動数

(Hz) 

Ss-1 

NS 0.285 3.51 

EW 0.279 3.59 

鉛直 0.169 5.93 

Ss-2 

NS 0.281 3.56 

EW 0.276 3.63 

鉛直 0.166 6.03 

Ss-3 

NS 0.292 3.42 

EW 0.285 3.51 

鉛直 0.172 5.83 

Ss-4 

NS 0.268 3.74 

EW 0.264 3.79 

鉛直 0.162 6.18 

Ss-5 

NS 0.269 3.72 

EW 0.267 3.74 

鉛直 0.177 5.65 

Ss-6 

NS 0.272 3.68 

EW 0.268 3.73 

鉛直 0.179 5.59 

Ss-7 

NS 0.265 3.78 

EW 0.263 3.80 

鉛直 0.175 5.71 

Ss-8 

NS 0.272 3.68 

EW 0.269 3.72 

鉛直 0.178 5.61 

注：建屋－杭連成一次モードを示す。 
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(a) NS 方向(f=3.51Hz) 

  

(b) EW 方向(f=3.59Hz) 

 

注：凡例は全体モデルにおいて基準化した固有ベクトルを示す。 

図 4－1 固有振動モード（Ss-1）（1/2） 
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(c) 鉛直方向(f=5.93Hz) 

 

注：凡例は全体モデルにおいて基準化した固有ベクトルを示す。 

図 4－1 固有振動モード（Ss-1）（2/2） 
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表 4－2 固有値解析結果（弾性設計地震動Ｓｄ） 

弾性設計用

地震動 

Ｓｄ 

方向 
固有周期 

(s) 

固有振動数

(Hz) 

Sd-1 

NS 0.247 4.04 

EW 0.245 4.08 

鉛直 0.180 5.55 

Sd-2 

NS 0.245 4.07 

EW 0.250 4.01 

鉛直 0.164 6.08 

Sd-3 

NS 0.275 3.63 

EW 0.268 3.73 

鉛直 0.173 5.79 

Sd-4 

NS 0.273 3.67 

EW 0.266 3.76 

鉛直 0.171 5.84 

Sd-5 

NS 0.276 3.62 

EW 0.269 3.72 

鉛直 0.173 5.78 

Sd-6 

NS 0.278 3.59 

EW 0.270 3.70 

鉛直 0.174 5.74 

Sd-7 

NS 0.277 3.60 

EW 0.270 3.71 

鉛直 0.174 5.76 

Sd-8 

NS 0.249 4.02 

EW 0.272 3.67 

鉛直 0.179 5.58 

注：建屋－杭連成一次モードを示す。 
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(a) NS 方向(f=4.04Hz) 

  

(b) EW 方向(f=4.08Hz) 

 

注：凡例は全体モデルにおいて基準化した固有ベクトルを示す。 

図 4－2 固有振動モード（Sd-1）（1/2） 
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(c)  鉛直方向(f=5.55Hz) 

 

注：凡例は全体モデルにおいて基準化した固有ベクトルを示す。 

図 4－2 固有振動モード（Sd-1）（2/2） 
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注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－3 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ，NS 方向） 

 

 
注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注3：T.M.S.L.-13.7m（原子炉建屋の基礎スラブ下端レベル）の地盤  

   に対する相対変位を示す。 

 

図 4－4 最大応答変位（基準地震動Ｓｓ，NS 方向） 
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注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－5 最大応答せん断力（基準地震動Ｓｓ，NS 方向） 
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注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－6 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ，EW 方向） 

 

 
注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注3：T.M.S.L.-13.7m（原子炉建屋の基礎スラブ下端レベル）の地盤  

   に対する相対変位を示す。 

 

図 4－7 最大応答変位（基準地震動Ｓｓ，EW 方向） 
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注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－8 最大応答せん断力（基準地震動Ｓｓ，EW 方向） 

 

 
注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－9 最大応答曲げモーメント（基準地震動Ｓｓ，EW 方向）

  



 

62 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-9

-3
-1

 
別
紙
１
（
Ⅰ
）
 R
1 

 
注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－10 最大応答加速度（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 

 

 
注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注3：T.M.S.L.-13.7m（原子炉建屋の基礎スラブ下端レベル）の地盤  

   に対する相対変位を示す。 

 

図 4－11 最大応答変位（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 
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注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－12 最大応答軸力（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向） 
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部材番号(1) 

図 4－13 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（基準地震動Ｓｓ，EW 方向） 
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表 4－3 基準地震動Ｓｓによる地震応答解析結果に基づく杭頭の応答値 

(a) 最大応答軸力 

 

注 1：表には杭一本当たりの応答値を示し，軸力は引張を正とする。 

注 2：ハッチングは Ss-1～Ss-8 の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

 

NS 方向モデル          EW 方向モデル 

杭頭の要素番号 

  

最大応答軸力 最大応答軸力 最大応答軸力

(×103kN) (×103kN) (×103kN)

Ss-1 34 3.97     286 1.66      286 0.575    

Ss-2 114 2.59     286 1.09      286 -0.243    

Ss-3 34 1.56     86 0.484     286 -0.239    

Ss-4 114 0.542    46 0.0907    286 -0.885    

Ss-5 34 0.411    46 0.341     286 -0.862    

Ss-6 114 0.622    46 0.167     286 -0.842    

Ss-7 34 0.333    46 0.411     286 -0.893    

Ss-8 34 1.35     86 0.172     286 -1.06     

鉛直方向

杭番号杭番号

NS方向

基準地震動
Sｓ

EW方向

杭番号
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表 4－3 基準地震動Ｓｓによる地震応答解析結果に基づく杭頭の応答値 

(b) 最小応答軸力 

 

注 1：表には杭一本当たりの応答値を示し，軸力は引張を正とする。 

注 2：ハッチングは Ss-1～Ss-8 の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

 

NS 方向モデル          EW 方向モデル 

杭頭の要素番号 

  

最小応答軸力 最小応答軸力 最小応答軸力

(×103kN) (×103kN) (×103kN)

Ss-1 114 -7.16     286 -5.05     286 -4.02     

Ss-2 34 -5.99     46 -4.21     286 -3.05     

Ss-3 114 -4.86     246 -3.82     286 -3.08     

Ss-4 34 -4.00     286 -3.62     286 -2.66     

Ss-5 114 -3.74     286 -3.96     286 -2.63     

Ss-6 34 -4.08     286 -3.71     286 -2.77     

Ss-7 114 -3.66     286 -4.04     286 -2.70     

Ss-8 114 -4.61     246 -3.52     286 -2.53     

基準地震動
Sｓ

NS方向 EW方向 鉛直方向

杭番号 杭番号 杭番号
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表 4－3 基準地震動Ｓｓによる地震応答解析結果に基づく杭頭の応答値 

(c) 最大応答曲げモーメント 

 

注 1：表には杭一本当たりの応答値を示し，軸力は引張を正とする。 

注 2：ハッチングは Ss-1～Ss-8 の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注 3：軸力は最大応答曲げモーメント発生時の軸力を示す。 

 

 

NS 方向モデル          EW 方向モデル 

杭頭の要素番号 

  

Ss-1 74 -1.29     2.39     166 -3.25     1.53     86 -4.54     0.132     

Ss-2 74 -2.05     1.61     166 -3.53     1.35     286 -8.21     0.100     

Ss-3 74 -5.08     2.10     166 -3.24     1.47     46 -3.75     0.0829    

Ss-4 74 -2.29     1.26     166 -3.49     1.12     286 -2.86     0.0604    

Ss-5 74 -4.20     0.917    166 -3.49     1.28     286 -7.66     0.0620    

Ss-6 74 -2.24     1.30     166 -3.50     1.20     286 -2.76     0.0662    

Ss-7 74 -4.14     0.819    166 -3.47     1.20     286 -7.88     0.0612    

Ss-8 74 -2.22     1.68     46 -2.22     1.00     286 -3.18     0.0653    

鉛直方向

基準地震動
Sｓ 杭番号

NS方向 EW方向

杭番号杭番号
軸力

(×10
3
kN)

軸力

(×10
3
kN)

軸力

(×10
3
kN)

最大応答曲げ
モーメント

(×103kN･m)

最大応答曲げ
モーメント

(×103kN･m)

最大応答曲げ
モーメント

(×103kN･m)
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表 4－3 基準地震動Ｓｓによる地震応答解析結果に基づく杭頭の応答値 

(d) 最大応答せん断力 

 

注 1：表には杭一本当たりの応答値を示す。 

注 2：ハッチングは Ss-1～Ss-8 の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

 

NS 方向モデル          EW 方向モデル 

杭頭の要素番号 

  

最大応答せん断力 最大応答せん断力 最大応答せん断力

(×103kN) (×103kN) (×103kN)

Ss-1 74 4.13       46 2.37       46 0.375       

Ss-2 74 2.72       46 1.98       46 0.215       

Ss-3 74 3.53       166 2.03       46 0.266       

Ss-4 74 2.15       46 1.74       46 0.152       

Ss-5 74 1.59       166 1.75       46 0.136       

Ss-6 74 2.21       46 1.82       46 0.170       

Ss-7 74 1.42       166 1.66       46 0.110       

Ss-8 74 2.76       46 2.00       286 0.0948      

NS方向

基準地震動
Sｓ

EW方向

杭番号

鉛直方向

杭番号杭番号
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注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－14 最大応答加速度（弾性設計用地震動Ｓｄ，NS 方向） 

 

 
注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注3：T.M.S.L.-13.7m（原子炉建屋の基礎スラブ下端レベル）の地盤  

   に対する相対変位を示す。 

 

図 4－15 最大応答変位（弾性設計用地震動Ｓｄ，NS 方向） 
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注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－16 最大応答せん断力（弾性設計用地震動Ｓｄ，NS 方向） 
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注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－17 最大応答加速度（弾性設計用地震動Ｓｄ，EW 方向） 

 

 
注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注3：T.M.S.L.-13.7m（原子炉建屋の基礎スラブ下端レベル）の地盤  

   に対する相対変位を示す。 

 

図 4－18 最大応答変位（弾性設計用地震動Ｓｄ，EW 方向） 
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注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－19 最大応答せん断力（弾性設計用地震動Ｓｄ，EW 方向） 

 

 
注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－20 最大応答曲げモーメント（弾性設計用地震動Ｓｄ，EW 方向） 
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注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－21 最大応答加速度（弾性設計用地震動Ｓｄ，鉛直方向） 

 

 
注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注3：T.M.S.L.-13.7m（原子炉建屋の基礎スラブ下端レベル）の地盤  

   に対する相対変位を示す。 

 

図 4－22 最大応答変位（弾性設計用地震動Ｓｄ，鉛直方向） 
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注1：分布図はSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注2：ハッチングはSs-1～Ss-8の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

図 4－23 最大応答軸力（弾性設計用地震動Ｓｄ，鉛直方向） 
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部材番号(1) 

図 4－24 せん断スケルトン曲線上の最大応答値（弾性設計用地震動Ｓｄ，EW 方向） 
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表 4－4 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析結果に基づく杭頭の応答値 

(a) 最大応答軸力 

 

注 1：表には杭一本当たりの応答値を示し，軸力は引張を正とする。 

注 2：ハッチングは Sd-1～Sd-8 の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

 

NS 方向モデル          EW 方向モデル 

杭頭の要素番号 

  

最大応答軸力 最大応答軸力 最大応答軸力

(×103kN) (×103kN) (×103kN)

Sd-1 114 0.750     286 -0.170     286 -0.592    

Sd-2 34 0.592     286 -0.278     286 -1.06     

Sd-3 114 -0.116     86 -0.773     286 -0.98     

Sd-4 114 -0.648     46 -0.742     286 -1.29     

Sd-5 34 -0.613     46 -0.639     286 -1.31     

Sd-6 114 -0.561     46 -0.705     286 -1.29     

Sd-7 34 -0.659     46 -0.614     286 -1.34     

Sd-8 34 -0.120     86 -0.807     286 -1.37     

鉛直方向

杭番号杭番号

NS方向

弾性設計用地震動
Sｄ

EW方向

杭番号
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表 4－4 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析結果に基づく杭頭の応答値 

(b) 最小応答軸力 

 

注 1：表には杭一本当たりの応答値を示し，軸力は引張を正とする。 

注 2：ハッチングは Sd-1～Sd-8 の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

 

NS 方向モデル          EW 方向モデル 

杭頭の要素番号 

  

最小応答軸力 最小応答軸力 最小応答軸力

(×103kN) (×103kN) (×103kN)

Sd-1 34 -4.20     286 -3.22     286 -2.71     

Sd-2 114 -3.99     46 -2.98     286 -2.43     

Sd-3 34 -3.28     286 -2.61     286 -2.30     

Sd-4 34 -2.76     286 -2.70     286 -2.18     

Sd-5 114 -2.74     286 -2.84     286 -2.21     

Sd-6 34 -2.85     286 -2.74     286 -2.22     

Sd-7 114 -2.69     286 -2.87     286 -2.22     

Sd-8 114 -3.21     246 -2.56     286 -2.15     

弾性設計用地震動
Sｄ

NS方向 EW方向 鉛直方向

杭番号 杭番号 杭番号
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表 4－4 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析結果に基づく杭頭の応答値 

(c) 最大応答曲げモーメント 

 

注 1：表には杭一本当たりの応答値を示し，軸力は引張を正とする。 

注 2：ハッチングは Sd-1～Sd-8 の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

注 3：軸力は最大応答曲げモーメント発生時の軸力を示す。 

 

 

NS 方向モデル          EW 方向モデル 

杭頭の要素番号 

  

Sd-1 74 -2.38     1.21     166 -3.45     0.774     286 -3.08     0.0694     

Sd-2 74 -4.20     0.850    166 -3.44     0.715     286 -6.95     0.0497     

Sd-3 74 -4.03     0.843    166 -3.33     0.561     286 -6.83     0.0337     

Sd-4 74 -2.89     0.622    166 -3.42     0.532     286 -3.95     0.0277     

Sd-5 74 -3.81     0.517    166 -3.43     0.649     286 -6.62     0.0295     

Sd-6 74 -2.85     0.660    166 -3.42     0.574     286 -3.87     0.0287     

Sd-7 74 -3.77     0.477    166 -3.43     0.701     286 -6.66     0.0288     

Sd-8 74 -4.08     0.905    166 -3.33     0.569     286 -6.31     0.0354     

弾性設計地震動
Sｄ

NS方向 EW方向 鉛直方向

杭番号
軸力

(×10
3
kN)

最大応答曲げ
モーメント

(×103kN･m)

杭番号
軸力

(×10
3
kN)

最大応答曲げ
モーメント

(×103kN･m)

杭番号
軸力

(×10
3
kN)

最大応答曲げ
モーメント

(×103kN･m)
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表 4－4 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析結果に基づく杭頭の応答値 

(d) 最大応答せん断力 

 

注 1：表には杭一本当たりの応答値を示す。 

注 2：ハッチングは Sd-1～Sd-8 の最大応答値のうち最も大きい値を表示。 

 

 

NS 方向モデル          EW 方向モデル 

杭頭の要素番号 

  

最大応答せん断力 最大応答せん断力 最大応答せん断力

(×103kN) (×103kN) (×103kN)

Sd-1 74 2.07       166 1.07       46 0.177       

Sd-2 74 1.48       46 0.994      46 0.110       

Sd-3 74 1.42       166 0.771      46 0.0938      

Sd-4 74 1.05       166 0.734      46 0.0481      

Sd-5 74 0.887      166 0.892      46 0.0582      

Sd-6 74 1.12       166 0.793      46 0.0526      

Sd-7 74 0.817      166 0.966      46 0.0512      

Sd-8 74 1.52       46 0.846      286 0.0442      

弾性設計地震動
Sｄ

NS方向 EW方向 鉛直方向

杭番号 杭番号 杭番号
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4.2 静的解析 

静的地震力については，「3.4 解析方法」に示す方法にて算出する。地震層せん断

力係数3.0Ｃｉ及び静的地震力（水平地震力）を表4－5及び表4－6に示す。 

 

表 4－5 地震層せん断力係数（3.0Ｃｉ）及び水平地震力（NS 方向） 

T.M.S.L. 

(m) 

層せん断力 

係数  

水平地震力 

(×103kN) 

11.9 ～ 19.6 0.60 5.61 

 

表 4－6 地震層せん断力係数（3.0Ｃｉ）及び水平地震力（EW 方向） 

T.M.S.L. 

(m) 

層せん断力 

係数  

静的地震力 

(×103kN) 

11.9 ～ 19.6 0.60 5.61 
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4.3 必要保有水平耐力 

必要保有水平耐力については，「3.4 解析方法」に示す方法にて算出する。必要保

有水平耐力Ｑｕｎを表4－7及び表4－8に示す。 

 

表 4－7 必要保有水平耐力Ｑｕｎ（NS 方向） 

T.M.S.L. 

(m) 

構造特性係数 

Ｄｓ 

形状特性係数 

Ｆｅｓ 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ(×103kN) 

11.9 ～ 19.6 0.45 1.14 4.79 

 

表 4－8 必要保有水平耐力Ｑｕｎ（EW 方向） 

T.M.S.L. 

(m) 

構造特性係数 

Ｄｓ 

形状特性係数 

Ｆｅｓ 

必要保有水平耐力 

Ｑｕｎ(×103kN) 

11.9 ～ 19.6 0.55 1.00 5.14 
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（Ⅱ） 大物搬入建屋の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，原子炉建屋の一部を構成する

大物搬入建屋の地震時の構造強度及び機能維持の確認について説明するものであり，そ

の評価は，地震応答解析による評価及び応力解析による評価により行う。 

大物搬入建屋のうち，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）は，設計基準対象

施設においては「Ｓクラスの施設」に，重大事故等対処施設においては「常設重

大事故緩和設備」に分類される。また，大物搬入建屋を構成する壁及びスラブの

一部は，二次遮蔽壁に該当し，その二次遮蔽壁は，重大事故等対処施設において

は「常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事

故緩和設備」に分類される。  

以下，大物搬入建屋のうち，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の「Ｓク

ラスの施設」及び「常設重大事故緩和設備」としての分類に応じた耐震評価並び

に二次遮蔽壁の「常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及

び常設重大事故緩和設備」としての分類に応じた耐震評価を示す。  
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2. 基本方針 

2.1 位置 

大物搬入建屋の位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 大物搬入建屋の設置位置 
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2.2 構造概要 

大物搬入建屋は，地上 1階建ての鉄筋コンクリート造の建物である。大物搬入建

屋の杭伏図及び概略平面図を図 2－ 2に，概略断面図を図 2－ 3に，原子炉建屋原

子炉区域（二次格納施設）の範囲の平面図及び断面図を図 2－ 4及び図 2－ 5に示

す。また，二次遮蔽壁の範囲の平面図及び断面図を図 2－ 6及び図 2－ 7に示す。  

大物搬入建屋の平面は，9.0m（NS 方向）×23.05m（EW 方向）であり，地上高さは 7.6m

である。大物搬入建屋の基礎は厚さ 2.5m の鉄筋コンクリートスラブであり，支持

地盤である泥岩上に場所打ち鋼管コンクリート杭（外径 1.2m，杭長 21.4m， 16

本，以下「杭」という。）を介して設置している。また，液状化対策として建

屋下部の支持地盤以浅の地盤はセメント系の地盤改良を実施している。なお，

大物搬入建屋は隣接する原子炉建屋と構造的に分離している。  
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（単位：m） 

注 1：○は場所打ち鋼管コンクリート杭（外径 1.2m）を示す。 

注 2：破線は基礎スラブ，柱及び壁を示す。 

 

図 2－2 大物搬入建屋の杭伏図及び概略平面図（杭伏図）（1/3） 
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（単位：m） 

注 1：破線は基礎スラブを示す。 

注 2：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 

図 2－2 大物搬入建屋の杭伏図及び概略平面図（1F，T.M.S.L. 12.3m）（2/3） 

  

原子炉建屋機器搬出入口 
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（単位：m） 

図 2－2 大物搬入建屋の杭伏図及び概略平面図（RF，T.M.S.L. 19.6m）（3/3） 
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（単位：m） 

図 2－3 大物搬入建屋の概略断面図（1/2） 

（NS 方向） 

 

 （単位：m） 

図 2－3 大物搬入建屋の概略断面図（2/2） 

（EW 方向)  

原子炉建屋機器搬出入口 
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（単位：m） 

注：破線は基礎スラブを示す。 

図 2－4 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の範囲の平面図 

（1F，T.M.S.L. 12.3m）（1/2） 

  

原子炉建屋機器搬出入口 
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（単位：m） 

図 2－4 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の範囲の平面図 

（RF，T.M.S.L. 19.6m）（2/2） 
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（単位：m） 

図 2－5 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の範囲の断面図（1/2） 

(NS 方向)  

 

 

（単位：m） 

図 2－5 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の範囲の断面図（2/2） 

(EW 方向)  

原子炉建屋機器搬出入口 
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（単位：m） 

注：破線は基礎スラブを示す。 

図 2－6 二次遮蔽壁の範囲の平面図（1F，T.M.S.L. 12.3m）（1/2） 

  

原子炉建屋機器搬出入口 



 

12 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-9

-3
-1

 
別
紙
１
（
Ⅱ
）
R1
 

 

 

（単位：m） 

図 2－6 二次遮蔽壁の範囲の平面図（RF，T.M.S.L. 19.6m）（2/2） 
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（単位：m） 

図 2－7 二次遮蔽壁の範囲の断面図（1/2） 

(NS 方向) 

 

 

（単位：m） 

図 2－7 二次遮蔽壁の範囲の断面図（2/2） 

(EW 方向)  

原子炉建屋機器搬出入口 



 

14 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-9

-3
-1

 
別
紙
１
（
Ⅱ
）
R1
 

2.3 評価方針 

大物搬入建屋のうち，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）は，設計基準対象施

設においては「Ｓクラスの施設」に，重大事故等対処施設においては「常設重大事故

緩和設備」に分類される。また，大物搬入建屋を構成する壁及びスラブの一部は，二

次遮蔽壁に該当し，その二次遮蔽壁は，重大事故等対処施設においては「常設耐震重

要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備」に分類

される。 

大物搬入建屋の設計基準対象施設としての評価においては，弾性設計用地震動Ｓｄ

による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対する評価（以下「Ｓｄ

地震時に対する評価」という。），基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価（以下「Ｓ

ｓ地震時に対する評価」という。）及び保有水平耐力の評価を行うこととし，それぞれ

の評価はⅤ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性についての計

算書」別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえたものとする。

大物搬入建屋の評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，地震応答解析に

よる評価においては耐震壁のせん断ひずみ，フレーム構造部の層間変形角及び保有水

平耐力の評価を，応力解析による評価においては断面の評価を行うことで，大物搬入

建屋の地震時の構造強度及び機能維持の確認を行う。評価にあたっては材料物性の不

確かさを考慮する。表 2－1 に大物搬入建屋の材料物性の不確かさを考慮する解析ケー

スを示す。 

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評

価及び保有水平耐力の評価を行う。ここで，大物搬入建屋では，運転時，設計基準

事故時及び重大事故等時の状態において，圧力，温度等の条件について有意な差異が

ないことから，重大事故等対処施設としての評価は，設計基準対象施設としての評価

と同一となる。 

大物搬入建屋の評価フローを図 2－8 に示す。 

 

表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース  

検討ケース 地盤剛性 備考 

①ケース 1 

（工認モデル） 
標準地盤 基本ケース 

②ケース 2 

（地盤剛性＋σ） 

標準地盤＋σ 

（新期砂層+13%,古安田層+25%,西山層+10%） 
 

③ケース 3 

（地盤剛性－σ） 

標準地盤－σ 

（新期砂層-13%,古安田層-25%,西山層-10%） 
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注記＊1：Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性についての計算書」

別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 

  ＊2：二次遮蔽壁について実施する。 

  ＊3：原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）について実施する。 

 

図 2－8 大物搬入建屋の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

大物搬入建屋の評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 （（社）日本建築学会，2005

制定） 

・鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計と保有水平耐力

－（（社）日本建築学会，2001 改定） 

・建築基礎構造設計指針（（社）日本建築学会，2001 改定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会）  

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 

・2015 年版建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研究

所・国立研究開発法人建築研究所） 
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3. 地震応答解析による評価方法 

大物搬入建屋の構造強度については，Ⅴ -2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格

納施設）の耐震性についての計算書」別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計算書」

に基づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大せん断ひずみ，フレーム構造部

の最大層間変形角が許容限界を超えないこと及び保有水平耐力が必要保有水平耐力に対

して妥当な安全余裕を有することを確認する。 

また，遮蔽性及び気密性の維持については，Ⅴ -2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二

次格納施設）の耐震性についての計算書」別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計

算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大せん断ひずみが許容限界

を超えないことを確認する。 

地震応答解析による評価における大物搬入建屋の許容限界は，Ⅴ -2-1-9「機能維持の

基本方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持方針に基づき，表 3－1 及び表 3

－2 のとおり設定する。 
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表 3－1 地震応答解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上 

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

－ 
構造強度を

有すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大せん断ひず

みが構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

フレーム 

構造部 

最大層間変形角

が構造強度を確

保するための許

容限界を超えな

いことを確認 

層間変形角 

1/120＊1 

保有水平 

耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が

必要保有水平耐

力に対して妥当

な安全余裕を有

することを確認 

必要保有 

水平耐力 

気密性 

換気性能と

あいまって

気密機能を

維持するこ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

（原子炉建屋原

子炉区域（二次

格納施設） 

最大せん断ひず

みが気密性を維

持するための許

容限界を超えな

いことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 ＊2 

注記＊1：2015 年版建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政策総合研究

所・国立研究開発法人建築研究所）（以下「技術基準解説書」という。）により設

定。 

＊2：事故時においては，鉄筋コンクリート製原子炉格納容器（以下「RCCV」という。）

から漏えいした空気を非常用ガス処理設備で処理できるように気密性を有する

設計とし，地震時においてもその機能を維持できる設計とする。気密性に対する

許容限界の適用性は，Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐

震性についての計算書」別紙 2「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の気密

性に関する計算書」に示す。   
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表 3－2 地震応答解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

－ 
構 造 強 度 を

有すること 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

最大せん断ひず

みが構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

フレーム 

構造部 

最大層間変形角

が構造強度を確

保するための許

容限界を超えな

いことを確認 

層間変形角 

1/120＊1 

保有水平 

耐力 

構造物 

全体 

保有水平耐力が

必要保有水平耐

力に対して妥当

な安全余裕を有

することを確認 

必要保有 

水平耐力 

遮蔽性 

遮 蔽 体 の 損

傷 に よ り 遮

蔽 性 を 損 な

わないこと 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

（二次遮蔽壁） 

最大せん断ひず

みが遮蔽性を維

持するための許

容限界を超えな

いことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 

気密性 

換 気 性 能 と

あ い ま っ て

気 密 機 能 を

維 持 す る こ

と 

基準地震動 

Ｓｓ 

耐震壁 

（原子炉建屋原

子炉区域（二次

格納施設） 

最大せん断ひず

みが気密性を維

持するための許

容限界を超えな

いことを確認 

せん断ひずみ 

2.0×10-3 ＊2 

注記＊1：「技術基準解説書」により設定。 

＊2：事故時においては，RCCV から漏えいした空気を非常用ガス処理設備で処理でき

るように気密性を有する設計とし，地震時においてもその機能を維持できる設計

とする。気密性に対する許容限界の適用性は，Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区

域（二次格納施設）の耐震性についての計算書」別紙 2「原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）の気密性に関する計算書」に示す。 
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4. 応力解析による評価方法 

4.1 評価対象部位及び評価方針 

大物搬入建屋の応力解析による評価対象部位は，耐震壁，杭，基礎スラブ，屋根ス

ラブ及びフレーム構造部とし，応力解析により評価を行う。応力解析にあたっては，

Ⅴ -2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性についての計算

書」別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計算書」による結果を用いて，荷重の組合

せを行う。 

弾性設計用の水平地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析により算

定される動的地震力又は層せん断係数 3.0Ｃｉより算定される静的地震力より設定す

る。なお，水平地震荷重は材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡し

たものとする。表 4－1 に水平地震荷重を示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は静的地震力を上回るため，弾性設計用地震動

Ｓｄによる地震力により評価を行う。 

 

表 4－1 水平地震荷重（弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力及び静的地震力） 

T.M.S.L. 

（m） 

NS 方向 EW 方向 

層せん断力 

（×102kN） 

静的地震力  

（×102kN） 

層せん断力 

（×102kN） 

静的地震力  

（×102kN） 

11.9～ 19.6 127 56.1 86.4 56.1 

9.4～ 11.9 241 104 198 104 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

弾性設計用の鉛直地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析により算

定される動的地震力又は鉛直震度 0.3 より算定される静的地震力より設定する。なお，

鉛直地震荷重は材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡したものとす

る。表 4－2 に鉛直地震荷重を示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は静的地震力を上回るため，弾性設計用地震動

Ｓｄによる地震力により評価を行う。 

 

表 4－2 鉛直地震荷重（弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力及び静的地震力）  

T.M.S.L. 

（m） 

鉛直震度 

弾性設計用地震動  

Ｓｄによる鉛直震度  

静的地震力  

による鉛直震度  

19.6 0.43 0.3 

11.9 0.43 0.3 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。  
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4.1.1 耐震壁 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

耐震壁のＳｄ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した地震力と

地震力以外の荷重の組合せの結果により発生する応力が，原子力施設鉄筋コ

ンクリート構造計算規準・同解説  （（社）日本建築学会，2005 制定）（以

下「 RC-N 規準」という。）に基づき設定した許容限界を超えないことを確認す

る。 

図 4－1 に耐震壁の応力解析による評価フローを示す。 

 

 

図 4－1 耐震壁の応力解析によるフロー 

  

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。  

評価開始 

地震荷重＊ 鉛直荷重 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

Ｖ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）の耐震性についての

計算書」別紙 1（Ⅰ） 

「大物搬入建屋の地震応答計算書」 
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4.1.2 杭 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

杭のＳｄ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した地震力と

地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，建築基礎構造設計指針

（（社）日本建築学会， 2001 改定）（以下「基礎指針」という。）及び鉄骨

鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説  －許容応力度設計と保有水平耐力

－（（社）日本建築学会，2001 改定）（以下「 SRC 規準」という。）に基づ

き設定した許容限界を超えないことを確認する。  

 

(2) Ｓｓ地震時に対する評価 

杭のＳｓ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した地震力と

地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，「基礎指針」及び「 SRC

規準」に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。  

図 4－2 に杭の応力解析による評価フローを示す。 

 

 

図 4－2 杭の応力解析によるフロー  

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。  

評価開始 

地震荷重＊ 鉛直荷重 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）の耐震性についての

計算書」別紙 1（Ⅰ） 

「大物搬入建屋の地震応答計算書」 



 

23 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-9

-3
-1

 
別
紙
１
（
Ⅱ
）
R1
 

4.1.3 基礎スラブ 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

基礎スラブのＳｄ地震時に対する評価は，3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力

解析によることとし，材料物性の不確かさを考慮した地震力と地震力以外の荷重

の組合せの結果，発生する応力が，「RC-N 規準」に基づき設定した許容限界を超

えないことを確認する。 

 

(2) Ｓｓ地震時に対する評価 

基礎スラブのＳｓ地震時に対する評価は，3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力

解析によることとし，材料物性の不確かさを考慮した地震力と地震力以外の荷重

の組合せの結果，発生する応力が，「RC-N 規準」に基づき設定した許容限界を超

えないことを確認する。 

図 4－3 に基礎スラブの応力解析による評価フローを示す。 

 

 

 

 

図 4－3 基礎スラブの応力解析による評価フロー  

評価開始 

地震荷重＊ 鉛直荷重 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

浮力 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。  

 

Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）の耐震性について

の計算書」別紙 1（Ⅰ） 

「大物搬入建屋の地震応答計算書」 
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4.1.4 屋根スラブ 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

屋根スラブのＳｄ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した

鉛直方向の地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が

「 RC-N 規準」に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。  

 

(2) Ｓｓ地震時に対する評価 

屋根スラブのＳｓ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した

鉛直方向の地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が

「 RC-N 規準」に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。  

図 4－4 に屋根スラブの応力解析による評価フローを示す。 

 

 

図 4－4 屋根スラブの応力解析による評価フロー  

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。  

評価開始 

地震荷重（鉛直方向）＊ 鉛直荷重 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）の耐震性についての

計算書」別紙 1（Ⅰ） 

「大物搬入建屋の地震応答計算書」 
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4.1.5 フレーム構造部 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

フレーム構造部のＳｄ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した

地震力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が「 RC-N 規準」

に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。 

図 4－5 にフレーム構造部の応力解析による評価フローを示す。 

 

 

図 4－5 フレーム構造部の応力解析によるフロー 

  

注記＊：材料物性の不確かさを考慮する。  

評価開始 

地震荷重＊ 鉛直荷重 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）の耐震性についての

計算書」別紙 1（Ⅰ） 

「大物搬入建屋の地震応答計算書」 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重

及び荷重の組合せを用いる。 

 

4.2.1 耐震壁 

(1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

鉛直荷重は固定荷重，積載荷重，積雪荷重とする。なお，積雪量は 280cm

とし，地震荷重と組み合わせるため，その 0.35 倍の積雪荷重を考慮する。  

 

b. 水平地震荷重 

水平地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析により算定され

る動的地震力より設定する。なお，水平地震荷重は材料物性の不確かさを考慮

した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

c. 鉛直地震荷重 

鉛直地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析により算定され

る動的地震力より設定する。なお，鉛直地震荷重は材料物性の不確かさを考慮

した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－ 3 に示す。 

 

表 4－3 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 ＶＬ＋Ｓｄ 

ＶＬ ：鉛直荷重 

Ｓｄ ：Ｓｄ地震荷重（水平・鉛直） 
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4.2.2 杭 

(1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

鉛直荷重は固定荷重，積載荷重，積雪荷重とする。なお，積雪量は 280cm

とし，地震荷重と組み合わせるため，その 0.35 倍の積雪荷重を考慮する。  

 

b. 水平地震荷重 

水平地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる地震

応答解析により算定される動的地震力より設定する。なお，水平地震荷重

は材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

c. 鉛直地震荷重 

鉛直地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる地震応答

解析により算定される動的地震力より設定する。なお，鉛直地震荷重は材料物

性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－ 4 に示す。 

 

表 4－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 ＶＬ＋Ｓｄ 

Ｓｓ地震時 ＶＬ＋Ｓｓ 

ＶＬ ：鉛直荷重 

Ｓｄ ：Ｓｄ地震荷重（水平・鉛直） 

Ｓｓ ：Ｓｓ地震荷重（水平・鉛直） 
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4.2.3 基礎スラブ 

(1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

鉛直荷重は固定荷重，積載荷重，積雪荷重とする。なお，積雪量は 280cm

とし，地震荷重と組み合わせるため，その 0.35 倍の積雪荷重を考慮する。  

 

b. 浮力 

浮力は，Ⅴ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，地下水位面

を地表面（T.M.S.L. 12.0m）とし，基礎スラブに上向きの等分布荷重として入

力する。ただし，大物搬入建屋は原子炉建屋近傍にあり，地下排水設備による

地下水位低下の影響が考えられるため，浮力を無視したケースについても考慮

する。 

 

c. 水平地震荷重 

水平地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる地震

応答解析により算定される動的地震力より設定する。なお，水平地震荷重

は 浮 力 考 慮 ケ ー ス 及 び 浮 力 無 視 ケ ー ス と も に 地 下 水 位 面 を 地 表 面

（T.M.S.L.12.0m）に設定し，材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果

を包絡したものとする。 

 

d. 鉛直地震荷重 

鉛直地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる地震応答

解析析により算定される動的地震力より設定する。なお，鉛直地震荷重は浮力

考慮ケース及び浮力無視ケースともに地下水位面を地表面（T.M.S.L.12.0m）に

設定し，材料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡したものとす

る。 
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(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－ 5 に示す。 

 

表 4－5 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時（浮力考慮） ＶＬ＋Ｓｄ＋ＢＬ 

Ｓｄ地震時（浮力無視） ＶＬ＋Ｓｄ 

Ｓｓ地震時（浮力考慮） ＶＬ＋Ｓｓ＋ＢＬ 

Ｓｓ地震時（浮力無視） ＶＬ＋Ｓｓ 

ＶＬ ：鉛直荷重 

Ｓｄ ：Ｓｄ地震荷重（水平・鉛直） 

Ｓｓ ：Ｓｓ地震荷重（水平・鉛直） 

ＢＬ ：浮力 
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4.2.4 屋根スラブ 

(1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

鉛直荷重は固定荷重，積載荷重，積雪荷重とする。なお，積雪量は 280cm

とし，地震荷重と組み合わせるため，その 0.35 倍の積雪荷重を考慮する。  

 

b. 地震荷重 

鉛直地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる地震

応答解析により算定される動的地震力より設定する。なお，鉛直震度は材

料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－ 6 に示す。 

 

表 4－6 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 ＶＬ＋Ｓｄ 

Ｓｓ地震時 ＶＬ＋Ｓｓ 

  ＶＬ ：鉛直荷重 

Ｓｄ ：Ｓｄ地震荷重（鉛直） 

Ｓｓ ：Ｓｓ地震荷重（鉛直）  
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4.2.5 フレーム構造部 

(1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

鉛直荷重は固定荷重，積載荷重，積雪荷重とする。なお，積雪量は 280cm

とし，地震荷重と組み合わせるため，その 0.35 倍の積雪荷重を考慮する。  

 

b. 水平地震荷重 

水平地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析により算定され

る動的地震力より設定する。なお，水平地震荷重は材料物性の不確かさを考慮

した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

c. 鉛直地震荷重 

鉛直地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析により算定され

る動的地震力より設定する。なお，鉛直地震荷重は材料物性の不確かさを考慮

した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－ 7 に示す。 

 

表 4－7 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 ＶＬ＋Ｓｄ 

ＶＬ ：鉛直荷重 

Ｓｄ ：Ｓｄ地震荷重（水平・鉛直） 
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4.3 許容限界 

応力解析による評価における大物搬入建屋の許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持の基本方針に基づき，表 4－ 8 及び表

4－ 9 のとおり設定する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 4－ 10 及び表 4－ 11 に，鋼管

の許容応力度を表 4－ 12 に示す。杭の支持力は「基礎指針」に基づき算定する。

また，杭軸力を考慮した曲げ耐力は「 SRC 規準」に基づき算定する。杭の支持力

に関する許容限界を表 4－ 13 に，杭の許容せん断力を表 4－ 14 に，曲げモーメ

ントと杭軸力相関を図 4－ 6 に示す。  
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表 4－8 応力解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のた

めの考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を

有すること 

弾性設計用

地震動Ｓｄ

又は 

静的地震力 

耐震壁 

部材に生じる

応力が構造強

度を確保する

ための許容限

界を超えない

ことを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

基礎スラブ 

屋根スラブ 

フレーム 

構造部 

杭 

「基礎指針」 

及び 

「SRC 規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

基準地震動

Ｓｓ 

基礎スラブ 

「RC-N 規準」 

に基づく 

終局耐力＊1 

屋根スラブ 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

杭 

「基礎指針」 

及び 

「SRC 規準」 

に基づく 

終局耐力 

気密性 

換気性能と

あいまって

気密性能を

有すること 

弾性設計用

地震動Ｓｄ

又は 

静的地震力 

屋根スラブ 

（原子炉建屋

原子炉区域

（二次格納施

設）の床） 

部材に生じる

応力が気密性

を維持するた

めの許容限界

を超えないこ

とを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊2 
基準地震動 

Ｓｓ 

注記＊1：「RC-N 規準」の短期許容応力度の鋼材の基準強度Ｆを「技術基準解説書」に基づ

き 1.1 倍（面外せん断力に対する評価時の鋼材の基準強度Ｆは 1.0 倍）した耐力

とする。 

＊2：地震時に生じる応力に対して許容応力度設計とし，地震時及び地震後においても

気密性を維持できる設計とする。  
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表 4－9 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のた

めの考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

基礎スラブ 

部材に生じる

応力が構造強

度を確保する

ための許容限

界を超えない

ことを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

終局強度＊1 

屋根スラブ 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度 

杭 

「基礎指針」 

及び 

「SRC 規準」 

に基づく 

終局耐力 

遮蔽性 

遮蔽体の損

傷により遮

蔽性を損な

わないこと 

基準地震動

Ｓｓ 

屋根スラブ 

（二次遮蔽壁

の床） 

部材に生じる

応力が遮蔽性

を維持するた

めの許容限界

を超えないこ

とを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊2 

気密性 

換気性能と

あいまって

気密性能を

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

屋根スラブ 

（原子炉建屋

原子炉区域

（二次格納施

設）の床） 

部材に生じる

応力が気密性

を維持するた

めの許容限界

を超えないこ

とを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊3 

注記＊1：「RC-N 規準」の短期許容応力度の鋼材の基準強度Ｆを「技術基準解説書」に基づ

き 1.1 倍（面外せん断力に対する評価時の鋼材の基準強度Ｆは 1.0 倍）した耐力

とする。  

＊2：許容限界は終局耐力に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと 

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容応力度とする。 

＊3：地震時に生じる応力に対して許容応力度設計とし，地震時及び地震後において

も気密性を維持できる設計とする。 
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表 4－10 コンクリートの許容応力度 

                         （単位：N/mm2） 

部位 
設計基準強度 

Ｆｃ 

短期 

圧縮 せん断 

基礎スラブ 30.0 20.0 1.18 

屋根スラブ 

フレーム構造部 

耐震壁 

33.0 22.0 1.23 

 

表 4－11 鉄筋の許容応力度 

                  （単位：N/mm2） 

種別 
短期 

引張及び圧縮 せん断 

SD345 345 345 

SD390 390 390 

 

表 4－12 鋼管の許容応力度 

                   （単位：N/mm2） 

種別 
短期 

引張及び圧縮 せん断 

SKK490 325 187 

注：材料強度は許容応力度（引張及び圧縮）を 1.1 倍して算出する。 

 

表 4－13 杭の支持力に関する許容限界 

杭径 

φ(mm) 

杭の支持力 

(×103kN) 

1200 

短期許容支持力 

Ｒａ 

鉛直 10.0 

引抜 5.66 

極限支持力 

Ｒｕ 

鉛直 15.0 

引抜 8.49 

 

表 4－14 杭の許容せん断力 

杭径 

φ(mm) 

短期許容せん断力 

Ｑｓｕ(×103kN) 

1200 8.27 
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図4－6 杭の曲げモーメント－軸力相関 
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4.4 解析モデル及び諸元 

4.4.1 耐震壁 

(1) モデル化の基本方針 

耐震壁の応力は，Ｖ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震

性についての計算書」別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計算書」に基づき評

価する。 

 

(2) 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－15 及び表 4－16 に示す。 

 

表 4－15 コンクリートの物性値 

諸元 物性値 

ヤング係数 2.52×104 N/mm2 

ポアソン比 0.2 

注：剛性はコンクリートの設計基準強度（33.0N/mm2）に基づく。 

 

表 4－16 鉄筋の物性値 

諸元 物性値 

鋼材種 SD345 

ヤング係数 2.05×105 N/mm2 

 

  



 

38 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-9

-3
-1

 
別
紙
１
（
Ⅱ
）
R1
 

4.4.2 杭 

(1) モデル化の基本方針  

杭の応力は，Ⅴ -2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震

性についての計算書」別紙 1（Ⅰ）「大物搬入建屋の地震応答計算書」に基

づき評価する。  

解析には，解析コード「ＳｏｉｌＰｌｕｓ」を用いる。解析コードの検証

及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。  

 

(2) 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－ 17～表 4－ 19 に示す。 

 

表 4－17 コンクリートの物性値 

諸元 物性値 

ヤング係数 2.27×104 N/mm2 

ポアソン比 0.2 

注：剛性はコンクリートの設計基準強度（24.0N/mm2）に基づく。 

 

表 4－18 鋼管の物性値 

諸元 物性値 

鋼材種 SKK490 

ヤング係数 2.05×105 N/mm2 

 

表 4－19 杭の断面性能 

外径 

Ｄ (mm) 

板厚＊1 

ｔ (mm) 

全断面積＊2 

Ａ (m2) 

せん断 

断面積＊2 

Ａｓ (m2) 

断面二次 

モーメント＊2 

Ｉ (m4) 

1200 25 1.838 1.344 0.2236 

注：コンクリートはＦｃ＝24.0N/mm2 とする。 

注記＊1：上記の板厚に対して腐食代 1mm を考慮する。 

＊2：表中の断面諸元はコンクリート換算した値である。 
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4.4.3 基礎スラブ 

(1) モデル化の基本方針  

応力解析は， 3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力解析とする。解析には，

解析コード「ＭＳＣ  ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。解析コードの検証及び妥

当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。  

基礎スラブのモデル図を図 4－ 7 に示す。  

 

 

注：太線は壁の位置を示す。  

（単位： m）  

図 4－7 基礎スラブの解析モデル図（平面図）（1/2） 
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（単位：m） 

 

図 4－7 基礎スラブの解析モデル図（断面図）（2/2） 

 

(2) 使用要素 

解析モデルに使用する FEM 要素は，基礎スラブについてはシェル要素とす

る。また，基礎スラブより立ち上がっている耐震壁については，はり要素と

して剛性を考慮する。解析モデルの節点数は 612，要素数は 561 である。  

 

(3) 境界条件  

解析モデルの基礎底面には，水平方向及び鉛直方向の地盤ばねを設ける。

地盤ばねは地震応答解析モデルにおける地盤部分の擬似 3 次元 FEMモデルを

用いて加振解析を行い，算定した複素インピーダンスの実部から設定し，各

節点に離散化する。  

なお，水平方向は NS 方向及び EW 方向各々の水平ばね定数，鉛直方向は水

平方向地震荷重については NS 方向及び EW 方向各々の回転ばね定数，そのほ

かの荷重については鉛直ばね定数に基づきばね剛性を設定する。  

 

  

ばね要素 
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(4) 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－ 20 及び表 4－ 21 に示す。 

 

表 4－20 コンクリートの物性値 

諸元 物性値 

ヤング係数 2.44×104 N/mm2 

ポアソン比 0.2 

注：剛性はコンクリートの設計基準強度（30.0N/mm2）に基づく。 

 

表 4－21 鉄筋の物性値 

諸元 物性値 

鋼材種 SD345 

ヤング係数 2.05×105 N/mm2 

 

 

4.4.4 屋根スラブ 

(1) モデル化の基本方針 

屋根スラブは，1 方向スラブとしてモデル化し，両端固定ばりとして評価する。 
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4.4.5 フレーム構造部 

(1) モデル化の基本方針 

フレーム構造部の応力は３次元フレームモデルを用いて評価する。 

３次元フレームモデルは部材芯でモデル化するものとし，はり及び柱は線材

でモデル化する。耐震壁は壁エレメント置換でモデル化し，層の剛性及び耐力を

考慮する。袖壁，垂壁によるはり及び柱の拘束効果については，剛体とした剛域

にて考慮する。フレーム脚部についてはピン支持とし杭や浮上りは考慮しない。

屋根スラブ及び基礎スラブは剛床仮定とし，基礎スラブは剛性を割増したはりと

してモデル化する。 

解析には，解析コード「Ｓｕｐｅｒ Ｂｕｉｌｄ／ＳＳ７」を用いる。解

析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラ

ム（解析コード）の概要」に示す。 

フレーム構造部のモデル図を図 4－8 に示す。 

 

 

  

 

C1 柱  ： ×1.7 

G1 大ばり：1.7×  

（単位：m） 

図 4－8 フレーム構造部の解析モデル図 

  

はり・柱 

剛域（剛体） 

壁（エレメント置換） 

基礎スラブ 

（剛性を割増したはり） 

（寸法は部材芯間距離） 

 △ ピン支持 

LA 

LB 

LC 

LD 
L1 

L2 

C1 
C1 

G1 
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(2) 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－22 及び表 4－23 に示す。 

 

表 4－22 コンクリートの物性値 

諸元 物性値 

ヤング係数 2.52×104 N/mm2 

ポアソン比 0.2 

注：剛性はコンクリートの設計基準強度（33.0N/mm2）に基づく。 

 

表 4－23 鉄筋の物性値 

諸元 物性値 

鋼材種 SD345 SD390 

ヤング係数 2.05×105 N/mm2 
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4.5 評価方法 

4.5.1 応力解析方法 

(1) 耐震壁 

a. 荷重ケース 

Ｓｄ地震時の応力は，単独荷重による応力を組み合わせて求める。単独荷重

の記号を以下に示す。 

 

ＶＬ   ：鉛直荷重 

ＳｄＥＷ ：Ｓｄ地震荷重（E→W 入力，EW 方向） 

ＳｄＷＥ ：Ｓｄ地震荷重（W→E 入力，EW 方向） 

Ｋｖｄ  ：鉛直震度（Ｓｄ地震時） 

 

表 4－24 及び表 4－25 にＳｄ地震時の水平地震荷重及び鉛直地震荷重を示す。 

 

表 4－24 水平地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

(m) 
方向 

層せん断力 

（×102kN） 

11.9～19.6 EW 86.4 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 4－25 鉛直地震荷重（Ｓ d 地震時）  

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

19.6 0.43 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

b. 荷重の組合せケース  

荷重の組合せケースを表 4－ 26 に示す。  

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規

程  ＪＥＡＣ４６０１ -2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ

係数法（組合せ係数は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。  
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表 4－ 26 荷重の組合せケース（Ｓｄ地震時）  

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1-1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ) ＶＬ＋ＳｄＥＷ 

1-2 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ) ＶＬ＋ＳｄＥＷ 

1-3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ) ＶＬ＋ＳｄＷＥ 

1-4 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ) ＶＬ＋ＳｄＷＥ 
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(2) 杭 

大物搬入建屋杭について，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に対して地震応答解析モ

デルを用いた弾塑性応力解析を実施し，杭に生じる応力に対して評価する。 

 

a. 荷重ケース 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の応力は，単独荷重による応力を組み合わせて求

める。単独荷重の記号を以下に示す。 

 

ＶＬ  ：鉛直荷重 

ＳｄＳＮ：Ｓｄ地震荷重（S→N 入力，NS 方向） 

ＳｄＮＳ：Ｓｄ地震荷重（N→S 入力，NS 方向） 

ＳｄＥＷ：Ｓｄ地震荷重（E→W 入力，EW 方向） 

ＳｄＷＥ：Ｓｄ地震荷重（W→E 入力，EW 方向） 

ＳｓＳＮ：Ｓｓ地震荷重（S→N 入力，NS 方向） 

ＳｓＮＳ：Ｓｓ地震荷重（N→S 入力，NS 方向） 

ＳｓＥＷ：Ｓｓ地震荷重（E→W 入力，EW 方向） 

ＳｓＷＥ：Ｓｓ地震荷重（W→E 入力，EW 方向） 

Ｋｖｄ ：鉛直震度（Ｓｄ地震時） 

Ｋｖｓ ：鉛直震度（Ｓｓ地震時） 

 

表 4－27～表 4－30 にＳｄ地震時及びＳｓ地震時の水平地震荷重及び鉛直地

震荷重を示す。 

 

表 4－27 水平地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 

NS 方向 

層せん断力 

（×102kN） 

EW 方向 

層せん断力 

（×102kN） 

11.9～ 19.6 127 86.4 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 4－28 水平地震荷重（Ｓｓ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 

NS 方向 

層せん断力 

（×102kN） 

EW 方向 

層せん断力 

（×102kN） 

11.9～ 19.6 322 170 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 
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表 4－29 鉛直地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

19.6 0.43 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 4－30 鉛直地震荷重（Ｓｓ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

19.6 0.89 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 
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b. 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－ 31 及び表 4－ 32 に示す。  

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規

程  ＪＥＡＣ４６０１ -2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ

係数法（組合せ係数は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。  

 

表 4－ 31 荷重の組合せケース（Ｓｄ地震時）  

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1-1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ 

1-2 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ 

1-3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ 

1-4 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ 

1-5 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ 

1-6 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ 

1-7 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ 

1-8 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ 

 

表 4－ 32 荷重の組合せケース（Ｓｓ地震時）  

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

2-1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ 

2-2 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ 

2-3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ 

2-4 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ 

2-5 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ 

2-6 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ 

2-7 下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ 

2-8 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ 
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(3) 基礎スラブ 

大物搬入建屋基礎スラブについて，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に対して 3 次元

FEM モデルを用いた弾性応力解析を実施する。 

 

a. 荷重ケース 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の応力は，次の荷重ケースによる応力を組み合わ

せて求める。単独荷重の記号を以下に示す。 

 

ＶＬ  ：鉛直荷重 

ＳｄＳＮ：Ｓｄ地震荷重（S→N 入力，NS 方向） 

ＳｄＮＳ：Ｓｄ地震荷重（N→S 入力，NS 方向） 

ＳｄＥＷ：Ｓｄ地震荷重（E→W 入力，EW 方向） 

ＳｄＷＥ：Ｓｄ地震荷重（W→E 入力，EW 方向） 

ＳｓＳＮ：Ｓｓ地震荷重（S→N 入力，NS 方向） 

ＳｓＮＳ：Ｓｓ地震荷重（N→S 入力，NS 方向） 

ＳｓＥＷ：Ｓｓ地震荷重（E→W 入力，EW 方向） 

ＳｓＷＥ：Ｓｓ地震荷重（W→E 入力，EW 方向） 

Ｋｖｄ ：鉛直震度（Ｓｄ地震時） 

Ｋｖｓ ：鉛直震度（Ｓｓ地震時） 

ＢＬ  ：浮力 

 

表 4－33～表 4－36 にＳｄ地震時及びＳｓ地震時の水平地震荷重及び鉛直地

震荷重を示す。 

 

表 4－33 水平地震荷重（Ｓｄ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 

NS 方向層せん断力 

（×102kN） 

EW 方向層せん断力 

（×102kN） 

11.9～19.6 133 91 

9.4～11.9 253 208 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。  

 

表 4－34 水平地震荷重（Ｓｓ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 

NS 方向層せん断力 

（×102kN） 

EW 方向層せん断力 

（×102kN） 

11.9～19.6 338 179 

9.4～11.9 516 416 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。  
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表 4－35 鉛直地震荷重（Ｓｄ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

11.9 0.43 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 4－36 鉛直地震荷重（Ｓｓ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

11.9 0.88 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 
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b. 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－ 37 及び表 4－ 38 に示す。  

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規

程  ＪＥＡＣ４６０１ -2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ

係数法（組合せ係数は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。  

 

表 4－ 37 荷重の組合せケース（Ｓｄ地震時）  

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1-1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ＋ＢＬ 

1-2 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ＋ＢＬ 

1-3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ＋ＢＬ 

1-4 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ＋ＢＬ 

1-5 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＥＷ＋ＢＬ 

1-6 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＥＷ＋ＢＬ 

1-7 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＷＥ＋ＢＬ 

1-8 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＷＥ＋ＢＬ 

1-9 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ＋ＢＬ 

1-10 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ＋ＢＬ 

1-11 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ＋ＢＬ 

1-12 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ＋ＢＬ 

1-13 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＥＷ＋ＢＬ 

1-14 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＥＷ＋ＢＬ 

1-15 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＷＥ＋ＢＬ 

1-16 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＷＥ＋ＢＬ 

1-17 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ 

1-18 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ 

1-19 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ 

1-20 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ 

1-21 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＥＷ 

1-22 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＥＷ 

1-23 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＷＥ 

1-24 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＷＥ 

1-25 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ 

1-26 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ 

1-27 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ 

1-28 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ 

1-29 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＥＷ 

1-30 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＥＷ 

1-31 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＷＥ 

1-32 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＷＥ 
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表 4－ 38 荷重の組合せケース（Ｓｓ地震時）  

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

2-1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ＋ＢＬ 

2-2 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ＋ＢＬ 

2-3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ＋ＢＬ 

2-4 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ＋ＢＬ 

2-5 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＥＷ＋ＢＬ 

2-6 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＥＷ＋ＢＬ 

2-7 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＷＥ＋ＢＬ 

2-8 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＷＥ＋ＢＬ 

2-9 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ＋ＢＬ 

2-10 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ＋ＢＬ 

2-11 下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ＋ＢＬ 

2-12 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ＋ＢＬ 

2-13 下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＥＷ＋ＢＬ 

2-14 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＥＷ＋ＢＬ 

2-15 下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＷＥ＋ＢＬ 

2-16 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＷＥ＋ＢＬ 

2-17 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ 

2-18 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＳＮ 

2-19 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ 

2-20 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＮＳ 

2-21 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＥＷ 

2-22 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＥＷ 

2-23 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＷＥ 

2-24 上向き (1.0－0.4Ｋｖｓ)ＶＬ＋ＳｓＷＥ 

2-25 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ 

2-26 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＳＮ 

2-27 下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ 

2-28 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＮＳ 

2-29 下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＥＷ 

2-30 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＥＷ 

2-31 下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＷＥ 

2-32 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ＋0.4ＳｓＷＥ 
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c. 荷重の入力方法 

(a) 地震荷重  

地震荷重は，上部構造物の基礎スラブへの地震時反力を考慮する。基

礎スラブ底面に生じる反力が，弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓ

ｓに対する地震応答解析結果と等価になるように設定する。基礎スラブ

内に作用する荷重は，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の上部構造による入力

荷重と基礎スラブ底面に発生する荷重の差を FEM モデルの各要素の大

きさに応じて分配し，節点荷重として入力する。  

 

(b) 地震荷重以外の荷重  

地震荷重以外の荷重については， FEM モデルの各節点又は各要素に，

集中荷重又は分布荷重として入力する。  
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(4) 屋根スラブ 

a. 荷重ケース 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の応力は，単独荷重による応力を組み合わせて求

める。単独荷重の記号を以下に示す。Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の鉛直地震荷

重を表 4－39 及び表 4－40 示す。 

 

ＶＬ ：鉛直荷重 

Ｋⅴｄ：鉛直震度（Ｓｄ地震時） 

Ｋｖｓ：鉛直震度（Ｓｓ地震時） 

 

表 4－39 鉛直地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

19.6 0.43 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 4－40 鉛直地震荷重（Ｓｓ地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

19.6 0.89 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

b. 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－ 41 及び表 4－ 42 に示す。  

 

表 4－ 41 荷重の組合せケース（Ｓｄ地震時）  

ケース 

No. 
鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1-1 
1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ 

1-2 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ 

 

表 4－ 42 荷重の組合せケース（Ｓｓ地震時）  

ケース 

No. 
鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

2-1 
1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｓ)ＶＬ 

2-2 上向き (1.0－Ｋｖｓ)ＶＬ 
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c. 応力算出方法 

等分布荷重を受ける両端固定ばりの曲げモーメント及びせん断力は下式より

求める。 

（端部曲げモーメント） 

21
Ｍ＝ ｗ・

12
 

ここで， 

ｗ ：等分布荷重(N/m) 

 ：スパン(m) 

 

（端部せん断力） 

1
Ｑ＝ ｗ・

2
 

ここで， 

ｗ ：等分布荷重(N/m) 

 ：スパン(m) 
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(5) フレーム構造部 

a. 荷重ケース 

Ｓｄ地震時の応力は，単独荷重による応力を組み合わせて求める。単独荷重

の記号を以下に示す。 

 

ＶＬ  ：鉛直荷重 

ＳｄＳＮ：Ｓｄ地震荷重（S→N 入力，NS 方向） 

ＳｄＮＳ：Ｓｄ地震荷重（N→S 入力，NS 方向） 

Ｋｖｄ ：鉛直震度（Ｓｄ地震時） 

 

表 4－43 及び表 4－44 にＳｄ地震時の水平地震荷重及び鉛直地震荷重を示す。 

 

表 4－43 水平地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 

NS 方向 

層せん断力 

（×102kN） 

11.9～ 19.6 127 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 4－44 鉛直地震荷重（Ｓd 地震時） 

T.M.S.L. 

（m） 
鉛直震度 

19.6 0.43 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

b. 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－ 45 に示す。  

水平方向と鉛直方向の荷重の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規

程  ＪＥＡＣ４６０１ -2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ

係数法（組合せ係数は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。  
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表 4－ 45 荷重の組合せケース（Ｓｄ地震時）  

ケース 

No. 
水平：鉛直 鉛直震度 荷重の組合せケース 

1-1 

1.0：0.4 

下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ 

1-2 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＳＮ 

1-3 下向き (1.0＋0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ 

1-4 上向き (1.0－0.4Ｋｖｄ)ＶＬ＋ＳｄＮＳ 

1-5 

0.4：1.0 

下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ 

1-6 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＳＮ 

1-7 下向き (1.0＋Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ 

1-8 上向き (1.0－Ｋｖｄ)ＶＬ＋0.4ＳｄＮＳ 
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4.5.2 断面の評価方法 

(1) 耐震壁 

Ｓｄ地震時について，せん断力による応力は全て鉄筋で負担し，また，曲げモ

ーメントにより生じる引張応力についても，鉄筋で負担することとし，必要鉄筋

比が設計鉄筋比を超えないことを確認する。 

 

(2) 杭 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の軸力（鉛直支持力及び引抜き力），曲げモーメント

及びせん断力が許容限界を超えないことを確認する。  

 

(3) 基礎スラブ 

    a. 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法  

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力については，必要鉄筋量が設計

配筋量を超えないことを確認する。必要鉄筋量 (Ａ )は，「 RC-N 規準」に

基づき，各要素の縦方向と横方向の軸力及び曲げモーメントに対して必要

となる片側鉄筋量 (Ａｔ )を柱の許容応力度設計式を用いて算定し，これと

面内せん断力に対して必要となる全鉄筋量 (Ａｓ )により，下式によって算

定する。なお，Ｓｓ地震時に対しては，軸力，曲げモーメント及び面内せ

ん断力に対する必要鉄筋量は，「技術基準解説書」に基づき，鉄筋の引張

強度を 1.1 倍として算定する。  

 

Ａ＝Ａｔ＋Ａｓ／2 

 

    b. 面外せん断力に対する断面の評価方法  

 断面の評価は，「 RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せ

ん断力が，次式を基に算定した許容面外せん断力を超えないことを確認す

る。  

 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・｛α・ｆｓ＋0.5・ｗｆｔ・（ｐｗ－0.002）｝   

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 4－10 に示す値 

（N/mm2） 

α ：許容せん断力の割増し係数 
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（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。また，引張軸力が

2N/mm2 を超える場合は 1 とする。） 

 

α＝
4

Ｍ/(Ｑ･ｄ)＋1
 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

 

ｗｆｔ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4－11 に示す値 

 （N/mm2） 

ｐｗ ：せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｐｗ＝
ａ

ｗ

ｂ・x
 

ａｗ ：せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ：せん断補強筋の間隔（mm） 

 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。  

 

(4) 屋根スラブ 

屋根スラブの評価は以下の方法で行う。 

屋根スラブについては，曲げモーメントによる鉄筋応力度及び面外せん断力を

算定し，各許容限界を超えないことを確認する。 

 

a. 曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，次式をもとに計算した評価対象箇所

に生じる曲げモーメントによる鉄筋応力度が，許容限界を超えないことを確認

する。 

t

t 

Ｍ
σ  ＝

a ・j
 

ここで， 

σｔ ：鉄筋の引張応力度(N/mm2) 

Ｍ ：曲げモーメント(N･mm) 

ａｔ ：引張鉄筋断面積(mm2) 

ｊ ：断面の応力中心距離で，断面の有効せいの7/8倍の値(mm) 
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b. 面外せん断力に対する断面評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力

が，次式をもとに計算した許容面外せん断力を超えないことを確認する。 

ＱＡ＝ｂ・ｊ・｛α・ｆｓ＋0.5・ｗｆｔ・（ｐｗ－0.002）｝ 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。） 

 

α＝
1Ｍ/(Ｑ・ｄ)

4


 

ここで， 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度（N/mm2） 

 

ｗｆｔ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4－11 に示す値 

 （N/mm2） 

ｐｗ ：せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｐｗ＝
ａ

ｗ

ｂ・x
 

ａｗ ：せん断補強筋の断面積（mm2） 

ｘ ：せん断補強筋の間隔（mm） 

 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。 

    （なお，屋根スラブには，面外せん断補強筋は入っていない。） 

  

(5) フレーム構造部 

フレーム構造部の評価は以下の方法で行う。 

フレーム構造部については，Ｓｄ地震時について，発生応力に対する必要鉄筋

量が設計配筋量を超えないことを確認する。 
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5. 地震応答解析による評価結果 

5.1 耐震壁のせん断ひずみの評価結果 

5.1.1 Ｓｓ地震時 

鉄筋コンクリート造耐震壁について，Ｓｓ地震時の最大せん断ひずみが許

容限界（ 2.0×10-3）を超えないことを確認する。  

材料物性の不確かさを考慮したＳｓ地震時の最大せん断ひずみは，0.0438×10-3

（部材番号 1，EW 方向，Ss-1，ケース 3）であり，許容限界（2.0×10-3）を超えな

いことを確認した。耐震壁の最大せん断ひずみをせん断スケルトン曲線にプロッ

トした図を図 5－1 に示す。 

 

 

図 5－1 せん断スケルトン曲線上の最大せん断ひずみ 

（EW 方向，Ss-1，ケース 3） 
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5.2 フレーム構造部 

5.2.1 Ｓｓ地震時 

フレーム構造部について，Ｓｓ地震時の最大層間変形角が許容限界（ 1/120）

を超えないことを確認する。  

材料物性の不確かさを考慮したＳｓ地震時の最大層間変形角は，1/146（NS 方

向，Ss-1，ケース 3）であり，許容限界（1/120）を超えないことを確認した。 
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5.3 保有水平耐力 

必要保有水平耐力Ｑ ｕ ｎと保有水平耐力Ｑ ｕの比較結果を表 5－ 1及び表 5－ 2に

示す。保有水平耐力Ｑ ｕが必要保有水平耐力Ｑ ｕ ｎに対して妥当な安全余裕を有

していることを確認した。  

なお，必要保有水平耐力Ｑ ｕ ｎに対する保有水平耐力Ｑ ｕの比は最小で 7.84で

ある。  

 

表 5－1 必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果（NS 方向） 

T.M.S.L. 

(m) 

Ｑｕｎ 

(×103kN) 

Ｑｕ 

(×103kN) 
Ｑｕ /Ｑｕｎ 

11.9～19.6 4.79 37.6 7.84 

 

表 5－2 必要保有水平耐力Ｑｕｎと保有水平耐力Ｑｕの比較結果（EW 方向） 

T.M.S.L. 

(m) 

Ｑｕｎ 

(×103kN) 

Ｑｕ 

(×103kN) 
Ｑｕ /Ｑｕｎ 

11.9～19.6 5.14 65.2 12.6 
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6. 応力解析による評価結果 

6.1 耐震壁の評価結果 

評価対象とする耐震壁を示したものを図 6－1 に示す。また，「4.5.2 断面評価方法」

に基づいた断面の評価結果を表 6－1 に示す。 

Ｓｄ地震時において，必要鉄筋比が設計鉄筋比を超えないことを確認した。 

 

 

（単位：m） 

図 6－1 評価対象とする耐震壁（1F，T.M.S.L. 12.3m） 
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表 6－1 耐震壁の評価結果（Ｓｄ地震時） 

T.M.S.L.(m) 11.9～19.6 

壁位置 

（通り） 
L1 L2 

壁記号 EW1 EW1 

断面積(m2) 6.915 6.915 

壁厚(mm)   

配 

筋 

縦筋 

配筋 

D19＠200 

ダブル 

D19＠200 

ダブル 

縦筋 

設計鉄筋比 

Ｐｇ(％) 

0.96 0.96 

横筋 

配筋 

D19＠200 

ダブル 

D19＠200 

ダブル 

横筋 

設計鉄筋比 

Ｐｇ(％) 

0.96 0.96 

せ
ん
断
に
対
す
る
検
討 

せん断力 

Ｑ(×103kN) 
4.32 4.32 

せん断応力度

τ(N/mm2) 
0.62 0.62 

必要鉄筋比 

ＰＱ(％) 
0.18 0.18 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト
に
対
す
る
検
討 

曲げモーメント 

Ｍ(×105kN･m) 
0.41 0.41 

軸力 

Ｎ(×103kN) 

2.52 2.52 

3.57 3.57 

必要鉄筋比 

ＰＭ(％) 
0.04 0.04 

(ＰＱ+ＰＭ)/Ｐｇ 0.23 0.23 
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6.2 杭の評価結果 

 杭について，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の軸力（鉛直支持力及び引抜き力），曲げモ

ーメント及びせん断力が許容限界を超えないことを確認する。 

 Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時に発生する最大杭応力に対する評価結果を表 6－2 及び

表 6－3 に示す。なお，押込み力及び引抜き力については，Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時

に杭頭に発生する最大応答軸力を用いる。 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時において，発生する応力値が許容限界を超えないことを

確認した。 

  

表 6－2 最大杭応力に対する評価結果（Ｓｄ地震時） 

 最大応力 許容限界 検定値 荷重ケース 

鉛直支持力 

(×103kN) 

押込み力 4.66 10.0 0.47 Sd-1,1-1 

引抜き力 1.24 5.66 0.22 Sd-1,1-2 

曲げモーメント（×103kN・m） 1.25 8.32 0.16 Sd-1,1-1 

せん断力（×103kN） 2.16 8.27 0.27 Sd-1,1-1 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 

 

表 6－3 最大杭応力に対する評価結果（Ｓｓ地震時） 

 最大応力 許容限界 検定値 荷重ケース 

鉛直支持力 

(×103kN) 

押込み力 8.09 15.0 0.54 Ss-1,2-1 

引抜き力 4.94 8.49 0.59 Ss-1,2-2 

曲げモーメント（×103kN・m） 2.59 13.4 0.20 Ss-3,2-1 

せん断力（×103kN） 4.39 8.27 0.54 Ss-3,2-1 

注：表中の値は材料物性の不確かさを考慮した包絡値を示す。 
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6.3 基礎スラブの評価結果 

大物搬入建屋の基礎スラブの配筋図を図 6－2 に示す。 

断面の評価結果を記載する要素を，以下のとおり選定する。 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対する評価については，必要鉄筋量が最

大となる要素を選定し，面外せん断力に対する評価については，面外せん断力に対す

る短期許容せん断力の割合が最少となる要素を選定する。最大値発生位置を図 6－3

に，評価結果を表 6－4 及び表 6－5 に示す。 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時において，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力に対

する必要鉄筋量が設計配筋量を超えないことを確認した。また，面外せん断力が短期

許容せん断力を超えないことを確認した。 

 

 

（単位：m） 

図 6－2 基礎スラブ配筋図（1/2）  
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（単位：m） 

図 6－2 基礎スラブ配筋図（2/2） 
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（単位：m） 

図 6－3 最大値発生位置（Ｓｄ地震時）（1/2） 

 

要素番号 86 

要素番号 55 

要素番号 64 

要素番号 451 
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（単位：m） 

図 6－3 最大値発生位置（Ｓｓ地震時）（2/2） 

  

要素番号 86 

要素番号 55 

要素番号 451 
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表 6－4 基礎スラブの評価結果（Ｓｄ地震時） 

 方向 
評価 

項目 

要素 

番号 

荷重 

ケース 

解析 

結果 
許容限界 備考 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

NS 
必要鉄筋量／ 

設計配筋量 
64 1-1 0.38 1.0  

EW 
必要鉄筋量／ 

設計配筋量 
451 1-21 0.20 1.0  

面外せん断力 

NS 
面外せん断力 

×103(kN/m) 
55 1-19 2.25 5.27 

せん断＊

補強筋 

EW 
面外せん断力 

×103 (kN/m) 
86 1-19 1.95 5.27 

せん断＊

補強筋 

注記＊：評価対象要素がせん断補強筋がある領域にあることを示す。 

 

表 6－5 基礎スラブの評価結果（Ｓｓ地震時） 

 方向 
評価 

項目 

要素 

番号 

荷重 

ケース 

解析 

結果 
許容限界 備考 

軸力 

＋ 

曲げモーメント 

＋ 

面内せん断力 

NS 
必要鉄筋量／

設計配筋量 
55 2-3 0.85 1.0  

EW 
必要鉄筋量／

設計配筋量 
451 2-21 0.32 1.0  

面外せん断力 

NS 
面外せん断力

×103 (kN/m) 
55 2-19 4.71 5.27 

せん断＊

補強筋 

EW 
面外せん断力

×103 (kN/m) 
86 2-19 4.18 5.27 

せん断＊

補強筋 

注記＊：評価対象要素がせん断補強筋がある領域にあることを示す。 
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6.4 屋根スラブの評価結果 

屋根スラブの評価対象箇所は，各断面の検定値が最も大きい箇所とし，図 6－4 に示

す。また，「4.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を表 6－6 に示す。な

お，対象とするスラブは十分な剛性（固有振動数 20Hz 以上）を有していることから，

共振は考慮しない。 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時において，曲げモーメントに対する鉄筋応力度が許容限

界を超えないこと及び発生する面外せん断力が許容限界を超えないことを確認した。

なお，基準地震動Ｓｓによる地震力は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力を上回るた

め，基準地震動Ｓｓによる地震力により屋根スラブの評価を行う。 

 

 

（単位：m） 

図 6－4 屋根スラブの評価対象箇所 

（ RF， T.M.S.L. 19.6m）   

評価対象箇所 

（支持スパン 4.3m） 
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表 6－6 屋根スラブの評価結果（Ｓｓ地震時） 

T.M.S.L.(m) 19.6 

厚さｔ(mm)  

有効せいｄ(mm) 212.5 

配 筋 

（鉄筋断面積） 

上ば筋 
D22＠200 

（1935mm2/m） 

下ば筋 
D22＠200 

（1935mm2/m） 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト 

発生曲げモーメント 

Ｍ(kN･m/m) 
49.2 

鉄筋応力度  

σｔ(N/m2) 
345 

許容限界 

ＭＡ(N/m2) 
124.1 

検定値Ｍ/ＭＡ 0.40 

面
外
せ
ん
断
力 

発生せん断力Ｑ(kN/m) 68.6 

せん断スパン比による

割増し係数 α 
1.00 

許容限界ＱＡ(kN/m) 228.7 

検定値Ｑ/ＱＡ 0.30 

判定 可 
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6.5 フレーム構造部の評価結果 

フレーム構造部の評価対象箇所は，フレームに垂壁及び袖壁があり，柱及びはりの

各断面の検定値が最も大きくなる LD 通りとし，図 6－5 に示す。また評価結果を表 6

－7 及び表 6－8 に示す。 

フレーム構造部については，Ｓｄ地震時において，柱及びはりの必要鉄筋量が設計

配筋量を超えないことを確認した。 

 

柱及びはりの各断面の検定に用いる記号の説明 

ｂ ：断面の幅（mm） 

Ｄ ：断面のせい（mm） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｎ ：軸力（N） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｐｔ ：引張鉄筋比（%） 

ａｔ ：引張鉄筋の断面積(mm2) 

ｐｗ ：必要あばら筋比又は帯筋比（%） 

ｆｔ ：鉄筋の許容引張応力度（N/mm2） 

ｆｓ ：コンクリートの許容せん断応力度（N/mm2） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。） 

 

 α＝
1Ｍ/(Ｑ・ｄ)

4
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C1 柱  ： ×1.7 

G1 大ばり：1.7×  

（単位：m） 

図 6－5 フレーム構造部の評価対象箇所（はり伏図）（1/2） 

評価対象箇所 
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C1 柱  ： ×1.7 

G1 大ばり：1.7×  

（単位：m） 

図 6－5 フレーム構造部の評価対象箇所（LD 通り軸組図）（2/2） 

  

評価対象箇所 
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表 6－7 はりの評価結果（Ｓｄ地震時） 

T.M.S.L.（m） 19.6 

通り記号 LD 

はり記号 G1 

位  置 L1 端 中央 L2 端 

断 

面 

形 

ｂ×Ｄ（mm） 1700 ×

ｄ（mm） 1000 1100 1000 

ｊ（mm） 875 962 875 

設 

計 

応 

力 

長 

期 

Ｍ（kN･m） 911 564 909 

Ｑ（kN） 540 349 545 

短 

期 

Ｍ（kN･m） 4504 764 4514 

荷重ケース 1-3 1-7 1-1 

Ｑ（kN） 2305 2099 2311 

荷重ケース 1-3 1-3 1-1 

長 

期 

Ｍ／(ｂ･ｄ2)（N/mm2） 0.54 0.27 0.53 

ｐｔ
*1（%） 0.15 0.07 0.14 

短 

期 

Ｍ／(ｂ･ｄ2)（N/mm2） 2.65 0.35 2.66 

ｐｔ
*1（%） 0.76 0.10 0.76 

必要鉄筋量 ａｔ
*1（mm2） 12920 1870 12920 

設 
計 
配 
筋 

上 ば 筋 20-D38 10-D38 20-D38 

下 ば 筋 20-D38 10-D38 20-D38 

断面積*2（mm2） 22800 11400 22800 

対
す
る
検
討 

せ
ん
断
力
に 

α 1.35 

許容せん断力 

α･ｆｓ･ｂ･ｊ（kN） 
2470 2716 2470 

ｐｗ
*1（%） 0.20 0.20 0.20 

あ ば ら 筋 5-D19@200 

あばら筋比*2（%） 0.42 

配筋図 

L1 端 中央 L2 端 

   

注記＊1：応力から決められる必要鉄筋断面積，必要鉄筋比。 

＊2：設計配筋の鉄筋断面積，鉄筋比。 

 

 

20-D38 

20-D38 

10-D38 

10-D38 

20-D38 

20-D38 
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表 6－8 柱の評価結果（Ｓｄ地震時） 

T.M.S.L.（m） 11.9～19.6 

通り記号 LD 

柱 記 号 C1 

位  置 柱脚 柱頭 

断 

面 

形 

ｂ×Ｄ（mm） 1700 × 

ｄ（mm） 1850 

ｊ（mm） 1618 

設 

計 

応 

力 

長 

期 

Ｎ（kN） 1402 1402 

Ｍ（kN･m） 1403 909 

Ｑ（kN） 326 326 

短 

期 

Ｎ（kN） 3118 3118 

Ｍ（kN･m） 11205 6171 

荷重ケース 1-1 1-1 

Ｑ（kN） 3511 3511 

荷重ケース 1-1 1-1 

長 

期 

Ｎ／(ｂ･Ｄ)（N/mm2） 0.41 0.41 

Ｍ／(ｂ･Ｄ2)（N/mm2） 0.21 0.13 

ｐｔ
*1（%） 0.00 0.00 

短 

期 

Ｎ／(ｂ･Ｄ)（N/mm2） 0.92 0.92 

Ｍ／(ｂ･Ｄ2)（N/mm2） 1.65 0.91 

ｐｔ
*1（%） 0.41 0.16 

必要鉄筋量 ａｔ
*1（mm2） 13940 5440 

設計 

配筋 

引 張 側 鉄 筋 22-D38 22-D38 

断面積*2（mm2） 25080 25080 

対
す
る
検
討 

せ
ん
断
力
に 

α 1.00 1.00 

許容せん断力 

α･ｆｓ･ｂ･ｊ（kN） 
3383 3383 

ｐｗ
*1（%） 0.23 0.23 

帯  筋 6-D16@100 

帯筋比*2（%） 0.70 

配筋図 

 

注記＊1：応力から決められる必要鉄筋断面積，必要鉄筋比。 

＊2：設計配筋の鉄筋断面積，鉄筋比。 
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別紙 2 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の気密性に関する計算書 
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1. 概要 

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（昭和 53 年 9 月制定）におけるＡク

ラスの施設の気密性について，原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987

（（社）日本電気協会，以下「ＪＥＡＧ４６０１-1987」という。）では，Ｓ１地震動に

対し弾性範囲であることを確認することで，機能が維持されるとしている。 

Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」の機能維持の設計方針では，耐震壁のせん断ひずみ

がおおむね弾性状態にとどまることを基本としたうえで，おおむね弾性状態を超える場

合は，地震応答解析による耐震壁のせん断ひずみから算定した空気漏えい量が，設置す

る換気設備の性能を下回ることで必要な気密性を維持する設計としている。その場合，

気密性を要求される施設に対し，基準地震動Ｓｓによる鉄筋コンクリート造耐震壁の許

容限界を最大せん断ひずみ 2.0×10-3 としている。 

二次格納施設の気密バウンダリを構成する原子炉建屋原子炉区域の地震応答解析によ

る評価において，耐震壁の許容限界として設定した最大せん断ひずみ 2.0×10-3 の適用

性について確認するために，耐震壁のせん断ひび割れと空気漏えい量の関係に係る既往

の知見を整理するとともに，原子炉建屋原子炉区域における空気漏えい量に対する影響

を評価する。 

 

2. 既往の知見等の整理 

（財）原子力発電技術機構は，「原子力発電施設耐震信頼性実証試験に関する報告

書＊1」において，ＪＥＡＧ４６０１-1987 による許容限界の目安値（Ｓ２地震時に対し

てせん断変形角 2/1000rad，静的地震力に対して τ＝τu/1.5）において想定されるひ

び割れを残留ひび割れと仮定した場合の外気侵入量を算出し，気圧差維持のためのファ

ン容量と比較することで，空気漏えい量に対する評価を実施している。その結果「残留

ひび割れからの外気侵入量は，ファン容量に比較すると無視できるほど小さいことが明

らかになった」としている。 

また，（財）原子力発電技術機構は，「原子炉建屋の弾塑性試験に関する報告書＊2」に

おいて，耐震壁の残留ひび割れからの通気量の評価式が，十分に実機への適用性がある

ことを確認している。更に，開口部の存在による通気量割増率の評価式も示されており，

「開口部の残留ひび割れ幅の割増率がおおよそ推定できる」としている。 

したがって，二次格納施設の気密バウンダリとなる原子炉建屋原子炉区域の壁が鉄筋

コンクリート造であり，壁厚も「原子炉建屋の弾塑性試験に関する報告書」に示される

壁厚と同程度であることから，同文献にて提案されている各評価式を用い，原子炉建屋

原子炉区域における空気漏えい量の算出を行う。以下に評価式を示す。 
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2.57Ｑ＝Ｃγ ΔＰ／Ｔ ···················································· (2．1) 

ここで， 

Ｑ ：単位面積あたりの流量（L/min/m2） 

Ｃ ：定数 

 （中央値は 2.24×106，95％非超過値は 1.18×107，5％非超過値は 4.21×105） 

γ ：最大せん断ひずみ 

ΔＰ ：差圧（mmAq） 

Ｔ ：壁厚（cm） 

 

2 
Ｑ 

0

Ｑ'
Δ ＝ (α － 1) － 1 － 1 β 1

Ｑ

   
  

   
 ································· (2．2) 

ここで， 

ＱΔ  ：通気量割増率 

α ：通気量割増範囲（＝3） 

0

Ｑ'

Ｑ
 ：定数 

 （中央値とみなされる評価法では 1.81，安全側とみなされる評価法では 7.41） 

β ：壁の見付け面積に対する開口の総面積 

 

 

注記＊1：財団法人 原子力発電技術機構「原子力発電施設耐震信頼性実証試験 原子炉建

屋総合評価 建屋基礎地盤系評価に関する報告書（その２）平成 8 年度」 

＊2：財団法人 原子力発電技術機構「耐震安全解析コード改良試験 原子炉建屋の弾

塑性試験 試験結果の評価に関する報告書 平成 5 年度」 
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3. 原子炉建屋原子炉区域における空気漏えい量に対する影響検討 

3.1 検討方針 

「原子炉建屋の弾塑性試験に関する報告書」に基づき，式（2．1）及び式（2．2）

により気密バウンダリを構成する壁の最大せん断ひずみが許容限界（2.0×10-3）に

達したときの空気漏えい量を算定し，非常用ガス処理設備放出流量以下となっている

ことを確認する。 

原子炉建屋原子炉区域の概略図を図 3－1 に示す。原子炉建屋原子炉区域（T.M.S.L.

－8.2m～T.M.S.L.49.7m）を構成する壁の壁厚は約 cm から約 cm である。 
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(a) 平面図（T.M.S.L.－8.2m）（単位：m） 

 

 

 

 

(b) 平面図（T.M.S.L.－1.7m）（単位：m） 

 

図 3－2 原子炉建屋原子炉区域の概略図（1/5） 
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(c) 平面図（T.M.S.L.4.8m）（単位：m） 

 

 

 

(d) 平面図（T.M.S.L.12.3m）（単位：m） 

 

図 3－3 原子炉建屋原子炉区域の概略図（2/5）  
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(e) 平面図（T.M.S.L. 18.1m）（単位：m） 

 

 

 

(f) 平面図（T.M.S.L. 23.5m）（単位：m） 

 

図 3－4 原子炉建屋原子炉区域の概略図（3/5）  
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(g) 平面図（T.M.S.L. 31.7m）（単位：m） 

 

図 3－5 原子炉建屋原子炉区域の概略図（4/5） 
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(h) 断面図（B-B 断面）（単位：m） 

 

 

(i) 断面図（A-A 断面）（単位：m） 

 

図 3－6 原子炉建屋原子炉区域の概略図（5/5）  
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3.2 空気漏えい量の算定結果 

3.2.1 壁面からの漏えい量 

原子炉建屋原子炉区域の壁厚ごとに空気漏えい量を算定した。本検討は，地震

応答解析のせん断ひずみの許容限界として最大せん断ひずみ 2.0×10-3 を用いる

ことの適用性を確認することが目的であることから，評価式における定数につ

いて，安全側の値を用いた。算定結果を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 算定結果（原子炉建屋原子炉区域） 

 

注記＊1：保守的に各壁の最大せん断ひずみが同時に許容限界となることを想定し，評価 

     する。 

＊2：設計気密度の差圧条件とする。 

＊3：気密バウンダリを構成する壁の総面積を用いる。 

＊4：当該壁はフレーム構造部のため，フレーム構造部の許容限界である最大層間変 

   形角1/120（＝8.33×10-3）を用いて評価する。 

＊1 ＊2 ＊3

最大 壁の見付

せん断 差圧 壁の 漏えい量 面積に対する 通気量 総漏えい量
ひずみ 面積 開口総面積 割増率

Ｃ Ｑ'/Ｑ0 γ ΔＰ Ａ Ｑ β ΔＱ Ｑ×Ａ×ΔＱ

(×107) (×10-3) (mmAq) (m2) (ℓ/min/m2) (ℓ/min)

NS 1.18 7.41 2.00 6.4 897 0.30 0.011 1.56 420

EW 1.18 7.41 2.00 6.4 1371 0.30 0.000 1.00 412

1.18 7.41 2.00 6.4 200 0.30 0.059 3.97 239

1.18 7.41 2.00 6.4 134 0.25 0.090 5.53 186

1.18 7.41 2.00 6.4 273 0.22 0.000 1.00 61

1.18 7.41 2.00 6.4 18 0.15 0.000 1.00 3

1.18 7.41 2.00 6.4 197 0.30 0.090 5.53 327

1.18 7.41 2.00 6.4 184 0.22 0.000 1.00 41

1.18 7.41 2.00 6.4 381 0.18 0.068 4.42 304

NS 1.18 7.41 2.00 6.4 640 0.30 0.040 3.02 580

1.18 7.41 2.00 6.4 721 0.30 0.040 3.02 654

1.18 7.41 2.00 6.4 232 0.18 0.010 1.51 64

1.18 7.41 2.00 6.4 353 0.30 0.128 7.44 788

1.18 7.41 2.00 6.4 115 0.07 0.000 1.00 9

EW 1.18 7.41 2.00 6.4 644 0.30 0.128 7.44 1437

1.18 7.41 2.00 6.4 193 0.35 0.150 8.55 579

1.18 7.41 2.00 6.4 198 0.30 0.050 3.52 210

1.18 7.41 2.00 6.4 68 0.22 0.284 15.28 228

1.18 7.41 2.00 6.4 59 0.11 0.007 1.36 9

1.18 7.41 8.33 6.4 67 13.70 0.009 1.46 1332

1.18 7.41 2.00 6.4 180 0.35 0.150 8.55 539

1.18 7.41 2.00 6.4 543 0.30 0.050 3.52 574

1.18 7.41 2.00 6.4 73 0.11 0.007 1.36 11

1.18 7.41 2.00 6.4 40 0.07 0.000 1.00 3

1.18 7.41 2.00 6.4 358 0.30 0.006 1.31 141

1.18 7.41 2.00 6.4 652 0.30 0.062 4.12 806

1.18 7.41 2.00 6.4 7 0.13 0.125 7.29 7

1.18 7.41 2.00 6.4 639 0.30 0.062 4.12 791

1.18 7.41 2.00 6.4 240 0.13 0.125 7.29 228

1.18 7.41 2.00 6.4 108 0.07 0.000 1.00 8

NS 1.18 7.41 2.00 6.4 736 0.06 0.003 1.16 52

EW 1.18 7.41 2.00 6.4 775 0.06 0.003 1.16 54

NS 1.18 7.41 2.00 6.4 736 0.06 0.001 1.06 47

EW 1.18 7.41 2.00 6.4 775 0.06 0.001 1.06 50

合計 11194

-1.7

-8.2

12.3

NS

EW

4.8

NS

EW

23.5
EW

18.1
NS

49.7

31.7

NS

EW

T.M.S.L.
(m)

定数
壁厚
Ｔ

(cm)

＊4
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3.3 総漏えい量と非常用ガス処理設備放出流量の比較 

原子炉建屋原子炉区域の総漏えい量と空気流入率を表 3－2 に示す。 

 

表 3－2 総漏えい量と空気流入率の比較 

総漏えい量 

（m3/min） 

非常用ガス処理設備放出流量 

（m3/min） 

12 33.3＊ 

注記＊：非常用ガス処理設備容量とする。 

 

 

3.4 検討結果 

原子炉建屋原子炉区域について総漏えい量は非常用ガス処理設備放出流量以下とな

っていることを確認した。 

よって，原子炉建屋原子炉区域は，耐震壁の許容限界を最大せん断ひずみ

2.0×10-3 とした場合において，換気設備とあいまって機能を維持できる気密性を有

している。 

 

4. まとめ 

原子炉建屋原子炉区域は，耐震壁の許容限界として最大せん断ひずみ 2.0×10-3 を適

用した場合において，原子炉格納容器から漏えいした空気を非常用ガス処理設備で処理

できる気密性を有していることを確認した。 

以上より，原子炉建屋の地震応答解析による評価において，換気設備とあいまって気

密性を維持するために設定する許容限界として，最大せん断ひずみ 2.0×10-3 を用いる

ことの適用性を確認した。 
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Ⅴ-2-9-3-1-1 燃料取替床ブローアウトパネルの耐震性 

についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ -1-1-7「安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の

下における健全性に関する説明書」のうちⅤ -1-1-7-別添 4「ブローアウトパネル

関連設備の設計方針」に基づき，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）に設置

されている燃料取替床ブローアウトパネル（以下「オペフロ BOP」という。）が，

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対し開放しないこと，基準地震動Ｓｓによ

る地震力に対し開放機能が維持できる構造強度を有していることを説明するもの

である。  

オペフロ BOPは，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設」に，重大事

故等対処設備においては「常設耐震重要重大事故防止設備」に分類される。  
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

オペフロ BOP の設置位置図を図 2－1 に示す。 

 

 オペフロ BOP 

注：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 

図 2－1 オペフロ BOP の設置位置図（単位：m） 

（T.M.S.L. 38.2m） 
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2.2 構造概要 

オペフロ BOPは，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の一部（地上 4階中

間床）に配置され，差圧により開放するパネル本体部，パネルを建屋外壁内に

設置する枠部及び差圧により破損するクリップ部より構成される設備である。  

オペフロ BOPの構造計画を表 2－ 1に示す。  
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表 2－1 オペフロ BOP 構造計画 

計画の概要 

主体構造 支持構造 

・パネル本体部 

・枠部 

オペフロ BOP は，パネル本体部，パネル

を原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

の壁に設置する枠部より構成される設備で

ある。 

オペフロ BOPは，十分な強度を有する構

造とし，原子炉建屋原子炉区域（二次格

納施設）の壁に枠部とクリップにより据

付けられる。 

材料 SS400 

作動方式 クリップ式（18 個） 

クリップ仕様 材質 SUS304 

概略構造図（単位：m） 
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80
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16
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2.3 評価方針 

オペフロ BOPの地震時の構造強度及び機能維持評価は，Ⅴ -1-1-7「安全設備

及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する説明書」

のうちⅤ -1-1-7-別添 4「ブローアウトパネル関連設備の設計方針」に基づき，

以下の評価方針とする。  

オペフロ BOPの評価フローを図 2－ 2に示す。  

 

2.3.1 Ｓｄ閉機能維持 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に相当する荷重でオペフロ BOP が開放しな

いこと（以下「Ｓｄ閉機能維持」という。）を確認する。具体的には，モックア

ップ試験体の振動試験により固有振動数を計測し，弾性設計用地震動Ｓｄによる

地震荷重が，オペフロ BOP の開放荷重を下回ることを確認する。 

 

2.3.2 Ｓｓ開機能維持 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対し開放機能が維持できる構造強度を有してい

ること（以下「Ｓｓ開機能維持」という。）を確認する。具体的には，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対し，設置箇所の原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

躯体の層間変位が，パネル本体と枠部の間隙より小さいことを確認することによ

り，パネル本体には支持躯体の変形に伴う地震時応力が生じず，パネル本体が開

放機能を維持できることを確認する。 

 

       

図 2－2 オペフロ BOP の評価フロー 

評価開始 

Ｓｄ閉機能維持の評価 

躯体の層間変位の算出 

機能維持評価 

固有周期の確認 

設計用地震力の設定 

Ｓｓ開機能維持の評価 

機能維持 

機能維持評価 
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2.4 適用規格・基準等 

 本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・ 建築基準法・同施行令 

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・ 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，

2005制定） 

・ 鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針  重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０

１・補-1984（（社）日本電気協会） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 
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3. Ｓｄ閉機能維持評価 

3.1 固有周期の確認方法 

  3.1.1 水平方向 

オペフロ BOP の閉機能維持評価に係る面外方向（NS 方向）について固有周期を

確認する。固有周期は，モックアップ試験体の振動試験にて，ゴムハンマーによ

り当該試験体に振動を与え，加速度を測定し，測定したパネル本体中央の加速度

波形から，高速フーリエ変換により算定したフーリエスペクトルより確認する。 

なお，面内方向（EW 方向）については十分な剛性を有しており閉機能維持評価

に影響しないことから，固有周期の確認を省略する。 

 

  3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有しており閉機能維持評価に影響しないことから，固

有周期の確認を省略する。 

 

3.2 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 3－1，固有振動数の測定結果を図 3－1 に示す。面外方向

（NS 方向）の固有周期は 秒（ Hz）であり，20Hz を下回ることを確認した。

そのため，「3.3 設計用地震力」では，応答増幅を考慮して検討する。 

 

表 3－1 固有周期 

方向 
固有振動数 

（Hz） 

固有周期 

（s） 

NS 方向     

 

 

図 3－1 固有振動数測定結果 
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3.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 3－2 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方

針」に基づき，「静的震度」による地震力は，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算

書」に基づき設定する。また，減衰定数は，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

記載の減衰定数 2%（鉄骨）を用いる。評価に用いる震度は，保守的な評価とするため，

オペフロ BOP 設置階の上階（T.M.S.L. 49.7m）の値とする。 

なお，オペフロ BOP を閉止するクリップは，枠部に作用する鉛直震度により応力が

発生しない機構であるため，鉛直震度に対するＳｄ閉機能維持評価は行わない。 

 

表 3－2 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

 床面高さ(m) 
原子炉建屋 T.M.S.L. 49.7 

 固有周期(s) NS 方向： ＊1  EW 方向：0.05 以下 鉛直：0.05 以下 

 減衰定数(％) NS 方向：2.0 EW 方向：― 鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 応答鉛直

震度＊2 

応答水平震度 応答鉛直

震度 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 1.30 ― ― ― ― ― 

2 次 0.021 ― ― ― ― ― ― 

3 次 ― ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊3 1.04 ― 0.51 ― ― ― 

静的地震力＊4 0.76 ― 0.24 ― ― ― 

注記＊1：1 次固有周期について記載。 

注記＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｄ）より得られる震度を示

す。 

注記＊3：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度

（1.0ZPA）を示す。 

＊4：静的震度（3.0・Ｃｉ及び 1.0・Ｃｖ）を示す。 
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3.4 評価方法 

3.4.1 地震荷重 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震荷重は，「3.3 設計用地震力」で示した水平

震度を用いて，次式により算定する。 

 

ＦＨ＝Ｗ・ＣＨ・g 

 

ＦＨ ：地震荷重（N） 

Ｗ ：オペフロ BOP の重量（＝1500kg）  

ＣＨ ：水平震度（＝1.30） 

g  ：重力加速度（＝9.80665m/s2） 

 

3.4.2 開放荷重 

   オペフロ BOP の開放荷重は，Ⅴ-1-1-7「安全設備及び重大事故等対処設備が使

用される条件の下における健全性に関する説明書」のうちⅤ-1-1-7-別添 4「ブロ

ーアウトパネル関連設備の設計方針」に示す実機大モックアップ試験にて得られ

た開放荷重とする。 

 

3.5 評価結果 

オペフロ BOP の地震荷重と開放荷重を比較した評価結果を表 3－3 に示す。 

オペフロ BOP は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対し，開放しないことを確

認した。 

表 3－3 評価結果 

試験体 
開放荷重 

(kN)  

判定値 

地震荷重 

(kN) 

判定 

試験体 1 19.2 ○ 

試験体 2 19.2 ○ 

試験体 3 19.2 ○ 
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4. Ｓｓ開機能維持評価 

4.1 取付け状況 

オペフロ BOP は，クリップにより枠部に取付けられている。パネル本体と枠部の取

付け状況を図 4－1 に示す。パネル本体と枠部とは左右及び上部に 70 ㎜の間隙がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 パネル本体と枠部の取付け状況（単位：m） 
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4.2 層間変位の算定 

地震時の躯体の層間変位について図 4－2 示す。層間変位は，Ⅴ-2-9-3-1「原子炉建

屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性についての計算書」にて設定している耐震壁

のせん断ひずみの許容限界を層間変形角として，以下の式により算定する。 

 

 δ＝ｈ・θ 

 

 ｈ：パネル本体の高さ(＝4.16m) 

 θ：層間変形角（＝2.0×10-3rad） 

 

図 4－2 層間変位 

 

4.3 評価結果 

評価結果を表 4－1 に示す。躯体の層間変位は 8.32mm であり，パネル本体側面と枠

部とは 70mm の間隙があることから変形に対し追従できる。以上のことから，オペフロ

BOP は，基準地震動Ｓｓを受けたとしても開放機能に影響はないことを確認した。 

 

表 4－1 評価結果 

層間変位 

（mm） 

間隙 

（mm） 
判定 

8.32  70  〇 

 

 

θ：層間変形角 

地震力 

h
：

パ
ネ

ル
本

体
の

高
さ

 

δ：層間変位＝ｈ・θ 
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Ⅴ-2-9-3-1-2 主蒸気系トンネル室 

ブローアウトパネルの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ -1-1-7「安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の

下における健全性に関する説明書」のうちⅤ -1-1-7-別添 4「ブローアウトパネル

関連設備の設計方針」に基づき，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）主蒸気

系トンネル室（以下「 MSトンネル室」という。）のタービン建屋境界部に設置さ

れている主蒸気系トンネル室ブローアウトパネル（以下「 MSトンネル室 BOP」と

いう。）が弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対し開放しないこと，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対し開放機能が維持できる構造強度を有していることを説

明するものである。  

MSトンネル室 BOPは，設計基準対象施設において「Ｓクラスの施設」に，重大

事故等対処設備においては「常設重大事故緩和設備」に分類される。  
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

MS トンネル室 BOP は，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の MS トンネル室ター

ビン建屋側開口部（東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。）12.3m～23.5m）に

配置されている。 

MS トンネル室 BOP の設置位置平面図及び断面図を図 2－1 及び図 2－2 に示す。

 

 MS トンネル室 BOP 

図 2－1  MS トンネル室 BOP の設置位置平面図（単位：m）（1/2） 

（T.M.S.L.12.3m） 
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 MS トンネル室 BOP 

図 2－1  MS トンネル室 BOP の設置位置平面図（単位：m）（2/2） 

（T.M.S.L.18.1m） 
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 MS トンネル室 BOP 

図 2－2  MS トンネル室 BOP の設置位置断面図（単位：m） 

（EW 方向） 

 

  



 

5 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-
9-
3-
1-
2 
R1
 

2.2 構造概要 

MSトンネル室 BOPは，差圧により開放するラプチャーパネル及びラプチャー

パネルを MSトンネル室壁面内に設置するための枠部より構成される設備である。  

MSトンネル室 BOPの構造計画を表 2－ 1及び表 2－ 2に示す。  
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表 2－1 MS トンネル室 BOP の構造計画（ラプチャーパネル） 

計画の概要 

主体構造 支持構造 

・ラプチャーパネル 

ラプチャーパネル及びラプチャーパネ

ルを枠部に設置するための取付け枠より

構成される設備である。 

MS トンネル室 BOP のうちラプチャーパ

ネルは，十分な強度を有する構造とし，

取付け枠を介して枠部にボルトにより据

付けられている。 

材料 A1050P 

作動方式 ラプチャーパネル式（79 箇所） 

概略構造図(単位：m) 
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表 2－2 MS トンネル室 BOP の構造計画（枠部） 

計画の概要 

主体構造 支持構造 

・枠部 

ラプチャーパネルを MS トンネル室壁面

内に設置するための枠部より構成され

る。 

MS トンネル室 BOP のうち枠部は，十分

な強度を有する構造とし，MS トンネル室

壁面に支持される。 

材料 SS400 

概略構造図(単位：m) 

 

 

 
 

 

  

C2 C2 C2 C2

B1

LC3 C3 C3 C3

C1
B2 B2

L

B1 B1 B1 B1 B1

C1

L L L L

L

C3 C3 C3 C3

特記なき部材は以下のとおり
　水平材：B3
　鉛直材：P1
　斜　材：L
　鋼　板：PL

ハッチング　　　は鋼板取付範囲を示す。

R3 R4 R5

T.M.S.L.18.1

T.M.S.L.12.3

ハッチング　　　はラプチャーパネル取付範囲を示す。



 

8 

K7
 ①

 Ⅴ
-2
-
9-
3-
1-
2 
R1
 

2.3 評価方針 

MSトンネル室 BOPの地震時の構造強度及び機能維持評価は，Ⅴ -1-1-7「安全

設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する説

明書」のうちⅤ -1-1-7-別添 4「ブローアウトパネル関連設備の設計方針」に基

づき，以下の評価方針とする。  

MSトンネル室 BOPの評価フローを図 2－ 3に示す。  

 

 

 

図 2－3 MS トンネル室 BOP の評価フロー 

  

Ｓｄ閉機能維持の評価 

機能維持 

解析モデルの設定 

固有値解析 

設計用地震力の設定 

機能維持評価 

Ｓｓ開機能維持の評価 

躯体の層間変位の算出 

機能維持評価 

評価開始 
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2.3.1 Ｓｄ閉機能維持 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対して MS トンネル室 BOP が開放しないこ

と（以下「Ｓｄ閉機能維持」という。）を確認する。具体的には，弾性設計用地震

動Ｓｄによる地震荷重が，MS トンネル室 BOP の設計開放荷重（5.89kN/m2）を下回

ることを確認する。 

 

2.3.2 Ｓｓ開機能維持 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対し開放機能が維持できる構造強度を有してい

ること（以下「Ｓｓ開機能維持」という。）を確認する。具体的には，基準地震動

Ｓｓによる地震力に対して，設置箇所における原子炉建屋原子炉区域（二次格納

施設）躯体の層間変位が，取付けボルトと枠部の取付け孔の間隙より小さいこと

を確認することにより，ラプチャーパネルには支持躯体の変形に伴う地震時応力

が生じず，ラプチャーパネルが開放機能を維持できることを確認する。 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・ 建築基準法・同施行令 

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・ 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，

2005制定） 

・ 鋼構造設計規準 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針  重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０

１・補-1984（（社）日本電気協会） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 
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3. Ｓｄ閉機能維持評価 

  MS トンネル室 BOP のラプチャーパネルに作用する弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力

が，設計開放荷重（5.89kN/m2）を下回ることを確認する。 

 

3.1 モックアップ試験による確認 

MS トンネル室 BOP が弾性設計用地震動Ｓｄに対して開放しないことを確認するた

め,Ⅴ-1-1-7「安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性

に関する説明書」のうち，Ⅴ-1-1-7-別添 4「ブローアウトパネル関連設備の設計方針」

に示すように加振試験を実施している。加振試験結果を表 3－1 に示す。加振試験結果

の最大値は kN/m2 であり，設計開放荷重（5.89kN/m2）を下回ることから，弾性

設計用地震動Ｓｄでは開放しない。 

 

表 3－1 加振試験結果 

試験体 
測定値 

(kN/m2) 

設計開放荷重 

(kN/m2) 
判定 

試験体 1  

5.89 

○ 

試験体 2  ○ 

試験体 3  ○ 
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3.2 地震応答解析による確認 

3.2.1 固有周期の算定 

     MS トンネル室 BOP の固有値解析方法を以下に示す。固有周期は，枠部をモデル

化した有限要素法（以下「FEM」という。）による固有値解析にて求める。 

     固有値解析に用いる FEM 解析モデルの概要を図 3－1 に，材料及び部材の諸元を

表 3－2 に，部材の配置を図 3－2 に示す。 

MS トンネル室 BOP 枠部は，ラプチャーパネルを支持する鉄骨部材とラプチャー

パネル以外の鋼板をモデル化する。各鉄骨部材は軸，曲げ変形を考慮した梁要素

としてモデル化し，鋼板はシェル要素でモデル化する。なお，ラプチャーパネル

については，重量及び剛性は軽微であるため，斜材については，枠部全体の振動

性状に与える影響は軽微であるためモデル化していない。 

MS トンネル室壁面に支持されている外周部節点は，並進成分（水平並びに鉛直）

を固定とする。また，各部材の接合部はフランジを接合していないことから，部

材端部はピン接合とする。柱・梁部材は，原子炉建屋側のフランジ外面が同一平

面上にあり，鋼板は原子炉建屋側のフランジ面に設置されているため，モデル化

にあたっては，柱・梁部材及び鋼板の偏心をオフセットとして考慮する。 

解析には，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検

証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）

の概要」に示す。 

 

図 3－1 FEM 解析モデル  

X Y

Z

（タービン建屋側） 

（原子炉建屋側） 

節点数 284 

要素数 535  ：XYZ 固定 
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表 3－2 材料及び部材の諸元 

(a) 材料定数 

項 目 値 

ヤング係数 205000 N/mm2 

せん断弾性係数  79000 N/mm2 

 

(b)  使用部材 

部材 使用部材 

C1/B1 [-380×100×10.5×16 

C2 H-700×300×13×24 

B2 H-300×300×10×15 

C3 H-300×150×6.5×9 

B3/P1 H-200×100×5.5×8 

L L-75×75×6 

PL PL-9 

 

 

図 3－2 部材の配置（単位:m）  

C2 C2 C2 C2

B1

LC3 C3 C3 C3

C1
B2 B2

L

B1 B1 B1 B1 B1

C1

L L L L

L

C3 C3 C3 C3

特記なき部材は以下のとおり
　水平材：B3
　鉛直材：P1
　斜　材：L
　鋼　板：PL

ハッチング　　　は鋼板取付範囲を示す。

R3 R4 R5

T.M.S.L.18.1

T.M.S.L.12.3

A A

A-A断面
原子炉建屋側 PL

C2 C2
C1 B3 B3 B3 B3C1 C1

ハッチング　　　はラプチャーパネル取付範囲を示す。
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固有値解析結果を表 3－3 に，固有モードを図 3－3 に示す。MS トンネル室 BOP

の閉機能維持評価に係る面外方向（EW 方向）の 1 次固有周期は 秒（ Hz）

であり，20Hz を下回ることを確認した。なお，面内方向（NS 方向）及び鉛直方向

については，20Hz 以上であり，十分な剛性を有していることを確認した。 

 

表 3－3 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

X 方向 

（NS 方向） 

Y 方向 

（EW 方向） 

Z 方向 

（鉛直） 

1 次 水平  ― 1.626 ― 

2 次 水平 0.052 ― 0.005 ― 

注記＊：モードごとに固有ベクトルの最大値を 1 に規準化して得られる刺激係数を示

す。 

 

 

(a) 1 次( Hz)            (b) 2 次(19.3Hz) 

図 3－3 MS トンネル室 BOP の固有モード 

 

X Y

Z

X Y

Z
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3.2.2 設計用地震力 

 耐震評価に用いる設計用地震力を表 3－4 に示す。 

   「弾性設計用地震動Ｓｄ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作

成方針」に基づき，「静的震度」による地震力は，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震

応答計算書」に基づき設定する。また，減衰定数は，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の

基本方針」に記載の減衰定数 2%（鉄骨）を用いる。評価に用いる震度は，保守的

な評価とするため MS トンネル室 BOP 設置階の上階（T.M.S.L.23.5m）の値とする。 

なお，ラプチャーパネルは，枠部に作用する鉛直震度により応力が発生しない

機構であるため，鉛直震度に対するＳｄ閉機能維持評価は行わない。 

 

表 3－4 設計用地震力（設計基準対象施設，重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

 床面高さ(m) 
原子炉建屋 T.M.S.L.23.5 

 固有周期(s) NS 方向：0.05 以下 EW 方向： ＊1 鉛直：0.05 以下 

 減衰定数(％) NS 方向：― EW 方向：2.0 鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 応答鉛直

震度＊2 

応答水平震度 応答鉛直

震度 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次  ― 0.59 ― ― ― ― 

2 次 0.052 ― 0.59 ― ― ― ― 

3 次 0.037 ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊3 ― 0.54 0.46 ― ― ― 

静的地震力＊4 ― 0.51 0.24 ― ― ― 

注記＊1：1 次固有周期について記載。 

＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｄ）より得られる震度を示

す。 

＊3：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設計用最大応答加速度より定めた震度

（1.0ZPA）を示す。 

＊4：静的震度（3.0・Ｃｉ及び 1.0・Ｃｖ）を示す。 
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3.2.3 評価方法 

(1) 地震荷重 

地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄに基づくスペクトルモーダル解析より求め

た水平震度を用いて次式より算定する。 

 

ＦＨ＝Ｗ・ＣＨ・g 

 

ＦＨ ：地震荷重（N/m2） 

Ｗ ：ラプチャーディスクの重量（＝0.54kg/m2） 

ＣＨ ：水平震度（＝0.96） 

g ：重力加速度（＝9.80665m/s2） 

 

3.2.4 評価結果 

   MSトンネル室 BOPの地震荷重と開放荷重を比較した評価結果を表 3－5に示す。 

   MS トンネル室 BOP は，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対して開放せず，

閉機能を維持できることを確認した。 

 

表 3－5 評価結果 

地震荷重 

(kN/m2) 

設計開放荷重 

(kN/m2) 
判定 

0.00509 5.89 ○ 
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4. Ｓｓ開機能維持評価 

4.1 取付け状況 

ラプチャーパネルは，取付け枠を介して枠部にボルトで取付けられている。各部の

孔径とボルト径の関係を図 4－1 に示す。取付けボルトは M12，枠部の孔は約φ14mm，

取付け枠の孔は約φ15mm であり，ボルトが孔の中心に取付けられている場合は，取付

け枠孔と枠部孔とは約 2.5mm の層間変位に追従可能な間隙がある。 

 

 

 

 

図 4－1 孔径とボルト径の関係 

  

0.78

0.
7
8

A-A断面
A

A

タ
ー
ビ
ン
建
屋
側

原
子
炉
建
屋
側

部拡大 
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4.2 層間変位の算定 

地震時の躯体の層間変位について図 4－2 に示す。層間変位は，Ⅴ-2-9-3-1「原子炉

建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性についての計算書」にて算出している耐震

壁のせん断ひずみの最大値を層間変形角として，以下の式により算定する。 

 

 δ＝ｈ・θ 

 

 ｈ：パネル本体の高さ(＝780mm) 

θ：最大せん断ひずみ＊（＝0.437×10-3rad） 

注記＊：材料物性の不確かさを考慮したT.M.S.L.12.3m～T.M.S.L.23.5mのNS方向の 

最大値。 

 

 

図 4－2 層間変位 

4.3 評価結果 

評価結果を表 4－1 に示す。躯体の層間変位は 0.34mm であり，取付け枠孔と枠部孔

とは約 2.5mm の間隙があることから変形に対し追従できる。以上のことから，MS トン

ネル室 BOP は，基準地震動Ｓｓを受けたとしても開放機能に影響はないことを確認し

た。 

表 4－1 評価結果 

層間変位 

(mm) 

間隙 

(mm) 
判定 

0.34 約 2.5  〇 

 

θ：層間変形角 

地震力 

h
：

パ
ネ

ル
本

体
の

高
さ

 

δ：層間変位＝ｈ・θ 
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Ⅴ-2-9-3-2 原子炉建屋機器搬出入口の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

  本資料は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，原子炉建屋機器搬出入口の扉（以下「機器搬出入扉」という。）

が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

  機器搬出入扉は原子炉建屋原子炉区域の一部施設として扱うため，設計基準対象施設

においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。 

  以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備として構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

 2.1 配置概要 

 機器搬出入扉の設置位置を図 2－1 に示す。 
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T.M.S.L.12.3m 

 

図 2－1 設置位置図 
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 2.2 構造概要 

   機器搬出入扉の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

表 2－1 構造計画 
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 2.3 評価方針 

   機器搬出入扉の耐震評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度

上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき「2.2 構造概

要」にて示す機器搬出入扉の部位を踏まえ，「4.1 評価対象部位」にて設定する部位

において，設計用地震力により生じる応力度が許容限界内に収まることを「4.構造強

度評価」に示す方法にて確認することで実施する。 

   機器搬出入扉の耐震評価は，Ｖ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

の耐震性についての計算書」別紙(Ⅰ)「大物搬入建屋の地震応答計算書」の結果を踏

まえたものとする。評価にあたっては材料物性の不確かさを考慮する。 

   機器搬出入扉の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図 2－2 耐震評価フロー 

  

計算モデルの 

設定 

  

理論式による 

固有周期の算出 

  

設計用地震力＊  

の算定 

  

地震時における 

発生応力度の算出 

  

構造強度評価 

Ｖ-2-9-3-1 

「原子炉建屋原子炉区域 

（二次格納施設）の 

耐震性についての計算書」 

別紙(Ⅰ)「大物搬入建屋の 

地震応答計算書」 

（水平，鉛直方向の応答加速度） 

注記＊：材料物性の不確かさ 

    を考慮する。 
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 2.4 適用規格・基準等 

   適用規格・基準等を以下に示す。 

   (1) 建築基準法・同施行令 

   (2) 各種合成構造設計指針・同解説［（社）日本建築学会，2010 改定］ 

   (3) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－［（社）日本建築学会，2005 改定］ 

   (4) ＪＩＳハンドブック 鉄鋼Ⅰ-2019-［（一財）日本規格協会］ 

    ・ＪＩＳ Ｇ ４３０３ ステンレス鋼棒 

    ・ＪＩＳ Ｇ ４３０４ 熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯 

    ・ＪＩＳ Ｇ ４３０５ 冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯 

   (5) ＪＩＳハンドブック ねじⅠ-2019-［（一財）日本規格協会］ 

    ・ＪＩＳ Ｂ １０５４-１ 耐食ステンレス鋼製締結用部品の機械的性質 

                  第 1 部：ボルト，小ねじ及び植込みボルト 
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 2.5 記号の説明 

   機器搬出入扉の耐震評価に用いる記号を表 2－2 に示す。 

 

表 2－2 耐震評価に用いる記号（1/2） 

項目 記号 定義 単位 

共通 

Ｅ ヤング率 N/m2 

ＦＨ 水平地震力 N 

ＦＶ 鉛直地震力 N 

ｆ 機器搬出入扉の 1 次固有振動数 Hz 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

ℓ モデル化に用いる芯材の長さ mm 

ｍ 質量分布 kg/m 

ＣＨ 水平震度 ― 

ＣＶ 鉛直震度 ― 

Ｗｘ 扉体自重 kN 

Ｗ1 扉体幅 mm 

Ｈ1 扉体高 mm 

Ｐ1 圧力荷重（内圧） kN/m2 

Ｐ2 圧力荷重（外圧） kN/m2 

ヒ
ン
ジ
部 

共通 

Ｌｊ ヒンジ間距離 mm 

Ｌｒ 扉体重心～ヒンジ芯間距離（扉体幅方向） mm 

Ｌｔ 扉体重心～ヒンジ芯間距離（扉体厚方向） mm 

Ｒｒ 扉体幅方向自重反力 N 

Ｒｔ 扉体厚方向自重反力 N 

ヒンジ 

アーム 

Ａ1 ヒンジアームの断面積 mm2 

Ｔ1 ヒンジアームの引張力 N 

Ｌ1 ヒンジアームの作用点間距離 mm 

Ｍ1 ヒンジアームの曲げモーメント N･mm 

Ｑ1 ヒンジアームのせん断力 N 

Ｚ1 ヒンジアームの断面係数 mm3 

σｔ 1 ヒンジアームの引張応力度 N/mm2 

σｂ 1 ヒンジアームの曲げ応力度 N/mm2 

σＸ 1 ヒンジアームの組合せ応力度 N/mm2 

τ1 ヒンジアームのせん断応力度 N/mm2 
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表 2－2 耐震評価に用いる記号（2/2） 

項目 記号 定義 単位 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ 

ピン 

Ａ2 ヒンジピンの断面積 mm2 

Ａ2’ ヒンジピンの受圧面積 mm2 

Ｌ2 ヒンジピンの軸支持間距離 mm 

Ｍ2 ヒンジピンの曲げモーメント N･mm 

Ｑ2 ヒンジピンのせん断力 N 

Ｚ2 ヒンジピンの断面係数 mm3 

σｃ 2 ヒンジピンの圧縮応力度 N/mm2 

σｂ 2 ヒンジピンの曲げ応力度 N/mm2 

σＸ 2 ヒンジピンの組合せ応力度 N/mm2 

τ2 ヒンジピンのせん断応力度 N/mm2 

ヒンジ 

ボルト 

Ａｂ 3 ヒンジボルトの断面積 mm2 

ｎｂ 3 ヒンジボルトの本数 本 

Ｑ3 ヒンジボルトのせん断力 N 

Ｔ3 ヒンジボルトの引張力 N 

σｔ 3 ヒンジボルトの引張応力度 N/mm2 

τ3 ヒンジボルトのせん断応力度 N/mm2 

カ
ン
ヌ
キ
部 

共通  ＦＨ’ 水平面外方向の慣性力 N 

カンヌキ 

Ａ4 カンヌキの断面積 mm2 

Ｌ4 カンヌキの作用点間距離 mm 

Ｍ4 カンヌキの曲げモーメント N･mm 

ｎ カンヌキの本数 本 

Ｑ4 カンヌキのせん断力 N 

Ｚ4 カンヌキの断面係数 mm3 

σｂ 4 カンヌキの曲げ応力度 N/mm2 

σＸ 4 カンヌキの組合せ応力度 N/mm2 

τ4 カンヌキのせん断応力度 N/mm2 

カンヌキ 

受けピン 

Ａ5 カンヌキ受けピンの断面積 mm2 

Ｌ5 カンヌキ受けピンの作用点間距離 mm 

Ｍ5 カンヌキ受けピンの曲げモーメント N･mm 

Ｑ5 カンヌキ受けピンのせん断力 N 

Ｚ5 カンヌキ受けピンの断面係数 mm3 

σｂ 5 カンヌキ受けピンの曲げ応力度 N/mm2 

τ5 カンヌキ受けピンのせん断応力度 N/mm2 
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3. 固有周期 

 3.1 固有周期の計算方法 

   固有周期は，扉閉止時及び扉開放時について，図 3－1 及び図 3－2 に示すはりモデ

ルとして，「土木学会 構造力学公式集」に基づき計算する。 

   機器搬出入扉は，カンヌキにより扉枠に固定される構造であることから，端部の境

界条件を扉閉止時は両端固定ばりとして，扉開放時は片側ヒンジ，片側自由端のはり

としてモデル化する。また，モデル化に用いる芯材の長さは扉幅とする。 

 

  3.1.1 水平方向 

   (1) 扉閉止時 

     扉閉止時の水平方向の固有周期は，図 3－1 に示す固有値計算モデルにより，

扉体面外方向について算出する。固有周期は「土木学会 構造力学公式集」に基

づき次式で求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 固有値計算モデル 

 

   (2) 扉開放時 

     扉開放時の水平方向の固有周期は，図 3－2 に示す固有値計算モデルにより，

扉体面外方向について算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 固有値計算モデル 
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  3.1.2 鉛直方向 

     鉛直方向については，扉に配された鉛直方向の芯材等の軸剛性が「3.1.1 水

平方向」で検討した面外方向の剛性に比べて十分に大きいことから，固有周期の

計算を省略する。 

 

 3.2 固有周期の計算条件 

   固有周期の計算に用いる数値を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有周期の計算条件 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる芯材の長さ ℓ mm  

ヤング率 Ｅ N/m2 

断面二次モーメント Ｉ mm4 

質量分布 ｍ kg/m 

 

 

 3.3 固有周期の計算結果 

   固有周期の計算結果を表 3－2 に示す。計算結果より，剛であることを確認した。 

 

表 3－2 固有周期（s） 

扉名称 扉の開閉状況 固有振動数(Hz) 固有周期(s) 

機器搬出入扉 
閉止時 

開放時 
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4. 構造強度評価 

 4.1 評価対象部位 

   機器搬出入扉の評価対象部位は，「2.2 構造概要」に示す機器搬出入扉の構造を踏

まえ，機器搬出入扉に作用する荷重の作用方向及び伝達経路を考慮し，設定する。 

   機器搬出入扉に生じる地震力及び圧力荷重は，ヒンジ部（ヒンジアーム，ヒンジピ

ン，ヒンジボルト）及びカンヌキ部（カンヌキ，カンヌキ受けピン）から扉枠に伝達

しているため，評価部位をヒンジ部及びカンヌキ部とする。 

   なお，扉枠についてはボルト，アンカーボルトの大半が損傷しない限り転倒・脱落

は生じないことから評価対象としないこととする。 

   機器搬出入扉の地震荷重の作用イメージと評価部位を図 4－1 に示す。 
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図 4－1 扉閉止時の地震荷重の作用イメージと評価部位 

 

 

：評価対象部位に作用する荷重 

：評価対象部位 
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図 4－2 扉開放時の地震荷重の作用イメージと評価部位 

 

：評価対象部位に作用する荷重 

：評価対象部位 
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 4.2 荷重及び荷重の組合せ 

   荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の

制限」にて設定している荷重の組合せに基づき設定する。 

   Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」にて設定している荷

重の組合せを以下に示す。なお，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度

上の制限」に従い，設計基準対象施設と重大事故等対処設備の評価に用いる荷重の組

合せは同一とする。 

   なお，本資料において基準地震動Ｓｓによる評価として短期許容応力度を超えない

ことを確認するため，弾性設計用地震動Ｓｄによる評価は行わないこととする。 

 

 

 

  4.2.1 耐震評価上考慮する荷重 

     機器搬出入扉の耐震評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

Ｇ  ：扉の固定荷重 

Ｐ  ：通常時の圧力荷重 

ＳＳ ：基準地震動ＳＳによる地震力 

 

 

  

FH 

Ｇ ＋ Ｐ ＋ ＳＳ
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  4.2.2 荷重の設定 

   (1) 固定荷重（Ｇ） 

     機器搬出入扉の固定荷重を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 固定荷重 

扉 名 称 固定荷重(kN) 

機器搬出入扉 

 

   (2) 圧力荷重（Ｐ） 

     機器搬出入扉に作用する圧力荷重を表 4－2 に示す。ここで，圧力荷重は機器

搬出入扉の建設時に設定した設計条件を基に設定するものであり，外圧（負圧）

は機器搬出入扉に対し外側から内側へ作用するものとする。 

 

表 4－2 圧力荷重 

種類 圧力荷重（kN/m2） 

内圧（正圧） 0.000 

外圧（負圧） 0.736 

 

   (3) 地震荷重（ＳＳ） 

     基準地震動ＳＳによる荷重は，表 4－3で示した設計震度を用いて，次式により

算定する。ただし，耐震評価に用いる震度は，材料物性の不確かさを考慮したも

のとしてＶ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震性について

の計算書」別紙(Ⅰ)「大物搬入建屋の地震応答計算書」によることとし，大物搬

入建屋の屋根スラブ位置の値とする。 

 

 

 

ここで，  ＳＳ  ：基準地震動ＳＳによる地震力（kN） 

Ｇ  ：固定荷重（kN） 

Ｋ  ：設計震度 

 

 

 

 

 

 

ＳＳ＝ Ｇ ・ Ｋ
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表 4－3 設計震度 

扉 名 称 
設置場所 

（抽出位置） 

設計震度 

水平方向 鉛直方向 

大物搬入建屋機器搬出入扉 
T.M.S.L.12.3m 

（T.M.S.L.19.6m） 
3.47 0.89 
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 4.3 許容限界 

   許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏まえ

て設定する。 

 

  4.3.1 使用材料 

     機器搬出入扉を構成するヒンジ部，カンヌキ部の使用材料を表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 使用材料 

部位 材質 仕様 

ヒンジ部 

ヒンジアーム 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

カンヌキ部 
カンヌキ 

カンヌキ受けピン 
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  4.3.2 許容限界 

   (1) ヒンジ部及びカンヌキ部 

     ヒンジ部及びカンヌキ部を構成する部材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許

容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定）」に基づき設定する。各部

材の許容限界を表 4－5 に示す。 

 

表 4－5 ヒンジ部及びカンヌキ部の許容限界 

材質 
許容限界（N/mm²） 

曲げ 引張 せん断 

205 205 118 

345 345 199 

― 410 236 
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 4.4 計算方法 

   機器搬出入扉の耐震評価は，地震により生じる応力度が，「4.3 許容限界」で設定

した許容限界を超えないことを確認する。 

 

  4.4.1 荷重計算方法 

   (1) ヒンジ部 

     ヒンジ部は，ヒンジアーム，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，

次式により算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から，各

部材に発生する応力度を算定する。なお，圧力荷重はヒンジ部に作用しない構造

である。ヒンジ部に生じる荷重を図 4－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 ヒンジ部に生じる荷重 
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    a. ヒンジアーム 

      ヒンジアームは，引張応力度及び曲げ応力度とせん断応力度の組合せについ

て評価する。図 4－3 にヒンジアームに生じる荷重を示す。 

 

     (a) 引張力 

       ヒンジアームに生じる引張力及び引張応力度を次式により算定する。 

 

 

 

 

     (b) 曲げモーメント 

       ヒンジアームに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定す

る。 

 

 

 

 

     (c) せん断力 

       ヒンジアームに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 ヒンジアームに生じる荷重 
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    b. ヒンジピン 

      ヒンジピンは，圧縮応力度及び曲げ応力度とせん断応力度の組合せについて

評価する。図 4－4 にヒンジピンに生じる荷重を示す。 

 

     (a) 圧縮力 

       ヒンジピンに生じる圧縮力及び圧縮応力度を次式により算定する。 

 

 

 

 

 

     (b) 曲げモーメント 

       ヒンジピンに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定する。 

 

 

 

 

 

 

     (c) せん断力 

       ヒンジピンに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。 
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図 4－4 ヒンジピンに生じる荷重 
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    c. ヒンジボルト 

      ヒンジボルトは，引張応力度及びせん断応力度について評価する。なお，扉

付ヒンジボルトと枠付ヒンジボルトの呼び径は同じであることから，保守的に

枠付ヒンジボルトについて評価する。ヒンジボルトに生じる荷重は，扉の開放

角度が 90°の時には引張力として作用し，扉の開放角度が 0°の時には，せん

断力として作用することから次式により算定する。なお，45°や 135°等の上

記以外の開放状況下においては，ヒンジボルトに生じる引張力とせん断力はそ

れぞれ 90°開放時の引張力，0°開放時のせん断力に包絡されるため開放状況

は 90°と 0°を想定するものとする。また，2 か所設置しているヒンジ部のう

ち，上部のヒンジ部は水平方向の荷重のみ負担するのに対して，下部のヒンジ

部は鉛直方向の荷重と水平方向の荷重を負担することから，下部のヒンジボル

トを対象に評価する。図 4－5 にヒンジボルトに生じる荷重を示す。 
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図 4－5 ヒンジボルトに生じる荷重 
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   (2) カンヌキ部 

     カンヌキ部は，カンヌキ，カンヌキ受けピンで構成されており，次式により算

定する水平地震力及び圧力荷重（内圧）から，各部材に発生する荷重を算定す

る。扉体に生じる荷重を図 4－6 に，カンヌキ部に生じる荷重を図 4－7 に示す。

なお，圧力荷重（外圧）は扉体から扉枠に直接伝達され，カンヌキ部には作用し

ない構造である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－6 扉体に生じる荷重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－7 カンヌキ部に生じる荷重 
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    a. カンヌキ 

      カンヌキは，曲げ応力度及びせん断応力度の組合せについて評価する。 

 

     (a) 曲げモーメント 

       カンヌキに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定する。 

 

 

 

 

 

     (b) せん断力 

       カンヌキに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。 
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    b. カンヌキ受けピン 

      カンヌキ受けピンは，曲げ応力度及びせん断応力度について評価する。なお，

端部を単純支持として評価するため，曲げとせん断の組合せについては評価を

行わないものとする。 

 

     (a) 曲げモーメント 

       カンヌキ受けピンに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算

定する。 

 

 

 

 

 

     (b) せん断力 

       カンヌキ受けピンに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定す

る。 
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  4.4.2 応力評価 

     各部材に生じる応力度等が，許容限界以下であることを確認する。 

     なお，異なる荷重が同時に作用する部材については，荷重の組合せを考慮する。 

 

   (1) ヒンジ部 

 

    a. ヒンジアーム 

      ヒンジアームに生じる引張応力度,曲げ応力度及びせん断応力度から組合せ

応力度を次式により算定し，ヒンジアームに生じる引張応力度及び組合せ応力

度が許容限界以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

    b. ヒンジピン 

      ヒンジピンに生じる圧縮応力度，曲げ応力度及びせん断応力度から組合せ応

力度を次式により算定し，ヒンジピンに生じる圧縮応力度及び組合せ応力度が

許容限界以下であることを確認する。 
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    c. ヒンジボルト 

      ヒンジボルトに生じる引張応力度及びせん断応力度を次式により算定し，ヒ

ンジボルトの許容限界以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

   (2) カンヌキ部 

 

    a. カンヌキ 

      カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式に

より算定し，カンヌキに生じる組合せ応力度が許容限界以下であることを確認

する。 

 

 

 

 

    b. カンヌキ受けピン 

      カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を次式により算定し，

カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度が許容限界以下である

ことを確認する。 
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 4.5 計算条件 

   「4.4 計算方法」に用いる計算条件を表 4－6 に示す。 

 

表 4－6 耐震評価に用いる計算条件（1/2） 

評価部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ＣＨ ― 水平震度 3.47 

ＣＶ ― 鉛直震度 0.89 

ＷＸ kN 扉体自重 

Ｗ１ mm 扉体幅 

Ｈ１ mm 扉体高 

Ｐ１ kN/m2 圧力荷重(内圧) 0.000 

Ｐ２ kN/m2 圧力荷重(外圧) 0.735 

ヒ

ン

ジ

部 

 

共通 

Ｌｊ mm ヒンジ中心間距離 

Ｌｒ mm 
扉体重心～ヒンジ芯間距

離（扉体幅方向） 

Ｌｔ mm 
扉体重心～ヒンジ芯間距

離（扉体厚さ方向） 

ヒンジアーム 

Ａ１ mm2 断面積 

Ｌ１ mm 作用点間距離 

Ｚ１ mm3 断面係数 

ヒンジピン 

Ａ２ mm2 断面積 

Ａ２’ mm2 受圧面積 

Ｌ２ mm 軸支持間距離  

Ｚ２ mm3 断面係数 

ヒンジボルト 
Ａｂ３ mm2 断面積 

ｎｂ３ 本 本数 
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表 4－6 耐震評価に用いる計算条件（2/2） 

評価部位 記号 単位 定義 数値 

カ

ン

ヌ

キ

部 

カンヌキ 

Ａ4 mm2 断面積 

Ｌ4 mm 作用点間距離 

ｎ 本 本数 

Ｚ4 mm3 断面係数 

カンヌキ受け 

ピン 

Ａ５ mm2 断面積 

Ｌ５ mm 作用点間距離 

Ｚ５ mm3 断面係数 
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5. 評価結果 

  機器搬出入扉の評価結果を表 5－1 に示す。発生値は許容限界を下回っており，設計

用地震力に対して十分な耐震性を有していることを確認した。 

 

表 5－1 耐震評価結果 

評価部位 分類 
発生値 

（N/mm2） 

許容限界 

（N/mm2） 
判定 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジアーム 

引張 5 205 OK 

曲げ 65 205 OK 

せん断 8 118 OK 

組合せ 67 205 OK 

ヒンジピン 

圧縮 30 345 OK 

曲げ 153 345 OK 

せん断 33 199 OK 

組合せ 164 345 OK 

ヒンジボルト 
引張 124 410 OK 

せん断 124 236 OK 

カ

ン

ヌ

キ

部 

カンヌキ 

曲げ 181 345 OK 

せん断 16 199 OK 

組合せ 184 345 OK 

カンヌキ受けピン 
曲げ 212 345 OK 

せん断 21 199 OK 
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1. 概要 

本資料は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持

の設計方針に基づき，原子炉建屋エアロックが設計用地震力に対して十分な構造強度を

有していることを説明するものである。 

原子炉建屋エアロックは，原子炉建屋原子炉区域の一部施設として扱うため，設計基

準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重

大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。 

以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備として構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

原子炉建屋エアロックの設置位置を図 2－1 に示す。 
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T.M.S.L.12.3m 

 

図 2－1 設置位置図（1/2） 

  

南西側エアロック（引き戸形式） 北西側エアロック（引き戸形式） 

FCS 室エアロック（開き戸形式） 
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T.M.S.L.34.5m              T.M.S.L.31.7m 

 

図 2－1 設置位置図（2/2） 

  

ギャラリー室エアロック 

（引き戸形式） 
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2.2 構造計画 

原子炉建屋エアロックの構造計画を表 2－1 及び表 2－2，概略構造図を図 2－2 及び

図 2－3 に示す。 

 

表 2－1 構造計画（開き戸形式）  

計画の概要 

基礎・支持構造 主体構造 

エアロックを閉止する際に，カンヌキ

により扉が扉枠に固定される構造とす

る。また，扉枠を躯体の開口部周辺に，

スタッドにより固定する構造とする。 

 

開き戸形式の鋼製扉とし，鋼製の芯材

に表側鋼板を取付け，扉に設置されたカ

ンヌキを鋼製の扉枠に差し込み，扉を扉

枠と一体化させる構造とする。また，扉

と扉枠の接続はヒンジを介する構造とす

る。 

 

 

図 2－2 概略構造図（開き戸形式） 
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表 2－2 構造計画（引き戸形式） 

計画の概要 

基礎・支持構造 主体構造 

エアロックを閉止する際に締付ローラー

により扉が扉枠に固定される構造とする。   

エアロックの閉止の際は，枠溝に対し回

転する締め付けローラーが，枠溝から受け

る反力で扉を押し込むようにして扉が扉枠

に固定される。 

また，扉枠を躯体の開口部周辺にスタッ

ドにより固定する構造とする。 

 

引き戸形式の鋼製扉とし，鋼製の表側鋼

板をスライドさせ，締付ローラーによって

固定部に密着することで扉を扉枠と一体化

させる構造とする。 
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図 2－3 概略構造図（引き戸形式）  
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2.3 評価方針 

原子炉建屋エアロックの耐震評価は，Ⅴ -2-1-9「機能維持の基本方針」の「 3.1 

構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき

「2.2 構造計画」にて示す原子炉建屋エアロックの部位を踏まえ，「4.1 評価部位」

にて設定する部位において，設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを

「4. 構造強度評価」に示す方法にて確認することで実施する。 

原子炉建屋エアロックの耐震評価は，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」の

結果を踏まえたものとする。評価にあたっては材料物性の不確かさを考慮する。 

なお，図 2－1 で示すように，原子炉建屋内には開き戸形式のエアロック扉が 1 箇

所，引き戸形式のエアロック扉が 3 箇所あるが，引き戸形式のエアロック扉はいずれ

も同一構造の扉であることから，開き戸形式と引き戸形式のエアロック扉 1 箇所ずつ

について評価を実施する。 

原子炉建屋エアロックの耐震評価フローを図 2－4 に示す。 

 

 

計算モデルの 

設定 

  

理論式による 

固有周期の算出 

  

設計用地震力＊  

の算定 

  

地震時における 

応力等の算出 

  

構造強度評価 

 

 

 

 

 

  

Ⅴ-2-2-1 

「原子炉建屋の地震応答計算書」 

（水平，鉛直方向の応答加速度） 

注記＊：材料物性の不確かさ 

    を考慮する。 

図 2－4 耐震評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1) 建築基準法・同施行令 

(2) 各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定） 

(3) 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

(4) ＪＩＳ Ｇ ３１０１-2015 一般構造用圧延鋼材 

(5) ＪＩＳ Ｇ ４０５３-2012 機械構造用合金鋼鋼材  
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2.5 記号の説明 

原子炉建屋エアロックの耐震評価に用いる記号を表 2－3 及び表 2－4 に示す。 

 

表 2－3 耐震評価に用いる記号（開き戸形式）（1/2） 

項目 記号 定義 単位 

共通 

Ｅ ヤング率 N/m2 

ＦＨ 水平地震力 N 

ＦＶ 鉛直地震力 N 

Ｔ 固有周期 s 

ｆ 原子炉建屋エアロックの 1 次固有振動数 Hz 

Ｉ 断面二次モーメント m4 

ℓ はり長さ mm 

ｍ 質量分布 kg/m 

ＣＨ 水平震度 ― 

ＣＶ 鉛直震度 ― 

Ｗｘ 扉体自重 kN 

Ｗ1 扉体幅 mm 

Ｈ1 扉体高 mm 

ＰＥ 1 圧力荷重（内圧） kN/m2 

ＰＥ 2 圧力荷重（外圧） kN/m2 

ヒ
ン
ジ
部 

共通 

Ｌｊ ヒンジ中心間距離 mm 

Ｌｒ 扉体重心～ヒンジ芯間距離（扉体幅方向） mm 

Ｌｔ 扉体重心～ヒンジ芯間距離（扉体厚方向） mm 

Ｒｒ 扉体幅方向自重反力 N 

Ｒｔ 扉体厚方向自重反力 N 

ヒンジ 

アーム 

Ａ1 ヒンジアームの断面積 mm2 

Ｌ1 ヒンジアームの作用点間距離 mm 

Ｍ1 ヒンジアームの曲げモーメント N･mm 

Ｑ1 ヒンジアームのせん断力 N 

Ｚ1 ヒンジアームの断面係数 mm3 

σｂ 1 ヒンジアームの曲げ応力度 N/mm2 

σＸ 1 ヒンジアームの組合せ応力度 N/mm2 

τ1 ヒンジアームのせん断応力度 N/mm2 

ヒンジ 

ピン 

Ａ2 ヒンジピンの断面積 mm2 

Ｌ2 ヒンジピンの軸支持間距離 mm 
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表 2－3 耐震評価に用いる記号（開き戸形式）（2/2） 

項目 記号 定義 単位 

ヒ
ン
ジ
部 

ヒンジ 

ピン 

Ｍ2 ヒンジピンの曲げモーメント N･mm 

Ｑ2 ヒンジピンのせん断力 N 

Ｚ2 ヒンジピンの断面係数 mm3 

σｂ 2 ヒンジピンの曲げ応力度 N/mm2 

σＸ 2 ヒンジピンの組合せ応力度 N/mm2 

τ2 ヒンジピンのせん断応力度 N/mm2 

ヒンジ 

ボルト 

Ａｂ 3 ヒンジボルトの断面積 mm2 

ｎｂ 3 ヒンジボルトの本数 本 

Ｑ3 ヒンジボルトのせん断力 N 

Ｔ3 ヒンジボルトの引張力 N 

σｔ 3 ヒンジボルトの引張応力度 N/mm2 

τ3 ヒンジボルトのせん断応力度 N/mm2 

カ
ン
ヌ
キ
部 

共通  ＦＨ’ 水平面外方向の慣性力 N 

カンヌキ 

Ａ4 カンヌキの断面積 mm2 

Ｌ4 カンヌキの作用点間距離 mm 

Ｍ4 カンヌキの曲げモーメント N･mm 

ｎ カンヌキの本数 本 

Ｑ4 カンヌキのせん断力 N 

Ｚ4 カンヌキの断面係数 mm3 

σｂ 4 カンヌキの曲げ応力度 N/mm2 

σＸ 4 カンヌキの組合せ応力度 N/mm2 

τ4 カンヌキのせん断応力度 N/mm2 

カンヌキ 

受け 

ピン 

Ａ5 カンヌキ受けピンの断面積 mm2 

Ｌ5 カンヌキ受けピンの作用点間距離 mm 

Ｍ5 カンヌキ受けピンの曲げモーメント N･mm 

Ｑ5 カンヌキ受けピンのせん断力 N 

Ｚ5 カンヌキ受けピンの断面係数 mm3 

σｂ 5 カンヌキ受けピンの曲げ応力度 N/mm2 

τ5 カンヌキ受けピンのせん断応力度 N/mm2 

カンヌキ 

受け 

ボルト 

Ａｂ 6 カンヌキ受けボルトの断面積 mm2 

ｎｂ 6 カンヌキ受けボルトの本数 本 

Ｔ6 カンヌキ受けボルトの引張力 N 

σｔ 6 カンヌキ受けボルトの引張応力度 N/mm2 
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表 2－4 耐震評価に用いる記号（引き戸形式） 

項目 記号 定義 単位 

共通 

Ｅ ヤング率 N/m2 

ＦＨ 水平地震力 N 

ＦＶ 鉛直地震力 N 

Ｔ 固有周期 s 

ｆ 原子炉建屋エアロックの 1 次固有振動数 Hz 

Ｉ 断面二次モーメント m4 

ℓ はり長さ mm 

ｍ 質量分布 kg/m 

ＣＨ 水平震度 ― 

ＣＶ 鉛直震度 ― 

Ｗｘ 扉体自重 kN 

Ｗ2 扉幅 mm 

Ｈ2 扉高 mm 

ＰＥ 1 圧力荷重（内圧） kN/m2 

ＰＥ 2 圧力荷重（外圧） kN/m2 

締

付

部 

共通 

Ｆ7 
接触箇所 1 箇所あたりが負担する水平面外

方向の慣性力 
N 

Ｎ7 
水平面外方向の扉体とレール周辺部材の接

触箇所 
箇所 

ローラー軸 

Ａ7 締付ローラー軸の断面積 mm2 

Ｌ7 締付ローラー作用点距離 mm 

Ｍ7 締付ローラー軸評価位置の曲げモーメント N･mm2 

Ｚ7 締付ローラー軸の断面係数 mm3 

σｂ 7 締付ローラー軸の曲げ応力度 N/mm2 

σＸ 7 締付ローラー軸の組合せ応力度 N/mm2 

τ7 締付ローラー軸のせん断応力度 N/mm2 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の計算方法 

固有周期は，扉閉止時及び扉開放時について，図 3－1 及び図 3－2 に示すはりモデ

ルとして，「土木学会 構造力学公式集」に基づき計算する。 

ここで，扉閉止時は，開き戸形式のエアロックはカンヌキにより扉枠に固定される

構造であることから端部の境界条件を固定として，引き戸形式のエアロックは締付け

ローラーにより扉を扉面外方向に拘束する構造であることから端部の境界条件を単純

支持とする。 

扉開放時は，開き戸形式のエアロックは片側ヒンジ，片側自由端のはりとしてモデ

ル化し，引き戸形式のエアロックは扉閉止時と端部の境界条件が変わらないことから，

端部の境界条件を単純支持とする。 

また，モデル化に用いる芯材の長さは扉幅とする。 

 

3.1.1 水平方向 

(1) 扉閉止時 

扉閉止時の水平方向の固有周期は，図 3－1 に示す固有値計算モデルにより，

扉体面外方向について算出する。 

a.開き戸形式 

1

ｆ
Ｔ＝  

2

2

4.7300 EI
ｆ＝

ｍ2πℓ
 

 

 

 

 

b.引き戸形式 

1

ｆ
Ｔ＝  

2

2

π EI
ｆ＝

ｍ2πℓ
 

 

 

 

 

図 3－1 固有値計算モデル（扉閉止時）  

ℓ 

　

扉体  

ℓ 

　

ℓ 

扉体 
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(2) 扉開放時 

扉開放時の水平方向の固有周期は，図 3－2 に示す固有値計算モデルにより，

扉体面外方向について算出する。 

a.開き戸形式 

1

ｆ
Ｔ＝  

2

2

3.9266 EI
ｆ＝

ｍ2πℓ
 

 

 

 

b.引き戸形式 

1

ｆ
Ｔ＝  

2

2

π EI
ｆ＝

ｍ2πℓ
 

 

 

 

 

 

図 3－2 固有値計算モデル （扉開放時） 

 

3.1.2 鉛直方向 

鉛直方向については，扉に配された鉛直方向の芯材等の軸剛性が，「3.1.1 水

平方向」で検討した面外方向の剛性に比べて十分に大きいことから，固有周期の

計算を省略する。 

 

 

 

  

ℓ 

扉体 

　

扉体  

ℓ 

ℓ 
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3.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる数値を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 固有周期の計算条件 

(a) FCS 室エアロック（開き戸形式） 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる芯材の長さ ℓ mm 

ヤング率 Ｅ N/m2 

断面二次モーメント Ｉ m4 

質量分布 ｍ kg/m 

 

(b) 南西側エアロック及び北西側エアロック（引き戸形式） 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる芯材の長さ ℓ mm 

ヤング率 Ｅ N/m2 

断面二次モーメント Ｉ m4 

質量分布 ｍ kg/m 

 

(c) ギャラリー室エアロック（引き戸形式） 

項目 記号 単位 数値 

モデル化に用いる芯材の長さ ℓ mm 

ヤング率 Ｅ N/m2 

断面二次モーメント Ｉ m4 

質量分布 ｍ kg/m 
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3.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 3－2 に示す。計算結果より，剛であることを確認した。 

 

表 3－2 固有周期(s) 

エアロック名称 扉の開閉状況 固有振動数(Hz) 固有周期(s) 

FCS 室エアロック 
閉止時 

開放時 

南西側エアロック 

北西側エアロック 

閉止時 

開放時 

ギャラリー室エアロック 
閉止時 

開放時 
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4. 構造強度評価 

4.1 評価部位 

原子炉建屋エアロックの評価対象部位は，「2.2 構造計画」に示すエアロックの構

造を踏まえ，エアロックに作用する荷重の作用方向及び伝達経路を考慮し，設定する。 

開き戸形式のエアロックに生じる地震力及び圧力荷重は，ヒンジ部及びカンヌキ部

から扉枠に伝達しているため，評価部位をヒンジ部及びカンヌキ部とする。 

引き戸形式のエアロックに生じる地震力及び圧力荷重は，締付ローラーから扉枠に

伝達しているため，評価部位を締付部（締付ローラー，ベアリング，ローラー軸）と

する。 

なお，扉枠からは直接躯体に荷重の伝達をしているため，扉枠と躯体を接合してい

るスタッドについては，評価対象としないこととする。 

原子炉建屋エアロックの地震荷重の作用イメージと評価部位を図 4－1 に示す。 
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(a) 開き戸形式 

図 4－1 地震荷重の作用イメージと評価部位（1/2） 

  

 

 

：評価対象部位に作用する荷重 

：評価対象部位 
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 (b) 引き戸形式 

図 4－1 地震荷重の作用イメージと評価部位（2/2） 

  

 

 

  

 

 

：評価対象部位に作用する荷重 

：評価対象部位 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-2-9-1「機能維持の基本方針」の「 3.1 構造強度

上の制限」にて設定している荷重の組合せに準じて設定する。 

Ⅴ-2-9-1「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」にて設定してい

る荷重の組合せを以下に示す。なお，Ⅴ -2-9-1「機能維持の基本方針」の「 3.1 

構造強度上の制限」に従い，設計基準対象施設と重大事故等対処施設の評価に用い

る荷重の組合せは同一とする。 

なお，本資料において基準地震動Ｓｓによる評価として短期許容応力度を超えな

いことを確認するため，弾性設計用地震動Ｓｄによる評価は行わないこととする。 

 

Ｇ＋Ｐ＋ＳＳ 

 

4.2.1 耐震評価上考慮する荷重 

原子炉建屋エアロックの耐震評価に用いる荷重を以下に示す。 

 

Ｇ  ：固定荷重（kN） 

Ｐ  ：圧力荷重（kN/m2） 

ＳＳ ：基準地震動ＳＳによる地震力（kN） 

 

 

  

FH 
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4.2.2 荷重の設定 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

原子炉建屋エアロックの固定荷重を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 固定荷重 

エアロック名称 固定荷重(kN) 

FCS 室エアロック 

南西側エアロック 

北西側エアロック 

ギャラリー室エアロック 

 

(2) 圧力荷重（Ｐ） 

原子炉建屋エアロックにかかる圧力荷重を表 4－2 に示す。ここで，圧力荷重

は原子炉建屋エアロックの建設時に設定した設計条件を基に設定するものであり，

外圧（負圧）はエアロックに対し外側から内側へ作用するものとする。 

 

表 4－2 圧力荷重 

種類 圧力荷重(kN/m2) 

内圧（正圧） 0.000 

外圧（負圧） 0.736 

 

(3) 地震荷重（ＳＳ） 

基準地震動ＳＳによる荷重は，表 4－3で示した設計震度を用いて，次式により

算定する。ただし，耐震評価に用いる震度は，材料物性の不確かさを考慮したも

のとしてⅤ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」によることとし，設置階の上

階の値とする。 

 

ＳＳ＝Ｇ・Ｋ 

ここで，  ＳＳ  ：基準地震動ＳＳによる地震力（kN） 

Ｇ  ：固定荷重（kN） 

Ｋ  ：設計震度 
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表 4－3 設計震度 

エアロック名称 
設置場所 

（抽出位置） 

設計震度 

水平方向 鉛直方向 

FCS 室エアロック 
T.M.S.L.12.3m 

（T.M.S.L.18.1m） 

0.95 0.91 

南西側エアロック 

北西側エアロック 
0.95 0.91 

ギャラリー室エアロック 
T.M.S.L.34.5m 

（T.M.S.L.38.2m） 
1.36 0.99 
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4.3 許容限界 

許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界を踏まえ

て設定する。 

 

4.3.1 使用材料 

原子炉建屋エアロックを構成するヒンジ部，カンヌキ部及び締付部の使用材料

を表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 使用材料 

(a) 開き戸形式 

部位 材質 仕様 

ヒンジ部 

ヒンジアーム 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

カンヌキ部 

カンヌキ 

カンヌキ受けピン 

カンヌキ受けボルト 

 

(b) 引き戸形式 

部位 材質 仕様 

締付部 

締付ローラー 

ベアリング 

ローラー軸 
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4.3.2 許容限界 

(1) ヒンジ部及びカンヌキ部 

ヒンジ部及びカンヌキ部を構成する部材の許容限界は，「鋼構造設計規準－許

容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定）」（以下「S 規準」という。）

に基づき設定する。各部材の許容限界を表 4－5 に示す。 

 

表 4－5 ヒンジ部及びカンヌキ部の許容限界 

材質 
許容限界（N/mm²） 

曲げ 引張 せん断 

215 215 124 

205 205 118 

345 345 199 

651 651 375 

 

(2) 締付部 

締付部を構成する部材の許容限界及び許容荷重は，「S 規準」及び「基本定格

荷重」に基づき設定する。各部材の許容限界及び許容荷重を表 4－6 に示す。 

 

表 4－6 締付部の許容限界及び許容荷重 

材質 
許容限界(N/mm²) 許容荷重 

曲げ 引張 せん断 定格荷重(N) 

― ― ― 9790 

― ― ― 11300 

215 215 124 ― 
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4.4 計算方法 

原子炉建屋エアロックの耐震評価は，地震により生じる応力度または荷重が，「4.3 

許容限界」で設定した許容限界を超えないことを確認する。 

 

4.4.1 開き戸形式 

(1) 荷重計算方法 

a. ヒンジ部 

ヒンジ部は，ヒンジアーム，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，

次式により算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から，

各部材に発生する応力度を算定する。ヒンジ部に生じる荷重を図 4－2 に示す。 

 

ＦＨ＝ＷＸ・ＣＨ 

ＦＶ＝ＷＸ・ＣＶ 

Ｒｒ＝（ＷＸ＋ＦＶ）・ ｒ

ｊ

Ｌ

Ｌ
 

Ｒｔ＝（ＷＸ＋ＦＶ）・ ｔ

ｊ

Ｌ

Ｌ
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 ヒンジ部に生じる荷重 
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(a) ヒンジアーム 

ヒンジアームは，曲げ応力度とせん断応力度の組合せについて評価する。

図 4－3 にヒンジアームに生じる荷重を示す。 

 

イ. 曲げモーメント 

ヒンジアームに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定

する。 

 

Ｍ1＝（ＷＸ＋ＦＶ）・Ｌ 1 

σｂ 1＝ 1

1

Ｍ

Ｚ
 

 

ロ. せん断力 

ヒンジアームに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。 

 

Ｑ1＝ＷＸ＋ＦＶ 

τ1＝ 1

1

Ｑ

Ａ
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 ヒンジアームに生じる荷重 
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(b) ヒンジピン 

ヒンジピンは，曲げ応力度とせん断応力度の組合せについて評価する。図

4－4 にヒンジピンに生じる荷重を示す。 

 

イ. 曲げモーメント 

ヒンジピンに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定す

る。 

 

2 2 Ｈ
2 ｒ ｔ 2

Ｆ
Ｍ Ｒ ）＋Ｒ ・Ｌ

2
＝（ ＋  

2
ｂ2

2

Ｍ

Ｚ
σ ＝  

 

ロ. せん断力 

ヒンジピンに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。 

 

2 2Ｈ
2 ｒ ｔ

Ｆ
Ｑ Ｒ ）＋Ｒ

2
＝（ ＋  

2
2

2

Ｑ

Ａ
τ＝  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－4 ヒンジピンに生じる荷重 
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(c) ヒンジボルト 

ヒンジボルトは，引張応力度及びせん断応力度について評価する。ヒンジ

ボルトに生じる荷重は，扉の開放角度が 90°の時には引張力として作用し，

扉の開放角度が 180°の時には，せん断力として作用することから次式によ

り算定する。なお，45°や 135°等の上記以外の開放状況下においては，ヒ

ンジボルトに生じる引張力とせん断力はそれぞれ 90°開放時の引張力，

180°開放時のせん断力に包絡されるため開放状況は 90°と 180°を想定す

るものとする。また，2 か所設置しているヒンジ部のうち，上部のヒンジ部

は水平方向の荷重のみ負担するのに対して，下部のヒンジ部は鉛直方向の荷

重と水平方向の荷重を負担することから，下部のヒンジボルトを対象に評価

する。図 4－5 にヒンジボルトに生じる荷重を示す。 

 

2 2Ｈ
3 3 ｒ Ｘ Ｖ

Ｆ
Ｔ ＝Ｑ Ｒ ）＋（Ｗ ＋Ｆ )

2
＝（ ＋  

3
ｔ3 

ｂ3 ｂ3

Ｔ
σ

ｎ ・Ａ
＝  

3
3 

ｂ3 ｂ3

Ｑ
τ

ｎ ・Ａ
＝  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－5 ヒンジボルトに生じる荷重 
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b. カンヌキ部 

カンヌキ部は，カンヌキ，カンヌキ受けピン及びカンヌキ受けボルトで構成

されており，次式により算定する水平地震力及び圧力荷重（外圧）から，各部

材に発生する荷重を算定する。扉体に生じる荷重を図 4－6 に，カンヌキ部に

生じる荷重を図 4－7 に示す。 

 

ＦＨ’＝ＷＸ・ＣＨ＋ＰＥ 2・Ｗ1・Ｈ1 

 

図 4－6 扉体に生じる荷重 

 

 

 

 

図 4－7 カンヌキ部に生じる荷重 

 

  

 

 

(a) 平面図 (b) A-A 断面図 
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 (a) カンヌキ 

カンヌキは，曲げ応力度及びせん断応力度の組合せについて評価する。 

 

イ. 曲げモーメント 

カンヌキに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定する。 

 

Ｈ
4 4

Ｆ ’
Ｍ ・Ｌ

2・ｎ
＝  

4
ｂ4 

4

Ｍ

Ｚ
σ ＝  

 

ロ. せん断力 

カンヌキに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定する。 

 

Ｈ
4

Ｆ ’
Ｑ

2・ｎ
＝  

4
4 

4

Ｑ

Ａ
τ ＝  
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(b) カンヌキ受けピン 

カンヌキ受けピンは，曲げ応力度及びせん断応力度について評価する。な

お，端部を単純支持として評価するため，曲げとせん断の組合せについては

評価を行わないものとする。 

 

イ. 曲げモーメント 

カンヌキ受けピンに生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により

算定する。 

 

Ｈ
5 5

Ｆ ’1
Ｍ ・ ・Ｌ

4 2・ｎ
＝  

5
ｂ5 

5

Ｍ

Ｚ
σ ＝  

 

ロ. せん断力 

カンヌキ受けピンに生じるせん断力及びせん断応力度を次式により算定

する。 

 

Ｈ
5 

Ｆ ’1
Ｑ ・

2 2・ｎ
＝  

5
5 

5

Ｑ

Ａ
τ ＝  

 

(c) カンヌキ受けボルト 

カンヌキ受けボルトは，引張応力度について評価する。カンヌキ受けボル

トに生じる引張力及び引張応力度を次式により算定する。 

 

Ｈ
6 

Ｆ ’
Ｔ

2・ｎ
＝  

6
ｔ6 

ｂ6 ｂ6

Ｔ

ｎ ・Ａ
σ ＝  
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(2) 応力の評価 

 各部材に生じる応力度等が，許容限界以下であることを確認する。なお，異な

る荷重が同時に作用する部材については，荷重の組合せを考慮する。 

 

a. ヒンジ部 

(a) ヒンジアーム 

ヒンジアームに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を

次式により算定し，ヒンジアームに生じる組合せ応力度が許容限界以下であ

ることを確認する。 

 

2 21 １
Ｘ1 

1 １

Ｍ Ｑ
＋3・( )

Ｚ Ａ
σ ＝ ( )  

 

(b) ヒンジピン 

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次

式により算定し，ヒンジピンに生じる組合せ応力度が許容限界以下であるこ

とを確認する。 

 

2 22 2
Ｘ2

2 2

Ｍ Ｑ
＋3・( )

Ｚ Ａ
σ ＝ ( )  

 

(c) ヒンジボルト 

ヒンジボルトに生じる引張応力度及びせん断応力度を次式により算定し，

ボルトの許容限界以下であることを確認する。 

 

3
ｔ3 

ｂ3 ｂ3

Ｔ
σ

ｎ ・Ａ
＝  

3
3 

ｂ3 ｂ3

Ｑ
τ

ｎ ・Ａ
＝  
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b. カンヌキ部 

(a) カンヌキ 

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式

により算定し，カンヌキに生じる組合せ応力度が許容限界以下であることを

確認する。 

 

2 24 4
Ｘ4 

4 4

Ｍ Ｑ
＋3・( )

Ｚ Ａ
σ ＝ ( )  

 

(b) カンヌキ受けピン 

カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力

度を次式により算定し，カンヌキ受けピンに生じる組合せ応力度が許容限界

以下であることを確認する。 

 

5
ｂ5

5

Ｍ

Ｚ
σ ＝  

5
5 

5

Ｑ

Ａ
τ ＝  

 

(c) カンヌキ受けボルト 

カンヌキ受けボルトに生じる引張応力度を次式により算定し，ボルトの許

容限界以下であることを確認する。 

 

6
ｔ6

ｂ6 ｂ6

Ｔ

ｎ ・Ａ
σ ＝  
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4.4.2 引き戸形式 

(1) 荷重計算方法 

a. 締付部 

(a) 締付ローラー 

接触箇所 1 箇所あたりが負担する水平面外方向の慣性力は次式で算出する。

図 4－8 に締付ローラーに生じる荷重を示す。 

 

 7 Ｈ Ｘ Ｅ2 2 ２ 7Ｆ Ｃ Ｗ Ｐ Ｗ Ｈ ／Ｎ 　＝ ・ ＋ ・ ・   

 

 

  

 

図 4－8 締付ローラーに生じる荷重 
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(b) ベアリング 

接触箇所 1 箇所あたりが負担する水平面外方向の慣性力は次式で算出する。

図 4－9 にベアリングに生じる荷重を示す。 

 

 7 Ｈ Ｘ Ｅ2 2 2 7Ｆ Ｃ Ｗ Ｐ Ｗ Ｈ ／Ｎ 　＝ ・ ＋ ・ ・  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－9 ベアリングに生じる荷重 
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(c) ローラー軸 

ローラー軸は，曲げ応力度及びせん断応力度について評価する。図 4－10

にローラー軸に生じる荷重を示す。 

 

イ. 曲げモーメント 

ローラー軸に生じる曲げモーメント及び曲げ応力度を次式により算定す

る。 

 

Ｍ7＝Ｆ 7・Ｌ 7 

7
ｂ7 

7

Ｍ
σ

Ｚ
＝  

 

ロ. せん断力 

ローラー軸に生じるせん断応力度を次式により算定する。 

 

7
7 

7

Ｆ

Ａ
τ ＝  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－10 ローラー軸に生じる荷重  
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(2) 応力の評価 

各部材に生じる荷重又は応力度が，許容限界以下であることを確認する。なお，

異なる荷重が同時に作用する部材については，荷重の組合せを考慮する。 

 

a. 締付部 

(a) 締付ローラー 

締付ローラーに生じる荷重が許容荷重以下であることを確認する。 

 

(b) ベアリング 

ベアリングに生じる荷重が許容荷重以下であることを確認する。 

 

(c) ローラー軸 

ローラー軸に生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次

式により算定し，ローラー軸に生じる組合せ応力度が許容限界以下であるこ

とを確認する。 

 

2 2
Ｘ7 ｂ７ ７σ ＋3・τσ ＝  
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4.5 計算条件 

「4.4 計算方法」に用いる計算条件を表 4－7 に示す。 

 

表 4－7 耐震評価に用いる計算条件（1/3） 

(a) FCS 室エアロック 

対称部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ＣＨ ― 水平震度 0.95 

ＣＶ ― 鉛直震度 0.91 

ＷＸ kN 扉体自重 

Ｗ１ mm 扉体幅 

Ｈ１ mm 扉体高 

ＰＥ１ kN/m2 圧力荷重(内圧) 0.000 

ＰＥ２ kN/m2 圧力荷重(外圧) 0.736 

ヒ

ン

ジ

部 

 

共通 

Ｌｊ mm ヒンジ中心間距離 

Ｌｒ mm 
扉体重心～ヒンジ芯間距

離（扉体幅方向） 

Ｌｔ mm 
扉体重心～ヒンジ芯間距

離（扉体厚方向） 

ヒンジアーム 

Ａ１ mm2 断面積 

Ｌ１ mm 作用点間距離 

Ｚ１ mm3 断面係数 

ヒンジピン 

Ａ２ mm2 断面積 

Ｌ２ mm 軸支持間距離 

Ｚ２ mm3 断面係数 

ヒンジボルト 
Ａｂ３ mm2 断面積 

ｎｂ３ 本 本数 
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表 4－7 耐震評価に用いる計算条件（2/3） 

(a) FCS 室エアロック 

対称部位 記号 単位 定義 数値 

カ

ン

ヌ

キ

部 

カンヌキ 

Ａ4 mm2 断面積 

Ｌ4 mm 作用点間距離 

ｎ 本 本数 

Ｚ4 mm3 断面係数 

カンヌキ受け 

ピン 

Ａ５ mm2 断面積 

Ｌ５ mm 作用点間距離 

Ｚ５ mm3 断面係数 

カンヌキ受け 

ボルト 

Ａb６ mm2 断面積 

ｎｂ６ 本 本数 

  



 

39 

K7
 ①

 Ⅴ
-
2-
9-

3-
3 
R1
 

表 4－7 耐震評価に用いる計算条件（3/3）) 

(b) 南西側エアロック及び北西側エアロック 

対称部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ＣＨ － 水平震度 0.95 

ＣＶ － 鉛直震度 0.91 

Ｗｘ kN 扉体自重 

Ｗ２ mm 扉体幅 

Ｈ２ mm 扉体高 

ＰＥ１ kN/m2 圧力荷重(内圧) 0.000 

ＰＥ２ kN/m2 圧力荷重(外圧) 0.736 

締

付

部 

共通 Ｎ７ 箇所 締付部の接触個所 

ローラー軸 

Ａ７ mm2 断面積 

Ｌ７ mm 作用点間距離 

Ｚ７ mm3 断面係数 

 

(c) ギャラリー室エアロック 

対称部位 記号 単位 定義 数値 

共通 

ＣＨ ― 水平震度 1.36 

ＣＶ ― 鉛直震度 0.99 

ＷＸ kN 扉体自重 

Ｗ２ mm 扉体幅 

Ｈ２ mm 扉体高 

ＰＥ１ kN/m2 圧力荷重(内圧) 0.000 

ＰＥ２ kN/m2 圧力荷重(外圧) 0.736 

締

付

部 

共通 Ｎ７ 箇所 締付部の接触個所 

ローラー軸 

Ａ７ mm2 断面積 

Ｌ７ mm 作用点間距離 

Ｚ７ mm3 断面係数 
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5. 評価結果 

エアロックの評価結果を表 5－1 に示す。発生値は許容限界を下回っており，設計用

地震力に対して十分な耐震性を有していることを確認した。 

 

表 5－1 耐震評価結果（1/2） 

(a) FCS 室エアロック 

評価部位 分類 発生値 許容限界 

ヒ

ン

ジ

部 

ヒンジ 

アーム 

曲げ（N/mm2) 22 215 

せん断（N/mm2) 2 124 

組合せ（N/mm2) 23 215 

ヒンジ 

ピン 

曲げ（N/mm2) 127 345 

せん断（N/mm2) 12 199 

組合せ（N/mm2) 129 345 

ヒンジ 

ボルト 

引張（N/mm2) 32 651 

せん断（N/mm2) 32 375 

カ

ン

ヌ

キ

部 

カンヌキ 

曲げ（N/mm2) 5 205 

せん断（N/mm2) 1 118 

組合せ（N/mm2) 6 205 

カンヌキ受け 

ピン 

曲げ（N/mm2) 30 205 

せん断（N/mm2) 3 118 

カンヌキ受け 

ボルト 
引張（N/mm2) 14 651 
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表 5－1 耐震評価結果（2/2） 

(b) 南西側エアロック及び北西側エアロック 

評価部位 分類 発生値 許容限界 

締

付

部 

締付ローラー 定格荷重（N) 971 9790 

ベアリング 定格荷重（N) 971 11300 

ローラー軸 

曲げ（N/mm2) 20 215 

せん断（N/mm2) 2 124 

組合せ（N/mm2) 21 215 

 

(c) ギャラリー室エアロック 

評価部位 分類 発生値 許容限界 

締

付

部 

締付ローラー 定格荷重（N) 1203 9790 

ベアリング 定格荷重（N) 1203 11300 

ローラー軸 

曲げ（N/mm2) 25 215 

せん断（N/mm2) 2 124 

組合せ（N/mm2) 26 215 
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Ⅴ-2-9-3-4 原子炉建屋基礎スラブの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

原子炉建屋基礎スラブは，原子炉格納容器の底部に該当する部分（以下「RCCV 底部」

という。）及び原子炉建屋のうち RCCV 底部以外の基礎（以下「周辺部基礎」という。）

で構成される。 

本資料は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，原子炉建屋基礎スラブのうち，

周辺部基礎の地震時の構造強度及び機能維持の確認について説明するものであり，その

評価は，地震応答解析による評価及び応力解析による評価により行う。 

なお，RCCV 底部の評価については，Ⅴ-2-9-2-1「原子炉格納容器コンクリート部の耐

震性についての計算書」にて実施する。 

周辺部基礎は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設」及び「Ｓクラスの施

設の間接支持構造物」に，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止

設備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属

する耐震重要度分類がＳクラスのもの）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）の

間接支持構造物」に分類される。 

以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

原子炉建屋基礎スラブは，原子炉建屋の一部を構成している。原子炉建屋基礎スラ

ブを含む原子炉建屋の設置位置を図 2－1 に示す。 

 

 

図 2－1 原子炉建屋基礎スラブを含む原子炉建屋の設置位置 
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2.2 構造概要 

原子炉建屋基礎スラブは，鉄筋コンクリート製原子炉格納容器（以下「RCCV」とい

う。）及びこれを取り囲む原子炉建屋の共通の基礎となっている鉄筋コンクリート造

の基礎スラブであり，RCCV 底部と周辺部基礎により構成される。平面の形状は，NS

方向 56.6m，EW 方向 59.6m の矩形であり，厚さは 5.5m である。 

この基礎スラブは，上部構造物からの死荷重，活荷重，地震力，内圧等に対して，

十分な強度を有するように設計され，支持地盤である泥岩上にマンメイドロックを介

して設置されている。上部構造物としては，原子炉本体基礎（以下「RPV 基礎」とい

う。），RCCV，原子炉建屋の外壁（以下「ボックス壁」という。），RCCV とボックス

壁の間の耐震壁（以下「中間壁」という。）等が配置されている。 

原子炉建屋基礎スラブの概略平面図及び概略断面図を図 2－2 及び図 2－3 に示す。 
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注記＊：原子炉圧力容器（以下「RPV」という。） 

注：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 

図 2－2 原子炉建屋基礎スラブの概略平面図（T.M.S.L.-8.2m）（単位：m） 
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図 2－3 原子炉建屋基礎スラブの概略断面図（A-A 断面）（単位：m） 

  

  

  

原子炉建屋基礎スラブ 
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2.3 評価方針 

周辺部基礎は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設」及び「Ｓクラスの

施設の間接支持構造物」に，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故

防止設備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設

備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）及び常設重大事故緩和設備（設計基準

拡張）の間接支持構造物」に分類される。 

周辺部基礎の設計基準対象施設としての評価においては，弾性設計用地震動Ｓｄに

よる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力（以下「Ｓｄ地震時」とい

う。）に対する評価及び基準地震動Ｓｓによる地震力（以下「Ｓｓ地震時」という。）

に対する評価を行うこととし，それぞれの評価は，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答

計算書」の結果を踏まえたものとする。 

周辺部基礎の評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，地震応答解析に

よる評価においては接地圧の評価を，応力解析による評価においては断面の評価を行

うことで，周辺部基礎の地震時の構造強度及び支持機能の確認を行う。なお，接地圧

は，RCCV 底部及び周辺部基礎を一体として扱い，原子炉建屋基礎スラブ全体として評

価する。評価にあたっては，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」による材料物

性の不確かさを考慮する。表 2－1 に材料物性の不確かさを考慮する解析ケースを示

す。 

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価を行

うこととする。ここで，周辺部基礎では，運転時，設計基準事故時及び重大事故等時

の状態において，圧力，温度等の条件について有意な差異がないことから，重大事故

等対処施設としての評価は，設計基準対象施設と同一となる。 

更に，RCCV 底部は設計基準対象施設においては「Ｓクラス施設」及び「Ｓクラスの

施設の間接支持構造物」に，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故

防止設備」及び「常設重大事故緩和設備」並びに「常設耐震重要重大事故防止設備，

常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する

耐震重要度分類がＳクラスのもの）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）の間

接支持構造物」に分類され，それぞれの分類に応じた耐震評価を実施している。周辺

部基礎について，周辺部基礎が RCCV 底部に接続し，基礎全体として一体となってい

ることから，RCCV 底部のそれぞれの分類に応じた耐震評価における荷重の組合せに対

しても「Ｓクラスの施設」及び間接支持構造物としての機能を有していることを確認

する。なお，RCCV 底部は，Ⅴ-2-9-2-1「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性につ

いての計算書」に示すとおり，荷重状態Ⅲ～Ⅴに対する評価を実施しているが，荷重

状態Ⅲの地震時（1）及び荷重状態Ⅳの地震時（2）に対する評価については，それぞ

れＳｄ地震時及びＳｓ地震時に対する評価と同一となる。また，荷重状態Ⅲの（異常

＋地震）時（1），荷重状態Ⅳの（異常＋地震）時（2）及び荷重状態Ⅴに対する評価
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については，周辺部基礎では，運転時，設計基準事故時及び重大事故等時の状態にお

いて，圧力，温度等の条件について有意な差異がないことから，それぞれＳｄ地震時

又はＳｓ地震時に対する評価と同一となる。 

周辺部基礎の評価フローを図 2－4 に示す。 
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表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 

回転ばね 

定数 
地盤剛性 備考 

①ケース 1 

（工認モデル） 

実強度 

（43.1N/mm2） 
100% 標準地盤 基本ケース 

②ケース 2 

（建屋剛性＋σ， 

地盤剛性＋σ） 

実強度＋σ 

（46.0N/mm2） 
100% 

標準地盤＋σ 

（新期砂層+13%, 

古安田層+25%, 

西山層+10%） 

 

③ケース 3 

（建屋剛性－σ， 

地盤剛性－σ） 

実強度－σ 

（40.2N/mm2） 
100% 

標準地盤－σ 

（新期砂層-13%, 

古安田層-25%, 

西山層-10%） 

 

④ケース 4 

（建屋剛性コア平均） 

実強度 

（コア平均） 

（55.7N/mm2） 

100% 標準地盤  

⑤ケース 5 

（建屋剛性－2σ） 

実強度－2σ 

（37.2N/mm2） 
100% 標準地盤  

⑥ケース 6 

（回転ばね低減） 

実強度 

（43.1N/mm2） 
50% 標準地盤  
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注記＊：Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 

 

図 2－4 周辺部基礎の評価フロー 

 

  

評価開始 

基本方針 

応力解析による評価＊ 地震応答解析による評価＊ 

接地圧の評価 断面の評価 

 

○構造強度の確認 ○構造強度の確認 

○機能維持の確認 

・支持機能の維持 

評価終了 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 ―許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定）（以下「RC 規準」という。） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定）（以下「RC-N 規準」という。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補－1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（（社）日本

電気協会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版」という。） 

・発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格((社)日本機械学会，

2003)（以下「CCV 規格」という。） 
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3. 地震応答解析による評価方法 

地震応答解析による評価において，周辺部基礎の構造強度については，Ⅴ-2-2-1「原

子炉建屋の地震応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮した最大接地圧が許

容限界を超えないことを確認する。 

地震応答解析による評価における周辺部基礎の許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，表 3－1 及び表 3－2 のとおり設定する。 

 

表 3－1 地震応答解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を 

有すること 

弾性設計用地震動

Ｓｄ及び 

静的地震力 

基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の支持力度を超え

ないことを確認 

短期許容支持力度＊1 

4110kN/m2 

基準地震動 

Ｓｓ 
基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の支持力度を超え

ないことを確認 

極限支持力度＊2 

6170kN/m2 

注記＊1：平成 4 年 3 月 27 日付け 3 資庁第 13034 号にて認可された工事計画の添付資

料Ⅳ-1-3「原子炉格納施設の基礎に関する説明書」に基づく。 

  ＊2：平成 3 年 8 月 23 日付け 3 資庁第 6675 号にて認可された工事計画の添付資

料Ⅳ-2-7-1「原子炉建屋の耐震性についての計算書」に基づく。 

 

表 3-2 地震応答解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を 

有すること 
基準地震動Ｓｓ 基礎地盤 

最大接地圧が地盤

の支持力度を超え

ないことを確認 

極限支持力度＊

6170kN/m2 

注記＊：平成 3 年 8 月 23 日付け 3 資庁第 6675 号にて認可された工事計画の添付資料

Ⅳ-2-7-1「原子炉建屋の耐震性についての計算書」に基づく。 
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4. 応力解析による評価方法 

4.1 評価対象部位及び評価方針 

周辺部基礎の応力解析による評価対象部位は基礎スラブとし，3 次元 FEM モデルを

用いた応力解析により評価を行う。3 次元 FEM モデルを用いた応力解析に当たっては，

Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」及び平成 4 年 3 月 27 日付け 3 資庁第 13034

号にて認可された工事計画の添付資料Ⅳ-1-3「原子炉格納施設の基礎に関する説明書」

（以下「既工認」という。）による荷重を用いて，荷重の組合せを行う。応力解析に

よる評価フローを図 4－1 に示す。 

 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

Ｓｄ地震時に対する評価は，周辺部基礎について，地震力と地震力以外の荷重

の組合せの結果，発生する応力が RC-N 規準に基づき設定した許容限界を超えな

いことを確認する。 

 

(2) Ｓｓ地震時に対する評価 

Ｓｓ地震時に対する評価は，周辺部基礎について，地震力と地震力以外の荷重

の組合せの結果，発生する応力又はひずみが，RC-N 規準又は CCV 規格に基づき設

定した許容限界を超えないことを確認する。 
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注記＊：材料物性の不確かさについては，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」

に基づき設定する。 

 

図 4－1 応力解析による評価フロー 

Ｖ-2-2-1 

「原子炉建屋の地震応答計算書」 評価開始 

許容限界の設定 

（RC-N 規準に基づく） 

解析モデル及び諸元の設定 

応力解析 

断面の評価 

評価終了 

＜Ｓｄ地震時に対する評価＞ ＜Ｓｓ地震時に対する評価＞ 

固定荷重， 
運転時荷重 

地震荷重＊ 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

（RC-N 規準又は CCV 規格に基づく） 

既工認 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重

及び荷重の組合せを用いる。 

 

4.2.1 荷重 

(1) 固定荷重 

基礎スラブに作用する固定荷重として次のものを考慮する。 

 

a. 死荷重及び活荷重（ＤＬ） 

死荷重及び活荷重は，既工認に基づき，次のものを考慮する。 

 

・鉄筋コンクリート構造体の自重・・・・23.5kN/m3 

・サプレッションプール内静水圧（水深 7.1m） 

・ボックス壁，RCCV，中間壁，柱等から作用する上部構造物の自重並びに機

器及び配管の重量 

・基礎スラブ上の機器，配管等の重量 

・浮力・・・・53.9kN/m2 
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(2) 運転時荷重 

基礎スラブにおいて，運転時の状態で作用する荷重として次のものを考慮する。

各荷重については，既工認に基づき設定する。（既工認時の温度分布解析につい

ては，Ⅴ-2-9-2-1「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性についての計算書」

の別紙 2「温度分布解析」参照） 

 

a. 運転時圧力（Ｐ１） 

運転時において，RCCV 底部の上面と下面との圧力差によって生じる荷重で，

次の値とする。 

Ｐ１＝13.7kPa 

 

b. 運転時温度荷重（Ｔ１） 

運転時において，基礎スラブに生じる温度変化による荷重及び基礎スラブの

上面と下面との温度差によって生じる荷重で，上面と下面の温度を表 4－1 の

とおり設定する。 

 

表 4－1 運転時温度荷重（Ｔ１） 

（単位：℃） 

 

記号 
季 

節 

RCCV 底部 周辺部基礎 

Ａ部 Ｂ部 Ｃ部 

上面 下面 上面 下面 上面 下面 

 

運転時 

 

Ｔ１ 
ＳＴ１ 夏 45.0 15.0 36.0 16.0 38.5 15.5 

ＷＴ１ 冬 45.0 15.0 35.0 15.0 11.0 17.0 

ＲＰＶ
ＣＬ

原子炉本体基礎 ＲＣＣＶ

Ａ部 Ｂ部 Ｃ部

（上面）

（下面）

 

  

RPV RCCV RPV 基礎 
℄ 
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c. 逃がし安全弁作動時荷重（Ｈ１） 

逃がし安全弁作動時において，サプレッションプール部に考慮する水力学的

動荷重は，次の値とする。 

Ｈ１＝  

 

(3) 地震荷重 

a. Ｓｄ地震荷重（Ｋｄ） 

水平地震力は，弾性設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析より算定される

動的地震力及び静的地震力より設定する。静的地震力については，既工認時に

基準地震動Ｓ１による動的地震力及び静的地震力に余裕を考慮して設定したＳ１

地震荷重を適用する。 

鉛直地震力は，鉛直震度として設定する。鉛直震度は，弾性設計用地震動Ｓ

ｄに対する地震応答解析より算定される軸力係数及び震度 0.3 を基準とし，建

物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮した高さ一定方向の鉛直震度より

設定する。 

Ｓｄ地震荷重を表 4－2～表 4－4 に示す。 

 

b. Ｓｓ地震荷重（Ｋｓ） 

水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算

定される動的地震力及び軸力係数より設定する。 

Ｓｓ地震荷重を表 4－5～表 4－7 に示す。 
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表 4－2 地震荷重（Ｋｄ）（せん断力） 

(a) NS 方向 

部 位 

せん断力 

(×103kN) 

Ｓｄ 静的地震力 

ボックス壁 
（RA 通り） 174 197 

中間壁 
（RB 通り） 49.0 56.4 

RCCV 133 183 

RPV 基礎 43.3 42.5 

中間壁 
（RF 通り） 36.7 41.4 

ボックス壁 
（RG 通り） 174 197 

 

(b) EW 方向 

部 位 

せん断力 

(×103kN) 

Ｓｄ 静的地震力 

ボックス壁 
（R1 通り） 208 214 

中間壁 
（R2 通り） 26.6 22.5 

中間壁 
（R3 通り） 15.7 9.90 

RCCV 117 195 

RPV 基礎 43.3 42.5 

中間壁 
（R5 通り） 12.7 7.94 

中間壁 
（R6 通り） 17.0 11.4 

ボックス壁 
（R7 通り） 208 214 
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表4－3 地震荷重（Ｋｄ）（曲げモーメント） 

(a) NS 方向 

部 位 

曲げモーメント 

(×104kN･m) 

Ｓｄ 静的地震力 

ボックス壁 
（RA 通り） 662 728 

中間壁 
（RB 通り） 143 59.8 

RCCV 423 609 

RPV 基礎 90.4 88.6 

中間壁 
（RF 通り） 107 43.3 

ボックス壁 
（RG 通り） 662 729 

 

(b) EW 方向 

部 位 

曲げモーメント 

(×104kN･m) 

Ｓｄ 静的地震力 

ボックス壁 
（R1 通り） 687 724 

中間壁 
（R2 通り） 78.2 20.8 

中間壁 
（R3 通り） 46.2 9.22 

RCCV 383 507 

RPV 基礎 90.4 88.6 

中間壁 
（R5 通り） 37.4 7.35 

中間壁 
（R6 通り） 50.1 10.5 

ボックス壁 
（R7 通り） 687 717 
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表 4－4 地震荷重（Ｋｄ）（鉛直震度） 

部 位 

鉛直震度 

Ｓｄ 

（軸力係数） 
静的地震力 

RCCV,ボックス壁 
及び中間壁 0.44 0.24 

RPV 基礎 0.49 0.24 

基礎スラブ 0.38 0.24 
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表 4－5 地震荷重（Ｋｓ）（せん断力） 

(a) NS 方向 

部 位 

せん断力 

(×103kN) 

Ｓｓ 

ボックス壁 
（RA 通り） 312 

中間壁 
（RB 通り） 83.6 

RCCV 241 

RPV 基礎 59.3 

中間壁 
（RF 通り） 62.7 

ボックス壁 
（RG 通り） 312 

 

(b) EW方向 

部 位 

せん断力 

(×103kN) 

Ｓｓ 

ボックス壁 
（R1 通り） 379 

中間壁 
（R2 通り） 49.7 

中間壁 
（R3 通り） 29.3 

RCCV 241 

RPV 基礎 59.3 

中間壁 
（R5 通り） 23.8 

中間壁 
（R6 通り） 31.8 

ボックス壁 
（R7 通り） 379 
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表 4－6 地震荷重（Ｋｓ）（曲げモーメント） 

(a) NS 方向 

部 位 

曲げモーメント 

(×104kN･m) 

Ｓｓ 

ボックス壁 
（RA 通り） 1150 

中間壁 
（RB 通り） 250 

RCCV 779 

RPV 基礎 120 

中間壁 
（RF 通り） 188 

ボックス壁 
（RG 通り） 1150 

 

(b) EW方向 

部 位 

曲げモーメント 

(×104kN･m) 

Ｓｓ 

ボックス壁 
（R1 通り） 1180 

中間壁 
（R2 通り） 131 

中間壁 
（R3 通り） 77.6 

RCCV 675 

RPV 基礎 120 

中間壁 
（R5 通り） 62.9 

中間壁 
（R6 通り） 84.1 

ボックス壁 
（R7 通り） 1180 
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表 4－7 地震荷重（Ｋｓ）（鉛直震度） 

部 位 

鉛直震度 

Ｓｓ 

（軸力係数） 

RCCV,ボックス壁 
及び中間壁 0.88 

RPV 基礎 0.96 

基礎スラブ 0.76 
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c. 地震時土圧荷重（Ｅｄ，Ｅｓ） 

地震時土圧荷重は，地震時土圧により地下外壁を介して作用する荷重として，

ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版に基づき算出した荷重を包絡させて設定する。 

地震時土圧荷重を表 4－8 に，地震時土圧による荷重分布を図 4－2 に示す。 

 

表 4－8 地震時土圧荷重（Ｅｄ，Ｅｓ） 

標高 

(m) 

Ｓｄ地震時土圧荷重 

(kN/m2) 

Ｓｓ地震時土圧荷重 

(kN/m2) 

T.M.S.L.12.0～T.M.S.L.-6.0 260＋0.65・γ・ｈ 460＋0.65・γ・ｈ 

T.M.S.L.-6.0～T.M.S.L.-8.2 710 1180 

注：記号は以下のとおり。 

γ：土の単位体積重量(kN/m3) 

ｈ：地表面からの深さ(m) 

 

  

 Ｓｄ地震時土圧荷重           Ｓｓ地震時土圧荷重      

 

図 4－2 地震時土圧による荷重分布  

 710 kN/m2

T.M.S.L.-8.2m

T.M.S.L.12.0m

T.M.S.L.-6.0m

 260 kN/m2

 462 kN/m2  1180 kN/m2

T.M.S.L.-8.2m

T.M.S.L.12.0m

T.M.S.L.-6.0m  662 kN/m 2

 460 kN/m 2
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4.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－9 に示す。 

 

表 4－9 荷重の組合せ 

外力の状態 
荷重 

番号 
荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時＊ 1 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｔ１＋Ｈ１＋Ｋｄ＋Ｅｄ 

Ｓｓ地震時 2 ＤＬ＋Ｐ１＋Ｈ１＋Ｋｓ＋Ｅｓ 

注記＊：温度荷重がない場合も考慮する。 

 

ＤＬ ：死荷重及び活荷重 

Ｐ１ ：運転時圧力 

Ｔ１ ：運転時温度荷重 

Ｈ１ ：逃がし安全弁作動時荷重 

Ｋｄ，Ｋｓ ：地震荷重 

Ｅｄ，Ｅｓ ：地震時土圧荷重 
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4.3 許容限界 

応力解析による評価における周辺部基礎の許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持の方針に基づき，表 4－10 及び表 4－

11 のとおり設定する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 4－12 及び表 4－13 に,コンクリー

ト及び鉄筋の許容ひずみを表 4－14 に示す。 

 

表 4－10 応力解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を 
有すること 

弾性設計用
地震動Ｓｄ
及び静的地

震力 

周辺部 
基礎 

部材に生じる応力
が構造強度を確保
するための許容限
界を超えないこと
を確認 

RC-N規準に基づく 
短期許容応力度 

基準地震動 
Ｓｓ 

周辺部 
基礎 

部材に生じる応力
及びひずみが構造
強度を確保するた
めの許容限界を超
えないことを確認 

・ひずみ＊1 
コンクリート 
3.0×10-3（圧縮） 
鉄筋 
5.0×10-3 

 
・面外せん断力＊2 

短期許容せん断力 

支持 
機能＊3

 

機器・配管系等
の設備を支持す
る機能を損なわ

ないこと 

基準地震動 
Ｓｓ 

周辺部 
基礎 

部材に生じる応力
及びひずみが支持
機能を維持するた
めの許容限界を超
えないことを確認 

・ひずみ＊1 
コンクリート 
3.0×10-3（圧縮） 
鉄筋 
5.0×10-3 

 
・面外せん断力＊2 

短期許容せん断力 

注記＊1：CCV 規格に基づく。 

  ＊2：RC-N 規準に基づく。 

  ＊3：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響」の確認が含

まれる。 
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表 4－11 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

― 
構造強度を 
有すること 

基準地震動 
Ｓｓ 

周辺部 
基礎 

部材に生じる応力
及びひずみが構造
強度を確保するた
めの許容限界を超
えないことを確認 

・ひずみ＊1 
コンクリート 
3.0×10-3（圧縮） 
鉄筋 
5.0×10-3 

 
・面外せん断力＊2 

短期許容せん断力 

支持 
機能＊3 

機器・配管系等
の設備を支持す
る機能を損なわ

ないこと 

基準地震動 
Ｓｓ 

周辺部 
基礎 

部材に生じる応力
及びひずみが支持
機能を維持するた
めの許容限界を超
えないことを確認 

・ひずみ＊1 
コンクリート 
3.0×10-3（圧縮） 
鉄筋 
5.0×10-3 

 
・面外せん断力＊2 

短期許容せん断力 

注記＊1：CCV 規格に基づく。 

  ＊2：RC-N 規準に基づく。 

  ＊3：「支持機能」の確認には，「内包する設備に対する波及的影響」の確認が含

まれる。 
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表 4－12 コンクリートの許容応力度 

（単位：N/mm2） 

外力の状態 

設計基準強度Ｆｃ＝29.4 

応力状態1＊1 応力状態2＊2 

圧縮 せん断 圧縮 せん断 

Ｓｄ地震時 19.6 1.17 22.0 1.17 

Ｓｓ地震時 ― 1.17 ― ― 

注記＊1：「応力状態 1」とは，各荷重状態において温度荷重により生じる応力を除

いた応力が生じている状態をいう。 

  ＊2：「応力状態 2」とは，各荷重状態において温度荷重による応力が生じてい

る状態をいう。 

 

表 4－13 鉄筋の許容応力度 

（単位：N/mm2） 

外力の状態 引張及び圧縮 面外せん断補強 

Ｓｄ地震時 
SD35（SD345 相当） SD35（SD345 相当） 

345 345 

 

表 4－14 コンクリート及び鉄筋の許容ひずみ 

外力の状態 
コンクリート 

（圧縮ひずみ） 

鉄筋 

（圧縮ひずみ及び引張ひずみ） 

Ｓｓ地震時 0.003 0.005 
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4.4 解析モデル及び諸元 

4.4.1 モデル化の基本方針 

(1) 基本方針 

Ｓｄ地震時における応力解析は，3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力解析を実

施する。解析には，解析コード「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いる。Ｓｓ地震

時における応力解析は，3 次元 FEM モデルを用いた弾塑性応力解析を実施する。

解析には，解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」を用いる。また，解析コードの検証及び

妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム(解析コード)の概要」

に示す。 

応力解析モデルは，周辺部基礎のほか，RCCV，使用済燃料貯蔵プール，蒸気乾

燥器・気水分離器ピット及びダイヤフラムフロアを一体としたモデルである。応

力解析における評価対象部位は，周辺部基礎であるが，各部の荷重伝達を考慮す

るために周辺部を含むモデルを用いることとした。なお，本解析モデルは，Ⅴ-

2-9-2-1「原子炉格納容器コンクリート部の耐震性についての計算書」と同一で

ある。地震荷重時の解析モデルを図 4－3 に示す。 

Ｓｄ地震時における熱応力の解析に用いるコンクリートの弾性係数は，1/3 に

低減した値を用いる。 

 

(2) 使用要素 

Ｓｄ地震時における解析モデルに使用する FEM 要素は，シェル要素とする。使

用する要素は四辺形及び三角形で，この要素は均質等方性材料によるシェル要素

である。 

Ｓｓ地震時における解析モデルに使用する FEM 要素は，積層シェル要素とする。

使用する要素は四辺形及び三角形で，この要素は鉄筋層をモデル化した異方性材

料による積層シェル要素である。 

各要素には，板の曲げと軸力を同時に考えるが，板の曲げには面外せん断変形

の影響も考慮する。 

解析モデルの節点数は 7805，要素数は 11024 である。 

 

(3) 境界条件 

3 次元 FEM モデルの基礎スラブ底面及び側面に，Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震

応答計算書」に示す地盤ばねを離散化して，水平方向及び鉛直方向のばねを設け

る。3 次元 FEM モデルの水平方向のばねについては，地震応答解析モデルのスウ

ェイばね及び側面水平ばねを，鉛直方向のばねについては，地震応答解析モデル

のロッキングばね及び側面回転ばねを基に設定を行う。なお，基礎スラブ底面の

地盤ばねについては，引張力が発生したときに浮上りを考慮する。 
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また，3 次元 FEM モデルの上部構造物に対する周辺床及び外壁の剛性並びに基

礎スラブに対する上部構造物の剛性を考慮する。中間壁の脚部位置については，

はり要素を設ける。 

  



 

 

 

30 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
3-
4
 
R1
 

 

 

 

(a) 全体鳥瞰図（地震荷重時） 

 

 

(b) 全体断面図（地震荷重時） 

図 4－3 解析モデル(1/2) 

  

Ｎ 

Ｅ 

Ｎ 

Ｅ 
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注：太線部は耐震壁の位置を示す。 

 

(c) 基礎スラブ要素分割図 

図 4－3 解析モデル(2/2) 
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4.4.2 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－15 及び表 4－16 に示す。 

 

表 4－15 コンクリートの物性値 

諸元 
物性値 

上部構造物 基礎スラブ 

ヤング係数

（N/mm2） 
2.88×104 ＊1 2.79×104 ＊2 

ポアソン比 0.2 0.2 

注記＊1：剛性はコンクリートの実強度（43.1N/mm2）に基づく。 

  ＊2：剛性はコンクリートの実強度（39.2N/mm2）に基づく。 

 

表 4－16 鉄筋の物性値 

諸元 物性値 

鉄筋の種類 
SD40（SD390 相当） 

SD35（SD345 相当） 

ヤング係数（N/mm2） 2.05×105 
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4.4.3 材料構成則 

Ｓｓ地震時に対する評価で用いる材料構成則を図 4－4 に示す。 

なお，ヤング係数は実強度に基づく値とし，コンクリートの圧縮強度は設計基

準強度に基づく値とする。 

 

応力σ

（N/mm2）

ひずみε

（×10-6） -3000 -2000
0

‐0.85Fc

0.38  Fc

 

Ｆｃ：コンクリートの設計基準強度 

 

項目 設定 

圧縮強度 -0.85Ｆｃ（CCV 規格） 

終局圧縮ひずみ -3000×10-6（CCV 規格） 

圧縮側のコンクリート構成則 
CEB-FIP Model code に基づき設

定（引用文献(1)参照） 

ひび割れ発生後の引張軟化曲線 
出雲ほか（1987）による式 

（ｃ＝0.4）（引用文献(2)参照） 

引張強度 σｔ＝0.38 Ｆ
ｃ
（RC 規準） 

 

注：引張方向の符号を正とする。 

(a) コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

図 4－4 材料構成則（1/2） 
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・鉄筋の構成則：バイリニア型 

・終局ひずみ：±5000×10-6（CCV 規格） 

応力σ

（N/mm2）

ひずみε

（×10-6）-5000
0

‐σｙ

5000

σｙ

 

σｙ：鉄筋の降伏強度 

 

注：引張方向の符号を正とする。 

(b) 鉄筋の応力－ひずみ関係 

 

図 4－4 材料構成則（2/2） 
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4.5 評価方法 

4.5.1 応力解析方法 

周辺部基礎について，Ｓｄ地震時に対して 3 次元 FEM モデルを用いた弾性応力

解析を実施し，Ｓｓ地震時に対して 3 次元 FEM モデルを用いた弾塑性応力解析を

実施する。 

 

(1) 荷重ケース 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時の応力は，次の荷重ケースによる応力を組み合わせ

て求める。 

 

ＤＬ ：死荷重及び活荷重 

Ｐ１ ：運転時圧力 

Ｔ１ ：運転時温度荷重 

Ｈ１ ：逃がし安全弁作動時荷重 

Ｋｄ１ＳＮ
＊ ：S→N 方向 Ｓｄ地震荷重（動的地震力） 

Ｋｄ１ＷＥ
＊ ：W→E 方向 Ｓｄ地震荷重（動的地震力） 

Ｋｄ１ＤＵ
＊ ：鉛直方向 Ｓｄ地震荷重（動的地震力） 

Ｋｄ２ＳＮ
＊ ：S→N 方向 Ｓｄ地震荷重（静的地震力） 

Ｋｄ２ＷＥ
＊ ：W→E 方向 Ｓｄ地震荷重（静的地震力） 

Ｋｄ２ＤＵ
＊ ：鉛直方向 Ｓｄ地震荷重（静的地震力） 

ＫｓＳＮ
＊ ：S→N 方向 Ｓｓ地震荷重 

ＫｓＷＥ
＊ ：W→E 方向 Ｓｓ地震荷重 

ＫｓＤＵ
＊ ：鉛直方向 Ｓｓ地震荷重 

ＥｄＮＳ ：NS 方向 Ｓｄ地震時土圧荷重 

ＥｄＥＷ ：EW 方向 Ｓｄ地震時土圧荷重 

ＥｓＮＳ ：NS 方向 Ｓｓ地震時土圧荷重 

ＥｓＥＷ ：EW 方向 Ｓｓ地震時土圧荷重 

 

注記＊：計算上の座標軸を基準として，EW 方向は W→E 方向の加力，NS 方向は

S→N 方向の加力，鉛直方向は上向きの加力を記載している。 
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(2) 荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 4－17 に示す。 

水平地震力と鉛直地震力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規程ＪＥＡ

Ｃ４６０１－2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数

は 1.0 と 0.4）を用いるものとする。 
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表 4－17 荷重の組合せケース（1/2） 

外力の状態 
ケース 

No. 
荷重の組合せ 

Ｓｄ地震時 1-1 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-2 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-3 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＳＮ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-4 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＷＥ＋0.4Ｋｄ１ＤＵ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-5 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-6 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-7 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＳＮ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-8 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ１ＷＥ－0.4Ｋｄ１ＤＵ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-9 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋0.4ＥｄＮＳ 

1-10 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋0.4ＥｄＥＷ 

1-11 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＳＮ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋0.4ＥｄＮＳ 

1-12 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＷＥ＋1.0Ｋｄ１ＤＵ＋0.4ＥｄＥＷ 

1-13 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋0.4ＥｄＮＳ 

1-14 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋0.4ＥｄＥＷ 

1-15 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＳＮ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋0.4ＥｄＮＳ 

1-16 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－0.4Ｋｄ１ＷＥ－1.0Ｋｄ１ＤＵ＋0.4ＥｄＥＷ 

1-17 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-18 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-19 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＳＮ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-20 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＷＥ＋1.0Ｋｄ２ＤＵ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-21 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-22 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１＋1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋1.0ＥｄＥＷ 

1-23 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＳＮ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋1.0ＥｄＮＳ 

1-24 ＤＬ＋Ｐ１＋[Ｔ１]＋Ｈ１－1.0Ｋｄ２ＷＥ－1.0Ｋｄ２ＤＵ＋1.0ＥｄＥＷ 

注：[ ]は応力状態 2 に対する荷重を表す。 
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表 4－17 荷重の組合せケース（2/2） 

外力の状態 
ケース 

No. 
荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 2-1 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋1.0ＥｓＮＳ 

2-2 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋1.0ＥｓＥＷ 

2-3 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－1.0ＫｓＳＮ＋0.4ＫｓＤＵ＋1.0ＥｓＮＳ 

2-4 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－1.0ＫｓＷＥ＋0.4ＫｓＤＵ＋1.0ＥｓＥＷ 

2-5 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋1.0ＥｓＮＳ 

2-6 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋1.0ＥｓＥＷ 

2-7 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－1.0ＫｓＳＮ－0.4ＫｓＤＵ＋1.0ＥｓＮＳ 

2-8 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－1.0ＫｓＷＥ－0.4ＫｓＤＵ＋1.0ＥｓＥＷ 

2-9 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋0.4ＥｓＮＳ 

2-10 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋0.4ＥｓＥＷ 

2-11 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－0.4ＫｓＳＮ＋1.0ＫｓＤＵ＋0.4ＥｓＮＳ 

2-12 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－0.4ＫｓＷＥ＋1.0ＫｓＤＵ＋0.4ＥｓＥＷ 

2-13 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋0.4ＥｓＮＳ 

2-14 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１＋0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋0.4ＥｓＥＷ 

2-15 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－0.4ＫｓＳＮ－1.0ＫｓＤＵ＋0.4ＥｓＮＳ 

2-16 ＤＬ＋Ｐ 1＋Ｈ１－0.4ＫｓＷＥ－1.0ＫｓＤＵ＋0.4ＥｓＥＷ 
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(3) 荷重の入力方法 

a. 地震荷重 

基礎スラブに上部構造物から作用する水平地震力については，上部構造物か

らのせん断力及び曲げモーメントを基礎スラブの当該位置の節点に離散化して

節点荷重として入力する。 

基礎スラブに上部構造物から作用する鉛直地震力については，上部構造物か

らの軸力とし，鉛直力に置換し，モデル上の各節点における支配面積に応じた

節点力として入力する。 

基礎スラブ内に作用する荷重については，地震時の上部構造物からの入力荷

重と基礎スラブ底面及び側面に発生する荷重の差を FEM モデルの各要素の大き

さに応じて分配し，節点荷重として入力する。 

 

b. 温度荷重 

Ｓｄ地震時における熱応力については，CCV 規格に基づき，部材の剛性を一

律に低減する一律低減法により評価する。 

 

c. 地震荷重及び温度荷重以外の荷重 

地震荷重及び温度荷重以外の荷重については，FEM モデルの各節点又は各要

素に，集中荷重又は分布荷重として入力する。 
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4.5.2 断面の評価方法 

周辺部基礎の断面の評価に用いる応力は，3 次元 FEM モデルを用いた応力解析

により得られた各荷重による断面力(軸力，曲げモーメント，せん断力)とする。 

周辺部基礎の断面力成分を図 4－5 に示す。 

 

 

 

 

 

図 4－5 周辺部基礎の断面力成分 

  

Ｍｘ，Ｍｙ：曲げモーメント kN・m/m   Ｍｒ，Ｍθ：曲げモーメント kN・m/m 

Ｑｘ，Ｑｙ：せん断力  kN/m    Ｑｒ，Ｑθ：せん断力  kN/m 

Ｎｘ，Ｎｙ：軸力   kN/m    Ｎｒ，Ｎθ：軸力    kN/m 

応力の符号（矢印の方向を正とする。） 

ｚ軸 

ｚ軸 

ｙ軸 

 

 
ｘ軸 

ｘ軸 
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(1) Ｓｄ地震時 

周辺部基礎について，軸力及び曲げモーメントによる引張応力度及び圧縮応力

度並びに面外せん断力が，各許容値を超えないことを確認する。 

 

a. 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想

柱として算定する。 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋の引張応力度及びコンクリートの圧縮応

力度を算定する際は，RC-N 規準に基づき，表 4－12 及び表 4－13 に示す許容応

力度を超えないことを確認する。 
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b. 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，RC-N 規準に基づき行う。 

面外せん断力が，次式を基に算定した許容面外せん断力を超えないことを確

認する。 

 

ＱＡ＝ｂ･ｊ･{α･ｆｓ＋0.5･ｗｆｔ･(ｐｗ－0.002)} ················· (4.1) 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値(mm) 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度で，表 4－12 に示す値 

(N/mm2) 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。また，引張軸力

が 2N/mm2 を超える場合は 1 とする。） 

4
α＝

Ｍ/(Ｑ・ｄ)＋1
 ···························· (4.2) 

Ｍ ：曲げモーメント(N･mm) 

Ｑ ：せん断力(N) 

ｄ ：断面の有効せい(mm) 

ｗｆｔ ：せん断補強筋の短期許容引張応力度で，表 4－13 に示す値 

(N/mm2) 

ｐｗ ：せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

ｗ
ｗ 

ａ
ｐ ＝

ｂ・ｘ
 ······································ (4.3) 

ａｗ ：せん断補強筋の断面積(mm2) 

ｘ ：せん断補強筋の間隔(mm) 

注記＊：せん断補強筋がない領域については，第 2 項を 0 とする。 
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(2) Ｓｓ地震時 

周辺部基礎について，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートの

ひずみ並びに面外せん断力が，各許容値を超えないことを確認する。 

 

a. 軸力及び曲げモーメントに対する断面の評価方法 

各断面は，軸力及び曲げモーメントを受ける鉄筋コンクリート造長方形仮想

柱として算定する。 

軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみが，CCV 規格

の CVE-3521.2 に基づき，表 4－14 に示す許容ひずみを超えないことを確認す

る。 

 

b. 面外せん断力に対する断面の評価方法 

断面の評価は，RC-N 規準に基づき行う。 

面外せん断力が，「(1) Ｓｄ地震時」と同様に算定した許容面外せん断力

を超えないことを確認する。 

 

3 次元 FEM モデルを用いた応力の算定において，FEM 要素に応力集中等が見ら

れる場合については，RC-N 規準に基づき，応力の再配分等を考慮してある一定の

領域の応力を平均化したうえで断面の評価を行う。 
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5. 評価結果 

5.1 地震応答解析による評価結果 

地震時の最大接地圧が，地盤の許容限界を超えないことを確認する。 

 

5.1.1 Ｓｄ地震時 

材料物性の不確かさを考慮したＳｄ地震時の最大接地圧が 1340kN/m2 であるこ

とから，地盤の短期許容支持力度（4110kN/m2）を超えないことを確認した。 

Ｓｄ地震時の最大接地圧を表 5－1 に示す。 

 

5.1.2 Ｓｓ地震時 

材料物性の不確かさを考慮したＳｓ地震時の最大接地圧が 2620kN/m2 であるこ

とから，地盤の極限支持力度（6170kN/m2）を超えないことを確認した。 

Ｓｓ地震時の最大接地圧を表 5－2 に示す。 

  



 

 

 

45 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
3-
4
 
R1
 

 

表 5－1 Ｓｄ地震時の最大接地圧  

 
NS方向 EW方向 

検討ケース Sd-1，ケース6 Sd-2，ケース6 

鉛直力 

Ｎ(×105kN) 
22.7 21.7 

転倒モーメント 

Ｍ(×106kN･m) 
20.4 23.0 

最大接地圧 

(kN/m2) 
1320 1340 

 

表 5－2 Ｓｓ地震時の最大接地圧  

 
NS方向＊ EW方向＊ 

検討ケース Ss-1，ケース6 Ss-2，ケース6 

鉛直力 

Ｎ(×105kN) 
29.0 28.8 

転倒モーメント 

Ｍ(×106kN･m) 
34.7 39.0 

最大接地圧 

(kN/m2) 
2360 2620 

注記＊：誘発上下動を考慮。 
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5.2 応力解析による評価結果 

「4.5.2 断面の評価方法」に基づいた断面の評価結果を以下に示す。また，3 次元

FEM モデルの配筋領域図を図 5－1 に，配筋一覧を表 5－3 に示す。 

 

5.2.1 Ｓｄ地震時 

断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメントによる引張応力度

及び圧縮応力度並びに面外せん断力に対する評価において，発生値に対する許容

値の割合が最小となる要素とする。 

選定した要素の位置を図 5－2 に，評価結果を表 5－4 に示す。 

Ｓｄ地震時において，軸力及び曲げモーメントによる引張応力度及び圧縮応力

度並びに面外せん断応力度が，各許容値を超えないことを確認した。 

 

5.2.2 Ｓｓ地震時 

断面の評価結果を記載する要素は，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコ

ンクリートのひずみ並びに面外せん断力に対する評価において，発生値に対する

許容値の割合が最小となる要素とする。 

選定した要素の位置を図 5－3 に，評価結果を表 5－5 に示す。 

Ｓｓ地震時において，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートの

ひずみ並びに面外せん断応力度が，各許容値を超えないことを確認した。 
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(a) 主筋 

 

(b) せん断補強筋 

図 5－1 配筋領域図（単位：m） 
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表 5－3 配筋一覧 

(a) 主筋 

領域 
上ば筋 下ば筋 

方向 配筋 方向 配筋 

Ａ 

放射 5×320-D38 NS 5-D38@200 

円周 5-D38@200 EW 5-D38@200 

Ｂ 

NS 3-D38@200 NS 5-D38@200 

EW 3-D38@200 EW 5-D38@200 

Ｃ 

NS 3-D38@200 NS 3-D38@200 

EW 3-D38@200 EW 3-D38@200 

 

(b) せん断補強筋 

領域 配筋 

ａ D35@400×400 
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図 5－2 選定した要素の位置（Ｓｄ地震時） 

  

10002421

10002429

10001047

PN
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図 5－3 選定した要素の位置（Ｓｓ地震時） 

  

PN

10001186
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表 5－4 評価結果（Ｓｄ地震時） 

 

 

表 5－5 評価結果（Ｓｓ地震時） 

 

  

方向 要素番号
組合せ
ケース

発生値 許容値

コンクリート圧縮応力度

(N/mm2)

鉄筋引張応力度

(N/mm2)

面外せん断応力度

(N/mm
2
)

評価項目

面外せん断力

軸力
＋

曲げモーメント

EW

EW

EW

5.75 22.0  

10002421 1-23 234    345    

10002429 1-19

10001047 1-22 1.17 2.34 

方向 要素番号
組合せ
ケース

発生値 許容値

コンクリート圧縮ひずみ

(×10
-3
)

鉄筋圧縮ひずみ

(×10
-3
)

面外せん断応力度

(N/mm2)
EW

NS 10001186 2-1 0.228 5.00 

NS 10001186 2-1 0.264 3.00 

10002411 2-2 2.36  3.01 

評価項目

軸力
＋

曲げモーメント

面外せん断力
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Ⅴ-2-9-4 圧力低減設備その他の安全設備の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅤ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，真空破壊弁が設計用地震力に

対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

真空破壊弁は設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象

施設及び重大事故等対処設備としての構造強度及び動的機能評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

真空破壊弁の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

真空破壊弁は原子炉本体

の基礎に支持される。 

真空破壊弁は，原子炉本

体の基礎と一体構造とな

っており，鉛直方向荷重

及び水平方向荷重は，原

子炉本体の基礎あるいは

原子炉格納容器底部を介

して原子炉建屋に伝達さ

せる。 

内径  mm，板厚  

mm のパイプ，アーム及

びバルブディスクで構

成される鋼製構造物で

ある。 

真空破壊弁の動作試

験用の駆動装置とし

て，シリンダが設置さ

れている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

真空破壊弁 

真空破壊弁 拡大図 

アーム 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-1 R1 

バルブディスク 

 

 
 

 

シリンダ 

パイプ 
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2.2 評価方針 

真空破壊弁の応力評価は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及び 

Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ

き，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許容限界内に

収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，機能

維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の機能方針」にて設定した動的機能維持の方針に基づき，

地震時の応答加速度が動的機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

真空破壊弁の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 真空破壊弁の耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 
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計算モデルの設定 

設計用地震力 

地震時における応力 

理論式による応力計算 

真空破壊弁の構造強度評価 真空破壊弁の機能維持評価 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｄｉ* 直径（ｉ＝0，1） mm 

１ 長さ mm 

ＭＣ モーメント N･mm 

ＭＤ 機械的荷重 ― 

ＭＬ モーメント N･mm 

ＭＳＡＤ 機械的荷重（ＳＡ時） ― 

Ｎ 軸力 N 

Ｐ 最高使用圧力（内圧） MPa，kPa 

ＰＤ 圧力 ― 

Ｐｅ 最高使用圧力（外圧） MPa，kPa 

ＰＳＡＤ 圧力（ＳＡ時） ― 

Ｑ せん断力 N 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ  弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓｍ 設計応力強さ MPa 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 40℃における設計降伏点 MPa 

ｔ１ 厚さ mm 

Ｗ１ 死荷重 N 

Ｚ 断面係数 mm3 

σ  軸方向応力 MPa 

σt 円周方向応力 MPa 

τ せん断応力 MPa 

  注記＊：Ｄｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝0：パイプ外径 

ｉ＝1：パイプ内径 
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3. 評価部位 

真空破壊弁の配置図を図 3－1 に，形状及び主要寸法を図 3－2 に，使用材料及び使用部位を

表 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 真空破壊弁の配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
4-
1
 
R1
 



 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

注記＊1：Ｗ１（死荷重）の作用点を示す。 

   ＊2： １寸法は最大長さを示す。 

 

① パイプ    ② バルブディスク    ③ アーム 

Ｄ１＝    １＝         ｔ１＝  

 

図 3－2 真空破壊弁の形状及び主要寸法（単位：mm） 

 

 

表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

パイプ SGV49 SGV480 相当 
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4. 固有周期 

真空破壊弁は，パイプが原子炉本体の基礎に埋め込まれた構造であり，原子炉本体の基礎か

らの突出し長さに対して断面剛性が高いため，固有周期は十分に小さく剛構造となる。 

よって，固有周期の計算は省略する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 真空破壊弁は，パイプが原子炉本体の基礎に埋め込まれた構造であり，地震荷重は原子

炉本体の基礎を介して原子炉建屋に伝達される。 

   真空破壊弁の耐震評価として，Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」におい

て計算された荷重を用いて構造強度評価を行う。また，重大事故等対処設備としての評価

においては，没水時における真空破壊弁内部の水重量を考慮する。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

真空破壊弁の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

詳細な荷重の組合せは，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷

重の組合せは，組み合わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定す

る。 

 

5.2.2 許容応力 

真空破壊弁の許容応力はⅤ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－3 に示すとお

りとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

真空破壊弁の使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5に示す。 
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表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震重要度 

分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全 

設備 

真空破壊弁 Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

    注記＊：クラス２容器の荷重の組合せ及び許容応力状態で評価する。 

 

    

 

  

K7 ① Ⅴ-2-9-4-1 R1 



 

 

9
 

表5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全 

設備 

真空破壊弁 
常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＊3 ⅤＡＳ＊4 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

  ＊2：重大事故等クラス２容器の荷重の組合せ及び許容応力状態で評価する。 

＊3：重大事故等後の最高内圧（差圧），最高温度との組合せを考慮する。  

＊4：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表5－3 クラス２容器の許容応力  

応力分類 

許容 

応力状態 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方。 

ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及

び高ニッケル合金については1.2・Ｓとし

てもよい。 

左欄の 

1.5倍の値 ＊1 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0以下であること。ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の

変動値が2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 
ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 
左欄の 

1.5倍の値 
ⅤＡＳ＊2 

注記＊1：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは2／3・Ｓｙと読み替える。）

の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊2：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

真空破壊弁パイプ SGV49＊ 
周囲環境

温度 
171 ― 229 423 ― 

注記＊：SGV480 相当 

 

 

表5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

真空破壊弁パイプ SGV49＊ 
周囲環境

温度 
200 ― 226 422 ― 

注記＊：SGV480 相当 
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5.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計圧力及び設計温度 

設計基準対象施設としての設計圧力及び設計温度は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設

計条件に関する説明書」に基づき設定する。 

内圧（差圧）  173kPa 

外圧（差圧）   14kPa 

温度   171℃ 

 

 

(2) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。 

内圧（差圧）  173kPa 

温度   200℃ 

   

 

(3) 死荷重 

真空破壊弁の自重を死荷重とする。 

なお，重大事故等対処設備においては，没水による内包水を考慮する。 

設計基準対象施設     N 

重大事故等対処設備     N 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6及び表 5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的地震力」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 

 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉本体の

基礎 

 

T.M.S.L. 

6.15 

―＊ ―＊ ＣＨ＝0.68 ＣＶ＝0.68 ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.36 

注記＊：固有周期は十分に小さく，計算を省略する。 

 

 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

設置高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉本体の

基礎 

 

T.M.S.L. 

6.15 

―＊ ―＊ ＣＨ＝0.68 ＣＶ＝0.68 ＣＨ＝1.37 ＣＶ＝1.36 

注記＊：固有周期は十分に小さく，計算を省略する。 
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5.4 計算方法 

真空破壊弁の応力評価点は，真空破壊弁を構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，

発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 5－8及び図 5－1に示す。 

 

表 5－8 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 
真空破壊弁パイプ 

（P1-A～P1-C） 

 

 

 
 

 

図 5－1 真空破壊弁の応力評価点 
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5.4.1 最高使用圧力(内圧)による応力 

円周方向 

１

１

ｔ
Ｐ・Ｄ

σ ＝
2・ｔ

 

軸方向 

１

１

Ｐ・Ｄ
σ ＝

4・ｔ
 

 

5.4.2 最高使用圧力(外圧)による応力 

円周方向 

１ １

１

e
ｔ

Ｐ ・(Ｄ ＋2・ｔ )
σ ＝－

2・ｔ
 

軸方向 

１ １

１

eＰ ・(Ｄ ＋2・ｔ )
σ ＝－

4・ｔ
 

 

5.4.3 真空破壊弁に作用する荷重による応力 

真空破壊弁に作用する荷重として鉛直方向荷重及び水平方向荷重を考慮する。 

ここで，荷重の作用位置はすべての場合に対して安全側に真空破壊弁パイプの 

外側端（フランジ面）とする。 

また，地震荷重の作用方向を図 5－2のように定める。 
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図5－2 地震荷重の作用方向 

原子炉本体の基礎 

真空破壊弁パイプ 

鉛直方向 

Ｕ 

Ｄ 

原子炉本体の基礎 

真空破壊弁パイプ 

Ｗ Ｅ 

水平方向 

Ｎ 

Ｓ 
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(1) 鉛直方向荷重 

鉛直方向荷重としては，真空破壊弁の死荷重(Ｗ１)がある。この荷重と地震荷重を 

加え合わせて，応力計算を行う。 

a. 死荷重による鉛直方向荷重 

(a) 死荷重 

モーメント 

ＭＬ＝Ｗ１・ 1 

せん断力 

Ｑ＝Ｗ１ 

(b) 地震荷重作用時 

モーメント 

ＭＬ＝±ＣＶ・Ｗ１・ 1 

せん断力 

Ｑ＝±ＣＶ・Ｗ１ 

ここに，ＣＶ：鉛直方向設計震度 

 

(2) 水平方向荷重 

水平方向荷重としては，真空破壊弁の死荷重による水平地震荷重がある。 

a. 死荷重による水平地震荷重 

(a) 地震荷重作用時 

軸力 

Ｎ＝±ＣＨ・Ｗ１ 

モーメント 

ＭＣ＝±ＣＨ・Ｗ１・ 1 

せん断力 

Ｑ＝±ＣＨ・Ｗ１ 

ここに，ＣＨ：水平方向設計震度 
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(3) 各荷重による応力 

(1)項及び(2)項で得られた軸力，モーメント及びせん断力により真空破壊弁パイプに 

生じる応力は以下の式により計算する。 

a. 軸力による応力 

Ａ

Ｎ
＝σ  

ここに， 

Ａ：真空破壊弁パイプの断面積 

０ １

０ １ １

2 2π
＝ ・(Ｄ －Ｄ )

4

Ｄ ＝Ｄ ＋2・ｔ

 

b. モーメントによる応力 

Ｃ ＬＭ Ｍ
σ ＝ 又は

Ｚ Ｚ
 

ここに， 

Ｚ：真空破壊弁パイプの断面係数 

０ １

０

4 4π (Ｄ －Ｄ )
＝ ・

32 Ｄ
 

c. せん断力による応力 

Ａ

Ｑ
τ＝  
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5.5 計算条件 

応力解析に用いる荷重を，「5.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「5.3 設計用地震力」

に示す。 

 

5.6 応力の評価 

「5.4 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。ただし，一次＋二次応力が許

容値を満足しない場合は，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，疲労累積

係数が 1.0 以下であること。 
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6. 機能維持評価 

6.1 動的機能維持評価方法 

真空破壊弁の地震時又は地震後の動的機能維持評価について以下に示す。 

なお，評価用加速度はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき基準地震動Ｓｓ

により定まる応答加速度を設定する。 

真空破壊弁は地震時動的機能維持が確認された逆止弁と類似の構造であるため，Ⅴ-2-1-9

「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。 

評価用加速度は表 5－6及び表 5－7に示すものを用いる。 

機能確認済加速度を表 6－1に示す。 

 

                表 6－1 機能確認済加速度         （×9.8m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

真空破壊弁 逆止弁 

水平 6.0 

鉛直 6.0 
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7. 評価結果 

7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

真空破壊弁の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を

満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 7－1及び表 7－2に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を表 7-3 に示す。 
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表 7－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

真空破壊弁 

P1-A 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 9 229 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 9 344 ○  

一次＋二次応力 10 458 ○  

P1-B 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 9 229 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 9 344 ○  

一次＋二次応力 10 458 ○  

P1-C 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 7 229 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 7 344 ○  

一次＋二次応力 10 458 ○  
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表 7－2 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

真空破壊弁 

P1-A 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 10 253 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 380 ○  

一次＋二次応力 14 458 ○  

P1-B 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 10 253 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 380 ○  

一次＋二次応力 14 458 ○  

P1-C 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 8 253 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 8 380 ○  

一次＋二次応力 14 458 ○  

 

          表 7－3 動的機能の評価結果               （×9.8m/s2） 

 要求機能 
機能維持評価用加速度 機能確認済加速度 

水平 鉛直 水平 鉛直 

真空破壊弁 β（Ｓｓ）＊ 1.37 1.36 6.0 6.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されることを表す。 

機能維持評価用加速度（1.2ZPA）は全て機能確認済加速度以下である。 
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7.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

真空破壊弁の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 7－4に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を表 7-5 に示す。 
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表 7-4 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

真空破壊弁 

P1-A 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 14 253 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 14 379 ○  

一次＋二次応力 16 452 ○  

P1-B 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 13 253 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 13 379 ○  

一次＋二次応力 16 452 ○  

P1-C 真空破壊弁パイプ 

一次一般膜応力 10 253 ○  

一次膜応力＋一次曲げ応力 10 379 ○  

一次＋二次応力 16 452 ○  

 

          表 7－5 動的機能の評価結果              （×9.8m/s2） 

 要求機能 
機能維持評価用加速度 機能確認済加速度 

水平 鉛直 水平 鉛直 

真空破壊弁 β（Ｓｓ）＊ 1.37 1.36 6.0 6.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されることを表す。 

機能維持評価用加速度（1.2ZPA）は全て機能確認済加速度以下である。 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-1 R1E 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅤ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に準じ，ダイヤフラムフロアが設計用地

震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

ダイヤフラムフロアは設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計

基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重によるダイヤフラムフロアの評価

は，平成 4年 3月 27 日付け 3資庁第 13034 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書

(1)）による（以下「既工認」という。）。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ダイヤフラムフロアの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ダイヤフラムフロアは原

子炉本体の基礎（以下

「原子炉本体基礎」とい

う。）及び原子炉格納容

器シェル部に支持され

る。 

ダイヤフラムフロアの鉛

直方向荷重及び水平方向

荷重は，原子炉本体基礎

及び原子炉格納容器シェ

ル部を介して原子炉建屋

に伝達される。 

鉄筋コンクリートスラ

ブと鋼板で構成される

構造物である。鉄筋コ

ンクリートスラブは外

径約 28900mm，内径約

12700mm，厚さ 1200mm

である。原子炉格納容

器シェル部及び原子炉

本体基礎とダイヤフラ

ムフロアの接合部を構

成する鋼板（シアプレ

ート）は板厚 mmと

mm である。 
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（単位：mm） 

Ａ～Ａ断面図 

原子炉 

本体基礎 

サプレッション

チェンバ 

原子炉格納容器 

ドライウェル 

SRVDL＊1貫通部 

ＡＡ

ダイヤフラムフロア 平面図 

原子炉 

本体基礎 

シアプレート（板厚 ） 
原子炉 

格納容器 

頭付き 

スタッド 

ダイヤフラム

フロア 

ダイヤフラムフロア 拡大図 

注記＊1：逃がし安全弁排気管を示す。 

＊2：原子炉圧力容器を示す。 

シアプレート（板厚 ） 

RPV＊2℄ 
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2.2 評価方針 

ダイヤフラムフロアの応力評価は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

及びⅤ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに「2.3 適用

規格・基準等」にて設定される許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用

する設計用地震力による応力度等が許容限界内に収まることを，「4. 構造強度評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

ダイヤフラムフロアの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ダイヤフラムフロアの耐震評価フロー 
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地震時における荷重，応力度及びひずみ 

ダイヤフラムフロアの構造強度評価 

応力解析又は理論式による荷重，応力度及びひずみ計算 

解析モデルの設定 

設計用地震力 
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2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格（コンクリート製原子炉格納容器規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＥ１-

2003）（以下，「ＣＣＶ規格」という。） 

・各種合成構造設計指針・同解説（日本建築学会 1985 制定） 

・鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｅ ヤング係数 N/mm2 

ｆｂ 許容曲げ応力度 N/mm2 

ｆｓ 許容せん断応力度 N/mm2 

Ｆ 許容応力度の基準値 N/mm2 

Ｆｃ コンクリートの設計基準強度 kg/cm2，N/mm2 

Ｈ 水力学的動荷重，水平方向荷重 ―，kN 

Ｌ 活荷重 ― 

Ｐｉ 圧力（ｉ＝1，2，3…） ― 

ＰＳＡＬ 圧力（ＳＡ後長期内圧） kPa 

ＰＳＡＬＬ 圧力（ＳＡ後長々期内圧） kPa 

ＰＷ 面外せん断補強筋比 ― 

ＱＡ１ コンクリートの許容面外せん断力 N/mm 

ＱＡ２ 鉄筋で補強した場合の許容面外せん断力 N/mm 

Ｑｘ 円周方向の面外せん断力 N/mm 

Ｑｙ 放射方向の面外せん断力 N/mm 

Ｒｉ 配管荷重（ｉ＝1，2，3…） ― 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ  弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ N/mm2 

Ｓｙ 設計降伏点 N/mm2 

Ｔ１ 温度 ― 

Ｖ 鉛直方向荷重，鉛直震度 kN/m2，kN，― 

α 線膨張係数，せん断スパン比による割増し係数 1/℃，― 

ｃεｃ コンクリートの圧縮ひずみ ― 

ｓεｃ 鉄筋の圧縮ひずみ ― 

ｓεｔ 鉄筋の引張ひずみ ― 

ν ポアソン比 ― 

ρ 単位体積質量 kN/m3 

ｃσｃ コンクリートの圧縮応力度 N/mm2 

ｓσｃ 鉄筋の圧縮応力度 N/mm2 

ｓσｔ 鉄筋の引張応力度 N/mm2 
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3. 評価部位 

ダイヤフラムフロアの形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1に示

す。 

 

 

 

図 3－1 ダイヤフラムフロアの形状及び主要寸法（単位：mm） 
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表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

鉄筋コンクリートスラブ 
コンクリート部 

コンクリート 

 
 

鉄筋   

構造用鋼材 

（シアプレート） 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) ダイヤフラムフロアの地震荷重は，原子炉本体基礎及び原子炉格納容器シェル部を介し

て原子炉建屋に伝達される。ダイヤフラムフロアの耐震評価として，Ⅴ-2-2-1「原子炉建

屋の地震応答計算書」及びⅤ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」において計算

された荷重を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容値 

4.2.1 荷重の組合せ及び荷重状態 

ダイヤフラムフロアの荷重の組合せ及び荷重状態のうち，設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容値 

ダイヤフラムフロアの許容値は，「2.3 適用規格・基準等」に基づき表 4－3～表 4－9

に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力度評価条件 

ダイヤフラムフロアの使用材料の許容応力度評価条件を表 4－10に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び荷重状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震重要度 

分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 

荷重状態＊3 

＜許容応力状態＞ 

原子炉格納 

施設 

圧力低減 

設備その他 

の安全設備 

ダイヤ 

フラム 

フロア 

Ｓ 
建物・ 

構築物 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ  

(10) 

(11) 

(14) 

(16) 

Ⅲ 

＜短期＞ 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ 

(12) 

(13) 

(15) 

Ⅳ 

＜短期＞ 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ ＊2 (17) 
Ⅳ 

＜短期＞ 

注記＊1：（ ）内はⅤ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

   ＊2：地震荷重と組み合わせる場合は，異常発生直後を除くその後の状態の荷重と組み合わせる。 

   ＊3：鋼構造設計規準による場合は，＜ ＞内の許容応力状態を適用する。 
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表 4－2 荷重の組合せ及び荷重状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊2 

荷重状態＊4 

＜許容応力状態＞ 

原子炉格納 

施設 

圧力低減 

設備その他 

の安全設備 

ダイヤフラム 

フロア 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

建物・ 

構築物 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ＊3 (V(L)-1) 
Ⅴ＊5 

＜短期＞ 

Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ (V(LL)-1) 
Ⅴ＊5 

＜短期＞ 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：（ ）内はⅤ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－4の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊3：重大事故等後の最高内圧及びそのときの飽和温度との組合せを考慮する。 

＊4：鋼構造設計規準による場合は，＜ ＞内の許容応力状態を適用する。 

＊5：ⅤとしてⅣの許容限界を用いる。 
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表4－3 コンクリートの許容応力度 

応力分類 

荷重状態 

コンクリート（単位：N/mm2） 

圧縮応力度＊1 せん断応力度＊2 

Ⅲ 

応力状態1＊3 
2

3
・Ｆｃ 

1.5・ 0.49＋
Ｆｃ

100  
応力状態2＊3 

3

4
・Ｆｃ 

Ⅳ 
0.85・Ｆｃ 

Ⅴ 

注記＊1：ⅤとしてⅣの許容限界を用いる。 

＊2：Ⅳ及びⅤとしてⅢの許容限界を用いる。 

＊3：ＣＣＶ規格 CVE-3120 用語の定義より，応力状態1は各荷重状態において 

温度荷重により生じる応力を除いた応力が生じている状態をいう。応力 

状態2は各荷重状態において応力が生じている状態をいう。 

 

        表4－4 鉄筋の許容応力度    （単位：N/mm2） 

荷重状態 引張応力度及び圧縮応力度＊ 

Ⅲ 

 Ⅳ 

Ⅴ 

注記＊：Ⅳ及びⅤとしてⅢの許容限界を用いる。 

 

   表4－5 鉄筋の面外せん断力に対する許容応力度（単位：N/mm2） 

荷重状態 引張応力度＊ 

Ⅲ 

 Ⅳ 

Ⅴ 

注記＊：Ⅳ及びⅤとしてⅢの許容限界を用いる。 

 

表4－6 鉄筋とコンクリートの許容ひずみ 

荷重状態 
鉄筋 コンクリート 

引張ひずみ＊ 圧縮ひずみ＊ 圧縮ひずみ＊ 

Ⅳ 
0.005 0.005 0.003 

Ⅴ 

注記＊：ⅤとしてⅣの許容限界を用いる。 
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表4－7 コンクリートの許容面外せん断力（単位：N/mm） 

荷重状態 面外せん断力＊ 

Ⅲ 

 Ⅳ 

Ⅴ 

注記＊：Ⅳ及びⅤとしてⅢの許容限界を用いる。 

 

表4－8 構造用鋼材の許容応力度 

許容応力状態 曲げ せん断 

短期 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｓ 

 

表4－9 原子炉本体基礎接合部半径方向水平力伝達用頭付スタッドの許容値（単位：N/本） 

許容応力状態 せん断力 

短期  

 

表 4－10 使用材料の許容応力度評価条件 

評価部材 材料＊1，＊2 
Ｆ 

(N/mm2) 

Ｓｙ 

(N/mm2) 

Ｓｕ 

(N/mm2) 

構造用鋼材 

（シアプレート） 

原子炉格納容器接合部     

原子炉本体基礎接合部     

注記＊1：  は  を示す。 

＊2：  は  を示す。 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重 

設計基準対象施設としてのダイヤフラムフロアの設計荷重を表 4－11に示す。 

 

表 4－11 設計荷重（設計基準対象施設） 

荷重 荷重記号＊1 ダイヤフラムフロアに作用する荷重 

通常荷重 死荷重 Ｄ Ｖ：   kN/m2 

運転時荷重 
運転時差圧 Ｐ１ 14kPa（D/W 14kPa，S/C 0kPa） 

運転時温度 Ｔ１ 上面温度 57℃，下面温度 43℃ 

異常時荷重 異常時内圧＊2 Ｐ２ 34kPa（D/W 34kPa，S/C 34kPa） 

地震時荷重 

弾性設計用地震動Ｓｄに

より定まる地震荷重又は

静的地震荷重 

Ｓｄ  
Ｈ：  kN＊3 

Ｖ：鉛直震度 0.59＊4 

弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的地震により定まる 

地震時配管荷重 

Ｓｄ  Ｖ：  kN＊5 

基準地震動Ｓｓにより定

まる地震荷重 
Ｓｓ 

Ｈ：  kN＊3 

Ｖ：鉛直震度 1.16＊4 

基準地震動Ｓｓにより定

まる地震時配管荷重 
Ｓｓ Ｖ：  kN＊5 

注 1：D/W はドライウェル，S/C はサプレッションチェンバを示す。 

注 2：Ｖは鉛直方向を示す。（下向きを正とする。）Ｈは水平方向を示す。 

注 3：原子炉格納容器及び原子炉本体基礎より間接的に作用する水力学的動荷重についても 

考慮する。 

注記＊1：表 4-1 の荷重の組合せの記号を示す。  

＊2：異常時発生直後を除くその後の状態の荷重を示す。 

＊3：Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定し，既工認の値との包

絡値とする。 

＊4：Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

＊5：逃がし安全弁排気管貫通部 1箇所当たりの荷重を示す。 
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(2) 重大事故等対処設備としての設計荷重 

重大事故等対処設備としてのダイヤフラムフロアの設計荷重を表 4－12 に示す。 

 

表 4－12 設計荷重（重大事故等対処設備） 

荷重 荷重記号＊1 ダイヤフラムフロアに作用する荷重 

重大事故 

等時荷重 

死荷重 Ｄ Ｖ：  kN/m2 

ＳＡ後長期 

内圧ＰＳＡＬ 

差圧ＰＳＡＬ 

Ｐ3 

 

620kPa（D/W 620kPa，S/C 620kPa） 

173kPa（D/W 620kPa，S/C 447kPa） 

ＳＡ後長々期 

内圧ＰＳＡＬＬ 

差圧ＰＳＡＬＬ 

Ｐ4 

 

150kPa（D/W 150kPa，S/C 150kPa） 

100kPa（D/W 150kPa，S/C  50kPa） 

地震時荷重 

（重大事故

等時） 

弾性設計用地震動Ｓｄ

により定まる地震荷重 
Ｓｄ 

Ｈ：  kN＊2 

Ｖ：鉛直震度 0.59＊3 

弾性設計用地震動Ｓｄ

により定まる地震時配

管荷重 

Ｓｄ Ｖ：  kN＊4 

基準地震動Ｓｓにより

定まる地震荷重 
Ｓｓ 

Ｈ：  kN＊2 

Ｖ：鉛直震度 1.16＊3 

基準地震動Ｓｓにより

定まる地震時配管荷重 
Ｓｓ Ｖ：  kN＊4 

注 1：D/W はドライウェル，S/C はサプレッションチェンバを示す。 

注 2：Ｖは鉛直方向を示す。（下向きを正とする。）Ｈは水平方向を示す。 

注 3：原子炉格納容器及び原子炉本体基礎より間接的に作用する水力学的動荷重についても 

考慮する。 

注記＊1：表 4-2 の荷重の組合せの記号を示す。 

＊2：Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」に基づき設定し，既工認の値との包

絡値とする。 

＊3：Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

＊4：逃がし安全弁排気管貫通部 1箇所当たりの荷重を示す。 
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4.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力は，「4.2.4 設計荷重」に示す荷重を用いる。なお，設計用地

震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」及びⅤ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震

応答計算書」に基づき設定し，既工認の値との包絡値とする。 

 

4.4 計算方法 

4.4.1 評価点 

ダイヤフラムフロアの評価点は，ダイヤフラムフロアを構成する部材の形状及び荷重

伝達経路を考慮し，発生荷重，応力度又はひずみが大きくなる部位を選定する。選定し

た評価点を表 4－13及び図 4－1～図 4－3に示す。 

 

表 4－13 ダイヤフラムフロアの評価点 

評価点番号 評価点 

Ｐ１＊1 鉄筋コンクリートスラブ放射方向 

Ｐ２＊1 鉄筋コンクリートスラブ円周方向 

Ｐ３＊2 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

Ｐ４＊2 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

鉛直力伝達用シアプレート 

Ｐ５＊2 
原子炉本体基礎接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

Ｐ６＊3 
原子炉本体基礎接合部 

半径方向水平力伝達用頭付きスタッド 

注記＊1：ＣＣＶ規格に基づき応力度，ひずみ及び面外せん断力を評価する。 

＊2：鋼構造設計規準に基づき曲げ応力度及びせん断応力度を評価する。 

＊3：各種合成構造設計指針・同解説に基づきせん断力を評価する。 
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図 4－1 ダイヤフラムフロアの評価点（鉄筋コンクリートスラブ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 ダイヤフラムフロアの評価点（鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 ダイヤフラムフロアの評価点（原子炉本体基礎接合部） 

  

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
4-
2
 
R1
 



 

17 

4.4.2 解析モデル及び諸元 

(1) 設計基準対象施設としての解析モデル 

 設計基準対象施設としての評価は，既工認からの変更はなく，参照図書(1)に示すとお

りである。 

 

(2) 重大事故等対処設備としての解析モデル 

重大事故等対処設備としての評価における，ダイヤフラムフロアの解析モデルの概要

を以下に示す。 

 

a. ダイヤフラムフロアの解析モデルは，3次元シェルモデルによる有限要素解析手法を

適用する。ダイヤフラムフロアが平面的にほぼ対称であるため，既工認と同様に，

解析は 1/2 モデルを用いて行う。解析モデルを図 4－4 に，解析モデルの諸元につい

て表 4－14に示す。 

b. 

 

c. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，荷重，応力度及びひずみを求

める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，

別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 4－4 解析モデル（単位：mm） 

 

表 4－14 解析モデル諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 ― ― コンクリート 

単位体積重量 ρ kN/m3  

ヤング係数 Ｅ N/mm2  

線膨張係数 α 1/℃  

ポアソン比 ν ―  

要素数 ― ―  

節点数 ― ―  
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4.4.3 荷重，応力度及びひずみ計算方法 

ダイヤフラムフロアの荷重，応力度及びひずみ計算方法について以下に示す。 

荷重，応力度及びひずみの計算方法は既工認から変更はなく，参考図書（1）に示すと

おりである。 

 

a. 応力評価点 P1，P2 

「4.4.2 解析モデル及び諸元」に示すダイヤフラムフロアの解析モデルにより算出

した軸力，曲げモーメント及び面外せん断力より，応力度，ひずみ及び面外せん断力

を求める。 

 

b. 応力評価点 P3，P5 

評価点に作用する水平方向の地震荷重と部材の断面性能より，曲げ応力度及びせん

断応力度を求める。 

 

c. 応力評価点 P4 

「4.4.2 解析モデル及び諸元」に示すダイヤフラムフロアの解析モデルにより算出

した面外せん断力と部材の断面性能より，曲げ応力度及びせん断応力度を求める。 

 

d. 応力評価点 P6 

「4.4.2 解析モデル及び諸元」に示すダイヤフラムフロアの解析モデルにより算出

した軸力より，せん断力を求める。 
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4.5 計算条件 

解析に用いる荷重を「4.2 荷重の組合せ及び許容値」に示す。 

 

4.6 評価 

「4.4 計算方法」で求めた荷重，応力度及びひずみが許容値以下であること。 

なお，面外せん断力に対する評価においては，コンクリートの許容面外せん断力を満足し

ない場合，ＣＣＶ規格 CVE-3522(2)に従い，鉄筋で補強した場合の許容面外せん断力を用い

ること。 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ダイヤフラムフロアの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 5－1～表 5－3 に示す。また，評価点 P1，P2 における断面検討

箇所を図 5－1に示す。 

表中の「荷重の組合せ」欄には，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」

における表 5-3 の荷重の組合せの No.を記載する。 

 

 

 

 

 

図 5－1 断面検討箇所 
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表 5－1(1) 荷重状態Ⅲに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討応力度 応力状態 

Ⅲ 

判定 
荷重の

組合せ 
算出応力度＊3 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 

ｃσｃ 
1 -5.8  ○ （14） 

2 -5.1  ○ （14） 

ｓσｃ 1 -11.9  ○ （14） 

ｓσｔ 2 177.6  ○ （14） 

No.2 

ｃσｃ 
1 -2.2  ○ （14） 

2 -3.0  ○ （14） 

ｓσｃ 1 -12.0  ○ （14） 

ｓσｔ 2 175.5  ○ （14） 

No.3 

ｃσｃ 
1 -5.4  ○ （14） 

2 -5.2  ○ （14） 

ｓσｃ 2 -55.4  ○ （14） 

ｓσｔ 1 168.2  ○ （14） 

No.4 

ｃσｃ 
1 -2.7  ○ （14） 

2 -5.2  ○ （14） 

ｓσｃ 2 -38.5  ○ （14） 

ｓσｔ 2 100.9  ○ （14） 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによる応力度の評価結果を示す。 

  ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出応力度の最大値を示す。 
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表 5－1(1) 荷重状態Ⅲに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討応力度 応力状態 

Ⅲ 

判定 
荷重の

組合せ 
算出応力度＊3 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 

ｃσｃ 
1 -1.5  ○ （14） 

2 -2.8  ○ （14） 

ｓσｃ 2 -34.2  ○ （14） 

ｓσｔ 1 79.4  ○ （14） 

No.6 

ｃσｃ 
1 -2.2  ○ （14） 

2 -5.0  ○ （14） 

ｓσｃ 2 -55.2  ○ （14） 

ｓσｔ 1 122.3  ○ （14） 

No.7 

ｃσｃ 
1 -0.9  ○ （14） 

2 -2.6  ○ （14） 

ｓσｃ 2 -29.5  ○ （14） 

ｓσｔ 1 59.5  ○ （14） 

No.8 

ｃσｃ 
1 -3.7  ○ （14） 

2 -5.1  ○ （14） 

ｓσｃ 2 -48.6  ○ （14） 

ｓσｔ 1 89.2  ○ （14） 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによる応力度の評価結果を示す。 

  ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出応力度の最大値を示す。 
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表 5－1(2) 荷重状態Ⅲに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅲ 

判定 
荷重の

組合せ 

算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｙ＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 2 738  ― ― ― ○ （14） 

No.2 1 940  ― ― ― ○ （14） 

No.3 1 649  ― ― ― ○ （14） 

No.4 1 1369     ○ （14） 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－1(2) 荷重状態Ⅲに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅲ 

判定 
荷重の

組合せ 

算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｘ＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 2 355  ― ― ― ○ （14） 

No.6 2 685  ― ― ― ○ （14） 

No.7 2 106  ― ― ― ○ （14） 

No.8 2 691  ― ― ― ○ （14） 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－1(3) 荷重状態Ⅲに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ⅲ 

判定 
荷重の

組合せ 
算出応力度 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 

P3 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 52  ○ ―＊ 

せん断応力度 7  ○ ―＊ 

P4 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

鉛直力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 128  ○ （14） 

せん断応力度 16  ○ （14） 

P5 
原子炉本体基礎接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 159  ○ ―＊ 

せん断応力度 17  ○ ―＊ 

注記＊： 支配的な水平地震荷重のみ考慮し評価するため，「―」とする。 

 

表 5－1(4) 荷重状態Ⅲに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｔ１＋Ｈ＋Ｓｄ ） 

評価対象設備 評価部位 

Ⅲ 

判定 
荷重の

組合せ 
せん断力＊ 許容値 

N/本 N/本 

ダイヤフラム

フロア 
P6 

原子炉本体基礎接合部 

半径方向水平力伝達用頭付きスタッド 
3.747×104  ○ （14） 

注記＊：スタッド 1本当たりのせん断力を示す。 
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表 5－2(1) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅳ 

判定 
荷重の

組合せ 
算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 

ｃεｃ 1 -332 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -28 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 697 5000 ○ （15） 

No.2 

ｃεｃ 1 -114 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -57 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 524 5000 ○ （15） 

No.3 

ｃεｃ 1 -327 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -171 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 1324 5000 ○ （15） 

No.4 

ｃεｃ 1 -143 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -65 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 655 5000 ○ （15） 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 
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表 5－2(1) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅳ 

判定 
荷重の

組合せ 
算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 

ｃεｃ 1 -96 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -90 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 621 5000 ○ （15） 

No.6 

ｃεｃ 1 -126 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -103 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 896 5000 ○ （15） 

No.7 

ｃεｃ 1 -69 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -62 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 500 5000 ○ （15） 

No.8 

ｃεｃ 1 -203 -3000 ○ （15） 

ｓεｃ 1 -39 -5000 ○ （15） 

ｓεｔ 1 523 5000 ○ （15） 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1 における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 
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表 5－2(2) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅳ 

判定 
荷重の

組合せ 

算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｙ＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 1 627  ― ― ― ○ （15） 

No.2 1 1064     ○ （15） 

No.3 1 760  ― ― ― ○ （15） 

No.4 1 1534     ○ （15） 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－2(2) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅳ 

判定 
荷重の

組合せ 

算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｘ＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 1 327  ― ― ― ○ （15） 

No.6 1 699  ― ― ― ○ （15） 

No.7 1 154  ― ― ― ○ （15） 

No.8 1 699  ― ― ― ○ （15） 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－2(3) 荷重状態Ⅳに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ⅳ 

判定 
荷重の

組合せ 
算出応力度 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 

P3 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 120  ○ ―＊ 

せん断応力度 15  ○ ―＊ 

P4 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

鉛直力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 149  ○ （15） 

せん断応力度 18  ○ （15） 

P5 
原子炉本体基礎接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 373  ○ ―＊ 

せん断応力度 39  ○ ―＊ 

注記＊： 支配的な水平地震荷重のみ考慮し評価するため，「―」とする。 

 

 

表 5－2(4) 荷重状態Ⅳに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ１＋Ｒ１＋Ｈ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 

Ⅳ 

判定 
荷重の

組合せ 
せん断力＊ 許容値 

N/本 N/本 

ダイヤフラム

フロア 
P6 

原子炉本体基礎接合部 

半径方向水平力伝達用頭付きスタッド 
4.769×104  ○ （15） 

注記＊：スタッド 1本当たりのせん断力を示す。 
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表 5－3(1) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅳ 

判定 算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 

ｃεｃ 1 -251 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -4 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 535 5000 ○ 

No.2 

ｃεｃ 1 -105 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -30 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 376 5000 ○ 

No.3 

ｃεｃ 1 -237 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -99 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 761 5000 ○ 

No.4 

ｃεｃ 1 -133 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -39 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 495 5000 ○ 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 
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表 5－3(1) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅳ 

判定 算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 

ｃεｃ 1 -57 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -51 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 408 5000 ○ 

No.6 

ｃεｃ 1 -89 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -63 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 598 5000 ○ 

No.7 

ｃεｃ 1 -33 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -29 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 295 5000 ○ 

No.8 

ｃεｃ 1 -165 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -13 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 421 5000 ○ 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 
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表 5－3(2) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅳ 

判定 
算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｙ＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 1 523  ― ― ― ○ 

No.2 1 893  ― ― ― ○ 

No.3 1 566  ― ― ― ○ 

No.4 1 1314     ○ 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－3(2) 荷重状態Ⅳに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅳ 

判定 
算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｘ＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 1 235  ― ― ― ○ 

No.6 1 673  ― ― ― ○ 

No.7 1 103  ― ― ― ○ 

No.8 1 642  ― ― ― ○ 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

   ＊2：図 5－1における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－3(3) 荷重状態Ⅳに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ⅳ 

判定 算出応力度 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 

P3 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 52  ○ 

せん断応力度 7  ○ 

P4 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

鉛直力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 117  ○ 

せん断応力度 14  ○ 

P5 
原子炉本体基礎接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 159  ○ 

せん断応力度 17  ○ 

 

 

表 5－3(4) 荷重状態Ⅳに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ２＋Ｒ２＋Ｓｄ ） 

評価対象設備 評価部位 

Ⅳ 

判定 せん断力＊ 許容値 

N/本 N/本 

ダイヤフラム

フロア 
P6 

原子炉本体基礎接合部 

半径方向水平力伝達用頭付きスタッド 
3.344×104  ○ 

注記＊：スタッド 1本当たりのせん断力を示す。 
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5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

ダイヤフラムフロアの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 5－4 及び表 5－5 に示す。また，評価点 P1，P2 における断面検討

箇所を図 5－2に示す。 

 

 

 

 

 

図 5－2 断面検討箇所 
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表 5－4(1) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅴ 

判定 算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 

ｃεｃ 1 -587 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -10 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 1234 5000 ○ 

No.2 

ｃεｃ 1 -256 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 ―＊4 ― ― 

ｓεｔ 1 1220 5000 ○ 

No.3 

ｃεｃ 1 -531 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -195 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 1294 5000 ○ 

No.4 

ｃεｃ 1 -256 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 ―＊4 ― ― 

ｓεｔ 1 1220 5000 ○ 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。   

＊2：図 5－2における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 

＊4：圧縮ひずみは生じない。 
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表 5－4(1) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅴ 

判定 算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 

ｃεｃ 1 -153 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -35 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 1129 5000 ○ 

No.6 

ｃεｃ 1 -217 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 ―＊4 ― ― 

ｓεｔ 1 1649 5000 ○ 

No.7 

ｃεｃ 1 -15 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 ―＊4 ― ― 

ｓεｔ 1 593 5000 ○ 

No.8 

ｃεｃ 1 -38 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 ―＊4 ― ― 

ｓεｔ 1 968 5000 ○ 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

＊2：図 5－2における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 

＊4：圧縮ひずみは生じない。 
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表 5－4(2) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅴ 

判定 
算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｙ＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 1 1109     ○ 

No.2 1 1936     ○ 

No.3 1 1245     ○ 

No.4 1 1936     ○ 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

＊2：図 5－2における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－4(2) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅴ 

判定 
算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｘ＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 1 312  ― ― ― ○ 

No.6 1 525  ― ― ― ○ 

No.7 1 88  ― ― ― ○ 

No.8 1 802  ― ― ― ○ 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

＊2：図 5－2における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－4(3) 荷重状態Ⅴに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ⅴ 

判定 算出応力度 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 

P3 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 52  ○ 

せん断応力度 7  ○ 

P4 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

鉛直力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 206  ○ 

せん断応力度 25  ○ 

P5 
原子炉本体基礎接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 159  ○ 

せん断応力度 17  ○ 

 

 

表 5－4(4) 荷重状態Ⅴに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ３＋Ｒ３＋Ｈ＋Ｓｄ） 

評価対象設備 評価部位 

Ⅴ 

判定 せん断力＊ 許容値 

N/本 N/本 

ダイヤフラム

フロア 
P6 

原子炉本体基礎接合部 

半径方向水平力伝達用頭付きスタッド 
5.625×104  ○ 

注記＊：スタッド 1本当たりのせん断力を示す。 
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表 5－5(1) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅴ 

判定 算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 

ｃεｃ 1 -575 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -52 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 1088 5000 ○ 

No.2 

ｃεｃ 1 -182 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -63 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 851 5000 ○ 

No.3 

ｃεｃ 1 -403 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -225 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 1461 5000 ○ 

No.4 

ｃεｃ 1 -182 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -63 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 851 5000 ○ 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

＊2：図 5－2における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 
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表 5－5(1) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 検討ひずみ 応力状態 

Ⅴ 

判定 算出ひずみ＊3 

(×10-6) 

許容値 

(×10-6) 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 

ｃεｃ 1 -138 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -120 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 813 5000 ○ 

No.6 

ｃεｃ 1 -200 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -41 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 991 5000 ○ 

No.7 

ｃεｃ 1 -76 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -69 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 619 5000 ○ 

No.8 

ｃεｃ 1 -69 -3000 ○ 

ｓεｃ 1 -2 -5000 ○ 

ｓεｔ 1 521 5000 ○ 

注記＊1：軸力及び曲げモーメントによるひずみの評価結果を示す。 

＊2：図 5－2における断面検討箇所を示す。 

＊3：算出ひずみの最大値を示す。 

  

K7 ① Ⅴ-2-9-4-2 R1 



 

 

 
4
5
 

表 5－5(2) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ）（その 1） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅴ 

判定 
算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｙ＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P1 

鉄筋コンクリート 

スラブ放射方向 

No.1 1 1166     ○ 

No.2 1 1782     ○ 

No.3 1 1063     ○ 

No.4 1 1782     ○ 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

＊2：図 5－2における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－5(2) 荷重状態Ⅴに対する評価結果＊1（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ）（その 2） 

評価対象設備 評価部位 箇所名＊2 応力状態 

Ⅴ 

判定 
算出荷重 許容値 

α 
Ｐｗ 

(％) 

許容値 

Ｑｘ＊3 ＱＡ１ ＱＡ２ 

N/mm N/mm N/mm 

ダイヤフラム

フロア 
P2 

鉄筋コンクリート 

スラブ円周方向 

No.5 1 285  ― ― ― ○ 

No.6 1 535  ― ― ― ○ 

No.7 1 137  ― ― ― ○ 

No.8 1 695  ― ― ― ○ 

注記＊1：面外せん断力に対する評価結果を示す。 

＊2：図 5－2における断面検討箇所を示す。 

＊3：面外せん断力の最大値を示す。 
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表 5－5(3) 荷重状態Ⅴに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ⅴ 

判定 算出応力度 許容値 

N/mm2 N/mm2 

ダイヤフラム

フロア 

P3 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 120  ○ 

せん断応力度 15  ○ 

P4 
鉄筋コンクリート製原子炉格納容器接合部 

鉛直力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 187  ○ 

せん断応力度 23  ○ 

P5 
原子炉本体基礎接合部 

地震時水平力伝達用シアプレート 

曲げ応力度 373  ○ 

せん断応力度 39  ○ 

 

 

表 5－5(4) 荷重状態Ⅴに対する評価結果（Ｄ＋Ｌ＋Ｐ４＋Ｒ４＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 

Ⅴ 

判定 せん断力＊ 許容値 

N/本 N/本 

ダイヤフラム

フロア 
P6 

原子炉本体基礎接合部 

半径方向水平力伝達用頭付きスタッド 
4.147×104  ○ 

注記＊：スタッド 1本当たりのせん断力を示す。 
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第７号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-3-3「ダイヤフラムフロアの強度計算書」 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅤ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，ベント管が設計用地震力に対

して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

ベント管は設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常

設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施

設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重によるベント管の評価は，平成 4

年 3月 27 日付け 3資庁第 13034 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)）による

（以下「既工認」という。）。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ベント管の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

ベント管は原子炉本体の

基礎のコンクリート内に

設置され，垂直管上端，

水平吐出管及びリターン

ラインにおいて，原子炉

本体の基礎に支持され

る。 

ベント管は，内径 1200 

mm，板厚 6.5 mm，長さ

 mm の垂直管に，

内径 700 mm の水平吐

出管を取り付けた構造

である。10 本のベント

管のうち 5本には，外

径  mm のリター

ンラインが取り付けら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            ベント管 詳細図 

（単位：mm） 
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ベント管 

原子炉本体の基礎 

Ａ～Ａ断面図 

Ａ Ａ 

Ａ：リターンライン有    Ｂ：リターンライン無 

垂直管 

水平吐出管 

リターンライン 

 

1200 
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2.2 評価方針  

ベント管の応力評価は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及び 

Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ

き，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許容限界内に

収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施

する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

ベント管の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ベント管の耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 
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解析モデルの設定 

固有値解析 

設計用地震力 

地震応答解析 

ベント管の構造強度評価 

地震時における応力 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｃｉ 地震層せん断力係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 ― 

Ｄｉ 直径（ｉ＝1，2，3） mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ｍ０ 質量 kg 

ｍ１ 水質量 kg 

ＭＤ 機械的荷重 ― 

ＭＳＡＤ 機械的荷重（ＳＡ時） ― 

ＰＤ 圧力 ― 

ＰＳＡＤ 圧力（ＳＡ時） ―，kPa 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ  弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓｍ 設計応力強さ MPa 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3） mm 

ＴＤ 温度 ℃ 

ＴＳＡＤ 温度（ＳＡ時） ℃ 

ν ポアソン比 ― 
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3. 評価部位 

ベント管の形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1に示す。 

 

 

①垂直管 ②水平吐出管 ③リターンライン 

 

Ｄ１＝1200 Ｄ２＝700 Ｄ３＝  １＝  ２＝  

３＝  ４＝   ｔ１＝6.5  ｔ２＝20  ｔ３＝  

（単位：mm） 

図 3－1 ベント管の形状及び主要寸法 
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２
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表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

垂直管及び水平吐出管 SUS304L  

リターンライン   
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4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) ベント管は原子炉本体の基礎に内蔵されている構造物であり，ベント管に作用する地震

力は，水平及び鉛直の固有周期に応じた応答加速度に基づき算出する。ベント管の耐震評

価として，Ⅴ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計算書」の応答解析に基づき算出した

地震力を用いて，参照図書(1)に示す既工認の手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ベント管の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

詳細な荷重の組合せは，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷

重の組合せは，組み合わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定す

る。 

 

4.2.2 許容応力 

ベント管の許容応力はⅤ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3 に示すとおり

とする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ベント管の使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全設備 
ベント管 Ｓ クラス２管 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

 

表4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全設備 
ベント管 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２管 
Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＊2 ⅤＡＳ＊3 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：重大事故等後の最高内圧（差圧）及び最高外圧（差圧）との組合せを考慮する。 

   ＊3：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表4－3 クラス２管及び重大事故等クラス２管の許容応力 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次応力 

（曲げ応力を含む。） 
一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙ 

ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高

ニッケル合金については，上記値と1.2・Ｓとの

大きい方。 

＊1 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行い疲労累積係数が1.0以下であるこ

と。ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が2・Ｓｙ以下であれ

ば，疲労解析は不要である。 ⅣＡＳ  

0.9・Ｓｕ 

 ⅤＡＳ＊2 

注記＊1：2・Ｓｙを超える場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)の簡易弾塑性解析を用いることができる。 

（ただし，Ｓｍは2/3・Ｓｙと読み替える。） 

  ＊2：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

垂直管及び水平吐出管 SUS304L 
周囲環境

温度 
171 ― 127 382 ― 

リターンライン  
周囲環境

温度 
171 ―   ― 

 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

垂直管及び水平吐出管 SUS304L 
周囲環境

温度 
200 ― 122 372 ― 

リターンライン  
周囲環境

温度 
200 ―   ― 
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4.2.4 設計荷重  

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重 

設計基準対象施設としての設計荷重である，最高使用圧力，最高使用温度，死荷重及

び逃がし安全弁作動時荷重は，既工認（参照図書(1)）からの変更はなく，次のとおりで

ある。 

a.最高使用圧力及び最高使用温度 

内圧（差圧） 173kPa 

外圧（差圧）  14kPa 

温度     171℃ 

 

b.死荷重 

ベント管 1本当たりの死荷重    N 

ベント管 1本当たりの管内保有水    N 

 

c.逃がし安全弁作動時荷重 

逃がし安全弁作動時空気泡圧力による荷重としては，気泡差圧による荷重と気

泡速度によるドラッグ力を考慮する。 

 

(2) 重大事故等対処設備としての設計荷重 

a.評価圧力及び評価温度 

内圧（差圧）ＰＳＡＤ 173kPa 

外圧（差圧）ＰＳＡＤ  14kPa 

温度    ＴＳＡＤ 200℃ 

 

b.重大事故等対処設備としての水荷重 

重大事故等対処設備の評価に用いる水荷重として，没水時におけるベント管内

部の水重量を考慮する。 

管内保有水  N 

  

c.重大事故等対処設備としての逃がし安全弁作動時荷重及び原子炉冷却材喪失事故

時蒸気ブローダウン荷重 

重大事故等対処設備としての逃がし安全弁作動時荷重及び原子炉冷却材喪失事

故時蒸気ブローダウン荷重は設計基準対象施設としての荷重と同じであるため，

参照図書(1)に示すとおりである。 
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4.3 解析モデル及び諸元 

(1) 設計基準対象施設としての解析モデル及び諸元 

設計基準対象施設としての評価は，ベント管質量及び内部水質量を考慮して固有値解析

及び構造強度評価を実施する。動的解析手法としては，スペクトルモーダル解析法を用い

る。なお，ベント管はコンクリートに埋設されているが，解析においては考慮しない。 

解析モデルの概要を以下に示す。 

a. ベント管は，3次元はり要素による有限要素解析手法を適用する。解析モデルを 

図 4－1 に，機器の諸元について表 4－6に示す。 

b. 垂直管，水平吐出管及びリターンラインをモデル化し，固有値解析及び構造強度評

価を実施する。 

 

 

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。なお，評価に用いる解析コ

ードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 

 

(2) 重大事故等対処設備としての解析モデル及び諸元 

重大事故等対処設備としての評価は，ベント管質量及び内部水質量を考慮して固有値解

析及び構造強度評価を実施する。ベント管はコンクリートに埋設されているが，解析にお

いては考慮しない。重大事故等対処設備としての解析モデルは，設計基準対象施設と同じ

とする。諸元を表 4－6に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

図 4－1 解析モデル 
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表 4－6 機器諸元（その 1）（設計基準対象施設） 

項目 記号 単位 

入力値 

Ａ：リターン 

ライン有 

Ｂ：リターン 

ライン無 

質量 ｍ０ kg   

水質量 ｍ１ kg   

温度条件 ＴＤ ℃ 57 57 

縦弾性係数 Ｅ MPa   

ポアソン比 ν ― 0.3 0.3 

要素数 ― ―   

節点数 ― ―   

 

 

表 4－6 機器諸元（その 2）（重大事故等対処設備） 

項目 記号 単位 

入力値 

Ａ：リターン 

ライン有 

Ｂ：リターン 

ライン無 

質量 ｍ０ kg   

水質量 ｍ１ kg   

温度条件 ＴＳＡＤ ℃ 200 200 

縦弾性係数 Ｅ MPa   

ポアソン比 ν ― 0.3 0.3 

要素数 ― ―   

節点数 ― ―   
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4.4 固有周期 

(1) 設計基準対象施設としての固有周期 

設計基準対象施設における固有周期を表 4－7 に，振動モード図を図 4－2 に示す。リタ

ーンライン有及び無の固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

 

表 4－7 固有周期（設計基準対象施設） 

リターン 

ラインの 

有無 

モード 
固有周期 

(s) 

刺激係数* 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

有 
1 次 0.050 -2.903 0.000 0.000 

2 次 0.022 ― ― ― 

無 
1 次 0.061 -3.030 0.000 0.000 

2 次 0.025 ― ― ― 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

算出した値を示す。 

 

 

(2) 重大事故等対処設備としての固有周期 

重大事故等対処設備における固有周期を表 4－8 に，振動モード図を図 4－3 に示す。リ

ターンライン有及び無の固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

 

表 4－8 固有周期（重大事故等対処設備） 

リターン 

ラインの 

有無 

モード 
固有周期 

(s) 

刺激係数* 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

有 
1 次 0.053 3.265 0.000 0.000 

2 次 0.031 ― ― ― 

無 
1 次 0.068 3.627 0.000 0.000 

2 次 0.038 ― ― ― 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

算出した値を示す。 
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Ａ：リターンライン有       Ｂ：リターンライン無 

1 次モード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ：リターンライン有       Ｂ：リターンライン無 

2 次モード 

 

図 4－2 振動モード図（設計基準対象施設） 
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Ａ：リターンライン有       Ｂ：リターンライン無 

1 次モード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ：リターンライン有       Ｂ：リターンライン無 

2 次モード 

 

図 4－3 振動モード図（重大事故等対処設備） 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－9及び表 4－10に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅤ-2-1-6

「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 
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表 4－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

 設置高さ（m） 

原子炉本体基礎 

T.M.S.L. 3.5 ～ -8.2 

減衰定数（％） 水平：  ＊1 鉛直：－ 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

リターン

ラインの

有無 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊2 

応答鉛直 

震度＊2 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

有 
1 次 0.050       

2 次＊3 0.022       

無 
1 次 0.061       

2 次＊3 0.025       

動的地震力＊4       

静的地震力＊5       

注記＊1：ベント管は配管に区分されるため，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の配管の減衰定数を用いる。 

  ＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊3：1次は固有周期が 0.050s より長いモード，2次は固有周期 0.050s 以下のモードを示す。 

＊4：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊5：静的震度（3.6Ｃｉ及び 1.2ＣＶ）を示す。 
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表 4－10 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

 設置高さ（m） 

原子炉本体基礎 

T.M.S.L. 3.5 ～ -8.2 

減衰定数（％） 水平：  ＊1 鉛直：－ 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

リターン

ラインの

有無 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊2 

応答鉛直 

震度＊2 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

有 
1 次 0.053       

2 次＊3 0.031       

無 
1 次 0.068       

2 次＊3 0.038       

動的地震力＊4       

静的地震力＊5       

注記＊1：ベント管は配管に区分されるため，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の配管の減衰定数を用いる。 

  ＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊3：1次は固有周期が 0.050s より長いモード，2次は固有周期 0.050s 以下のモードを示す。 

＊4：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊5：静的震度（3.6Ｃｉ及び 1.2ＣＶ）を示す。 
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4.6 計算方法 

ベント管の応力評価点は，ベント管を構成する部材の形状及び応力レベルを考慮し，発生

応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 4－11 及び図 4－4に示す。 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点 P1～P4 は「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析から得られた荷重と各評価

点の断面性能を用いて評価する。 

 

表 4－11 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ 垂直管支持部 

Ｐ２ 水平吐出管の垂直管との結合部 

Ｐ３ 水平吐出管支持部 

Ｐ４ リターンラインの垂直管との結合部 

 

 

 

図 4－4 ベント管の応力評価点 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「4.5 設計用地震力」

に示す。 

 

4.8 応力の評価 

「4.6 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。ただし，一次＋二次応力が許

容値を満足しない場合は，設計・建設規格 PPB-3536 に基づいて疲労評価を行い，疲労累積

係数が 1.0 以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ベント管の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 5－1及び表 5－2に示す。 
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表 5－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ベント管 

P1-A 
垂直管支持部 

（リターンライン有） 

一次応力 11  ○  

一次＋二次応力 2  ○  

P1-B 
垂直管支持部 

（リターンライン無） 

一次応力 11  ○  

一次＋二次応力 2  ○  

P2-A 
水平吐出管の垂直管との結合部 

（リターンライン有） 

一次応力 13  ○  

一次＋二次応力 14  ○  

P2-B 
水平吐出管の垂直管との結合部 

（リターンライン無） 

一次応力 17  ○  

一次＋二次応力 22  ○  

P3-A 
水平吐出管支持部 

（リターンライン有） 

一次応力 5  ○  

一次＋二次応力 4  ○  

P3-B 
水平吐出管支持部 

（リターンライン無） 

一次応力 5  ○  

一次＋二次応力 4  ○  

P4 リターンラインの垂直管との結合部 
一次応力 38  ○  

一次＋二次応力 68  ○  
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表 5－2 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ベント管 

P1-A 
垂直管支持部 

（リターンライン有） 

一次応力 3  ○  

一次＋二次応力 4  ○  

P1-B 
垂直管支持部 

（リターンライン無） 

一次応力 3  ○  

一次＋二次応力 4  ○  

P2-A 
水平吐出管の垂直管との結合部 

（リターンライン有） 

一次応力 20  ○  

一次＋二次応力 30  ○  

P2-B 
水平吐出管の垂直管との結合部 

（リターンライン無） 

一次応力 25  ○  

一次＋二次応力 40  ○  

P3-A 
水平吐出管支持部 

（リターンライン有） 

一次応力 5  ○  

一次＋二次応力 6  ○  

P3-B 
水平吐出管支持部 

（リターンライン無） 

一次応力 6  ○  

一次＋二次応力 8  ○  

P4 リターンラインの垂直管との結合部 
一次応力 74  ○  

一次＋二次応力 142  ○  
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5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

ベント管の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許

容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 5－3に示す。 
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表 5－3 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ベント管 

P1-A 
垂直管支持部 

（リターンライン有） 

一次応力 23  ○  

一次＋二次応力 8  ○  

P1-B 
垂直管支持部 

（リターンライン無） 

一次応力 23  ○  

一次＋二次応力 8  ○  

P2-A 
水平吐出管の垂直管との結合部 

（リターンライン有） 

一次応力 44  ○  

一次＋二次応力 36  ○  

P2-B 
水平吐出管の垂直管との結合部 

（リターンライン無） 

一次応力 55  ○  

一次＋二次応力 56  ○  

P3-A 
水平吐出管支持部 

（リターンライン有） 

一次応力 43  ○  

一次＋二次応力 8  ○  

P3-B 
水平吐出管支持部 

（リターンライン無） 

一次応力 46  ○  

一次＋二次応力 12  ○  

P4 リターンラインの垂直管との結合部 
一次応力 118  ○  

一次＋二次応力 192  ○  
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第７号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-3-4「ベント管の強度計算書」 
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Ⅴ-2-9-4-4 原子炉格納容器安全設備の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-9-4-4-1 格納容器スプレイ冷却系の耐震性についての計算書 

 



 

Ⅴ-2-9-4-4-1-1 ドライウェルスプレイ管の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅤ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，原子炉格納容器スプレイ管

（ドライウェル側）（以下「ドライウェルスプレイ管」という。）が設計用地震力に対して十分

な構造強度を有していることを説明するものである。 

ドライウェルスプレイ管は設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重によるドライウェルスプレイ管の

評価は，平成 4年 3月 27 日付け 3資庁第 13034 号にて認可された工事計画の添付書類（参照図

書(1)）による（以下「既工認」という。）。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ドライウェルスプレイ管の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ドライウェルスプレイ管

の配管サポートは，原子

炉格納容器トップスラブ

部に支持される。 

ドライウェルスプレイ管

案内管は原子炉格納容器

貫通部及びパイプホイッ

プレストレントストラク

チャに支持される。 

ドライウェルスプレイ管

は原子炉格納容器トップ

スラブ部を介して鉛直方

向荷重及び水平方向荷重

が原子炉建屋に伝達され

る。 

ドライウェルスプレイ

管は，外径 216.3mm 及

び厚さ 12.7mm のパイ

プで作られ，直径  

m の円環構造である。 

ドライウェルスプレイ

管案内管は，外径

216.3mm 及び厚さ

12.7mm のパイプで作ら

れ，スプレイ管と原子

炉格納容器をつなぐ構

造である。 
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ドライウェルスプレイ管 ドライウェル 

スプレイ管案内管 

Ａ Ａ 

スプレイ管案内管 

管継手 

スプレイ管 

Ａ部詳細図 

（単位：mm） 
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2.2 評価方針  

ドライウェルスプレイ管の応力評価は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説

明書」及びⅤ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容

限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による応力等が許

容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認する

ことで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

ドライウェルスプレイ管の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ドライウェルスプレイ管の耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 
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解析モデルの設定 

固有値解析 

設計用地震力 

ドライウェルスプレイ管の構造強度評価 

地震応答解析 

地震時における応力 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｃｉ 地震層せん断力係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重，直径 ―，mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ｆｂ 許容曲げ応力 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力 MPa 

ｆｐ 許容支圧応力 MPa 

ｆｓ 許容せん断応力 MPa 

ｆｔ 許容引張応力 MPa 

ＦＸ 管軸方向の反力 kN 

ＦＹ 管軸直角方向の反力 kN 

ＦＺ 鉛直方向の反力 kN 

ｍｉ 質量（ｉ＝0，1） kg/m 

ＭＤ 機械的荷重 ― 

ＭＳＡＤ 機械的荷重（ＳＡ時） ― 

ＭＸ 管軸回りのモーメント kN・m 

ＭＹ 管軸直角回りのモーメント kN・m 

ＭＺ 鉛直軸回りのモーメント kN・m 

ＰＤ 圧力 ― 

ＰＳＡＤ 圧力（ＳＡ時） ―，MPa 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ  弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓｍ 設計応力強さ MPa 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

t 厚さ mm 

ＴＤ 温度 ℃ 

ＴＳＡＤ 温度（ＳＡ時） ℃ 

ν ポアソン比 ― 
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3. 評価部位 

ドライウェルスプレイ管の形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び使用部位を表 3－1

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ドライウェルスプレイ管 ②スプレイ管案内管 

 

①ドライウェルスプレイ管 ②スプレイ管案内管 

  （単位：mm） 

図 3－1 ドライウェルスプレイ管の形状及び主要寸法 

 

 

表 3－1 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

ドライウェルスプレイ管 

及びスプレイ管案内管 
STS42 STS410 相当 

レストレイント SGV49 SGV480 相当 
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Ａ～Ａ断面図 

Ｄ＝216.3 

ｔ＝12.7 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) ドライウェルスプレイ管に作用する地震力は，水平及び鉛直の固有周期に応じた応答加

速度に基づき算出する。ドライウェルスプレイ管の耐震評価として，Ⅴ-2-2-1「原子炉建

屋の地震応答計算書」の応答解析に基づき算出した地震力を用いて，参照図書(1)及びⅤ-

2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計算について」に示す手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ドライウェルスプレイ管の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2 に

示す。 

詳細な荷重の組合せは，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷

重の組合せは，組み合わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定す

る。 

 

4.2.2 許容応力 

ドライウェルスプレイ管の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき 

表 4－3及び表 4－4に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ドライウェルスプレイ管の使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 4－5 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6 に示

す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 設備名称 耐震重要度分類 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全設備 

原子炉格納容器 

スプレイ管 

（ドライウェル側） 

Ｓ クラス２管 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

 

表4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全設備 

原子炉格納容器 

スプレイ管 

（ドライウェル側） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２管 
Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊2 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

  ＊2：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表4－3 クラス２管及び重大事故等クラス２管の許容応力 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙ 

ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高

ニッケル合金については，上記値と1.2・Ｓとの

大きい方。 

＊1  

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行い疲労累積係数が1.0以下であるこ

と。ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が2・Ｓｙ以下であれ

ば，疲労解析は不要である。 ⅣＡＳ 

0.9・Ｓｕ 

ⅤＡＳ＊2 

注記＊1：2・Ｓｙを超える場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)の簡易弾塑性解析を用いることができる。 

（ただし，Ｓｍは2/3・Ｓｙと読み替える。） 

   ＊2：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-4-1-1 R1 
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表 4－4 支持構造物の許容応力＊5，＊6 

許容応力 

状態 

一次応力 一次＋二次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 支圧 組合せ＊3 
引張り 

／圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｐ 1.5・ｆｔ 

3・ｆｔ
＊4 

＊1，＊4

3・ｆｓ 

 

＊2，＊4

3・ｆｂ 

 

1.5・ｆｐ 

1.5・ｆｂ 

1.5・ｆｓ 

又は 

1.5・ｆｃ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ  1.5・ｆｓ  1.5・ｆｃ  1.5・ｆｂ  1.5・ｆｐ  1.5・ｆｔ  

1.5・ｆｐ  

ⅤＡＳ＊7 1.5・ｆｔ  1.5・ｆｓ  1.5・ｆｃ  1.5・ｆｂ  1.5・ｆｐ  1.5・ｆｔ  

注記＊1：すみ肉溶接部にあっては，最大応力に対して1.5・ｆｓとする。 

＊2：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)a.により求めたｆｂとする。 

＊3：組合せ応力の許容応力は，設計・建設規格に基づく値とする。 

＊4：地震動のみによる応力振幅について評価する。 

＊5：材料の許容応力を決定する場合の基準値Ｆは，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値又は表 9に定める値の 0.7 倍のい

ずれか小さい方の値とする。ただし，使用温度が 40 度を超えるオーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金にあっては，設

計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値の 1.35 倍の値，表 9に定める 0.7 倍の値又は室温における表 8に定める値のいず

れか小さい値とする。 

＊6：ｆｔ ，ｆｓ ，ｆｃ ，ｆｂ ，ｆｐ は，ｆｔ，ｆｓ，ｆｃ，ｆｂ，ｆｐの値を算出する際に設計・建設規格 SSB-3121.1(1)本文中「付録

材料図表 Part5 表 8 に定める値」とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8に定める値の 1.2 倍の値」と読み替えて計算した値とする。 

＊7：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料＊1，＊2 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

ドライウェルスプレイ管 

及びスプレイ管案内管 
STS42 

周囲環境

温度 
171 ― 211 404 ― 

レストレイント SGV49 
周囲環境

温度 
171 ― 229 423 ― 

注記＊1：STS42 は STS410 相当を示す。 

  ＊2：SGV49 は SGV480 相当を示す。 

 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料＊1，＊2 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

ドライウェルスプレイ管 

及びスプレイ管案内管 
STS42 

周囲環境

温度 
200 ― 207 404 ― 

レストレイント SGV49 
周囲環境

温度 
200 ― 226 422 ― 

注記＊1：STS42 は STS410 相当を示す。 

  ＊2：SGV49 は SGV480 相当を示す。 

 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-4-1-1 R1 



 

11 

4.2.4 設計荷重  

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重 

設計基準対象施設としての設計荷重である，最高使用圧力，最高使用温度及び死荷重

は，既工認（参照図書(1)）からの変更はなく，次のとおりである。 

a.最高使用圧力及び最高使用温度 

圧力 3.43MPa 

温度 171℃ 

 

b.死荷重 

ドライウェルスプレイ管＊    N/m 

スプレイ管案内管＊    N/m 

注記＊：管内保有水及びノズルの重量を含めた自重を死荷重とする。 

 

(2) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。 

 

圧力ＰＳＡＤ  3.43MPa 

温度ＴＳＡＤ  200℃ 
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4.3 解析モデル及び諸元 

(1) 設計基準対象施設としての解析モデル及び諸元 

設計基準対象施設としての評価は，ドライウェルスプレイ管質量及び内部水質量を考慮

して固有値解析及び構造強度評価を実施する。動的解析手法としては，スペクトルモーダ

ル解析法を用いる。 

解析モデルの概要を以下に示す。 

a. ドライウェルスプレイ管は，3次元はり要素による有限要素解析手法を適用する。解

析モデルを図 4－1に，機器の諸元について表 4－7に示す。 

b. ドライウェルスプレイ管及びスプレイ管案内管をモデル化し，固有値解析及び構造

強度評価を実施する。 

c. 拘束条件は，ドライウェルスプレイ管においては，レストレイントを支持条件（レ

ストレイントの向きに応じた並進拘束）とする。また，スプレイ管案内管において

は，レストレイントを支持条件とし，アンカ部を固定条件（並進拘束及び回転拘束）

とする。 

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。なお，評価に用いる解析コ

ードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 

 

(2) 重大事故等対処設備としての解析モデル及び諸元 

重大事故等時のドライウェルスプレイ管の解析モデル及び諸元は，設計基準対象施設と

同じとする。 

 

表 4－7 機器諸元（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

項目 記号 単位 入力値 

質量 
ドライウェルスプレイ管 ｍ０ kg/m  

スプレイ管案内管 ｍ１ kg/m  

温度条件 ＴＤ ℃ 57 

縦弾性係数 Ｅ MPa 201000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― ― 210 

節点数 ― ― 210 
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図 4－1 ドライウェルスプレイ管の解析モデル
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4.4 固有周期 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備における固有周期を表 4－8 に，振動モード図を

3次まで代表して図 4－2に示す。固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認

した。 

 

表 4－8 固有周期（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

モード 
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 0.164 0.967 -0.015 -0.002 

2 次 0.107 0.046 0.713 -0.015 

3 次 0.079 0.198 -0.216 0.129 

4 次 0.078 -0.581 0.496 -0.225 

5 次 0.075 -1.118 -0.169 0.095 

6 次 0.069 -0.709 -0.238 0.135 

7 次 0.061 -0.525 0.060 -0.043 

8 次 0.054 0.134 -0.760 -0.190 

9 次 0.051 -0.054 -0.031 -0.044 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと 

質量マトリックスの積から算出した値を示す。 
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1 次モード 

 

 

2 次モード 

 

 

3 次モード 

 

図 4－2 振動モード図 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－9に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数は 

Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

 

  

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
4-
4
-
1-
1
 
R1
 



 

17 

表 4－9(1) 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

設置高さ(m) 
原子炉建屋 T.M.S.L.20.6～14.68 

減衰定数(％) 水平： 2.0＊1  鉛直： 2.0＊1 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊2 

応答鉛直 

震度＊2 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 0.164       

2 次 0.107       

3 次 0.079       

4 次 0.078       

5 次 0.075       

6 次 0.069       

7 次 0.061       

8 次 0.054       

9 次 0.051       

10 次＊3 0.045 ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊4 0.64 0.64 0.56 1.21 1.21 1.12 

静的地震力＊5 0.78 0.78 0.29 ― ― ― 

注記＊1：ドライウェルスプレイ管は配管に区分されるため，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方

針」に記載の配管の減衰定数を用いる。 

＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊3：9 次までは固有周期が 0.050s より長いモード，10 次は固有周期 0.050s 以下のモード

を示す。 

＊4：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊5：静的震度（3.6Ｃｉ及び 1.2ＣＶ）を示す。 
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表 4－9(2) 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

設置高さ(m) 
原子炉建屋 T.M.S.L.20.6～14.68 

減衰定数(％) 水平： 2.0＊1  鉛直： 2.0＊1 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊2 

応答鉛直 

震度＊2 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 0.164       

2 次 0.107       

3 次 0.079       

4 次 0.078       

5 次 0.075       

6 次 0.069       

7 次 0.061       

8 次 0.054       

9 次 0.051       

10 次＊3 0.045 ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊4 ― ― ― 1.21 1.21 1.12 

静的地震力＊5 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：ドライウェルスプレイ管は配管に区分されるため，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方

針」に記載の配管の減衰定数を用いる。 

＊2：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊3：9 次までは固有周期が 0.050s より長いモード，10 次は固有周期 0.050s 以下のモード

を示す。 

＊4：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊5：静的震度（3.6Ｃｉ及び 1.2ＣＶ）を示す。 
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4.6 計算方法 

ドライウェルスプレイ管の応力評価点は，ドライウェルスプレイ管を構成する各部材にお

いて，発生応力が最も大きくなる箇所とする。選定した応力評価点を表 4－10 及び図 4－3 に

示す。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点 P1～P3 は「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析から得られた荷重を用いて

評価する。 

応力評価点 P4 はⅤ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計算について」に基づき評価する。 

 

 

表 4－10 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ スプレイ管 

Ｐ２ 
スプレイ管とスプレイ管案内管

との接続部 

Ｐ３ スプレイ管案内管 

Ｐ４ レストレイント 
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図 4－3 ドライウェルスプレイ管の応力評価点 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「4.5 設計用地震力」

に示す。 

 

4.8 応力の評価 

「4.6 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。ただし，一次＋二次応力が許

容値を満足しない場合は，設計・建設規格 PPB-3536 に基づいて疲労評価を行い，疲労累積

係数が 1.0 以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ドライウェルスプレイ管の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 5－1及び表 5－2に示す。 

 

(2) 支持構造物評価結果（ドライウェルスプレイ管支持構造物） 

支持構造物評価の結果を表 5－3に示す。 
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表 5－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ） 

評価対象設備 応力評価点 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル

スプレイ管 

P1 スプレイ管 
一次応力 53 211 ○ 

 
一次＋二次応力 67 422 ○ 

P2 
スプレイ管とスプレイ管案内管 

との接続部 

一次応力 34 211 ○ 
 

一次＋二次応力 54 422 ○ 

P3 スプレイ管案内管 
一次応力 40 211 ○ 

 
一次＋二次応力 51 422 ○ 

 

表 5－2 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 応力評価点 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル

スプレイ管 

P1 スプレイ管 
一次応力 75 363 ○ 

 
一次＋二次応力 111 422 ○ 

P2 
スプレイ管とスプレイ管案内管 

との接続部 

一次応力 45 363 ○ 
 

一次＋二次応力 81 422 ○ 

P3 スプレイ管案内管 
一次応力 53 363 ○ 

 
一次＋二次応力 75 422 ○ 
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表 5－3 支持構造物評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ） 

応力評価点 型式 材質 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力 (kN) モーメント (kN・m) 応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) ＦＸ
＊ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

P4 レストレイント 架構 SGV480 171 64 0 10 ― ― ― 組合せ 171 275 

注記＊：周方向（配管軸方向）反力を示す。
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5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

ドライウェルスプレイ管の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 5－4に示す。 

 

(2) 支持構造物評価結果（ドライウェルスプレイ管支持構造物） 

支持構造物評価の結果を表 5－5に示す。 
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表 5－4 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 応力評価点 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル

スプレイ管 

P1 スプレイ管 
一次応力 75 363 ○ 

 
一次＋二次応力 111 414 ○ 

P2 
スプレイ管とスプレイ管案内管 

との接続部 

一次応力 45 363 ○ 
 

一次＋二次応力 81 414 ○ 

P3 スプレイ管案内管 
一次応力 53 363 ○ 

 
一次＋二次応力 75 414 ○ 

 

表 5－5 支持構造物評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ） 

応力評価点 型式 材質 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力 (kN) モーメント (kN・m) 応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) ＦＸ
＊ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

P4 レストレイント 架構 SGV480 200 64 0 10 ― ― ― 組合せ 171 271 

注記＊：周方向（配管軸方向）反力を示す。
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第７号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-3-5「ドライウェルスプレイ管の強度計算書」 
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Ⅴ-2-9-4-4-1-2 サプレッションチェンバスプレイ管の 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及びⅤ-2-1-9「機能維

持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，原子炉格納容器スプレイ管

（サプレッションチェンバ側)（以下「サプレッションチェンバスプレイ管」という。）が設計

用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。 

サプレッションチェンバスプレイ管は設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事

故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類され

る。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，新規制対応工認対象となる設計用地震力及び重大事故等時に対

する評価について記載するものとし，前述の荷重を除く荷重によるサプレッションチェンバス

プレイ管の評価は，平成 4年 3月 27 日付け 3資庁第 13034 号にて認可された工事計画の添付書

類（参照図書(1)）による（以下「既工認」という。）。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

サプレッションチェンバスプレイ管の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

サプレッションチェンバ

スプレイ管の配管サポー

トは，ダイヤフラムフロ

ア部に支持される。 

サプレッションチェンバ

スプレイ管案内管は原子

炉格納容器貫通部に支持

される。 

サプレッションチェンバ

スプレイ管はダイヤフラ

ムフロア部を介して鉛直

方向荷重及び水平方向荷

重が原子炉建屋に伝達さ

れる。 

サプレッションチェン

バスプレイ管は，外径

114.3mm 及び厚さ

8.6mm のパイプで作ら

れ，直径  mの円環

構造である。 

サプレッションチェン

バスプレイ管案内管

は，外径 114.3mm 及び

厚さ 8.6mm のパイプで

作られ，スプレイ管と

原子炉格納容器をつな

ぐ構造である。 
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スプレイ管案内管 

管継手 

スプレイ管 

Ａ部詳細図 

（単位：mm） 

サプレッションチェンバ 
スプレイ管 

サプレッションチェンバ 

スプレイ管案内管 

Ａ Ａ 
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2.2 評価方針  

サプレッションチェンバスプレイ管の応力評価は，Ⅴ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件

に関する説明書」及びⅤ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ

並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震力による

応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法に

て確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

サプレッションチェンバスプレイ管の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 サプレッションチェンバスプレイ管の耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 
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解析モデルの設定 

固有値解析 

設計用地震力 

地震時における応力 

サプレッションチェンバスプレイ管の構造強度評価 

地震応答解析 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｃｉ 地震層せん断力係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重，直径 ―，mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ｆｂ 許容曲げ応力 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力 MPa 

ｆｐ 許容支圧応力 MPa 

ｆｓ 許容せん断応力 MPa 

ｆｔ 許容引張応力 MPa 

ＦＸ 管軸方向の反力 kN 

ＦＹ 管軸直角方向の反力 kN 

ＦＺ 鉛直方向の反力 kN 

ｍｉ 質量（ｉ＝0，1） kg/m 

ＭＤ 機械的荷重 ― 

ＭＳＡＤ 機械的荷重（ＳＡ時） ― 

ＭＸ 管軸回りのモーメント kN・m 

ＭＹ 管軸直角回りのモーメント kN・m 

ＭＺ 鉛直軸回りのモーメント kN・m 

ＰＤ 圧力 ― 

ＰＳＡＤ 圧力（ＳＡ時） ―，MPa 

Ｓ 許容引張応力 MPa 

Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 ― 

Ｓｄ  弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 ― 

Ｓｍ 設計応力強さ MPa 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 ― 

Ｓｕ 設計引張強さ MPa 

Ｓｙ 設計降伏点 MPa 

t 厚さ mm 

ＴＤ 温度 ℃ 

ＴＳＡＤ 温度（ＳＡ時） ℃ 

ν ポアソン比 ― 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) サプレッションチェンバスプレイ管に作用する地震力は，水平及び鉛直の固有周期に応

じた応答加速度に基づき算出する。サプレッションチェンバスプレイ管の耐震評価として，

Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」及びⅤ-2-2-4「原子炉本体の基礎の地震応答計

算書」の応答解析に基づき算出した地震力を用いて，参照図書(1)及びⅤ-2-1-12「配管及

び支持構造物の耐震計算について」に示す手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

(3) 概略構造図を表 2－1に示す。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

サプレッションチェンバスプレイ管の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基

準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表 4－2に示す。 

詳細な荷重の組合せは，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷

重の組合せは，組み合わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定す

る。 

 

4.2.2 許容応力 

サプレッションチェンバスプレイ管の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき表 4－3及び表 4－4に示すとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

サプレッションチェンバスプレイ管の使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準

対象施設の評価に用いるものを表 4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを 

表 4－6に示す。 
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表4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 設備名称 耐震重要度分類 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全設備 

原子炉格納容器 

スプレイ管 

（サプレッション 

チェンバ側） 

Ｓ クラス２管 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ  ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

 

表4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減設備 

その他の安全設備 

原子炉格納容器 

スプレイ管 

（サプレッション 

チェンバ側） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等

クラス２管 
Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊2 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

 ＊2：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表4－3 クラス２管及び重大事故等クラス２管の許容応力 

応力分類 

許容 

応力状態 

一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙ 

ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高

ニッケル合金については，上記値と1.2・Ｓとの

大きい方。 

＊1   

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行い疲労累積係数が1.0以下であるこ

と。ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が2・Ｓｙ以下であれ

ば，疲労解析は不要である。 ⅣＡＳ 

0.9・Ｓｕ 

ⅤＡＳ＊2 

注記＊1：2・Ｓｙを超える場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)の簡易弾塑性解析を用いることができる。 

（ただし，Ｓｍは2/3・Ｓｙと読み替える。） 

＊2：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表4－4 支持構造物の許容応力＊5，＊6 

許容応力 

状態 

一次応力 一次＋二次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 支圧 組合せ＊3 
引張り 

／圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｐ 1.5・ｆｔ 

3・ｆｔ
＊4 

＊1，＊4

3・ｆｓ 

 

＊2，＊4

3・ｆｂ 

 

1.5・ｆｐ 

1.5・ｆｂ 

1.5・ｆｓ 

又は 

1.5・ｆｃ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ  1.5・ｆｓ  1.5・ｆｃ  1.5・ｆｂ  1.5・ｆｐ  1.5・ｆｔ  

1.5・ｆｐ  

ⅤＡＳ＊7 1.5・ｆｔ  1.5・ｆｓ  1.5・ｆｃ  1.5・ｆｂ  1.5・ｆｐ  1.5・ｆｔ  

注記＊1：すみ肉溶接部にあっては，最大応力に対して1.5・ｆｓとする。 

＊2：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)a.により求めたｆｂとする。 

＊3：組合せ応力の許容応力は，設計・建設規格に基づく値とする。 

＊4：地震動のみによる応力振幅について評価する。 

＊5：材料の許容応力を決定する場合の基準値Ｆは，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値又は表 9に定める値の 0.7 倍のい

ずれか小さい方の値とする。ただし，使用温度が 40 度を超えるオーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金にあっては，設

計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値の 1.35 倍の値，表 9に定める 0.7 倍の値又は室温における表 8に定める値のいず

れか小さい値とする。 

＊6：ｆｔ ，ｆｓ ，ｆｃ ，ｆｂ ，ｆｐ は，ｆｔ，ｆｓ，ｆｃ，ｆｂ，ｆｐの値を算出する際に設計・建設規格 SSB-3121.1(1)本文中「付録

材料図表 Part5 表 8 に定める値」とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8に定める値の 1.2 倍の値」と読み替えて計算した値とする。 

＊7：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料＊1，＊2 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

サプレッションチェンバ 

スプレイ管 

及びスプレイ管案内管 

STS42 
周囲環境

温度 
104 ― 219 404 ― 

レストレイント SGV49 
周囲環境

温度 
104 ― 237 430 ― 

注記＊1：STS42 は STS410 相当を示す。 

  ＊2：SGV49 は SGV480 相当を示す。 

 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料＊1，＊2 
温度条件 

(℃) 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

サプレッションチェンバ 

スプレイ管 

及びスプレイ管案内管 

STS42 
周囲環境

温度 
200 ― 207 404 ― 

レストレイント SGV49 
周囲環境

温度 
200 ― 226 422 ― 

注記＊1：STS42 は STS410 相当を示す。 

  ＊2：SGV49 は SGV480 相当を示す。 
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4.2.4 設計荷重  

(1) 設計基準対象施設としての設計荷重 

設計基準対象施設としての設計荷重である，最高使用圧力，最高使用温度及び死荷重

は，既工認（参照図書(1)）からの変更はなく，次のとおりである。 

a.最高使用圧力及び最高使用温度 

圧力 3.43MPa 

温度 104℃ 

 

b.死荷重 

サプレッションチェンバスプレイ管＊  N/m 

スプレイ管案内管＊    N/m 

注記＊：管内保有水及びノズルの重量を含めた自重を死荷重とする。 

 

(2) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，以下のとおりとする。 

 

圧力ＰＳＡＤ  3.43MPa 

温度ＴＳＡＤ  200℃ 
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4.3 解析モデル及び諸元 

(1) 設計基準対象施設としての解析モデル及び諸元 

設計基準対象施設としての評価は，サプレッションチェンバスプレイ管質量及び内部水

質量を考慮して固有値解析及び構造強度評価を実施する。動的解析手法としては，スペク

トルモーダル解析法を用いる。 

解析モデルの概要を以下に示す。 

a. サプレッションチェンバスプレイ管は，3次元はり要素による有限要素解析手法を適

用する。解析モデルを図 4－1に，機器の諸元について表 4－7に示す。 

b. サプレッションチェンバスプレイ管及びスプレイ管案内管をモデル化し，固有値解

析及び構造強度評価を実施する。 

c. 拘束条件は，スプレイ管においては，レストレイントを支持条件（レストレイント

の向きに応じた並進拘束）とする。また，スプレイ管案内管においては，アンカ部

を固定条件（並進拘束及び回転拘束）とする。 

d. 解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用する。なお，評価に用いる解析コ

ードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 

 

(2) 重大事故等対処設備としての解析モデル及び諸元 

重大事故等時のサプレッションチェンバスプレイ管の解析モデル及び諸元は，設計基準

対象施設と同じとする。 

 

表 4－7 機器諸元（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

項目 記号 単位 入力値 

質量 
サプレッションチェンバスプレイ管 ｍ０ kg/m  

スプレイ管案内管 ｍ１ kg/m  

温度条件 ＴＤ ℃ 35 

縦弾性係数 Ｅ MPa 202000 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― ― 162 

節点数 ― ― 162 
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図 4－1 サプレッションチェンバスプレイ管の解析モデル 
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4.4 固有周期 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備における固有周期を表 4－8 に，振動モード図

を3次まで代表して図4－2に示す。固有周期は0.05秒を超えており，柔構造であることを

確認した。 

 

表 4－8 固有周期（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

モード 
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 0.149 0.023 0.000 -0.032 

2 次 0.148 0.000 0.004 0.000 

3 次 0.140 0.000 -0.002 0.000 

4 次 0.137 -0.026 0.000 -0.172 

5 次 0.127 -0.008 0.000 -0.013 

6 次 0.125 0.000 -0.026 0.000 

7 次 0.118 0.000 -0.001 0.000 

8 次 0.117 -0.045 0.000 -0.100 

23 次 0.054 0.089 0.000 -0.021 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積

から算出した値を示す。 

 

  

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
4-
4
-
1-
2
 
R1
 

 



 

15 

 

 

1 次モード 

 

 

 

2 次モード 

 

 

 

3 次モード 

 

図 4－2 振動モード図  
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－9に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数は 

Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 
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表 4－9(1) 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

設置高さ(m) 

ダイヤフラムフロア＊1 

原子炉格納容器 T.M.S.L. 10.8 ～ 8.9 

減衰定数(％) 水平： 2.0＊2  鉛直： 2.0＊2 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊3 
応答鉛直 

震度＊3 
応答水平震度＊3 

応答鉛直 

震度＊3 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 0.149       

2 次 0.148       

3 次 0.140       

4 次 0.137       

5 次 0.127       

6 次 0.125       

7 次 0.118       

8 次 0.117       

23 次 0.054       

24 次＊4 0.044 ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊5 0.58 0.58 0.52 1.15 1.15 1.05 

静的地震力＊6 0.67 0.67 0.29 ― ― ― 

注記＊1：ダイヤフラムフロアに支持構造物が設置されるため，原子炉建屋及び原子炉遮蔽壁を

包絡した震度を適用する。 

＊2：サプレッションチェンバスプレイ管は配管に区分されるため，Ⅴ-2-1-6「地震応答解

析の基本方針」に記載の配管の減衰定数を用いる。 

＊3：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊4：23次までは固有周期が0.050sより長いモード，24次は固有周期0.050s以下のモード

を示す。 

＊5：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊6：静的震度（3.6Ｃｉ及び 1.2ＣＶ）を示す。 
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表 4－9(2) 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

設置高さ(m) 

ダイヤフラムフロア＊1 

原子炉格納容器 T.M.S.L. 10.8 ～ 8.9 

減衰定数(％) 水平： 2.0＊2  鉛直： 2.0＊2 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊3 
応答鉛直 

震度＊3 
応答水平震度＊3 

応答鉛直 

震度＊3 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1 次 0.149       

2 次 0.148       

3 次 0.140       

4 次 0.137       

5 次 0.127       

6 次 0.125       

7 次 0.118       

8 次 0.117       

23 次 0.054       

24 次＊4 0.044 ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊5 ― ― ― 1.15 1.15 1.05 

静的地震力＊6 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：ダイヤフラムフロアに支持構造物が設置されるため，原子炉建屋及び原子炉遮蔽壁を

包絡した震度を適用する。 

＊2：サプレッションチェンバスプレイ管は配管に区分されるため，Ⅴ-2-1-6「地震応答解

析の基本方針」に記載の配管の減衰定数を用いる。 

＊3：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。 

＊4：23次までは固有周期が0.050sより長いモード，24次は固有周期0.050s以下のモード

を示す。 

＊5：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。 

＊6：静的震度（3.6Ｃｉ及び 1.2ＣＶ）を示す。 
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4.6 計算方法 

サプレッションチェンバスプレイ管の応力評価点は，サプレッションチェンバスプレイ管

を構成する各部材において，発生応力が最も大きくなる箇所とする。選定した応力評価点を

表 4－10 及び図 4－3に示す。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点 P1～P3 は「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析から得られた荷重を用いて

評価する。 

応力評価点 P4 はⅤ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計算について」に基づき評価する。 

 

 

表 4－10 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ スプレイ管 

Ｐ２ スプレイ管とスプレイ管案内管との接続部 

Ｐ３ スプレイ管案内管 

Ｐ４ レストレイント 
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図 4－3 サプレッションチェンバスプレイ管の応力評価点 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」及び「4.5 設計用地震力」

に示す。 

 

4.8 応力の評価 

「4.6 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。ただし，一次＋二次応力が許

容値を満足しない場合は，設計・建設規格 PPB-3536 に基づいて疲労評価を行い，疲労累積

係数が 1.0 以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

サプレッションチェンバスプレイ管の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 5－1及び表 5－2に示す。 

 

(2) 支持構造物評価結果（サプレッションチェンバスプレイ管支持構造物） 

支持構造物評価の結果を表 5－3に示す。 
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表 5－1 許容応力状態ⅢＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ） 

評価対象設備 応力評価点 応力分類 

ⅢＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

サプレッション 

チェンバ 

スプレイ管 

P1 スプレイ管 
一次応力 44 219 ○ 

 
一次＋二次応力 35 439 ○ 

P2 
スプレイ管とスプレイ管案内管 

との接続部 

一次応力 43 219 ○ 
 

一次＋二次応力 45 439 ○ 

P3 スプレイ管案内管 
一次応力 26 219 ○ 

 
一次＋二次応力 28 439 ○ 

 

表 5－2 許容応力状態ⅣＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 応力評価点 応力分類 

ⅣＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

サプレッション 

チェンバ 

スプレイ管 

P1 スプレイ管 
一次応力 59 364 ○ 

 
一次＋二次応力 65 439 ○ 

P2 
スプレイ管とスプレイ管案内管 

との接続部 

一次応力 56 364 ○ 
 

一次＋二次応力 77 439 ○ 

P3 スプレイ管案内管 
一次応力 32 364 ○ 

 
一次＋二次応力 46 439 ○ 
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表 5－3 支持構造物評価結果（Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ） 

応力評価点 型式 材質 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力 (kN) モーメント (kN・m) 応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) ＦＸ
＊ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

P4 レストレイント 架構 SGV480 104 19 0 6 ― ― ― 曲げ 108 547 

注記＊：周方向（配管軸方向）反力を示す。
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5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

サプレッションチェンバスプレイ管の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を

有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を表 5－4に示す。 

 

(2) 支持構造物評価結果（サプレッションチェンバスプレイ管支持構造物） 

支持構造物評価の結果を表 5－5に示す。 
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表 5－4 許容応力状態ⅤＡＳに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 応力評価点 応力分類 

ⅤＡＳ 

判定 備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

サプレッション 

チェンバ 

スプレイ管 

P1 スプレイ管 
一次応力 59 363 ○ 

 
一次＋二次応力 65 414 ○ 

P2 
スプレイ管とスプレイ管案内管 

との接続部 

一次応力 56 363 ○ 
 

一次＋二次応力 77 414 ○ 

P3 スプレイ管案内管 
一次応力 32 363 ○ 

 
一次＋二次応力 46 414 ○ 

 

表 5－5 支持構造物評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ） 

応力評価点 型式 材質 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力 (kN) モーメント (kN・m) 応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) ＦＸ
＊ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

P4 レストレイント 架構 SGV480 200 19 0 6 ― ― ― 曲げ 108 521 

注記＊：周方向（配管軸方向）反力を示す。
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6. 参照図書 

(1) 柏崎刈羽原子力発電所第７号機 第２回工事計画認可申請書 

Ⅳ-3-4-3-6「サプレッションチェンバスプレイ管の強度計算書」 
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（以

　　下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価

　　結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を

　　4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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格納容器下部注水系概略系統図（その１）

復水貯蔵槽

廃棄物

処理建屋

連絡トレンチ

原子炉建屋

廃棄物処理建屋タービン

建屋

復水

移送ポンプ

（Ｃ）（Ｂ）（Ａ）

M
U
W
C
-
W
-
1

M
U
W
C
-
W
-
1

格納容器下部注水系

概略系統図

（その２）へ

MUWC-W-1 HPCF-W-1

HPCF-W-1HPCF-W-1

H
P
C
F
-
W
-
1

H
P
C
F
-
W
-
1

M
U
W
C
-
R
-
1

＊
2

＊
1

HPCF-W-1

注記＊1：解析モデル上高圧炉心注水系に含める。

    ＊2：解析モデル上補給水系に含める。

連絡トレンチ廃棄物処理建屋

＊
2

3
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格納容器下部注水系概略系統図（その２）

原子炉建屋原子炉格納容器

MUWC-R-4

連絡トレンチ原子炉建屋

X-740

MUWC-R-4

MUWC-R-4

MUWC-R-1

M
U
WC
-R
-1

M
UW
C
-R
-4

M
UW
C
-R
-1

M
UW
C
-R
-
4

MUWC-R-1

屋外原子炉建屋

格納容器下部注水系

概略系統図（その３）より

格納容器下部注水系

概略系統図

（その１）より

MUWC-PD-1

M
UW
C-
R-
3

MUWC-W-1

復水補給水系

接続口（南）

MUWC-R-4

注記＊1：格納容器下部注水系及び代替循環冷却系

＊2：解析モデル上低圧代替注水系に含める。

＊2
＊2

＊1

4
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格納容器下部注水系概略系統図（その３）

格納容器下部注水系

概略系統図

（その２）へ

MUWC-R-3

M
U
W
C
-
R
-
3

M
U
W
C
-
R
-
3

MUWC-R-3

MUWC-R-3

MUWC-R-3B
復水補給水系

可搬式接続口

（屋内北）

復水補給水系

接続口（北）

＊

注記＊：解析モデル上低圧代替注水系に含める。

M
U
W
C
-
R
-
1

MUWC-R-3

屋外原子炉建屋

MUWC-R-3A

復水補給水系

可搬式接続口（東）

復水補給水系

可搬式接続口

（屋内東）

5
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊
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鳥瞰図 MUWC-PD-1
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3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙

　　 「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備

分類
*2

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*3 許容応力

状態
*4

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

　　＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊4：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

重大事故等
クラス２管

― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
格納容器

下部注水系
ＳＡ 常設／緩和

― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ原子炉格納施設
圧力低減設備

その他の安全設備
代替循環冷却系 ＳＡ 常設／緩和

重大事故等
クラス２管

9
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　 鳥瞰図　MUWC-PD-1

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1     2～17 0.62 200  114.3   6.0 STPG370 ― 200400

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
0
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　MUWC-PD-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

       7     

    1001     

      16     

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPG370 200 ― 148 345 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

MUWC-PD-1 原子炉本体基礎  
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　MUWC-PD-1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

動的震度
*2

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

1
4
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　MUWC-PD-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

1
5

K7 ① Ⅴ-2-9-4-4-2-1(重) R1                                                              



　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＭＵＷＣ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (1次)

1
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鳥瞰図 ＭＵＷＣ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＭＵＷＣ－ＰＤ－１

代表的振動モード図 (3次)
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 4.2  評価結果

　  4.2.1　管の応力評価結果

　　 　　　下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

 MUWC-PD-1 ⅤＡＳ   14 Ｓprm（Ｓｓ）    23   310 ― ― ―

 MUWC-PD-1 ⅤＡＳ   13 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ―    42  296 ―

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力

状態
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

2
0
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

― ― ― ― ― ― ―

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

RE-MUWC-P001 レストレイント Uプレート
SM400B
STKR400

200 2 3 0 ― ― ― せん断 5 106

応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

評価結果

モーメント (kN･m)

許容
荷重
(kN)

評価結果

支持構造物
番号

反力 (kN)

支持点荷重

種類 型式 材質
温度
(℃)

種類 型式
温度
(℃)

材質 計算
荷重
(kN)

2
1
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造強度評価結果
(MPa)

弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)

2
2
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管）

1 MUWC-PD-1 14 23 310 13.47 ○ 13 42 296 7.04 ○ ― ― ―

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅤＡＳ

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

代
表

評
価
点

2
3

K7 ① Ⅴ-2-9-4-4-2-1(重) R1E                                                             
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算

書作成の基本方針」に基づき，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構

造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。 

  

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解

析モデル単位に記載する。 

(2) 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点

の評価結果を代表として記載する。 

(3) 弁 

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維

持要求弁を代表として評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図 

 

概略系統図記号凡例 

 

記号 内容 

(太線) 工事計画書記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(細線) 

 

 

(破線) 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

記する管 

 鳥瞰図番号 

 アンカ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○-○-○○ 

工事計画書記載範囲の管のうち，本系統の管であって 

他計算書記載範囲の管  
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3
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9
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1
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3. 計算条件 

3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 

分類*1 

設備 

分類*2 

機器等 

の区分 

耐震 

重要度分類 
荷重の組合せ*3 

許容応力 

状態*4 

原子炉 

格納施設 

原子炉格納容器 

安全設備 

代替循環 

冷却系 
ＳＡ 常設／緩和 

重大事故等 

クラス 2 管 
― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ 

注記 ＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。 

＊4：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 
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4. 解析結果及び評価 

以下の計算書の重大事故等対処設備に含まれる。 

「Ⅴ-2-5-1 原子炉冷却系統施設の耐震計算結果」 

「Ⅴ-2-5-3-1-6 管の耐震性についての計算書」 

「Ⅴ-2-5-4-1-5 管の耐震性についての計算書」 

「Ⅴ-2-5-4-4-1 管の耐震性についての計算書」 

「Ⅴ-2-5-5-1-3 管の耐震性についての計算書」 

「Ⅴ-2-9-4-4-1-1 ドライウェルスプレイ管の耐震性についての計算書」 

「Ⅴ-2-9-4-4-2-1 管の耐震性についての計算書」 
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Ⅴ-2-9-4-5 放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備 

      並びに格納容器再循環設備の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-9-4-5-1 非常用ガス処理系の耐震性についての計算書 

 



Ⅴ-2-9-4-5-1-1  非常用ガス処理系乾燥装置の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づ

き，非常用ガス処理系乾燥装置が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説

明するものである。 

非常用ガス処理系乾燥装置は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故

等対処設備としての構造強度評価を示す。

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

非常用ガス処理系乾燥装置の構造計画を表 2－1に示す。
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表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

非常用ガス処理系乾燥

装置は架台に取付ボル

トで固定され，架台は

基礎ボルトで基礎に据

え付ける。 

角形ダクト式（湿分除

去装置，加熱コイルを

内蔵した乾燥装置）  

2
 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-1-1 R1 

3000 

1
7
0
0 

(単位:mm) 

1300 



 

 

 

2.2 評価方針 

非常用ガス処理系乾燥装置の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した

荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す非常用ガス処理

系乾燥装置の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」

にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 

構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に

示す。 

非常用ガス処理系乾燥装置の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 非常用ガス処理系乾燥装置の耐震評価フロー 
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3 

計算モデルの設定 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

地震時における応力 

非常用ガス処理系乾燥装置の構造強度評価 



 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社) 日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・ 

建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

Ａｅ 有効せん断断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

Ｇ せん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

1ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

2ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ｍｉ 運転時質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

ｎｑｉ せん断力を受けるボルトの本数＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ（ＲＴ） 

 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 
40℃における値＊1 

MPa 

 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 
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注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ， 1ｉ， 2ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ， 
ｎｑｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ（ＲＴ），σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以 

下のとおりとする。 
ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字 i の意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3： 1ｉ≦ 2ｉ  

6 

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入   有効数字 4桁＊2 

断面二次モーメント mm4 有効数字 5桁目 四捨五入   有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入   有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と

する。 
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3. 評価部位 

非常用ガス処理系乾燥装置の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについて実施する。非常用ガス処理系乾燥装

置の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

   非常用ガス処理系乾燥装置の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. 非常用ガス処理系乾燥装置の質量は重心に集中するものとする。 

b. 変形は非常用ガス処理系乾燥装置をはりと考えたときの曲げ及びせん断変形を考慮

する。 

c. 非常用ガス処理系乾燥装置は架台上にあり，架台は基礎ボルトで基礎に固定されて

おり，固定端とする。 

d. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

非常用ガス処理系乾燥装置は，図 4－1に示す下端固定の 1質点系振動モデルとして考

える。 

     ｍ1 

 
図 4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数Ｋは次式で表される。 

 

水平方向 ＫＨ＝           ･･････････････････ (4.1.1) 

 

 

 

鉛直方向 ＫＶ＝      ･････････････････････････････ (4.1.2) 

 

 

注記＊：断面積には，固有周期が大きく算出される有効せん断断面積Ａｅを用いる。 

 

したがって，固有周期は次式で求められる。 

 

水平方向 ＴＨ＝2・π・   ･･･････････････････････････ (4.1.3) 

 

 

鉛直方向 ＴＶ＝2・π・   ･･･････････････････････････ (4.1.4) 
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ｈ1
 

Ｇ・Ａｅ 
ｈ1

3 

3・Ｅ・Ｉ 

1000 

＋ 

ｈ1
 

Ｅ・Ａｅ 

1000 

ｍ1

ＫＨ

 

ｍ1

ＫＶ

 

＊ 
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4.2 固有周期の計算条件 
固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ガス処理系乾燥装置の耐震性に

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表4－1に示す。計算の結果，固有周期は0.05秒以下であり，剛であ 

ることを確認した。 

 

       表 4－1 固有周期 （単位：s） 

水平  

鉛直  
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X0064337
四角形



 

 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

   4.1 項 a.～d.のほか，次の条件で計算する。  

(1) 地震力は非常用ガス処理系乾燥装置に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものと

する。 

(2) 転倒方向は図 5－1及び図 5－2における長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書

には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(3) 基礎ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとする。 

また，取付ボルトに対するせん断力は，長辺方向にスライドできるものとし，固定部（2

本）のボルト本数のみで受けるものとする。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ガス処理系乾燥装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表5－2に示

す。 

 

5.2.2 許容応力 

非常用ガス処理系乾燥装置の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき 

表5－3のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用ガス処理系乾燥装置の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表5－5に示

す。
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  注記＊：クラス４管の支持構造物を含む。 

 

注記＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

  ＊2：重大事故等クラス２管の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉 

格納施設 

放射性物質濃

度制御設備及

び可燃性ガス

濃度制御設備

並びに格納容

器再循環設備 

非常用ガス処理系 

乾燥装置 
Ｓ   クラス４管＊ 

 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

表5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称   設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉 

格納施設 

放射性物質濃

度制御設備及

び可燃性ガス

濃度制御設備

並びに格納容

器再循環設備 

非常用ガス処理系 

乾燥装置 
常設／緩和 

重大事故等 

 クラス２管＊2 

 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を用

いる。） 

1
2
 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-1-1 R1 

＊
 



 

 

表5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-1-1 R1 

1
3
 

＊
 

＊
 



 

 

表5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 66 225 385 ― 

取付ボルト  最高使用温度 120   ― 

 

表5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 80 220 379 ― 

取付ボルト  最高使用温度 120   ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6及び表 5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7

「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 
T.M.S.L.23.5＊ 

  ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L.23.5＊ 
  ― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 

注記＊：基準床レベルを示す。  
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 5.4 計算方法 

   5.4.1 応力の計算方法 

基礎ボルト及び取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによ

って生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1(1) 計算モデル 

（短辺方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1(2) 計算モデル 

（短辺方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

ｍｉ・ＣＨ・g 
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16 16 

転倒支点となる 

ボルト列 
引張りを受ける 

ボルト列 

（ 1ｉ≦ 2ｉ） 

1ｉ 転倒支点 
ｈ

1
 ｈ
2
 

2ｉ 
 

転倒方向 

Ａ Ａ 

ｍｉ・(1－ＣＶ)・g 

Ａ～Ａ矢視図 

引張りを受ける 

ボルト列 
転倒支点となる 

ボルト列 

（ 1ｉ≦ 2ｉ） 

1ｉ 転倒支点 

ｈ
1
 ｈ
2
 

2ｉ 
 

転倒方向 

Ａ Ａ 

ｍｉ・(ＣＶ－1)・g 

Ａ～Ａ矢視図 

ｍｉ・ＣＨ・g 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2(1) 計算モデル 

（長辺方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

  

転倒支点

ｈ
1
 ｈ

2
 

( 1ｉ≦ 2ｉ) 

ｍｉ・ＣＨ・g 

ｍｉ・(1－ＣＶ)・g 

引張りを受ける 

ボルト列 
転倒支点となる 

ボルト列 

転倒方向 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

2ｉ 
 

1ｉ 
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図 5－2(2) 計算モデル 

（長辺方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

転倒支点

ｈ
1
 ｈ

2
 

( 1ｉ≦ 2ｉ) 

ｍｉ・ＣＨ・g 

ｍｉ・(ＣＶ－1)・g 

転倒支点となる 

ボルト列 
引張りを受ける 

ボルト列 

転倒方向 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

2ｉ 
 

1ｉ 
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 (1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1及び図 5－2に示すボルトを

支点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

計算モデル図 5－1(1)及び 5－2(1)の場合の引張力 

【絶対値和】 
      Ｆｂｉ＝ 

 

 ········  (5.4.1.1) 

計算モデル図 5－1(2)及び 5－2(2)の場合の引張力 

【絶対値和】 

      Ｆｂｉ＝ 

 

 ········  (5.4.1.2) 

 

引張応力 

ｂｉ

ｂｉ
ｂｉ

Ａ

Ｆ
σ  ·········································  (5.4.1.3) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

２

ｉｂｉ d・
4

π
Ａ  ······································  (5.4.1.4) 

 

(2) せん断応力 

  基礎ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。  

また，取付ボルトに対するせん断力は固定部（2本）のボルト本数のみで受け

るものとして計算する。 

 

せん断力 

　　・・ＣｍＱ Ｈｉｂｉ
 ·································  (5.4.1.5) 

 

せん断応力 

ｂｉｑｉ

ｂｉ
ｂｉ

・Ａｎ

Ｑ
τ  ····································  (5.4.1.6) 
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ｍｉ・g・ＣＨ・ｈｉ－ｍｉ・g・(1－ＣＶ)・ 1ｉ 

ｎｆｉ・( 1ｉ＋ 2ｉ) 

ｍｉ・g・ＣＨ・ｈｉ－ｍｉ・g・(1－ＣＶ)・ 2ｉ 

ｎｆｉ・( 1ｉ＋ 2ｉ) 



 

 

 5.5 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ガス処理系乾燥装置の耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

 5.6 応力の評価 

  5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以下であ 

ること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

   ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]  ････････  (5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下であるこ 

と。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ  

に よ る 荷 重 と の  

組 合 せ の 場 合  

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ガス処理系乾燥装置の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確

認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ガス処理系乾燥装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【非常用ガス処理系乾燥装置の耐震性についての計算結果】 
1. 設計基準対象施設 
1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 
床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ガス処理系 
乾燥装置 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.5＊   ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 120 66 

注記＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

1ｉ
＊1 

(mm) 
2ｉ

＊1 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ  ｎｆｉ
＊1 ｎｑｉ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
  

   

 
 6 

3 
6 

  2 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

  
   

 
 6 

3 
2 

  2 

  

部材 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

225＊2 
（16mm＜径≦40mm） 

385＊2 225 270 長辺 長辺 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

    長辺 長辺 

  

Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) Ａｅ(mm2) 

   3.161×109 2.340×104 

 

2
2
 

＊
 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：最高使用温度で算出 

X0064337
四角形
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1.3 計算数値 
1.3.1 ボルトに作用する力                                    (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

 
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

    

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

 
1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                          (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張り σb1＝19 ƒts1＝169＊ σb1＝54 ƒts1＝202＊ 

せん断 τb1＝11 ƒsb1＝130 τb1＝21 ƒsb1＝155 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
 

引張り σb2＝14 ƒts2＝444＊ σb2＝43 ƒts2＝444＊ 

せん断 τb2＝29 ƒsb2＝342 τb2＝56 ƒsb2＝342 

すべて許容応力以下である。                      注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]  

2
3
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2. 重大事故等対処設備 
2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ガス処理系 

乾燥装置 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.5＊   ― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 120 80 

注記＊：基準床レベルを示す。  

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

1ｉ
＊1 

(mm) 
2ｉ

＊1 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ  ｎｆｉ
＊1 ｎｑｉ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

  
   

 
 6 

3 
6 

  2 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

  
   

 
 6 

3 
2 

  2 

  

部材 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

220＊2 
（16mm＜径≦40mm） 

379＊2 ― 264 ― 長辺 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
  ―  ― 長辺 

  

Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) Ａｅ(mm2) 

   3.161×109 2.340×104 

 

2
4
 

＊
 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：最高使用温度で算出 



 

 

 
 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                    (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
―  ―  

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

―  ―  

 
2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                        (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張り ― ―  σb1＝54 ƒts1＝198＊ 

せん断 ― ― τb1＝21 ƒsb1＝152 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
 

引張り ― ― σb2＝43 ƒts2＝444＊ 

せん断 ― ― τb2＝56 ƒsb2＝342 

すべて許容応力以下である。                注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-1-1 R1 

2
5
 



 

 

 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-1-1 R1E 

2
6
 

11 

ｈ
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転倒方向 

Ａ～Ａ矢視図 
（取付ボルト） 

Ｂ～Ｂ矢視図 
（基礎ボルト） 

2
00
 

ｈ
1
 

21 

22 12 

基礎ボルト 
取付ボルト 
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全３モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の

　　許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，

　　計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モ

　　デルの評価結果を4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊
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3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」及び「ＮｕＰＩＡＳ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の

　　 概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備
分類

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*2,3 許容応力
状態

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊3：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

Ｓ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

原子炉格納施設

放射性物質濃度
制御設備及び
可燃性ガス濃度
制御設備並びに

格納容器再循環設備

非常用ガス処理系 ＤＢ ― クラス４管

7

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-1-2(設) R1                                                              



　 鳥瞰図　SGTS-R-3

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1    12～13,12～143 0.025 150  318.5  10.3 STPT410 Ｓ 196800

   14～73,65～92

   80～87,99～85

STPT410 Ｓ 196800  2 0.025 150  267.4   9.3

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

8
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　SGTS-R-3

質量 対応する評価点

     12～13,12～111

     14～30

      47～88,65～85

    112～118

     125～136

    136～137
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　SGTS-R-3

質量 対応する評価点

    74,93

    76,95

    88
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　SGTS-R-3

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

74～75    75～77   

77～78    78～79    

75～76    93～94    

94～96   96～97    

97～98    94～95    
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　SGTS-R-3

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   74,76,93,95    75,94

   77,96    78,97

   79,98
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　SGTS-R-3

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      22     

      31     

      35     

      48     

      54     

      67       

      83   

      88             

     106     

     117       

     128     

     135     

     143             

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT410 150 ― 214 404 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　  　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

 

 

 

 

 　　

SGTS-R-3 原子炉建屋
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　SGTS-R-3

応答鉛直震度
*1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 17 次

 18 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

　　＊3：3.6ＣＩ及び1.2ＣＶより定めた震度を示す。

動的震度
*2

静的震度
*3

適用する地震動等 Ｓｄ及び静的震度 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

応答水平震度
*1

1
6
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　SGTS-R-3

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 17 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

1
7
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　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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代表的振動モード図（1次）

SGTS-R-3

1
9
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＊＊＊＊－＊－＊SGTS-R-3

代表的振動モード図（2次）

2
0

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-1-2(設) R1                                                              



SGTS-R-3

代表的振動モード図（3次）

2
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 4.2　評価結果

    4.2.1　管の応力評価結果

　　       下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　クラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｄ） Ｓｙ
*

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

 SGTS-R-3 ⅢＡＳ   42 Ｓprm（Ｓｄ）    96   214 ― ― ―

 SGTS-R-3 ⅣＡＳ   42 Ｓprm（Ｓｓ）   184   363 ― ― ―

 SGTS-R-3 ⅣＡＳ   42 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ―   354  428 ―

  注記＊： オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと1.2Ｓｈのうち大きい方の値とする。

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力

状態
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

2
2
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

RO-SGTS-R005 ロッドレストレイント RSA3 16 52

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

AN-SGTS-R501 アンカ ラグ
SGV410
STKR400

100 16 12 18 12 11 10 曲げ 19 115

RE-SGTS-R013 レストレイント 架構 STKR400 66 0 16 90 ― ― ― 組合せ 79 150

応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

評価結果

モーメント(kN･m)

許容
荷重
(kN)

評価結果

支持構造物
番号

反力(kN)

支持点荷重

種類 型式 材質
温度

（℃）

種類 型式
温度

（℃）
材質 計算

荷重
(kN)

Ｖ-2-1-12「配管及び
支持構造物の耐震計算
について」参照

2
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

T22-F004A 止め弁 β(Sd) 2.9 1.3 6.0 6.0 ― ―

  注記＊：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を30Hzとして計算した結果を示す。

構造強度評価結果
(MPa)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度
＊

(×9.8m/s
2
)

2
4
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス２以下の管）

1 SGTS-R-1 30 24 220 9.16 ― 30 41 364 8.87 ― 30 70 440 6.28 ― ― ― ―

2 SGTS-R-2 2 14 214 15.28 ― 33 21 363 17.28 ― 33 33 428 12.96 ― ― ― ―

3 SGTS-R-3 42 96 214 2.22 ○ 42 184 363 1.97 ○ 42 354 428 1.20 ○ ― ― ―

注記＊：ⅢＡＳの一次＋二次応力の許容値はⅣＡＳと同様であることから，地震荷重が大きいⅣＡＳの一次＋二次応力裕度最小を代表とする。

No.
評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

疲労評価

許容応力状態　ⅣＡＳ

一次応力

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

一次＋二次応力
＊

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

許容応力状態　ⅢＡＳ

一次応力

配管モデル

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

2
5
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重大事故等対処設備
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全４モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の

　　許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，

　　計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モ

　　デルの評価結果を4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊
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3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」及び「ＮｕＰＩＡＳ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の

　　 概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備

分類
*2

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*3 許容応力

状態
*4

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

　　＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊4：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

ⅤＡＳ

ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ

原子炉冷却
系統施設

残留熱除去設備 耐圧強化ベント系 ＳＡ 常設耐震／防止
重大事故等
クラス２管

― ⅤＬ＋Ｓｓ

― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ

原子炉格納施設

放射性物質濃度
制御設備及び
可燃性ガス濃度
制御設備並びに

格納容器再循環設備

耐圧強化ベント系 ＳＡ 常設／緩和
重大事故等
クラス２管

―

原子炉格納施設

放射性物質濃度
制御設備及び
可燃性ガス濃度
制御設備並びに

格納容器再循環設備

非常用ガス処理系 ＳＡ 常設／緩和
重大事故等
クラス２管

7
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　 鳥瞰図　SGTS-R-3

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1     1～2 0.62 200  558.8   9.5 SM400C ― 201667

  2     7～8 0.62 171  558.8   9.5 SM400C ― 196800

  3    10～13,12～143 0.62 171  318.5  10.3 STPT410 ― 196800

  4    14～186,65～187 0.62 171  267.4   9.3 STPT410 ― 196800

   80～87,99～85

  186～73,187～92

STPT410 ― 196800  5 0.025 150  267.4   9.3

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

8
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　SGTS-R-3

質量 対応する評価点

      1～8

     10～13,12～111

     14～30

      47～88,65～85

    112～118

     125～136

    136～137

9

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
2
-
9
-
4
-
5
-
1
-
2
(
重

)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

X0064337
四角形



  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　SGTS-R-3

質量 対応する評価点

     3,5

    74,93

    76,95

    88
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　SGTS-R-3

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

3～4    4～6   

4～5    74～75    

75～77   77～78    

78～79    75～76    

93～94    94～96   

96～97    97～98    

94～95    
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　SGTS-R-3

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    3,5     4

    6    74,76,93,95

   75,94    77,96

   78,97    79,98
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　SGTS-R-3

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

       1             

      22     

      31     

      35     

      48     

      54     

      67       

      83   

      88             

     106     

     117       

     128     

     135     

     143   .   .   .   .   .   .

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SM400C 200 ― 193 373 ―

SM400C 171 ― 201 373 ―

STPT410 171 ― 211 404 ―

STPT410 150 ― 214 404 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

 

 

 

 

 　　

SGTS-R-3 原子炉建屋
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　SGTS-R-3

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 17 次

 18 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

動的震度
*2

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

1
6
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X0064337
四角形



 

各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　SGTS-R-3

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 17 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

1
7
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　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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代表的振動モード図（1次）

SGTS-R-3

1
9

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-1-2(重) R1                                                              



代表的振動モード図（2次）

SGTS-R-3

2
0
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代表的振動モード図（3次）

SGTS-R-3

2
1
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 4.2  評価結果

　  4.2.1　管の応力評価結果

　　 　　　下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

 SGTS-R-3 ⅤＡＳ   42 Ｓprm（Ｓｓ）   188   363 ― ― ―

 SGTS-R-3 ⅤＡＳ   42 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ―   354  422 ―

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力

状態
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

2
2
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

AN-SGTS-R502 アンカ ラグ SGV410 200 108 100 147 120 184 44 せん断 40 108

RE-SGTS-R013 レストレイント 架構 STKR400 100 0 16 90 ― ― ― 組合せ 79 135

計算
荷重
(kN)

許容
荷重
(kN)

種類 型式 材質
温度

（℃）

評価結果

RO-SGTS-R005 ロッドレストレイント RSA3
Ｖ-2-1-12「配管及び
支持構造物の耐震計算
について」参照

支持点荷重

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度

（℃）

16 52

評価結果

反力(kN) モーメント(kN･m)
応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

2
3
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造強度評価結果
(MPa)

弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)

2
4
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管）

1 SGTS-R-1 30 41 364 8.87 ― 30 70 440 6.28 ― ― ― ―

2 SGTS-R-2 33 21 363 17.28 ― 33 33 428 12.96 ― ― ― ―

3 SGTS-R-3 42 188 363 1.93 ○ 42 354 422 1.19 ○ ― ― ―

4 HCVS-R-1 10 96 371 3.86 ― 85 244 300 1.22 ― ― ― ―

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅤＡＳ

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

2
5
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，非常用ガス処理系排風機が設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を

有していることを説明するものである。 

非常用ガス処理系排風機は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，非常用ガス処理系排風機は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の横軸ポンプと類

似の構造であるため，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポンプの耐震性につい

ての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

非常用ガス処理系排風機の構造計画を表2－1に示す。

1 
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表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

排風機は排風機ベースに

固定され，排風機ベース

は基礎ボルトで基礎に据

え付ける。 

遠心式（遠心直結型フ

ァン） 

 

 

 

 

2 

（単位：mm） 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

非常用ガス処理系排風機の構造強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 

横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ガス処理系排風機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表3－2に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

非常用ガス処理系排風機の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき 

表3－3のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用ガス処理系排風機の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表3－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表3－5に示す。 

 

3.3 計算条件 

    応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ガス処理系排風機の耐震性についての

計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納

施設 

放射性物質濃

度制御設備及

び可燃性ガス

濃度制御設備

並びに格納容

器再循環設備 

非常用ガス処理系 

排風機 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納

施設 

放射性物質濃

度制御設備及

び可燃性ガス

濃度制御設備

並びに格納容

器再循環設備 

非常用ガス処理系 

排風機 
常設／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限 

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表3－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 66 225 385 ― 

ケーシング取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
最高使用温度 150 198 373 ― 

原動機取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 66 225 385 ― 

 

表3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 80 220 379 ― 

ケーシング取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
最高使用温度 150 198 373 ― 

原動機取付ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 80 220 379 ― 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

非常用ガス処理系排風機の動的機能維持評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料 

-1 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

非常用ガス処理系排風機は地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性

であるため，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確

認済加速度を表4－1に示す。 

 

表4－1 機能確認済加速度 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ファン 遠心直結型ファン 

水平 2.3 

鉛直 1.0 

原動機 
横形ころがり 

軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 

7 

(×9.8m/s2) 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ガス処理系排風機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ガス処理系排風機の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有し

ていることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【非常用ガス処理系排風機の耐震性についての計算結果】 
1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
排風機振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ガス処理系 

排風機 
Ｓ 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 24.215 

(T.M.S.L. 23.5＊1) 
 ―＊2  ―＊2 ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.38 ＣＰ＝0.21 150 66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1 
(mm) 

２ｉ＊1 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ  ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
  

   

 
 8 

4 

  2 

ケーシング取付ボルト 

(ｉ＝2) 
  

   

 
 4 

1 

  2 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
  

   

 
 4 

2 

  2 

  

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

ＭＰ 

(N・mm) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
225＊2 

（16mm＜径≦40mm） 
385＊2 225 270 軸 軸 ― 

ケーシング取付ボルト 

(ｉ＝2) 
198＊3 

（16mm＜径≦40mm） 
373＊3 198 237 軸 軸 ― 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
225＊2 

（16mm＜径≦40mm） 
385＊2 225 270 軸直角 軸直角 4.775×104 

  

ＨＰ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：最高使用温度で算出 
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四角形
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1.3 計算数値 
1.3.1 ボルトに作用する力                                   (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
    

ケーシング取付ボルト 

(ｉ＝2) 
    

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
 

 

   

 
1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                                 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張り σｂ1＝13 ƒｔｓ1＝169＊ σｂ1＝41 ƒｔｓ1＝202＊ 

せん断 τｂ1＝12 ƒｓｂ1＝130 τｂ1＝22 ƒｓｂ1＝155 

ケーシング取付ボルト 

(ｉ＝2) 
SS400 

引張り σｂ2＝47 ƒｔｓ2＝148＊ σｂ2＝86 ƒｔｓ2＝178＊ 

せん断 τｂ2＝5 ƒｓｂ2＝114 τｂ2＝9 ƒｓｂ2＝137 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
SS400 

引張り σｂ3＝5 ƒｔｓ3＝169＊ σｂ3＝10 ƒｔｓ3＝202＊ 

せん断 τｂ3＝4 ƒｓｂ3＝130 τｂ3＝6 ƒｓｂ3＝155 

すべて許容応力以下である。                        注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 
1.4.2 動的機能の評価結果                          (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ファン 
水平方向 1.03 2.3 

鉛直方向 0.93 1.0 

原動機 
水平方向 1.03 4.7 

鉛直方向 0.93 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。
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2. 重大事故等対処設備 
2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
排風機振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ガス処理系 

排風機 
常設／緩和 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 24.215 

(T.M.S.L. 23.5＊1) 
―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝1.53 ＣＶ＝1.38 ＣＰ＝0.21 150 80 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1 
(mm) 

２ｉ＊1 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ  ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 

(ｉ＝1)  
 8 

4 

2 

ケーシング取付ボルト 

(ｉ＝2) 
 

 
 4 

1 

2 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
 

 
 4 

2 

 2 

  

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

ＭＰ 

(N・mm) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
220＊2 

（16mm＜径≦40mm） 
379＊2 ― 264 ― 軸 ― 

ケーシング取付ボルト 

(ｉ＝2) 
198＊3 

（16mm＜径≦40mm） 
373＊3 ― 237 ― 軸 ― 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
220＊2 

（16mm＜径≦40mm） 
379＊2 ― 264 ― 軸直角 4.775×104 

  

ＨＰ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 
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注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：最高使用温度で算出 

X0064337
四角形
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2.3 計算数値 
2.3.1 ボルトに作用する力                                             (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
― ― 

 

ケーシング取付ボルト 

(ｉ＝2) 
― ―  

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
―  ― 

 
2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                                     (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張り ― ― σｂ1＝41 ƒｔｓ1＝198＊ 

せん断 ― ― τｂ1＝22 ƒｓｂ1＝152 

ケーシング取付ボルト 

(ｉ＝2) 
SS400 

引張り ― ― σｂ2＝86 ƒｔｓ2＝178＊ 

せん断 ― ― τｂ2＝9 ƒｓｂ2＝137 

原動機取付ボルト 

(ｉ＝3) 
SS400 

引張り ― ― σｂ3＝10 ƒｔｓ3＝198＊ 

せん断 ― ― τｂ3＝6 ƒｓｂ3＝152 

すべて許容応力以下である。                           注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 
2.4.2 動的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ファン 
水平方向 1.03 2.3 

鉛直方向 0.93 1.0 

原動機 
水平方向 1.03 4.7 

鉛直方向 0.93 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度(1.0・ZPA)はすべて機能確認済加速度以下である。
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づ

き，非常用ガス処理系フィルタ装置が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を説明するものである。 

非常用ガス処理系フィルタ装置は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故

等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大

事故等対処設備としての構造強度評価を示す。

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

非常用ガス処理系フィルタ装置の構造計画を表 2－1に示す。
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表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

非常用ガス処理系フィ

ルタ装置は架台に取付

ボルトで固定され，架

台は基礎ボルトで基礎

に据え付ける。 

高性能粒子フィルタ及

びよう素用チャコール

フィルタ 

（角形ダクト式） 

 

2 
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（単位:mm） 

8800 

 

1
70
0 

フィルタ装置 

取付ボルト 

架台 

基礎ボルト 

1600 

 



 

 

 

2.2 評価方針 

非常用ガス処理系フィルタ装置の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定

した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す非常用ガス

処理系フィルタ装置の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固

有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まるこ

とを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 

評価結果」に示す。 

非常用ガス処理系フィルタ装置の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 非常用ガス処理系フィルタ装置の耐震評価フロー 
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計算モデルの設定 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

地震時における応力 

非常用ガス処理系フィルタ装置の 

構造強度評価 



 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社) 日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・ 

建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

Ａｅ 有効せん断断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1 本当たり）＊1 N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

Ｇ せん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

1ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

2ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

ｍｉ 運転時質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

ｎｑｉ せん断力を受けるボルトの本数＊1 ― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ（ＲＴ） 

 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 8に定める材料の 

40℃における値＊1 

MPa 

 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 
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注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，1ｉ，2ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ， 

ｎｑｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ（ＲＴ），σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以 

下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字 iの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：1ｉ≦2ｉ  

6 

＊
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ―  整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入   有効数字 4桁＊2 

断面二次モーメント mm4 有効数字 5桁目 四捨五入   有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入   有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と

する。 
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3. 評価部位 

非常用ガス処理系フィルタ装置の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについて実施する。非常用ガス処理系フ

ィルタ装置の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

   非常用ガス処理系フィルタ装置の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. 非常用ガス処理系フィルタ装置の質量は重心に集中するものとする。 

b. 変形は非常用ガス処理系フィルタ装置をはりと考えたときの曲げ及びせん断変形を

考慮する。 

c. 非常用ガス処理系フィルタ装置は架台上にあり，架台は基礎ボルトで基礎に固定さ

れており，固定端とする。 

d. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

非常用ガス処理系フィルタ装置は，図 4－1に示す下端固定の 1質点系振動モデルとし

て考える。 

     ｍ1 

 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数Ｋは次式で表される。 

 

水平方向 ＫＨ＝           ･･････････････････ (4.1.1) 

 

 

 

鉛直方向 ＫＶ＝      ･････････････････････････････ (4.1.2) 

 

  

注記＊：断面積には，固有周期が大きく算出される有効せん断断面積Ａｅを用いる。 

 

したがって，固有周期は次式で求められる。 

 

水平方向 ＴＨ＝2・π・   ･･･････････････････････････ (4.1.3) 

 

 

鉛直方向 ＴＶ＝2・π・   ･･･････････････････････････ (4.1.4) 

ｈ
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ｈ1
 

Ｇ・Ａｅ 

ｈ1
3 

3・Ｅ・Ｉ 

1000 

＋ 

ｈ1
 

Ｅ・Ａｅ 

1000 

√
ｍ1

ＫＨ

 

√
ｍ1

ＫＶ
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ガス処理系フィルタ装置の耐震

性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05秒以下であり，剛であ 

ることを確認した。 

 

       表 4－1 固有周期 （単位：s） 

水平  

鉛直 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

   4.1項 a.～d.のほか，次の条件で計算する。  

(1) 地震力は非常用ガス処理系フィルタ装置に対して水平方向及び鉛直方向から作用するも

のとする。 

(2) 転倒方向は図 5－1及び図 5－2における長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書

には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(3) 基礎ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとする。 

また，取付ボルトに対するせん断力は，長辺方向にスライドできるものとし，固定部（2

本）のボルト本数のみで受けるものとする。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

非常用ガス処理系フィルタ装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表5－2

に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

非常用ガス処理系フィルタ装置の許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き表5－3のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

非常用ガス処理系フィルタ装置の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表5－5に

示す。
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  注記＊：クラス４管の支持構造物を含む。 

 

注記＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

  ＊2：重大事故等クラス２管の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

表5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉 

格納施設 

放射性物質濃

度制御設備及

び可燃性ガス

濃度制御設備

並びに格納容

器再循環設備 

非常用ガス処理系 

フィルタ装置 
Ｓ   クラス４管＊ 

 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

表5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称   設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉 

格納施設 

放射性物質濃

度制御設備及

び可燃性ガス

濃度制御設備

並びに格納容

器再循環設備 

非常用ガス処理系 

フィルタ装置 
常設／緩和 

重大事故等 

 クラス２管＊2 

 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を用

いる。） 
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表5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 66 225 385 ― 

取付ボルト 最高使用温度 150 ― 

 

表5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 80 220 379 ― 

取付ボルト 最高使用温度 150 ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6及び表 5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7

「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 
T.M.S.L.23.5＊ 

ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L.23.5＊ 
― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 

注記＊：基準床レベルを示す。  
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 5.4 計算方法 

   5.4.1 応力の計算方法 

基礎ボルト及び取付ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによ

って生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1(1) 計算モデル 

（短辺方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1(2) 計算モデル 

（短辺方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

ｍｉ・ＣＨ・g 
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転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 

（1ｉ≦2ｉ） 

1ｉ 転倒支点 
ｈ

1
 ｈ
2 

2ｉ 

 

転倒方向 

Ａ Ａ 

ｍｉ・(1－ＣＶ)・g 

Ａ～Ａ矢視図 

引張りを受ける 

ボルト列 

転倒支点となる 

ボルト列 

（1ｉ≦2ｉ） 

1ｉ 転倒支点 

ｈ
1
 ｈ
2 

2ｉ 

 

転倒方向 

Ａ Ａ 

ｍｉ・(ＣＶ－1)・g 

Ａ～Ａ矢視図 

ｍｉ・ＣＨ・g 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2(1) 計算モデル 

（長辺方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

  

転倒支点 

ｈ
1
 ｈ

2 

(1ｉ≦2ｉ) 

ｍｉ・ＣＨ・g 

ｍｉ・(1－ＣＶ)・g 

引張りを受ける 

ボルト列 

転倒支点となる 

ボルト列 

転倒方向 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

2ｉ 

 

1ｉ 
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図 5－2(2) 計算モデル 

（長辺方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

転倒支点 

ｈ
1
 ｈ

2 

(1ｉ≦2ｉ) 

ｍｉ・ＣＨ・g 

ｍｉ・(ＣＶ－1)・g 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張りを受ける 

ボルト列 

転倒方向 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

2ｉ 

 

1ｉ 
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 (1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1及び図 5－2に示すボルトを

支点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

計算モデル図 5－1(1)及び 5－2(1)の場合の引張力 

【絶対値和】 

      Ｆｂｉ＝ 

 

 ········  (5.4.1.1) 

計算モデル図 5－1(2)及び 5－2(2)の場合の引張力 

【絶対値和】 

      Ｆｂｉ＝ 

 

 ········  (5.4.1.2) 

 

引張応力 

ｂｉ

ｂｉ
ｂｉ

Ａ

Ｆ
σ   ·········································  (5.4.1.3) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

２

ｉｂｉ d・
4

π
Ａ   ······································  (5.4.1.4) 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。 

また，取付ボルトに対するせん断力は固定部（2本）のボルト本数のみで受 

けるものとして計算する。 

 

せん断力 

　　・・ＣｍＱ Ｈｉｂｉ  ·································  (5.4.1.5) 

 

せん断応力 

ｂｉｑｉ

ｂｉ
ｂｉ

・Ａｎ

Ｑ
τ   ····································  (5.4.1.6) 
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ｍｉ・g・ＣＨ・ｈｉ－ｍｉ・g・(1－ＣＶ)・1ｉ 

ｎｆｉ・(１ｉ＋２ｉ) 

ｍｉ・g・ＣＨ・ｈｉ－ｍｉ・g・(1－ＣＶ)・2ｉ 

ｎｆｉ・(１ｉ＋２ｉ) 



 

 

 5.5 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用ガス処理系フィルタ装置の耐震性につ

いての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

 5.6 応力の評価 

  5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓｉ以下であ 

ること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

   ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]  ････････  (5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下であるこ 

と。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ  

に よ る 荷 重 と の  

組 合 せ の 場 合  

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

Ｆ

2
・1.5

ｉ

 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 

 

Ｆ

1.5・ 3
・1.5

ｉ 
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＊
 



 

 

6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

非常用ガス処理系フィルタ装置の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

非常用ガス処理系フィルタ装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【非常用ガス処理系フィルタ装置の耐震性についての計算結果】 
1. 設計基準対象施設 
1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 
床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ガス処理系 
フィルタ装置 

Ｓ 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.5＊  ＣＨ＝0.78 ＣＶ＝0.71 ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 150 66 

注記＊：基準床レベルを示す。 
1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

1ｉ＊1 

(mm) 

2ｉ＊1 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ  ｎｆｉ＊1  ｎｑｉ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

 
18 

9 
18 

2 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

 
18 

9 
2 

2 

   

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 

225＊2 

（16mm＜径≦40mm） 
385＊2 225 270 短辺 長辺 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 短辺 長辺 

  

Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) Ａｅ(mm2) 

  5.940×109 2.880×104 
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＊
 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：最高使用温度で算出 

 

X0064337
四角形

X0064337
四角形



 

 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-1-4 R1 

 

1.3 計算数値 
1.3.1 ボルトに作用する力                                    (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

 
弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 
  

 
1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                          (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張り σb1＝13 ƒts1＝169＊ σb1＝59 ƒts1＝202＊ 

せん断 τb1＝12 ƒsb1＝130 τb1＝22 ƒsb1＝155 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

引張り σb2＝10 ƒts2＝444＊ σb2＝50 ƒts2＝329＊ 

せん断 τb2＝95 ƒsb2＝342 τb2＝184 ƒsb2＝342 

すべて許容応力以下である。               注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]  
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2. 重大事故等対処設備 
2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び 
床面高さ(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

非常用ガス処理系 
フィルタ装置 

常設／緩和 
原子炉建屋 

T.M.S.L. 23.5＊ ― ― ＣＨ＝1.51 ＣＶ＝1.38 150 80 

注記＊：基準床レベルを示す。  

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

1ｉ＊1 
(mm) 

2ｉ＊1 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ  ｎｆｉ＊1  ｎｑｉ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

 18 
9 

18 
2 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

 
 

18 
9 

2 
2 

    

 部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ 

又は静的震度

ｓ 度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

220＊2 
（16mm＜径≦40mm） 

379＊2 ― 264 ― 長辺 

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

― ― 長辺 

 

 
 
 

   

Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) Ａｅ(mm2) 

  5.940×109 2.880×104 
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＊
 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し， 

下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：最高使用温度で算出 

X0064337
四角形



 

 

2.3 計算数値 
2.3.1 ボルトに作用する力                                    (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
― ―  

取付ボルト 
(ｉ＝2) 

― ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                        (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
SS400 

引張り ― ― σb1＝59 ƒts1＝198＊ 

せん断 ― ― τb1＝22 ƒsb1＝152 

取付ボルト 

(ｉ＝2) 

引張り ― ― σb2＝50 ƒts2＝329＊ 

せん断 ― ― τb2＝184 ƒsb2＝342 

すべて許容応力以下である。                注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-1-4 R1 
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Ａ～Ａ矢視図 
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Ⅴ-2-9-4-5-2 可燃性ガス濃度制御系の耐震性についての計算書 

 



Ⅴ-2-9-4-5-2-1　管の耐震性についての計算書
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全４モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の

　　許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，

　　計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モ

　　デルの評価結果を4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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可燃性ガス濃度制御系概略系統図

可燃性ガス濃度制御系

再結合装置（Ａ）

ドライウェル

可燃性ガス濃度制御系

再結合装置（Ｂ）

サプレッションチェンバ

原子炉建屋

原子炉建屋

BF007
MO

BF008
MO

AF007
MO

AF008
MO

BF001
MO

BF003
MO

AF001
MO

AF003
MO

FCS-R-1

FCS-R-3

FCS-R-2

FCS-R-4

X-112X-82

X-253X-242

原子炉格納容器

原子炉格納容器

3

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-2-1(設) R1                                                             



 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊
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鳥瞰図 FCS-R-1(1/2)

 

 

  

5

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-2-1(設) R1                                                             



鳥瞰図 FCS-R-1(2/2)

 

 

  

6

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-2-1(設) R1                                                             



鳥瞰図 FCS-R-4(1/5)
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K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-2-1(設) R1                                                             



鳥瞰図 FCS-R-4(2/5)

  

  

8

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-2-1(設) R1                                                             



鳥瞰図 FCS-R-4(3/5)

  

 

 

9

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-2-1(設) R1                                                             



鳥瞰図 FCS-R-4(4/5)

  

  

1
0

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-2-1(設) R1                                                             



鳥瞰図 FCS-R-4(5/5)

  

1
1

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-2-1(設) R1                                                             



3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙

　　 「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備
分類

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*2,3 許容応力
状態

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊3：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

Ｓ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

原子炉格納施設

放射性物質濃度
制御設備及び
可燃性ガス濃度
制御設備並びに

格納容器再循環設備

可燃性ガス
濃度制御系

ＤＢ ―
クラス２管
クラス３管

1
3
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　 鳥瞰図　FCS-R-1

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1    1A～2F 0.31 171  114.3   6.0 SUS304TP Ｓ 191720

  2    2F～5F,6F～20S 0.31 171  114.3   6.0 STPT410 Ｓ 200360

  3   20S～38,44～70 0.31 171  114.3   6.0 STPT410 Ｓ 201667

  4    39～43 0.31 171   89.1   5.5 STPT410 Ｓ 201667

  5    74～78,82～84 0.31 171  114.3   6.0 STPT410 Ｓ 200400

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
4

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-2-1(設) R1                                                             



　 鳥瞰図　FCS-R-4

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1     2～8 0.31 104  165.2   7.1 STPT410 Ｓ 201667

  2    12～16,20～70S 0.31 171  165.2   7.1 STPT410 Ｓ 201667

  3   70S～77F 0.31 171  165.2   7.1 STPT410 Ｓ 200360

  4   80F～81A 0.31 171  165.2   7.1 SUS304TP Ｓ 191720

    　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　FCS-R-1

質量 対応する評価点

     2F

      5F,6F
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　FCS-R-4

質量 対応する評価点

    77F,80F
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　FCS-R-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

70～71   71～72   

72～73    71～74   

78～79   79～80   

80～81    79～82   
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　FCS-R-4

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

8～9   9～10   

10～11    9～12   

16～17   17～18   

18～19    17～20   
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　FCS-R-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

   70,74,78,82    71,79

   72,80    73,81
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　FCS-R-4

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    8,12,16,20     9,17

   10,18    11,19
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　FCS-R-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      1A             

       7       

      16     

      26     

      30     

      34     

      37   

      45     

      55     

      75     

      77   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　FCS-R-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **    6 **   

                

     15Z   

 **   29 **   

                 

 **   29 **   

                

      35       

      46   

      58     

      64       

      74       

     81A             

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SUS304TP 171 ― 150 413 113

STPT410 171 ― 211 404 ―

STPT410 104 ― 219 404 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

FCS-R-1 原子炉建屋  

FCS-R-4 原子炉建屋  
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　FCS-R-1

応答鉛直震度
*1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

　　＊3：3.6ＣＩ及び1.2ＣＶより定めた震度を示す。

動的震度
*2

静的震度
*3

適用する地震動等 Ｓｄ及び静的震度 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

応答水平震度
*1

2
6
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　FCS-R-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

2
7

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-2-1(設) R1                                                             



　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＦＣＳ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (1次)

2
9
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鳥瞰図 ＦＣＳ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＦＣＳ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (3次)

3
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　     固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　FCS-R-4

応答鉛直震度
*1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 11 次

 12 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

　　＊3：3.6ＣＩ及び1.2ＣＶより定めた震度を示す。

動的震度
*2

静的震度
*3

適用する地震動等 Ｓｄ及び静的震度 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

応答水平震度
*1

3
2
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　FCS-R-4

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 11 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

3
3

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-2-1(設) R1                                                             



　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＦＣＳ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (1次)

3
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鳥瞰図 ＦＣＳ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (2次)
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鳥瞰図 ＦＣＳ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (3次)
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 4.2　評価結果

    4.2.1　管の応力評価結果

　　       下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　クラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｄ） Ｓｙ
*

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

FCS-R-4 ⅢＡＳ    7 Ｓprm（Ｓｄ）    97   219 ― ― ―

FCS-R-1 ⅣＡＳ   84 Ｓprm（Ｓｓ）   148   363 ― ― ―

FCS-R-1 ⅣＡＳ   84 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ―   279  422 ―

  注記＊： オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと1.2Ｓｈのうち大きい方の値とする。

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力

状態
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

3
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

SNM-FCS-R048 メカニカルスナッバ SMS-10B-100 13 150

SH-FCS-R044 スプリングハンガ VSA4B-11 6 7

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

RE-FCS-R033 レストレイント Uボルト
SS400
SM400B

171 11 8 0 ― ― ― 組合せ 73 138

応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

評価結果

種類 型式
温度
(℃)

材質 計算
荷重
(kN)

許容
荷重
(kN)

評価結果

Ⅴ-2-1-12「配管及び支
持構造物の耐震計算に
ついて」参照

支持構造物
番号

反力 (kN)

支持点荷重

種類 型式 材質
温度
(℃)

モーメント (kN･m)

3
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

T49-F001A 止め弁 β(Sd) 1.2 1.1 6.0 6.0 ― ―

T49-F007B 止め弁 β(Sd) 2.5 1.1 6.0 6.0 ― ―

  注記＊：機能維持評価用加速度は，打ち切り振動数を30Hzとして計算した結果を示す。

構造強度評価結果
(MPa)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度
＊

(×9.8m/s
2
)

4
0
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス２以下の管）

1 FCS-R-1 84 79 211 2.67 ― 84 148 363 2.45 ○ 84 279 422 1.51 ○ ― ― ―

2 FCS-R-2 6 45 219 4.86 ― 6 71 363 5.11 ― 6 136 438 3.22 ― ― ― ―

3 FCS-R-3 80 81 211 2.60 ― 80 121 363 3.00 ― 80 165 422 2.55 ― ― ― ―

4 FCS-R-4 7 97 219 2.25 ○ 7 139 363 2.61 ― 7 201 438 2.17 ― ― ― ―

注記＊：ⅢＡＳの一次＋二次応力の許容値はⅣＡＳと同様であることから，地震荷重が大きいⅣＡＳの一次＋二次応力裕度最小を代表とする。

許容応力状態　ⅢＡＳ

一次応力

配管モデル

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

No.
評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

疲労評価

許容応力状態　ⅣＡＳ

一次応力

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

一次＋二次応力
＊

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

4
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（以

　　下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価

　　結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を

　　4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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可燃性ガス濃度制御系概略系統図

可燃性ガス濃度制御系

再結合装置（Ａ）

ドライウェル

可燃性ガス濃度制御系

再結合装置（Ｂ）

サプレッションチェンバ

格納容器圧力

逃がし装置より

原子炉建屋

原子炉建屋

FCS-R-4

X-242

原子炉格納容器

原子炉格納容器

＊

FCS-R-4

＊

注記＊：格納容器圧力逃がし装置

　　　　解析モデル上本系統に含める。

3
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊
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鳥瞰図 FCS-R-4(1/5)
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鳥瞰図 FCS-R-4(2/5)
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鳥瞰図 FCS-R-4(3/5)

  

7

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-2-1(重) R1                                                             



鳥瞰図 FCS-R-4(4/5)
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鳥瞰図 FCS-R-4(5/5)
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3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙

　　 「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。

10

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
2
-
9
-
4
-
5
-
2
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備

分類
*2

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*3 許容応力

状態
*4

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

　　＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊4：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

ⅤＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ

重大事故等
クラス２管

― ⅤＡＳ

原子炉格納施設

放射性物質濃度
制御設備及び
可燃性ガス濃度
制御設備並びに

格納容器再循環設備

格納容器圧力
逃がし装置

ＳＡ 常設／緩和
重大事故等
クラス２管

― ⅤＡＳ

原子炉格納施設 圧力逃がし装置
格納容器圧力
逃がし装置

ＳＡ 常設／緩和

― ⅤＡＳ
原子炉冷却
系統施設

残留熱除去設備
格納容器圧力
逃がし装置

ＳＡ 常設耐震／防止
重大事故等
クラス２管

1
1
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　 鳥瞰図　FCS-R-4

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1     2～7 0.62 200  165.2   7.1 STPT410 ― 201667

  2     7～140W 0.62 200   60.5   3.9 S25C ― 201667

  3  140W～143W 0.62 200   60.5   3.9 STPT410 ― 201667

 144W～157W,158W～172W

 173W～174A

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

SUS316LTP 193667  4 1.00 200   60.5   3.9 ―

1
2
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　FCS-R-4

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

143W～144W    157W～158W    

172W～173W    
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　FCS-R-4

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

 143W～144W  157W～158W,172W～173W
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　FCS-R-4

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

 **    6 **   

                

    1401     

    1581     

     161     

     164     

     169     

    174A             

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)

15

K
7
 
①

 
Ⅴ

-
2
-
9
-
4
-
5
-
2
-
1
(
重
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT410 200 ― 207 404 ―

S25C 200 ― 218 406 ―

SUS316LTP 200 ― 120 407 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

FCS-R-4 原子炉建屋  
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　FCS-R-4

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 11 次

 12 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

動的震度
*2

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期

(s)

応答水平震度
*1

1
8
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　FCS-R-4

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 11 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期

(s)

刺激係数
*

1
9
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　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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鳥瞰図 ＦＣＳ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (1次)

2
1
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鳥瞰図 ＦＣＳ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (2次)

2
2
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鳥瞰図 ＦＣＳ－Ｒ－４

代表的振動モード図 (3次)
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 4.2  評価結果

　  4.2.1　管の応力評価結果

　　 　　　下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

FCS-R-4 ⅤＡＳ    7 Ｓprm（Ｓｓ）   142   363 ― ― ―

FCS-R-4 ⅤＡＳ    7 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ―   204  414 ―

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力

状態
最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

2
4
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

SNM-FCS-R046 メカニカルスナッバ SMS-10A-100 4 150

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

FCVSDOP-45A アンカ ラグ SUS316L 200 1 6 3 2 1 1 組合せ 101 108

FCVSDOP-47R レストレイント 架構 STKR400 100 0 3 3 ― ― ― 組合せ 48 113

応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

評価結果

種類 型式
温度
(℃)

材質 計算
荷重
(kN)

許容
荷重
(kN)

評価結果

Ⅴ-2-1-12「配管及び支
持構造物の耐震計算に
ついて」参照

支持構造物
番号

反力 (kN)

支持点荷重

種類 型式 材質
温度
(℃)

モーメント (kN･m)

2
5
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造強度評価結果
(MPa)

弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)

2
6
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管）

1 FCS-R-4 7 142 363 2.55 ○ 7 204 414 2.02 ○ ― ― ―

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
代
表

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅤＡＳ

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

裕度
評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

代
表

評
価
点

2
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づ

き，静的触媒式水素再結合器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明

するものである。 

静的触媒式水素再結合器は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類さ

れる。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

静的触媒式水素再結合器の構造計画を表2－1から表2－5に示す。静的触媒式水素再結合器

は，形状の異なる5種類の架台形状があり，1つの架台につき静的触媒式水素再結合器本体を2

台又は3台取り付けている。
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2.2 評価方針 

静的触媒式水素再結合器の応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷

重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す静的触媒式水素再

結合器の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び

諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容

限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認する

ことで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

静的触媒式水素再結合器の耐震評価フローを図2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 静的触媒式水素再結合器の耐震評価フロー 

地震応答解析 

地震時における応力 

静的触媒式水素再結合器の構造強度評価 
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2.3  適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社) 日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ１ 

Ａｂ２ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ１ 

ｄ２ 

Ｅ 

Ｅｓ 

Ｆ 

Ｆｂｐ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

ƒｓｂ 

ƒｔ 

ƒｔo 

ƒｔｓ 

ｍo 

ｍoｌ 

，１，２

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｎ１ 

ｎ２ 

ｎｆ１ 

ｎｆ２ 

 

ｎｆ３ 

 

Ｑｂｐ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 
 

取付ボルトの軸断面積 

基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

取付ボルトの呼び径 

基礎ボルトの呼び径 

静的触媒式水素再結合器本体の縦弾性係数 

架台の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

取付ボルトに作用する引張力 

架台に作用する力（Ｘ方向） 

架台に作用する力（Ｙ方向） 

架台に作用する力（Ｚ方向） 

ボルトの許容せん断応力 

静的触媒式水素再結合器本体及び架台の許容引張応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

静的触媒式水素再結合器本体1台あたりの質量 

架台を含めた全体の質量 

基礎ボルト間距離 

架台に作用するモーメント（Ｘ軸周り） 

架台に作用するモーメント（Ｙ軸周り） 

架台に作用するモーメント（Ｚ軸周り） 

せん断力を受ける取付ボルトの本数 

せん断力を受ける基礎ボルトの本数 

引張力を受ける取付ボルトの本数 

架台に作用する力（Ｆｘ）により引張力を受ける 

基礎ボルトの本数 

架台に作用するモーメント（Ｍｙ，Ｍｚ）により引張力を受ける 

基礎ボルトの本数 

取付ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

mm2 

mm2 

― 

― 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

kg 

kg 

mm 

N・mm 

N・mm 

N・mm 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｔ 

ν 

σｂａ 

σｂｐ 

σｐ 

σｓ 

τｂａ 

τｂｐ 

温度条件 

ポアソン比 

基礎ボルトに作用する引張応力 

取付ボルトに作用する引張応力 

静的触媒式水素再結合器本体に作用する組合せ応力 

架台に作用する組合せ応力 

基礎ボルトに作用するせん断応力 

取付ボルトに作用するせん断応力 

℃ 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表2－6に示すとおりとする。 

 

表 2－6 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ―  整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N・mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は，

比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

静的触媒式水素再結合器の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す

条件に基づき，耐震評価上厳しくなる静的触媒式水素再結合器本体，架台，取付ボルト，基礎

ボルトについて実施する。 

静的触媒式水素再結合器の耐震評価部位については，表2－1から表2－5の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 地震力は，静的触媒式水素再結合器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものと

し，原則として，強度評価において組み合わせるものとする。なお，取付ボルト及び基

礎ボルトにおいては，作用する荷重の算出において組み合わせるものとする。 

(2) 静的触媒式水素再結合器本体は，壁に設置した架台に熱膨張を逃がすために設置した皿

バネを介して，それぞれ4本の取付ボルトで取り付ける。静的触媒式水素再結合器本体は

取付ボルト4本で固定されているが，熱膨張を逃がす構造となっていることから，引張力

及びせん断力を受けるボルトは，保守的に1本とする。 

(3) 架台は，壁に基礎ボルトで取り付ける。 

(4) 基礎ボルト部及び取付ボルト部は，剛体として評価する。 

(5) 静的触媒式水素再結合器本体及び架台は，三次元のシェル要素でモデル化する。 

(6) 触媒カートリッジは，剛性を期待せず質量のみ考慮する。 

(7) 取付ボルト及び基礎ボルトの応力は，解析結果で得られた荷重（反力，モーメント）を

用いて，理論式により算出する。 

(8) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

静的触媒式水素再結合器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

静的触媒式水素再結合器の許容応力は，Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき 

表4－2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

静的触媒式水素再結合器の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表4－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊ 1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉 

格納施設 

放射性物質濃

度制御設備及

び可燃性ガス

濃度制御設備

並びに格納容

器再循環設備 

静的触媒式 

水素再結合器 
常設／緩和 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容 

  限界を用いる。） 

注記＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 14
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表4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・f ｔ 1.5・f ｔ 1.5・f ｓ ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

 許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は 

評価を省略する。 
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＊
 

＊
 

＊
 



 

 

表 4－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ） 

（MPa） 

静的触媒式水素

再結合器本体 

 

   
最高使用温度 300 

架台 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
最高使用温度 300 170 373 ― 

取付ボルト SUS316L 最高使用温度 300 105 374 175 

基礎ボルト 
SS400 

（径≦16mm） 
周囲環境温度 

100 

 （300＊） 
170 373 ― 

注記＊：周囲環境温度は 100℃であるが，保守的に機器の最高使用温度である 300℃を使用する。 

16
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4.3 解析モデル及び諸元 

静的触媒式水素再結合器の解析モデルを図4－1に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を本計算書の【静的触媒式水素再結合器の耐震性についての計算結果】のその他

の機器要目に示す。 

(1) 静的触媒式水素再結合器本体及び架台は，三次元のシェル要素でモデル化する。 

(2) 拘束条件として，架台は壁への取付部を固定端とする。また，静的触媒式水素再結合器

本体は，架台に取付ボルトで固定する。なお，基礎ボルト部及び取付ボルト部は，剛体

として評価する。 

(3) 静的触媒式水素再結合器本体及び架台の質量は，密度にて与えるものとする。また，カ

ートリッジの質量は，静的触媒式水素再結合器本体の前後面に分布荷重として与える。 

(4) 取付ボルト及び基礎ボルトの応力は，解析結果で得られた荷重（反力，モーメント）を

用いて，理論式により算出する。 

(5) 解析コードは，「ＮＸ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値，静的触媒式水素再結合器

本体及び架台の応力を求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等

の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1（1） 解析モデル（静的触媒式水素再結合器（その１）（その２）（その４）） 
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図4－1（2） 解析モデル（静的触媒式水素再結合器（その３）（その５）） 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表4－4に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛であることを確認

した。 

 

表 4－4 固有周期 

形状 モード 卓越方向 
固有周期 

（s） 

刺激係数 

水平方向 
鉛直方向 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 

その１ 
1次 水平 0.040 ― ― ― 

2次 鉛直 0.037 ― ― ― 

その２ 
1次 水平 0.040 ― ― ― 

2次 鉛直 0.037 ― ― ― 

その３ 
1次 鉛直 0.039 ― ― ― 

2次 水平 0.036 ― ― ― 

その４ 
1次 鉛直 0.037 ― ― ― 

2次 水平 0.034 ― ― ― 

その５ 
1次 鉛直 0.039 ― ― ― 

2次 水平 0.035 ― ― ― 

 

4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表4－5に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき

設定する。 

 

    表 4－5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震力Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

T.M.S.L. 31.7 

（T.M.S.L. 38.2＊1） 

 0.040＊2  0.039＊2 ― ― ＣＨ＝2.03 ＣＶ＝1.45 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：形状（その１～その５）のうち，最も大きいものを代表で記載する。  
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4.6 計算方法 

4.6.1 静的触媒式水素再結合器本体 

静的触媒式水素再結合器本体の応力は，自重，鉛直方向地震及び水平方向地震（Ｘ,

Ｙ）を考慮し，三次元シェル要素による解析結果を用いる。ここで，応力の算出式は下

記による。 

 

応力の種類 単位 応力算出式 

組合せ応力 MPa σｘ２＋σｙ２－σｘσｙ＋３τｘｙ２ 

 

4.6.2 架台 

架台の応力は，静的触媒式水素再結合器本体と同様に，自重，鉛直方向地震及び水平

方向地震（Ｘ,Ｙ）を考慮し，三次元シェル要素による解析結果を用いる。応力の算出式

は静的触媒式水素再結合器本体と同様である。 

 

4.6.3 取付ボルト 

取付ボルトの応力は，解析結果で得られた反力から理論式により引張応力及びせん断応

力を算出する。 

解析で得られた取付ボルト部の反力を表4－6に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

図4－2 計算モデル（短辺方向転倒）
 

Ａ～Ａ矢視図

引張りを受ける
ボルト

転倒支点となる
ボルト列

ＡＡ

転倒支点

Ｆｂｐ

Ｑｂｐ

転倒方向
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転倒支点となる
ボルト列引張りを受ける

ボルト

Ａ～Ａ矢視図

転倒方向

転倒支点

ＡＡ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4－3 計算モデル（長辺方向転倒） 
 
 

表4－6 取付ボルト発生反力          （単位：N）

形状 対象機器 
反力 

Ｆｂｐ Ｑｂｐ 

その１ 
静的触媒式 

水素再結合器 
497.7 2.365×103 

その２ 
静的触媒式 

水素再結合器 
497.7 2.365×103 

その３ 
静的触媒式 

水素再結合器 
498.2 3.585×103 

その４ 
静的触媒式 

水素再結合器 
498.3 1.413×103 

その５ 
静的触媒式 

水素再結合器 
498.5 3.709×103 
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(1) 引張応力 

取付ボルトに対する引張力は図4－2及び図4－3で取付ボルトを支点とする転倒を考

え，この片側の取付ボルト1本で受けるものとして計算する。 

 

引張応力 
 

Ｆｂｐ 
σｂｐ＝          ･･･････････････････････････････････････････（4.6.3.1） 

Ａｂ１ 

 

取付ボルトの軸断面積Ａｂ１は，次式により求める。 
 

π 
Ａｂ１＝    ・ｄ１

2  ･･････････････････････････････････････････････（4.6.3.2） 
4 

(2) せん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，取付ボルト1本で受けるものとして計算する。 

 

せん断応力 
 

Ｑｂｐ 

τｂｐ＝            ･････････････････････････････････････････････（4.6.3.3） 
Ａｂ１ 
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4.6.4 基礎ボルト 

(1) 2本の場合 

基礎ボルトの応力は，解析で得られた反力及びモーメントから理論式により，引張

応力及びせん断応力を算出する。 

解析で得られた架台基礎ボルト部の反力及びモーメントを表4－7に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－4 計算モデル（架台基礎ボルト部）

 

基礎ボルト



Z

Y
X

Z

X
Y

Ｆｙ

Ｆｚ

Ｆｘ

Ｍｘ

Ｍｚ

Ｍｙ

Z

X
Y
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表4－7 基礎ボルトの発生反力，モーメント 

形状 対象機器 
反力（N） モーメント（N･mm） 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

その１ 
静的触媒式 

水素再結合器 
1.211×103 1.007×103 1.320×103 1.275×105 7.231×105 ― 

その２ 
静的触媒式 

水素再結合器 
1.211×103 1.007×103 1.320×103 1.577×105 7.487×105 ― 

その３ 
静的触媒式 

水素再結合器 
1.353×103 1.774×103 1.919×103 2.191×105 1.145×106 ― 

 

 

a. 引張応力 

基礎ボルトに対する引張応力は，次式により求める。 

 

引張応力 

 
Ｆｘ              Ｍｙ 

σｂａ＝       ＋         ･･････････････････････（4.6.4.1） 
ｎｆ２･Ａｂ２     ｎｆ３･・Ａｂ２ 

 

基礎ボルトの軸断面積Ａｂ２は，次式により求める。 
 

π 
Ａｂ２＝    ・ｄ２

2  ･････････････････････････････････････････････（4.6.4.2） 
4 

 

b. せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断応力は，次式により求める。 

 

せん断応力 

 
Ｆｙ2＋Ｆｚ2              Ｍｘ 

τｂａ＝                  ＋                      ･･･････････････（4.6.4.3） 
ｎ２･Ａｂ２         ｎ２･     ・Ａｂ２ 

 


2
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(2) 4本の場合 

基礎ボルトの応力は，解析で得られた反力及びモーメントから理論式により，引張

応力及びせん断応力を算出する。 

解析で得られた架台基礎ボルト部の反力及びモーメントを表4－8に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－5 計算モデル（架台基礎ボルト部）

 

Z

Y
X

Ｆｙ

Ｆｚ

Ｆｘ

Ｍｘ

Ｍｚ

Ｍｙ

Z

X
Y

2

1

基礎ボルト

Z

X
Y
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表4－8 基礎ボルトの発生反力，モーメント 

形状 対象機器 
反力（N） モーメント（N･mm） 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

その４ 
静的触媒式 

水素再結合器 
852.8 857.5 1.343×103 1.337×105 7.231×105 1.954×105 

その５ 
静的触媒式 

水素再結合器 
1.353×103 1.589×103 1.937×103 1.863×105 1.145×106 2.700×105 

 

 

a. 引張応力 

基礎ボルトに対する引張応力は，次式により求める。 

 

引張応力 

 
Ｆｘ              Ｍｙ              Ｍｚ 

σｂａ＝       ＋        ＋         ･･････（4.6.4.4） 
ｎｆ２･Ａｂ２     ｎｆ３･１･Ａｂ２     ｎｆ３･２･Ａｂ２ 

 

基礎ボルトの軸断面積Ａｂ２は，次式により求める。 
 

π 
Ａｂ２＝    ・ｄ２

2  ･････････････････････････････････････････････（4.6.4.5） 
4 

 

b. せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断応力は，次式により求める。 

 

せん断応力 

 
Ｆｙ2＋Ｆｚ2              Ｍｘ 

τｂａ＝                  ＋                       ･･････････････（4.6.4.6） 
ｎ２･Ａｂ２       ｎ２・         ・Ａｂ２ 

 

１ 2+２ 2
2
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（静的触媒式水素再結合器本体及び架台）及び荷重（地震荷重）は，

本計算書の【静的触媒式水素再結合器の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要

目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 静的触媒式水素再結合器本体及び架台の応力評価 

4.6.1項及び4.6.2項で求めた静的触媒式水素再結合器本体及び架台の組合せ応力が許

容応力ƒｔ以下であること。 

ただし，ƒｔは下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 

 

・1.5 

 

4.8.2 取付ボルト及び基礎ボルトの応力評価 

4.6.3項で求めた取付ボルトの引張応力σｂｐ及び4.6.4項で求めた基礎ボルトの引張

応力σｂａは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表に

よる。なお，次式のうちτｂは取付ボルトではτｂp，基礎ボルトではτｂa と読み替え

る。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4･ƒｔｏ－1.6･τｂ，ƒｔｏ] ・････････････････････････････（4.8.2.1） 

 

せん断応力τｂp及びτｂa はせん断力のみを受ける取付ボルト及び基礎ボルトの許容

せん断応力 ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 

・1.5 

 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 

               ・1.5 

 

 

Ｆ 

2 

＊
 

Ｆ 

1.5 

＊
 

1.5･ 3 

Ｆ 

＊
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

静的触媒式水素再結合器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 



 

 

【静的触媒式水素再結合器（その１）の耐震性についての計算結果】 

 1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

静的触媒式 

水素再結合器 

（その１） 

常設／緩和 

原子炉建屋 

 T.M.S.L. 31.7 

（T.M.S.L. 38.2＊1） 

0.040 0.037 ― ― ＣＨ＝2.03 ＣＶ＝1.45  300 
100 

（300＊2） 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
  ＊2：周囲環境温度は 100℃であるが，保守的に機器の最高使用温度である 300℃を使用する。 

 
1.2 機器要目 

ｍｏ 

（kg） 

ｍｏｌ 

（kg） 


（mm） 

Ｅ 

（MPa） 

Εｓ 

（MPa） 
ν 

ｄ１ 

（mm） 

Ａｂ１ 

（mm2） 

ｄ２ 

（mm） 

Ａｂ２ 

（mm2） 
ｎ１ ｎf１＊ ｎ２ ｎf２ ｎf３ 

0.3 
12 

（M12） 
113.1 

12 

（M12） 
113.1 1 

1 
2 2 1 

1 

注記＊：上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

部材 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

静的触媒式 

水素再結合器本体 

架台 
170 

（厚さ≦16mm） 
373 204 

取付ボルト 105 374 141 

基礎ボルト 
170 

（径≦16mm） 
373 204 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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1.3 計算数値 

1.3.1  取付ボルトに作用する力                          （単位：N） 

部材 

Ｆｂｐ Ｑｂｐ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト ― 497.7 ― 2.365×103 

 

1.3.2  基礎ボルトに作用する力                                                 （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 1.211×103 ― 1.007×103 ― 1.320×103 

 

 

1.3.3 基礎ボルトに作用するモーメント                                       （単位：N・mm） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 1.275×105 ― 7.231×105 ― ― 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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  1.4 結論 

1.4.1  固有周期              （単位：s） 

モード 固有周期 卓越方向 

１次 0.040 水平 

 

1.4.2  応力及び許容荷重                                                                         （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

静的触媒式 

水素再結合器本体 
SUS304相当 組合せ ― ― σｐ  ＝  126 ƒｔ  ＝  171 

架台 SS400 組合せ ― ― σｓ  ＝   86 ƒｔ  ＝  204 

取付ボルト SUS316L 
引張り ― ― σｂｐ＝    5 ƒｔs ＝  106＊ 

せん断 ― ― τｂｐ＝   21 ƒｓb ＝   81 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂａ＝   19 ƒｔs ＝  122＊ 

せん断 ― ― τｂａ＝   10 ƒｓb ＝   94 

すべて許容応力以下である。                          注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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【静的触媒式水素再結合器（その２）の耐震性についての計算結果】 

 2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

静的触媒式 

水素再結合器 

（その２） 

常設／緩和 

原子炉建屋 

 T.M.S.L. 31.7 

（T.M.S.L. 38.2＊1） 

0.040 0.037 ― ― ＣＨ＝2.03 ＣＶ＝1.45  300 
100 

（300＊2） 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
  ＊2：周囲環境温度は 100℃であるが，保守的に機器の最高使用温度である 300℃を使用する。 

 

2.2 機器要目 

ｍｏ 

（kg） 

ｍｏｌ 

（kg） 


（mm） 

Ｅ 

（MPa） 

Εｓ 

（MPa） 
ν 

ｄ１ 

（mm） 

Ａｂ１ 

（mm2） 

ｄ２ 

（mm） 

Ａｂ２ 

（mm2） 
ｎ１ ｎf１＊ ｎ２ ｎf２ ｎf３ 

0.3 
12 

（M12） 
113.1 

12 

（M12） 
113.1 1 

1 
2 2 1 

1 

注記＊：上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

部材 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ  

（MPa） 

静的触媒式 

水素再結合器本体 

架台 
170 

（厚さ≦16mm） 
373 204 

取付ボルト 105 374 141 

基礎ボルト 
170 

（径≦16mm） 
373 204 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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2.3 計算数値 

2.3.1  取付ボルトに作用する力                           （単位：N） 

部材 

Ｆｂｐ Ｑｂｐ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト ― 497.7 ― 2.365×103 

 

2.3.2  基礎ボルトに作用する力                                                （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 1.211×103 ― 1.007×103 ― 1.320×103 

 

 

2.3.3 基礎ボルトに作用するモーメント                                      （単位：N・mm） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 1.577×105 ― 7.487×105 ― ― 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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2.4 結論 

2.4.1  固有周期              （単位：s） 

モード 固有周期 卓越方向 

１次 0.040 水平 

 

2.4.2  応力及び許容荷重                                                                        （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

静的触媒式 

水素再結合器本体 
SUS304相当 組合せ ― ― σｐ  ＝  126 ƒｔ  ＝  171 

架台 SS400 組合せ ― ― σｓ  ＝   86 ƒｔ  ＝  204 

取付ボルト SUS316L 
引張り ― ― σｂｐ＝    5 ƒｔs ＝  106＊ 

せん断 ― ― τｂｐ＝   21 ƒｓb ＝   81 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂａ＝   19 ƒｔs ＝  122＊ 

せん断 ― ― τｂａ＝   11 ƒｓb ＝   94 

すべて許容応力以下である。                                           注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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【静的触媒式水素再結合器（その３）の耐震性についての計算結果】 

 3. 重大事故等対処設備 

3.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

静的触媒式 

水素再結合器 

（その３） 

常設／緩和 

原子炉建屋 

 T.M.S.L. 31.7 

（T.M.S.L. 38.2＊1） 

0.036 0.039 ― ― ＣＨ＝2.03 ＣＶ＝1.45  300 
100 

（300＊2） 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
  ＊2：周囲環境温度は 100℃であるが，保守的に機器の最高使用温度である 300℃を使用する。 

 

3.2 機器要目 

ｍｏ 

（kg） 

ｍｏｌ 

（kg） 


（mm） 

Ｅ 

（MPa） 

Εｓ 

（MPa） 
ν 

ｄ１ 

（mm） 

Ａｂ１ 

（mm2） 

ｄ２ 

（mm） 

Ａｂ２ 

（mm2） 
ｎ１ ｎf１＊ ｎ２ ｎf２ ｎf３ 

0.3 
12 

（M12） 
113.1 

12 

（M12） 
113.1 1 

1 
2 2 1 

1 

注記＊：上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

部材 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ  

（MPa） 

静的触媒式 

水素再結合器本体 

架台 
170 

（厚さ≦16mm） 
373 204 

取付ボルト 105 374 141 

基礎ボルト 
170 

（径≦16mm） 
373 204 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 

 

＊
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X0064337
四角形



 

 

3.3 計算数値 

3.3.1  取付ボルトに作用する力                          （単位：N） 

部材 

Ｆｂｐ Ｑｂｐ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト ― 498.2 ― 3.585×103 

 

3.3.2  基礎ボルトに作用する力                                               （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 1.353×103 ― 1.774×103 ― 1.919×103 

 

 

3.3.3 基礎ボルトに作用するモーメント                                      （単位：N・mm） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 2.191×105 ― 1.145×106 ― ― 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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3.4 結論 

3.4.1  固有周期              （単位：s） 

モード 固有周期 卓越方向 

１次 0.039 鉛直 

 

3.4.2  応力及び許容荷重                                                                        （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

静的触媒式 

水素再結合器本体 
SUS304相当 組合せ ― ― σｐ  ＝  125 ƒｔ  ＝  171 

架台 SS400 組合せ ― ― σｓ  ＝   75 ƒｔ  ＝  204 

取付ボルト SUS316L 
引張り ― ― σｂｐ＝    5 ƒｔs ＝   98＊ 

せん断 ― ― τｂｐ＝   32 ƒｓb ＝   81 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂａ＝   27 ƒｔs ＝  122＊ 

せん断 ― ― τｂａ＝   16 ƒｓb ＝   94 

すべて許容応力以下である。                                注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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【静的触媒式水素再結合器（その４）の耐震性についての計算結果】 

 4. 重大事故等対処設備 

4.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

静的触媒式 

水素再結合器 

（その４） 

常設／緩和 

原子炉建屋 

 T.M.S.L. 31.7 

（T.M.S.L. 38.2＊1） 

0.034 0.037 ― ― ＣＨ＝2.03 ＣＶ＝1.45  300 
100 

（300＊2） 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
  ＊2：周囲環境温度は 100℃であるが，保守的に機器の最高使用温度である 300℃を使用する。 

 
4.2 機器要目 

ｍｏ 

（kg） 

ｍｏｌ 

（kg） 
１ 

（mm） 

２ 

（mm） 

Ｅ 

（MPa） 

Εｓ 

（MPa） 
ν 

ｄ１ 

（mm） 

Ａｂ１ 

（mm2） 

ｄ２ 

（mm） 

Ａｂ２ 

（mm2） 
ｎ１ ｎf１＊ ｎ２ ｎf２ ｎf３ 

0.3 
12 

（M12） 
113.1 

12 

（M12） 
113.1 1 

1 
4 4 2 

1 

注記＊：上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

部材 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ  

（MPa） 

静的触媒式 

水素再結合器本体 

架台 
170 

（厚さ≦16mm） 
373 204 

取付ボルト 105 374 141 

基礎ボルト 
170 

（径≦16mm） 
373 204 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 

 

＊
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4.3 計算数値 

4.3.1  取付ボルトに作用する力                          （単位：N） 

部材 

Ｆｂｐ Ｑｂｐ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト ― 498.3 ― 1.413×103 

 

4.3.2  基礎ボルトに作用する力                                               （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 852.8 ― 857.8 ― 1.343×103 

 

 

4.3.3 基礎ボルトに作用するモーメント                                     （単位：N・mm） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 1.337×105 ― 7.231×105 ― 1.954×105 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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4.4 結論 

4.4.1  固有周期              （単位：s） 

モード 固有周期 卓越方向 

１次 0.037 鉛直 

 

4.4.2  応力及び許容荷重                                                                                      （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

静的触媒式 

水素再結合器本体 
SUS304相当 組合せ ― ― σｐ  ＝  122 ƒｔ  ＝  171 

架台 SS400 組合せ ― ― σｓ  ＝   59 ƒｔ  ＝  204 

取付ボルト SUS316L 
引張り ― ― σｂｐ＝    5 ƒｔs ＝  106＊ 

せん断 ― ― τｂｐ＝   13 ƒｓb ＝   81 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂａ＝   16 ƒｔs ＝  122＊ 

せん断 ― ― τｂａ＝    5 ƒｓb ＝   94 

すべて許容応力以下である。                                          注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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【静的触媒式水素再結合器（その５）の耐震性についての計算結果】 

 5. 重大事故等対処設備 

5.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

静的触媒式 

水素再結合器 

（その５） 

常設／緩和 

原子炉建屋 

 T.M.S.L. 31.7 

（T.M.S.L. 38.2＊1） 

0.035 0.039 ― ― ＣＨ＝2.03 ＣＶ＝1.45  300 
100 

（300＊2） 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
  ＊2：周囲環境温度は 100℃であるが，保守的に機器の最高使用温度である 300℃を使用する。 

 

5.2 機器要目 

ｍｏ 

（kg） 

ｍｏｌ 

（kg） 
１ 

（mm） 

２ 

（mm） 

Ｅ 

（MPa） 

Εｓ 

（MPa） 
ν 

ｄ１ 

（mm） 

Ａｂ１ 

（mm2） 

ｄ２ 

（mm） 

Ａｂ２ 

（mm2） 
ｎ１ ｎf１＊ ｎ２ ｎf２ ｎf３ 

0.3 
12 

（M12） 
113.1 

12 

（M12） 
113.1 1 

1 
4 4 2 

1 

注記＊：上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

部材 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ  

（MPa） 

静的触媒式 

水素再結合器本体 

架台 
170 

（厚さ≦16mm） 
373 204 

取付ボルト 105 374 141 

基礎ボルト 
170 

（径≦16mm） 
373 204 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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X0064337
四角形



 

 

5.3 計算数値 

5.3.1  取付ボルトに作用する力                          （単位：N） 

部材 

Ｆｂｐ Ｑｂｐ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト ― 498.5 ― 3.709×103 

 

5.3.2  基礎ボルトに作用する力                                                （単位：N） 

部材 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 1.353×103 ― 1.589×103 ― 1.937×103 

 

 

5.3.3 基礎ボルトに作用するモーメント                                      （単位：N・mm） 

部材 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ― 1.863×105 ― 1.145×106 ― 2.700×105 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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5.4 結論 

5.4.1  固有周期              （単位：s） 

モード 固有周期 卓越方向 

１次 0.039 鉛直 

  

5.4.2  応力及び許容荷重                                                                       （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

静的触媒式 

水素再結合器本体 
SUS304相当 組合せ ― ― σｐ  ＝  121 ƒｔ  ＝  171 

架台 SS400 組合せ ― ― σｓ  ＝   68 ƒｔ  ＝  204 

取付ボルト SUS316L 
引張り ― ― σｂｐ＝    5 ƒｔs ＝   96＊ 

せん断 ― ― τｂｐ＝   33 ƒｓb ＝   81 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂａ＝   24 ƒｔs ＝  122＊ 

せん断 ― ― τｂａ＝    8 ƒｓb ＝   94 

すべて許容応力以下である。                           注記 ＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]  

K7 ① Ⅴ-2-9-4-5-3-1 R1 
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架台

基礎ボルト（ケミカルアンカ）

取付ボルト

静的触媒式水素再結合器本体

Ｆｂｐ

Ｑｂｐ

Ｆｘ

Ｆｚ


取付ボルト

 

 

静的触媒式水素再結合器（その１） 

 

 

架台

基礎ボルト（ケミカルアンカ）

取付ボルト

静的触媒式水素再結合器本体

Ｆｂｐ

Ｑｂｐ

Ｆｘ

Ｆｚ


取付ボルト

 

 

静的触媒式水素再結合器（その２） 
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架台

基礎ボルト（ケミカルアンカ）

取付ボルト

静的触媒式水素再結合器本体

Ｆｂｐ

Ｑｂｐ

Ｆｘ

Ｆｚ


取付ボルト

 

 

静的触媒式水素再結合器（その３） 

 

 

架台

基礎ボルト（ケミカルアンカ）

取付ボルト

静的触媒式水素再結合器本体

Ｆｂｐ

Ｑｂｐ

Ｆｘ

Ｆｚ 1

2

取付ボルト

 

 

静的触媒式水素再結合器（その４） 
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架台
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静的触媒式水素再結合器（その５） 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算

書作成の基本方針」に基づき，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構

造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。 

  

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解

析モデル単位に記載する。 

(2) 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点

の評価結果を代表として記載する。 

(3) 弁 

機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維

持要求弁を代表として評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図 

 

概略系統図記号凡例 

 

記号 内容 

(太線) 工事計画書記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(細線) 

 

 

(破線) 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管

のうち，他系統の管であって系統の概略を示すため

に表記する管 

 鳥瞰図番号 

 アンカ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○-○-○○ 

工事計画書記載範囲の管のうち，本系統の管であって 

他計算書記載範囲の管  
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3. 計算条件 

3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 

分類*1 

設備 

分類*2 

機器等 

の区分 

耐震 

重要度分類 
荷重の組合せ*3 

許容応力 

状態*4 

原子炉 

格納施設 

放射性物質濃

度制御設備及

び可燃性ガス

濃度制御設備

並びに格納容

器再循環設備 

耐圧強化 

ベント系 
ＳＡ 常設／緩和 

重大事故等 

クラス 2 管 
― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ 

原子炉 

冷却系統 

施設 

残留熱除去 

設備 

耐圧強化 

ベント系 
ＳＡ 常設耐震／防止 

重大事故等 

クラス 2 管 
― ⅤＬ＋Ｓｓ ⅤＡＳ 

注記 ＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。 

＊4：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。 
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4. 解析結果及び評価 

以下の計算書の重大事故等対処設備に含まれる。 

「Ⅴ-2-9-4-5-1-2 管の耐震性についての計算書」 

「Ⅴ-2-9-4-6-1-1 管の耐震性についての計算書」 
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Ⅴ-2-9-4-5-5 格納容器圧力逃がし装置の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-9-4-5-5-1  ドレン移送ポンプの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9 「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，格納容器圧力逃がし装置のドレン移送ポンプが設計用地震力に対して十分な構

造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

ドレン移送ポンプは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常

設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的

機能維持評価を示す。 

なお，ドレン移送ポンプは，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の横軸ポンプであるた

め，構造強度評価はⅤ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポンプの耐震性についての

計算書作成の基本方針」に基づき評価を行う。また，ドレン移送ポンプは，Ⅴ-2-1-9「機能維

持の基本方針」に記載されていない原動機であるモータが一体構造の横軸ポンプであるため，

加振試験で得られた機能確認済加速度と機能維持評価用加速度との比較により，動的機能維持

の確認を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ドレン移送ポンプの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ドレン移送ポンプは

ポンプベースに固定

され，ポンプベース

は基礎ボルトで基礎

に据付ける。 

うず巻形 

（うず巻形横軸ポン

プ） 

 

 

 

 

 

 

ポンプ取付ボルト 

 

 

 

 

 

基礎ボルト 

ポンプベース 

原動機 

（単位：mm） 

ポンプ 

（ケミカルアンカ） 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

ドレン移送ポンプは,Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の横軸ポンプであるため，構造

強度評価は，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポンプの耐震性についての計算

書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ドレン移送ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表3－1に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

ドレン移送ポンプの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表3－2の

とおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ドレン移送ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価に

用いるものを表3－3に示す。 

 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【ドレン移送ポンプの耐震性についての計算結

果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

放射性物質濃 

度制御設備及 

び可燃性ガス 

濃度制御設備 

並びに格納容 

器再循環設備 

ドレン移送ポンプ 常設／緩和 
重大事故等 

クラス２ポンプ＊2
 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3

 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

原子炉格納 

施設 
圧力逃がし装置 ドレン移送ポンプ 常設／緩和 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

原子炉冷却 

系統施設 
残留熱除去設備 ドレン移送ポンプ 常設耐震／防止 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2
 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ
＊3

 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－2 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 
(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。) 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及びほかの応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

*
 

*
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト  周囲環境温度 65 189 481 205 

ポンプ取付ボルト  最高使用温度 150 155 422 205 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

ドレン移送ポンプの機能維持評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，地震時の

応答加速度が，機能確認済加速度以下であることを確認することで実施する。 

なお，機能維持評価用加速度は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，ドレン移送ポンプが，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載されて

いない原動機であるモータが一体構造の横軸ポンプであり，既往の研究によって機能維持が確

認された適用機種と構造・作動原理が異なることから，個別の加振試験によって得られる機能

維持を確認した加速度を機能確認済加速度とする。 

   

4.1.1 機能確認済加速度 

ドレン移送ポンプの機能確認済加速度は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，

実機の据付状態を模擬した上で，当該機器が設置される床における設計用床応答曲線を包

絡する模擬地震波による加振試験において，動的機能の健全性を確認した加速度とする。 

機能確認済加速度を表4－1に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度 （×9.8 m/s2） 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

ドレン移送ポンプ 

水平 3.4 

鉛直 2.2 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

ドレン移送ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有してい

ることを確認した。 

    

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

    

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【ドレン移送ポンプの耐震性についての計算結果】 

1．重大事故等対処設備  

1.1 設計条件 

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

（℃） 

周囲環境 

温度 

（℃） 
水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

ドレン移送ポンプ 
常設耐震／防止 

常設/緩和 

フィルタベント遮蔽壁 

T.M.S.L. 12.7 

（T.M.S.L. 12.0＊1） 

―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝3.79 ＣＶ＝1.70 ＣＰ＝0.31 150 65 

 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

 

1.2 機器要目 

部 材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ℓ１ｉ
*1

 

(mm) 

ℓ２ｉ
*1

 

(mm) 

dｉ 

（mm） 

Ａ
ｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

*1
 

基礎ボルト 
(ｉ＝1) 

  
   

 
 6 

3 

  2 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
  

   

 
 12 

6 

  2 

 

部 材 
Ｓｙｉ 

 (MPa) 

Ｓｕｉ  

 (MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)ｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

(N・mm) 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
189＊2

 481＊2
 205 ― 246 ― 軸直角方向 ― 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
155＊3

 422＊3
 205 ― 209 ― 軸方向 ― 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する 

評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

＊2：周囲環境温度で算出 

＊3：最高使用温度で算出 

 

 

 

ＨＰ 

（μm） 

Ｎ 

（rpm） 

65 2900 

*
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1.3 計算数値  

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
―  ―  

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
―  ―  

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力 (単位：MPa) 

部 材 材 料 応  力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

(ｉ＝1) 
 

引張り ― ― σb1＝ 30 ƒts1＝147＊ 

せん断 ― ― τb1＝ 14 ƒsb1＝113 

ポンプ取付ボルト 

(ｉ＝2) 
 

引張り ― ― σb2＝ 28 ƒts2＝156＊ 

せん断 ― ― τb2＝ 11 ƒsb2＝120 

すべて許容応力以下である。 注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

 
1.4.2 動的機能の評価結果    (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ドレン移送ポンプ 

水平方向 3.16 3.4 

鉛直方向 1.42 2.2 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1
 

 

基礎ボルト 

ℓ11 ℓ21 

ℓ12 ℓ22 

h
2 

 

ポンプ取付ボルト 

mi・g 

軸直角方向転倒 軸方向転倒 

h
1 

ℓ12 ℓ22 

ℓ11 ℓ21 

（ケミカルアンカ） 
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Ⅴ-2-9-4-6 原子炉格納容器調気設備の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-9-4-6-1 不活性ガス系の耐震性についての計算書 

 



Ⅴ-2-9-4-6-1-1　管の耐震性についての計算書
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，全３モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点の

　　許容値／発生値（以下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，

　　計算条件及び評価結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モ

　　デルの評価結果を4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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鳥瞰図 AC-R-1(1/4)
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鳥瞰図 AC-R-1(2/4)
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鳥瞰図 AC-R-1(3/4)
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鳥瞰図 AC-R-1(4/4)
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3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＨＩＳＡＰ」及び「ＮｕＰＩＡＳ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の

　　 概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備
分類

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*2,3 許容応力
状態

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

ⅠＬ＋Ｓｄ

ⅡＬ＋Ｓｄ

ⅠＬ＋Ｓｓ

ⅡＬ＋Ｓｓ

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊3：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

Ｓ

ⅢＡＳ

ⅣＡＳ

原子炉格納施設

放射性物質濃度
制御設備及び
可燃性ガス濃度
制御設備並びに
格納容器再循環設備

非常用ガス処理系 ＤＢ ― クラス４管 Ｓ

原子炉格納施設
原子炉格納容器
調気設備

不活性ガス系 ＤＢ ―
クラス２管
クラス３管

1
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　 鳥瞰図　AC-R-1

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  19F～25,21～106F

 108F～110,37～143F

  2    26～63F 0.31 171  406.4  12.7 STPT410 Ｓ 201667

  3  145F～147 0.31 104  558.8   9.5 SM400C Ｓ 201667

SM400C Ｓ 201667  1 0.31 171  558.8   9.5

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
4
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　 鳥瞰図　AC-R-2

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  1     2～3,4～5 0.31 104  558.8   9.5 STPT410 Ｓ 201667

  2     3～4,5～6 0.31 104  558.8   9.5 SM400C Ｓ 201667

   11～13,14～22

   26～27,32～34

   35～36,37～39

   40～43,45～46

   47～52,53～56

  121～124

   13～14,25～26

   34～35,36～37

   39～40,43～44

Ｓ 200400

  4 0.31 171  558.8   9.5 STPT410 Ｓ 200400

  3 0.31 171  558.8   9.5 SM400C

    　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
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　 鳥瞰図　AC-R-2

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

   46～47,52～53

   56～57

   22～45,44～23

   57～61,60～121

  6    58～146 0.31 171  276.8  14.0 SFVC2B Ｓ 200400

  7   146～153 0.31 171  267.4   9.3 STPT410 Ｓ 200400

  8   158～170,177～192 0.014 100  267.4   9.3 STPT410 Ｓ 204000

Ｓ 200400

  5 0.31 171  568.4  14.3 SM400C Ｓ 200400

  4 0.31 171  558.8   9.5 STPT410

    　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
6

K7 ① Ⅴ-2-9-4-6-1-1(設) R1                                                              



  配管の付加質量

     　鳥瞰図　AC-R-1

質量 対応する評価点

    831～861,1171～1201
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　AC-R-2

質量 対応する評価点

      2～7,9～15

      7～9

     21～49,42～23

     25～28,30～41

     28～30

     50～57,121～124

     57～61,60～121

     58～156

    156～171,173～189

    171～173
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　AC-R-1

質量 対応する評価点

    15F,19F,106F,108F,143F,145F

    63F,65F

19

K
7
 
①
 
Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
6
-
1
-
1
(
設
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　AC-R-2

質量 対応する評価点

      7,9,28,30

    154,156

    171,173
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　AC-R-1

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

15F～16    16～17   

16～19F    63F～64    

64～641    64～65F    

106F～107    107～1071   

107～108F    143F～144    

144～1441   144～145F    
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　AC-R-2

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

7～8    8～10   

8～9    28～29    

29～31   29～30    

154～155    155～157   

155～156    171～172    

172～174   174～175    

175～176    172～173    
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　AC-R-1

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

  15F,19F,106F,108F,143F,145F    16,107,144

   17,1071,1441   63F,65F

   64   641
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  弁部の質量

     　鳥瞰図　AC-R-2

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    7,9,28,30     8,29

   10,31   154,156

  155   157

  171,173   172

  174   175

  176
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　AC-R-1

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      31   

      62     

     351   

      82     

      88     

     101   

 **  101 **   

                

     116     

     122     

     131   

 **  131 **   

               

 **  131 **   

                

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　AC-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      12     

      18   

      33     

      48     

     123   

     159       

     178       

     184     

     192             

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

SM400C 171 ― 201 373 ―

STPT410 171 ― 211 404 ―

SM400C 104 ― 219 373 ―

STPT410 104 ― 219 404 ―

SFVC2B 171 ― 217 438 ―

STPT410 100 ― 220 405 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　  　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

AC-R-1 原子炉建屋  

 

 

 

 

 

 

 　　

AC-R-2 原子炉建屋
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　AC-R-1

応答鉛直震度
*1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 21 次

 22 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

　　＊3：3.6ＣＩ及び1.2ＣＶより定めた震度を示す。

動的震度
*2

静的震度
*3

適用する地震動等 Ｓｄ及び静的震度 Ｓｓ

モード
固有周期
(s)

応答水平震度
*1

応答水平震度
*1

2
9

K7 ① Ⅴ-2-9-4-6-1-1(設) R1                                                              

X0064337
四角形



 

各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　AC-R-1

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 21 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期
(s)

刺激係数
*

3
0

K7 ① Ⅴ-2-9-4-6-1-1(設) R1                                                              



　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。

31

K
7
 
①
 
Ⅴ
-
2
-
9
-
4
-
6
-
1
-
1
(
設
)
 
R
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



鳥瞰図 ＡＣ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (1次)

3
2

K7 ① Ⅴ-2-9-4-6-1-1(設) R1                                                              



鳥瞰図 ＡＣ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (2次)

3
3
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鳥瞰図 ＡＣ－Ｒ－１

代表的振動モード図 (3次)

3
4
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　     固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　AC-R-2

応答鉛直震度
*1

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 13 次

 14 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

　　＊3：3.6ＣＩ及び1.2ＣＶより定めた震度を示す。

動的震度
*2

静的震度
*3

適用する地震動等 Ｓｄ及び静的震度 Ｓｓ

モード
固有周期
(s)

応答水平震度
*1

応答水平震度
*1

3
5

K7 ① Ⅴ-2-9-4-6-1-1(設) R1                                                              



 

各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　AC-R-2

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 13 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期
(s)

刺激係数
*

3
6

K7 ① Ⅴ-2-9-4-6-1-1(設) R1                                                              



　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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＊＊＊＊－＊－＊

代表的振動モード図（1次）

AC-R-2

3
8

K7 ① Ⅴ-2-9-4-6-1-1(設) R1                                                              



＊＊＊＊－＊－＊

代表的振動モード図（2次）

AC-R-2

3
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＊＊＊＊－＊－＊

代表的振動モード図（3次）

AC-R-2

4
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 4.2　評価結果

    4.2.1　管の応力評価結果

　　       下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　クラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｄ） Ｓｙ
*

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

AC-R-2 ⅢＡＳ   60 Ｓprm（Ｓｄ）   104   201 ― ― ―

AC-R-1 ⅣＡＳ   37 Ｓprm（Ｓｓ）   141   335 ― ― ―

AC-R-1 ⅣＡＳ   37 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ―   265  402 ―

  注記＊： オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと1.2Ｓｈのうち大きい方の値とする。

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力
状態

最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

4
1
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

SNM-AC-R007T-1 メカニカルスナッバ SMS-25A-100 96 375

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

AN-AC-R501 アンカ ラグ SGV410 66 29 16 12 18 66 17 曲げ 30 121

RE-AC-R018 レストレイント 架構 STKR400 66 0 172 38 ― ― ― 組合せ 27 150

応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

評価結果

モーメント(kN･m)

許容
荷重
(kN)

評価結果

支持構造物
番号

反力(kN)

支持点荷重

種類 型式 材質
温度
（℃）

種類 型式
温度
（℃）

材質 計算
荷重
(kN)

Ｖ-2-1-12「配管及び
支持構造物の耐震計算
について」参照
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造強度評価結果
(MPa)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度

(×9.8m/s
2
)

4
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（クラス２以下の管）

1 AC-R-1 37 76 201 2.64 ― 37 141 335 2.37 ○ 37 265 402 1.51 ○ ― ― ―

2 AC-R-2 60 104 201 1.93 ○ 60 141 335 2.37 ― 60 220 402 1.82 ― ― ― ―

3 AC-R-3 54W 51 219 4.29 ― 54W 75 363 4.84 ― 53W 145 422 2.91 ― ― ― ―

注記＊：ⅢＡＳの一次＋二次応力の許容値はⅣＡＳと同様であることから，地震荷重が大きいⅣＡＳの一次＋二次応力裕度最小を代表とする。

No.
評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

疲労評価

許容応力状態　ⅣＡＳ

一次応力

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)
裕度
代
表

一次＋二次応力
＊

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

許容応力状態　ⅢＡＳ

一次応力

配管モデル

裕度
代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)
裕度
代
表
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1.  概要

　　本計算書は，Ⅴ-2-1-14 「計算書作成の方法 添付資料-6 管の耐震性についての計算書

　作成の基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づき，管，支持構造物及び弁が設計

　用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。

　　評価結果記載方法は，以下に示すとおりである。

　(1) 管

　　　工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点評価結果を解析モ

　　デル単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（以

　　下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価

　　結果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を

　　4.2.4に記載する。

　(2) 支持構造物

　　　工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

　　価結果を代表として記載する。

　(3) 弁

　　　機能確認済加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要

　　求弁を代表として評価結果を記載する。
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2.  概略系統図及び鳥瞰図

 2.1  概略系統図

概略系統図記号凡例

記号 内容

　

　　　　　　　　（太線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　

　　　　　　　　（細線） 　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他

　計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（破線） 　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管の

　うち，他系統の管であって系統の概略を示すために表

　記する管

　鳥瞰図番号

　アンカ
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 2.2  鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記号 内容

　　　　　　　　（太線）　工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管

　　　　　　　　（細線）　工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書記

　載範囲の管

　　　　　　　　（破線）　工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，他

　系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

　　を示す。スナッバについても同様とする。）

　スナッバ

　ハンガ

　リジットハンガ

　拘束点の地震による相対変位量(mm)

　（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，　　　内に

　変位量を記載する。）

　注1：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。

＊
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3.　計算条件

　3.1　計算方法

　　　 管の構造強度評価は，「基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。解析コードは，

　　 「ＮｕＰＩＡＳ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別

　　 紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。
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　3.2　荷重の組合せ及び許容応力状態

　　　 本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。

施設名称 設備名称 系統名称
施設

分類
*1

設備

分類
*2

機器等
の区分

耐震
重要度分類 荷重の組合せ

*3 許容応力

状態
*4

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。

　　＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。

　　＊3：運転状態の添字Ｌは荷重を示す。

　　＊4：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして評価を実施する。

― ⅤＡＳ

ⅤＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ

ⅤＬ＋Ｓｓ

常設/緩和

原子炉冷却
系統施設

残留熱除去設備
格納容器圧力
逃がし装置

ＳＡ 常設耐震／防止

常設/緩和

重大事故等
クラス２管

― ⅤＡＳ

原子炉冷却
系統施設

残留熱除去設備 耐圧強化ベント系 ＳＡ 常設耐震／防止
重大事故等
クラス２管

― ⅤＡＳ

原子炉格納施設

放射性物質濃度
制御設備及び
可燃性ガス濃度
制御設備並びに
格納容器再循環設備

耐圧強化ベント系 ＳＡ

重大事故等
クラス２管

重大事故等
クラス２管

― ⅤＡＳ

原子炉格納施設

放射性物質濃度
制御設備及び
可燃性ガス濃度
制御設備並びに
格納容器再循環設備

格納容器圧力
逃がし装置

ＳＡ 常設/緩和
重大事故等
クラス２管

― ⅤＡＳ

原子炉格納施設 圧力逃がし装置
格納容器圧力
逃がし装置

ＳＡ
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　 鳥瞰図　AC-R-2

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

    2～3,4～5

   68～71,74～76

   75～78,83～85

  202～203,204～205

  206～70

    3～4,5～6

   71～72,76～77

   11～13,14～22

   26～27,32～34

   35～36,37～39

   40～43,45～46

   47～52,53～56

SM400C ― 200400  3 0.62 200  558.8   9.5

STPT410 ― 201667

  2 0.62 200  558.8   9.5 SM400C ― 201667

  1 0.62 200  558.8   9.5

 3.3　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
0
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　 鳥瞰図　AC-R-2

最高使用圧力最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa)

  3    55～194 0.62 200  558.8   9.5 SM400C ― 200400

   13～14,25～26

   34～35,36～37

   39～40,43～44

   46～47,52～53

   56～57

   22～45,44～23

   57～61

   66～68,72～74

  201～202,203～204

  205～206

 7    86～120 0.62 200  406.4   9.5 STPT410 ― 201667

― 201667

 14.3 SM400C ― 200400

  6 0.62 200  559.0   9.5 STPT410

  4 0.62 200  558.8   9.5 STPT410 ― 200400

  5 0.62 200  568.4

    　設計条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

管番号 対応する評価点 材料
耐震

重要度分類

1
1
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  配管の付加質量

     　鳥瞰図　AC-R-2

質量 対応する評価点

      2～7,9～15

      7～9

     21～49,42～23

     25～28,30～41

     28～30

     50～57,61～62,81～85,55～195

     57～61,62～64,79～81,195～197

 　64～79,197～70 

 　86～88

 　96～268

　268～102

　 67
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  フランジ部の質量

     　鳥瞰図　AC-R-2

質量 対応する評価点

      7,9,28,30,62

     64

     79,81

    195,197
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  弁部の寸法

     　鳥瞰図　AC-R-2

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

7～8    8～10   

8～9    28～29    

29～31   29～30    

62～63   63～65   

63～64   79～80    

80～82   80～81    

195～196    196～198   

198～199   199～200   

196～197    
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X0064337
四角形



  弁部の質量

     　鳥瞰図　AC-R-2

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

    7,9,28,30,79,81     8,29,80

   10,31,82    62,64

   63    65

  195,197   196

  198   199

  200
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  支持点及び貫通部ばね定数

      　 鳥瞰図　AC-R-2

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ

      12     

      18   

      33     

      48     

 **   67 **   

         

      77             

      92   

      98     

     106     

     109       

     116     

     120             

　   　   

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)
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四角形



 3.4　材料及び許容応力

　　  使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

最高使用温度

（℃） Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ

STPT410 200 ― 207 404 ―

SM400C 200 ― 193 373 ―

材料
許容応力(MPa)
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　3.5　設計用地震力

 　　　本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答曲線を下表に示す。

 　　なお，設計用床応答曲線はⅤ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき策定したものを

 　　用いる。また，減衰定数はⅤ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。

鳥瞰図 建屋・構築物 標高 減衰定数(%)

 

 

 

 

 

 

 　　

AC-R-2 原子炉建屋
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4.  解析結果及び評価

　4.1  固有周期及び設計震度

   　   鳥瞰図　AC-R-2

応答鉛直震度
*1

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 13 次

 14 次

注記＊1：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線より得られる震度を示す。

　　＊2：Ｓｄ又はＳｓ地震動に基づく設計用最大応答加速度より定めた震度を示す。

動的震度
*2

適用する地震動等 Ｓｓ

モード
固有周期
(s)

応答水平震度
*1

1
9
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各モードに対応する刺激係数

      　　鳥瞰図　AC-R-2

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向

  1 次

  2 次

  3 次

  4 次

  5 次

  6 次

  7 次

  8 次

 13 次

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から

　　　　算出した値を示す。

モード
固有周期
(s)

刺激係数
*

2
0

K7 ① Ⅴ-2-9-4-6-1-1(重) R1                                                              



　 　　代表的振動モード図　　　

  振動モード図は，３次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線で図

示し，次ページ以降に示す。
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 4.2  評価結果

　  4.2.1　管の応力評価結果

　　 　　　下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。

　重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管

計算応力 許容応力 計算応力 許容応力 疲労累積係数

Ｓprm（Ｓｓ） 0.9Ｓｕ Ｓｎ（Ｓｓ） 2Ｓｙ  ＵＳｓ

AC-R-2 ⅤＡＳ   60 Ｓprm（Ｓｓ）   146   335 ― ― ―

AC-R-2 ⅤＡＳ   60 Ｓｎ（Ｓｓ） ― ―   220  386 ―

一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価

鳥瞰図
許容応力
状態

最大応力
評価点

最大応力
区分

一次応力評価(MPa)

2
5
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    4.2.2　支持構造物評価結果

　　       下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。

　支持構造物評価結果（荷重評価）

支持構造物
番号

　支持構造物評価結果（応力評価）

ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ

AN-SGTS-R502 アンカ ラグ SGV410 200 108 100 147 120 184 44 せん断 40 108

RE-AC-R018 レストレイント 架構 STKR400 100 0 173 38 ― ― ― 組合せ 27 135

計算
荷重
(kN)

許容
荷重
(kN)

種類 型式 材質
温度
（℃）

評価結果

K7FV-SNB19 メカニカルスナッバ SMS-10A-100
Ｖ-2-1-12「配管及び支
持構造物の耐震計算に
ついて」参照

支持点荷重

支持構造物
番号

種類 型式 材質
温度
（℃）

44 90

評価結果

反力(kN) モーメント(kN･m)
応力
分類

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)

2
6
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    4.2.3　弁の動的機能維持評価結果

　　       下表に示すとおり機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は計算応力が許容応力以下である。

水平 鉛直 水平 鉛直 計算応力 許容応力

― ― ― ― ― ― ― ― ―

構造強度評価結果
(MPa)

弁番号 形式 要求機能

機能維持評価用加速度

(×9.8m/s
2
)

機能確認済加速度

(×9.8m/s
2
)

2
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    4.2.4　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果

　　       代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類毎に裕度最小のモデルを選定して鳥瞰図，設計条件及び評価結果

 　　　　を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を示す。

　代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果（重大事故等クラス２管であってクラス２以下の管）

1 AC-R-2 60 146 335 2.29 ○ 60 220 386 1.75 ○ ― ― ―

No. 配管モデル

許容応力状態　ⅤＡＳ

一次応力 一次＋二次応力 疲労評価

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)
裕度

評
価
点

疲労
累積
係数

代
表

代
表

評
価
点

計算
応力
(MPa)

許容
応力
(MPa)
裕度
代
表

2
8
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1. 概要 

本計算書は，Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，格納容器圧力逃がし装置のドレンタンクが設計用地震力に対して十分な構造

強度を有していることを説明するものである。 

ドレンタンクは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び

常設重大事故緩和設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価

を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ドレンタンクの構造計画を表 2－1 に示す。



 

 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-7-1-1 R1 

2
 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を 4個のラグ

で支持し，ラグ

を フ ィ ル タ ベ

ン ト 遮 蔽 壁 に

固 定 さ れ た 架

台 に 取 付 ボ ル

トで固定する。 

た て 置 円 筒 形

（ 振 れ 止 め を

有 す る ラ グ 支

持 た て 置 円 筒

形容器） 

  

 

 

φ1636 

4
8
8
2
 

フィルタベント遮蔽壁 

（単位：mm） 

補強パイプ 
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2.2 評価方針 

ラグ支持たて置円筒形容器であるドレンタンクの応力評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持

の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造

計画」にて示すドレンタンクの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所におい

て，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設

計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強

度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示

す。 

ドレンタンクの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ドレンタンクの耐震評価フロー 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

ドレンタンクの構造強度評価 

設計用地震力 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補 

-1984（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（(社) 日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（(社) 日本電 

 気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下 

「設計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｂe 

Ａｅ 

Ａｓ１ 

Ａｓ２ 

a 

b 

Ｃ１ 

Ｃ２ 

Ｃｃ，ｊ 

 

ＣＨ 

Ｃℓ，ｊ 

 

ＣＶ 

ｃ 

Ｄｉ 

ｄ 

ｄo 

Ｅ 

Ｅｂ 

ｅ 

Ｆ 

Ｆ* 

Ｆ０ 

 

Ｆ１ 

Ｆ２ 

 

Ｆ０１ 

Ｆ０１Ｄ 

Ｆ０１Ｕ 

胴の断面積 

ボルトの軸断面積 

ボルトの有効断面積 

胴の有効せん断断面積 

鉛直方向荷重に対するラグのせん断断面積 

周方向荷重に対するラグのせん断断面積 

ラグの半径方向端面から胴の板厚中心までの距離 

ラグの半径方向端面からボルト中心までの距離 

ラグの胴つけ根部のアタッチメントの幅の 1/2（胴の周方向） 

ラグの胴つけ根部のアタッチメントの幅の 1/2（胴の軸方向） 

周方向モーメントによる応力の補正係数（参考文献(1)，(2)より

得られる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

水平方向設計震度 

鉛直方向モーメントによる応力の補正係数（参考文献(1)，(2)よ

り得られる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

鉛直方向設計震度 

架台端面からボルト中心までの距離 

胴の内径 

ボルト中心間の距離 

ボルトの呼び径 

胴の縦弾性係数 

ボルトの縦弾性係数 

ラグ底板幅の 1/2 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

振動モデル系におけるラグに加わる水平力（振れ止め架台に加わ

る水平力を除いた水平力） 

振動モデル系の上部重心における水平力 

振動モデル系の下部重心における水平力（振れ止め架台に加わる

水平力を除いた水平力） 

運転時質量によりボルトに作用する鉛直方向反力 

鉛直下向き地震力によりボルトに作用する鉛直方向反力 

鉛直上向き地震力によりボルトに作用する鉛直方向反力 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

mm 

mm 

mm 

― 

 

― 

― 

 

― 

mm 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

mm 

MPa 

MPa 

N 

 

N 

N 

 

N 

N 

N 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ｆ０１Ｖ 

Ｆ０２ 

Ｆ０２Ｕ 

 

Ｆ１１ 

Ｆ１２ 

 

Ｆ２１ 

Ｆ２２ 

 

Ｆ３１，Ｆ３２ 

 

ＦＶ 

fｓｂ 

fｔ 

fｔ０ 

fｔｓ 

Ｇ 

g 

Ｈ 

Ｈ１ 

Ｈ２ 

 

Ｈ２ｉ 

 

Ｈ２Ｖ 

Ｉ 

Ｋｃ 

 

Ｋℓ 

 

ｋ１ 

ｋ２ 

ｋ５ 

鉛直方向地震力によりボルトに作用する鉛直方向反力 

運転時質量により架台端面に作用する鉛直方向反力 

鉛直上向き地震力によりラグの半径方向端面に作用する鉛直方向

反力 

水平力Ｆ１，Ｆ２により第 1 ラグのボルトに作用する鉛直方向反力 

水平力Ｆ１，Ｆ２により第 1 ラグの半径方向端面に作用する鉛直方

向反力 

水平力Ｆ１，Ｆ２により第 3 ラグのボルトに作用する鉛直方向反力 

水平力Ｆ１，Ｆ２により第 3 ラグの半径方向端面に作用する鉛直方

向反力 

水平力Ｆ１，Ｆ２により第 2，第 4 ラグのボルトに作用する鉛直方

向反力（図 4－4 に示す鉛直方向反力） 

単位鉛直力 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

ラグの許容引張応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

胴のせん断弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

水頭 

ラグのアタッチメント中心より上部重心までの距離 

ラグのアタッチメント中心より振れ止め架台を考慮した仮想的な

下部重心までの距離 

ラグのアタッチメント中心より下部の各質点間の距離（ｉ＝1，2，

…，5） 

ラグのアタッチメント中心より下部重心までの距離 

胴の断面二次モーメント 

胴のラグつけ根部における周方向曲げモーメントに対する局部ば

ね定数（参考文献(1)より得られる値） 

胴のラグつけ根部における長手方向曲げモーメントに対する局部

ばね定数（参考文献(1)より得られる値） 

胴の中心軸の傾きに対するばね定数 

胴の中心軸の水平移動に対するばね定数 

胴の鉛直方向変位に対するばね定数 

N 

N 

N 

 

N 

N 

 

N 

N 

 

N 

 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

 

mm 

 

mm 

mm4 

― 

 

― 

 

N･mm/rad 

N/mm 

N/mm 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

ｋ６ 

ｋ７ 

ｋｃ，ｋℓ 

 

Ｌ 

Ｌｂ 

Ｍｘ 

 

Ｍφ 

 

Ｍ 

Ｍ０ 

Ｍ１，Ｍ２ 

Ｍ３ 

ＭＣ 

Ｍℓ 

ＭℓＤ 

ＭℓＵ 

ＭℓＶ 

ｍ０ 

ｍ１ 

ｍ２ 

 

ｍ２ｉ 

 

ｍ２Ｖ 

Ｎｘ 

Ｎφ 

ｎ 

Ｐｒ 

Ｑ 

Ｒ 

Ｒ０ 

Ｒ１ 

鉛直荷重による上部胴の伸び変形に対するばね定数 

鉛直荷重による下部胴の伸び変形に対するばね定数 

参考文献(1)，(2)におけるアタッチメントパラメータの周方向及

び軸方向の補正係数 

胴の長さ 

ボルトの有効長さ 

胴に生じる軸方向の曲げモーメント（参考文献(1)，(2)の図表よ

り） 

胴に生じる周方向の曲げモーメント（参考文献(1)，(2)の図表よ

り） 

水平力による胴のラグつけ根部の転倒モーメント 

鉛直方向荷重による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴のラグつけ根部のねじり方向モーメント 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴のラグつけ根部の周方向モーメント 

運転時質量による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント 

鉛直下向き地震力による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント 

鉛直上向き地震力による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント 

鉛直方向地震力による胴のラグつけ根部の鉛直方向モーメント 

容器の運転時質量 

ラグのアタッチメント中心より上部の運転時質量 

ラグのアタッチメント中心より下部の振れ止め架台を考慮した仮

想的な運転時質量 

ラグのアタッチメント中心より下部の各質点の運転時質量（ｉ＝

1，2，…，6） 

ラグのアタッチメント中心より下部の運転時質量 

胴に生じる軸方向の膜力（参考文献(1)，(2)の図表より） 

胴に生じる周方向の膜力（参考文献(1)，(2)の図表より） 

ラグ 1 個当りのボルトの本数 

最高使用圧力 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴のラグつけ根部の周方向荷重 

運転時質量によるラグつけ根部の鉛直方向反力 

鉛直方向荷重によるラグつけ根部の鉛直方向反力 

水平力Ｆ１，Ｆ２によるラグつけ根部の鉛直方向反力 

N/mm 

N/mm 

― 

 

mm 

mm 

N･mm 

 

N･mm 

 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

kg 

kg 

kg 

 

kg 

 

kg 

N/mm 

N/mm 

― 

MPa 

N 

N 

N 

N 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

ＲＤ 

ＲＵ 

ＲＶ 

ｒｍ 

Ｓ 

Ｓａ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

ＴＨ 

ＴＨ１ 

ＴＨ２ 

ＴＶ 

ｔ 

Ｚｓℓ 

Ｚｓｐ 

Ｚｓｔ 

α 

β，β１，β２，

βℓ，βＣ 

γ 

Δｘ１ 

Δｘ２ 

 

Δｘ３ 

 

δ１１Ｖ 

δ１２Ｖ 

δ２１Ｖ 

δ２２Ｖ 

ε 

θ 

θ０ 

鉛直下向き地震力によるラグつけ根部の鉛直方向反力 

鉛直上向き地震力によるラグつけ根部の鉛直方向反力 

鉛直方向地震力によるラグつけ根部の鉛直方向反力 

胴の平均半径 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 

胴の許容応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 40℃に

おける値 

水平方向振動系の固有周期 

水平方向振動系の固有周期（1 次）  
水平方向振動系の固有周期（2 次）  
鉛直方向振動系の固有周期（1 次） 

胴の板厚 

胴の軸方向軸に対するラグの断面係数 

ラグのねじり断面係数 

胴の周方向軸に対するラグの断面係数 

参考文献(1)，(2)におけるシェルパラメータ 

参考文献(1)，(2)におけるアタッチメントパラメータ 

 

参考文献(1)，(2)におけるシェルパラメータ 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴の中心軸の水平方向変位量 

水平力Ｆ１による上部胴の曲げ及びせん断変形による水平方向変

位量 

水平力Ｆ２による下部胴の曲げ及びせん断変形による水平方向変

位量 

上部重心へ単位鉛直力をかけた場合の上部重心の鉛直方向変位量 

下部重心へ単位鉛直力をかけた場合の上部重心の鉛直方向変位量 

上部重心へ単位鉛直力をかけた場合の下部重心の鉛直方向変位量 

下部重心へ単位鉛直力をかけた場合の下部重心の鉛直方向変位量 

拘束係数（ラグの回転を拘束する場合：1，しない場合：0） 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴の中心軸の傾き角 

運転時質量による胴のラグつけ根部の局部傾き角 

N 

N 

N 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

s 

s 

s 

s 

mm 

mm3 

mm3 

mm3 

― 

― 

 

― 

mm 

mm 

 

mm 

 

mm 

mm 

mm 

mm 

― 

rad 

rad 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

θ０Ｕ 

θ１ 

θ２ 

θ３ 

θｓ０ 

θｓ０Ｕ 

θｓ１ 

θｓ２ 

π 

ρ 

σ０ 

σ０φ 

σ０ｘ 

σ１ 

σ２ 

σ１１，σ１２ 

 

σ１３，σ１４ 

 

 

σ１５，σ１６ 

 

σ１７，σ１８ 

 

 

σ１９，σ１１０ 

 

 

σ２１，σ２２ 

 

 

σ２３，σ２４ 

 

 

鉛直上向き地震力による胴のラグつけ根部の局部傾き角 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴の第 1 ラグつけ根部の局部傾き角 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴の第 3 ラグつけ根部の局部傾き角 

水平力Ｆ１，Ｆ２による胴の第 2，第 4 ラグの周方向ねじれ角 

運転時質量によるラグの架台に対する傾き角 

鉛直上向き地震力によるラグの架台に対する傾き角 

水平力Ｆ１，Ｆ２による第 1 ラグの架台に対する傾き角 

水平力Ｆ１，Ｆ２による第 3 ラグの架台に対する傾き角 

円周率 

液体の比重 

胴の一次一般膜応力の最大値 

胴の周方向一次一般膜応力 

胴の軸方向一次一般膜応力 

胴の一次応力の最大値 

胴の一次＋二次応力の変動値の最大値 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における組合せ一次応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 及び

第 4 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における組合せ一

次応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 3 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における組合せ一次応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 及び

第 4 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における組合せ一

次応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 及び

第 3 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における組合せ一

次応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における組合せ一次応力＋

二次応力の変動値 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 及び

第 4 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における組合せ一

次応力＋二次応力の変動値 

rad 

rad 

rad 

rad 

rad 

rad 

rad 

rad 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

σ２５，σ２６ 

 

 

σ２７，σ２８ 

 

 

σ２９，σ２１０ 

 

 

σ１ｓ 

 

σ２ｓ 

 

σ３ｓ 

 

σ４ｓ 

 

σ５ｓ 

 

σｂ 

σｂ１ 

 

σｂ２ 

 

σｂ３ 

 

σｂ４ 

 

σｂ５ 

 

σｓ 

σｓ１ 

σｓ２ 

σｓ３ 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 3 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における組合せ一次応力＋

二次応力の変動値 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 及び

第 4 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における組合せ一

次応力＋二次応力の変動値 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 及び

第 3 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における組合せ一

次応力＋二次応力の変動値 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の第 1 ラグの組

合せ応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の第 2 ラグ及び

第 4 ラグの組合せ応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の第 3 ラグの組

合せ応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の第 1 ラグ及び

第 4 ラグの組合せ応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の第 2 ラグ及び

第 3 ラグの組合せ応力 

ボルトに生じる引張応力の最大値 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 1 ラグのボルトに生じ

る引張応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 2 ラグ及び第 4 ラグの

ボルトに生じる引張応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 3 ラグのボルトに生じ

る引張応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 1 ラグ及び第 4 ラグの

ボルトに生じる引張応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 2 ラグ及び第 3 ラグの

ボルトに生じる引張応力 

ラグの組合せ応力の最大値 

運転時質量によるラグの曲げ応力 

Ｚ方向地震力による第 1 ラグの曲げ応力 

Ｚ方向地震力による第 2 ラグ及び第 4 ラグの曲げ応力 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

σｓ４ 

σｓ５ 

σｓ６ 

σｓ７ 

σφ１，σｘ１ 

σφ２ 

σｘ２ 

σφ３，σｘ３ 

 

σｘ４ 

 

σφ５，σｘ５ 

 

σ２φ５，σ２ｘ５ 

 

σφ６，σｘ６ 

 

σ２φ６，σ２ｘ６ 

 

σφ７，σｘ７ 

 

σ２φ７，σ２ｘ７ 

 

σφ８，σｘ８ 

 

σ２φ８，σ２ｘ８ 

 

σφ９，σｘ９ 

 

σ２φ９，σ２ｘ９ 

 

σφ１０，σｘ１０ 

 

 

Ｚ方向地震力による第 3 ラグの曲げ応力 

Ｘ方向地震力による第 1 ラグ及び第 4 ラグの曲げ応力 

Ｘ方向地震力による第 2 ラグ及び第 3 ラグの曲げ応力 

鉛直方向地震力によるラグの曲げ応力 

内圧又は静水頭による胴の周方向応力及び軸方向応力 

静水頭に作用する鉛直方向地震力による胴の周方向応力 

運転時質量による胴の軸方向応力 

運転時質量により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及

び軸方向応力 

水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴の軸方

向応力 

Ｚ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 1 ラ

グつけ根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 

Ｚ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 1 ラ

グつけ根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 

Ｚ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 3 ラ

グつけ根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 

Ｚ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 3 ラ

グつけ根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 

Ｚ方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる第 2 ラグ

及び第 4 ラグつけ根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 

Ｚ方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによる第 2 ラグ

及び第 4 ラグつけ根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 

Ｘ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 1 ラ

グ及び第 4 ラグつけ根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 

Ｘ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 1 ラ

グ及び第 4 ラグつけ根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 

Ｘ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 2 ラ

グ及び第 3 ラグつけ根部の胴の周方向及び軸方向一次応力 

Ｘ方向地震力が作用した場合の鉛直方向モーメントによる第 2 ラ

グ及び第 3 ラグつけ根部の胴の周方向及び軸方向二次応力 

Ｘ方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによるラグつけ

根部の周方向及び軸方向一次応力 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

σ２φ１０， 

σ２ｘ１０ 

σｘ１１ 

σφ１２，σｘ１２ 

 

σ２φ１２， 

σ２ｘ１２ 

σφ１２Ｄ， 

σｘ１２Ｄ 

σ２φ１２Ｄ， 

σ２ｘ１２Ｄ 

σφ１２Ｕ， 

σｘ１２Ｕ 

σ２φ１２Ｕ， 

σ２ｘ１２Ｕ 

σｘｘ１，σｘｘ２ 

 

 

σ２ｘｘ１， 

σ２ｘｘ２ 

 

σｘｘ３，σｘｘ４ 

 

 

σ２ｘｘ３， 

σ２ｘｘ４ 

 

σｘｚ１，σｘｚ２ 

 

 

σ２ｘｚ１， 

σ２ｘｚ２ 

 

 

Ｘ方向地震力が作用した場合の周方向モーメントによるラグつけ

根部の周方向及び軸方向二次応力 

鉛直方向地震力により胴断面に生じる引張応力 

鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方

向及び軸方向の一次応力 

鉛直方向地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方

向及び軸方向の二次応力 

鉛直下向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周

方向及び軸方向の一次応力 

鉛直下向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周

方向及び軸方向の二次応力 

鉛直上向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周

方向及び軸方向の一次応力 

鉛直上向き地震力により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周

方向及び軸方向の二次応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

及び第 4 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における軸方

向一次応力の和 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

及び第 4 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における軸方

向一次＋二次応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 3 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における軸方

向一次応力の和 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 3 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における軸方

向一次＋二次応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における軸方向一次応力の

和 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における軸方向一次＋二次

応力 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

σｘｚ３，σｘｚ４ 

 

 

σ２ｘｚ３， 

σ２ｘｚ４ 

 

σｘｚ５，σｘｚ６ 

 

 

σ２ｘｚ５， 

σ２ｘｚ６ 

 

σφｘ１，σφｘ２ 

 

 

σ２φｘ１， 

σ２φｘ２ 

 

σφｘ３，σφｘ４ 

 

 

σ２φｘ３， 

σ２φｘ４ 

 

σφｚ１，σφｚ２ 

 

 

σ２φｚ１， 

σ２φｚ２ 

 

σφｚ３，σφｚ４ 

 

 

 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 4 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における軸方

向一次応力の和 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 4 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における軸方

向一次＋二次応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 3 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における軸方向一次応力の

和 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 3 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における軸方向一次＋二次

応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

及び第 4 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における周方

向一次応力の和 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

及び第 4 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における周方

向一次＋二次応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 3 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における周方

向一次応力の和 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 3 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における周方

向一次＋二次応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における周方向一次応力の

和 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 1 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における周方向一次＋二次

応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 4 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における周方

向一次応力の和 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

σ２φｚ３， 

σ２φｚ４ 

 

σφｚ５，σφｚ６ 

 

 

σ２φｚ５， 

σ２φｚ６ 

 

τ３ 

 

τ６ 

 

τｂ 

τｂ２ 

 

τｂ４ 

 

τｂ５ 

 

τｃ１ 

τｃ４ 

τℓ１ 

τℓ２ 

τℓ５ 

τℓ６ 

 

τℓ６Ｄ 

 

τℓ６Ｕ 

 

τｓ１ 

τｓ２ 

τｓ３ 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 2 ラグ

及び第 4 ラグつけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における周方

向一次＋二次応力 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 3 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における周方向一次応力の

和 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の第 3 ラグ

つけ根部の第 1 評価点及び第 2 評価点における周方向一次＋二次

応力 

Ｚ方向地震力により胴のラグつけ根部に生じるねじりモーメント

によるせん断応力 

Ｘ方向地震力により胴のラグつけ根部に生じるねじりモーメント

によるせん断応力 

ボルトに生じるせん断応力の最大値 

Ｚ方向地震力及び鉛直方向地震力によりボルトに生じるせん断応

力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 1 ラグ及び第 4 ラグの

ボルトに生じるせん断応力 

Ｘ方向地震力及び鉛直方向地震力により第 2 ラグ及び第 3 ラグの

ボルトに生じるせん断応力 

Ｚ方向地震力により胴のラグつけ根部に生じる周方向せん断応力 

Ｘ方向地震力により胴のラグつけ根部に生じる周方向せん断応力 

運転時質量により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 

Ｚ方向地震力により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 

Ｘ方向地震力により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応力 

鉛直方向地震力により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断応

力 

鉛直下向き地震力により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断

応力 

鉛直上向き地震力により胴のラグつけ根部に生じる軸方向せん断

応力 

運転時質量によるラグのせん断応力 

Ｚ方向地震力による第 1 ラグのせん断応力 

Ｚ方向地震力による第 2 ラグ及び第 4 ラグのせん断応力 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 
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記 号 記  号  の  説  明 単 位 

τｓ４ 

τｓ５ 

τｓ６ 

τｓ７ 

ωＨ 

ωＶ 

Ｚ方向地震力による第 3 ラグのせん断応力 

Ｘ方向地震力による第 1 ラグ及び第 4 ラグのせん断応力 

Ｘ方向地震力による第 2 ラグ及び第 3 ラグのせん断応力 

鉛直方向地震力によるラグのせん断応力 

水平方向振動系の角速度 

鉛直方向振動系の角速度 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

rad/s 

rad/s 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

質量 kg ― ― 整数位 

長 

さ 

下記以外の長さ mm ― ―    整数位＊1 

胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は,小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：ボルトの有効断面積は,ＪＩＳ Ｂ １０８２ 表 1 に記載の値とする。 

＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力

及び降伏点は,比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切捨て,整数位ま

での値とする。 
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3. 評価部位 

ドレンタンクの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなる胴板，ラグ，取付ボルトについて実施する。ドレンタン

クの耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1)  容器及び内容物の質量は鉛直方向を複数の領域に区分し，各領域の全質量が，

それぞれの重心に集中するものとする。 

(2)  容器の胴は 4 個のラグで支持され，ラグ 1 個に対し，取付ボルト 2 本で架台に

取り付ける。 

(3)  ラグと架台との取付部で取付ボルトの伸びを考慮する。 

(4)  架台は剛構造とする。 

(5)  ラグは胴の半径方向にスライド可能とし，半径方向の荷重は受け持たないもの

とする。 

(6)  ラグはボルト間の中心を軸に回転し得るものとする。 

(7)  胴をはりと考え，水平方向の変形モードは胴の曲げ及びせん断変形を，鉛直方

向は胴の伸び変形を考慮する。 

(8)  胴板とラグの取付部において胴板の局部変形を考慮する。 

(9)  地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(10) 組合せ応力の計算においては，安全側に絶対値和で組合せるものとする。 

(11) 本計算書は，鉛直方向反力Ｆ１１，Ｆ１２，Ｆ２１，Ｆ２２がすべて正の値の場合の

み適用する。 

(12) 容器は胴の半径方向の変位を拘束する振れ止め架台を有するものとする。 

(13) 容器は満水の状態を想定する。 

(14) 耐震計算に用いる寸法は公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ドレンタンクの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評

価に用いるものを表 4－1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

ドレンタンクの許容応力は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－2

及び表 4－3 に示す。 
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4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ドレンタンクの使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－4 に示す。 

 

 



 

 

1
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉 

格納施設 

圧力逃がし 

装置 
ドレンタンク 常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

原子炉 

格納施設 

放射性物質濃 

度制御設備及 

び可燃性ガス 

濃度制御設備 

並びに格納容 

器再循環設備 

ドレンタンク 常設／緩和 
重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

原子炉冷却

系統施設 
残留熱除去設備 ドレンタンク 常設耐震／防止 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備,「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋Ｐ Ｓ Ａ Ｄ＋Ｍ Ｓ Ａ Ｄ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。

＊2 

＊3 

＊1 

＊2 

＊3 

＊2 

＊3 
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表 4－2 許容応力（重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

 

ⅣＡＳ 

 
0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累 

積係数が 1.0 以下であること。ただし，地震動のみ 

による一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ以下であれ 

ば疲労解析は不要。 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊3：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析若しくは設計・建設規格 PVB-3300 (PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の

簡易弾塑性解析を用いる。 

＊3 
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表 4－3 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5･ft* 1.5･ft* 1.5･fs* 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SUS316L 最高使用温度 200 ―  120 407 ―  

ラグ SUS304 最高使用温度 200 ― 144 402 205 

取付ボルト 
SNB7 

（63mm＜径≦100mm） 
最高使用温度 200 ― 569 708 ―  

 

 



 

 

 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2-
9
-
4-
7
-
1-
1
 
R1
 

23 

4.3 解析モデル及び諸元 

ドレンタンクの解析モデルを図4－1に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機

器の諸元を本計算書の【ドレンタンクの耐震性についての計算結果】の機器要目及び

その他の機器要目に示す。 

(1) ドレンタンクをはり要素でモデル化する。 

(2) 上部のラグ位置でばね支持，下部の2段の振れ止め架台位置で半径方向を支持

された多質点系振動モデルとして考える。 

(3) 容器及び内容物の質量は鉛直方向を複数の領域に区分し，各領域の全質量が，

それぞれの重心（m1，m21，m22，m23，m24，m25，m26）に集中するものとする。 

(4) 拘束条件として，ラグ取付部、振れ止め架台と建屋の接合部を完全拘束する。 

(5) 解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別

紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 水平方向解析モデル及び水平方向変形モード図 

振れ止め架台 
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4.4 固有周期 

4.4.1 水平方向固有周期 

図 4－1 に示されるように容器全体を各質点に区分し，胴，ラグ及び振れ止め架

台からなる全体系についての固有値解析を行い，固有周期を求める。 

固有周期評価に用いるラグつけ根部における胴の中心軸の傾きに対するばね定

数ｋ１及び水平移動に対するばね定数ｋ２は次により求める。 

 

(1) ばね定数ｋ１ 

ラグつけ根部における胴の中心軸の傾きに対するばね定数ｋ１は次式で表され

る。 

 

１

Ｍ
k ＝

θ
･･･････････････････････････････････････････････ (4.4.1) 

Ｍ＝Ｆ１・Ｈ１－Ｆ２・Ｈ２･･････････････････････････････ (4.4.2) 

 

ここで，θはラグ，ボルト及び胴について，それぞれの荷重，モーメント及び

変位量の釣合条件の方程式を作ることにより，次のようにして求める。 

なお，ばね定数ｋ１は連立方程式の解として得られ，Ｆ１，Ｈ１，Ｆ２及びＨ２に

は依存しないため，固有周期評価においてはＦ１，Ｈ１，Ｆ２及びＨ２は任意の値

を用いることとする。 

 

a. 胴への荷重，モーメント及び胴の変位量について 

ラグつけ根部における水平力の釣合より 

 

Ｆ０＝Ｆ１＋Ｆ２＝2・Ｑ････････････････････････････････ (4.4.3) 

 

ラグつけ根部における転倒モーメントの釣合より 

 

Ｆ１・Ｈ１－Ｆ２・Ｈ２－Ｍ１－Ｍ２－2・Ｍ３－2・Ｒ１・ｒｍ＝0 

･･･････････････････････････････････････････････････ (4.4.4) 

 

ここで，ｒｍは次による。 

 

ｒｍ＝（Ｄｉ＋ｔ）／2･････････････････････････････････ (4.4.5) 
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シェルパラメータα，γ及びアタッチメントパラメータβによって，参考文献

(1)，(2)の表よりＫℓ及びｋℓが求まり，転倒モーメントによる第 1 ラグ及び第 3 ラ

グの胴つけ根部の局部傾き角は，次のようにして求めることができる。 

 

α＝Ｌ／ｒｍ･･････････････････････････････････････････ (4.4.6) 

γ＝ｒｍ／ｔ･･････････････････････････････････････････ (4.4.7) 

β１＝Ｃ１／ｒｍ････････････････････････････････････････ (4.4.8) 

β２＝Ｃ２／ｒｍ････････････････････････････････････････ (4.4.9) 

βℓ＝ｋ ℓ・
 23

１ ２β・β ････････････････････････････････････ (4.4.10) 

θ１＝ １ ℓ
 3  2
ｍ ℓ

Ｍ・Ｋ

ｒ ・β  ・Ｅ
･････････････････････････････････････ (4.4.11) 

θ２＝ ２ ℓ
3  2
ｍ ℓ

Ｍ・Ｋ

ｒ ・β  ・Ｅ
･････････････････････････････････････ (4.4.12) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合は，Ｍ１を－Ｍ１，Ｍ２を－Ｍ２に置き換え

る。 

 

b. 第 1 ラグについて図 4－2 のように傾いたとき 

モーメントの釣合より 

 

Ｆ１２・ａ－Ｆ１１・（ａ－ｂ）＋Ｍ１＝0･･････････････････ (4.4.13) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合はａを（ａ－ｂ－ｃ）に置き換える。 

鉛直力の釣合より 

 

Ｆ１２－Ｆ１１＋Ｒ１＝0･････････････････････････････････ (4.4.14) 

 

c. 第 3 ラグについて図 4－3 のように傾いたとき 

モーメントの釣合より 

 

Ｆ２１・（ａ－ｂ）－Ｆ２２・（ａ－ｂ－ｃ）＋Ｍ２＝0･･･････ (4.4.15) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合は（ａ－ｂ－ｃ）をａに置き換える。 

鉛直力の釣合より 

 

Ｆ２２－Ｆ２１－Ｒ１＝0･････････････････････････････････ (4.4.16) 
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図 4－2 第 1 ラグに作用する     図 4－3 第 3 ラグに作用する 

モーメントと力             モーメントと力 

 

d. 第 2 及び第 4 ラグについて図 4－4 のように傾いたとき 

モーメントの釣合より 

 

３１ ３２

ｄ ｄ
－Ｆ ・ ＋Ｆ ・

2 2
－（Ｆ３１＋Ｆ３２）・ｅ＋Ｍ３＝0････････ (4.4.17) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合は左辺第 3 項の「－（Ｆ３１＋Ｆ３２）」を「＋

（Ｆ３１＋Ｆ３２）」に置き換える。 

ボルトの伸びと力の関係より 

 

３１ ３２Ｆ Ｆ
＝

ｄ ｄ
ｅ＋ ｅ－

2 2

･････････････････････････････････････････ (4.4.18) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合は左辺分母の「
ｄ

ｅ＋
2
」を「

ｄ
ｅ－

2
」に， 

右辺分母「
ｄ

ｅ－
2
」を「

ｄ
ｅ＋

2
」に置き換える。 

 

 

 

 

 

 

  
Ｆ１２ Ｆ１１

Ｒ１

Ｍ１

θｓ１

ｂ ｃ

ａ

ｂｃ

ａ

θｓ２

Ｍ２

Ｒ１

Ｆ２２ Ｆ２１
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図 4－4 第 2 及び第 4 ラグに作用するモーメントと力 

 

ラグの架台に対する傾き角はボルトの伸びと力の平衡条件より求められる。 

第 1 ラグについて 

 

θｓ１＝ １１ ｂ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ

ｎ・Ａ ・Ｅ・ｂ
･････････････････････････････････(4.4.19) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合はｂをｃに置き換える。 

第 3 ラグについて 

 

θｓ２＝ ２１ ｂ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ

ｎ・Ａ ・Ｅ・ｃ
･････････････････････････････････ (4.4.20) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合はｃをｂに置き換える。 

第 2 及び第 4 ラグについて 

 

θ＝ ３１ ｂ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ

ｄ
Ａ ・Ｅ・ｅ＋

2

･･････････････････････････････････ (4.4.21) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合はＦ３１をＦ３２に置き換える。 

 

胴中心軸の傾き角θ，ラグつけ根部の局部傾き角θ１及びθ２並びにラグの架台

に対する傾き角θｓ１及びθｓ２の間には次の関係が成立する。 

 

θｓ１－θ１＋θ＝0････････････････････････････････････ (4.4.22) 

θｓ２－θ２＋θ＝0････････････････････････････････････ (4.4.23) 

 

 
ｄＦ３１ Ｆ３２ (Ｆ３１+Ｆ３２)

2･ｅ

Ｍ３

θ
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ａ・θｓ１－2・ｒｍ・θ＋（ａ－ｂ－ｃ）・θｓ２＝0････････ (4.4.24) 

 

ただし，Ｆ１・Ｈ１＜Ｆ２・Ｈ２の場合はａを（ａ－ｂ－ｃ），（ａ－ｂ－ｃ）をａ

に置き換える。 

胴中心軸の傾き角θは以上の式を連立させて解くことにより求められる。 

 

 

図 4－5 転倒モーメントによる胴及びラグの傾き角 

 

(2) ばね定数ｋ２ 

ラグつけ根部における胴の水平移動に対するばね定数ｋ２は次式で示される。 

 

ｋ２＝Ｆ０／Δｘ１･･････････････････････････････････････ (4.4.25) 

 

ここで，Ｆ０は(4.4.3)式で求められる値を用い，Δｘ１は次式による。 

 

Δｘ１＝（ａ－ｂ）・θ３･････････････････････････････････ (4.4.26) 

 

θ３は(4.4.3)式で求められるＱの値を用いることにより以下により求める。 

第 2 ラグ及び第 4 ラグの曲げモーメントの釣合より 

 

Ｍｃ＝Ｑ・（ａ－ｂ）・（1－ε）･･････････････････････････ (4.4.27) 

 

 
θｓ２θ

θｓ１

θ１ θ θ２
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シェルパラメータα，γ及びアタッチメントパラメータβによって，参考文献

(1)，(2)の表よりＫｃ及びｋｃが求まり，水平力による第 2 ラグ及び第 4 ラグの胴

つけ根部の局部傾き角は，次のようにして求めることができる。 

θ３＝ c c
 3  2
ｍ c

Ｍ・Ｋ

ｒ ・β  ・Ｅ
･････････････････････････････････････ (4.4.28) 

 

ここで，βｃは次式による。 

βｃ＝ｋｃ・
23

１ ２β・β ･･･････････････････････････････････ (4.4.29) 

 

 

図 4－6 水平力による胴の中心軸の変位量 

 

4.4.2 鉛直方向固有周期 

鉛直方向の 2 質点系振動の固有周期は，次式で求める。 

 

ＴＶ＝
Ｖ

2 ・π
　
ω

･･････････････････････････････････････････ (4.4.30) 

 

鉛直方向振動系における角速度ωＶは 2 質点系の自由振動の式より求める。 

 

10－6・ｍ１・ｍ２Ｖ・（δ１１Ｖ・δ２２Ｖ－δ１２Ｖ・δ２１Ｖ）・ωＶ
4 

－10－3・（δ１１Ｖ・ｍ１＋δ２２Ｖ・ｍ２Ｖ）・ωＶ
2＋1＝0 

･･･････････････････････････････････････････････････ (4.4.31) 
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ここで，δ１１Ｖ及びδ２１Ｖは容器上部重心の位置へ単位鉛直力をかけた場合の

上部及び下部重心の鉛直変位量であり，δ１２Ｖ及びδ２２Ｖは容器下部重心の位置

へ単位鉛直力をかけた場合の上部及び下部重心の鉛直変位量である。これらは，

次式で表すことができる。 

 

δ１１Ｖ＝
５ ６

1 1
＋

ｋ ｋ
･･････････････････････････････････････ (4.4.32) 

δ２１Ｖ＝δ１２Ｖ＝
５

1

ｋ
･･････････････････････････････････ (4.4.33) 

δ２２Ｖ＝
５ ７

1 1
　 －
ｋ ｋ

･･････････････････････････････････････ (4.4.34) 

 

ばね定数ｋ５，ｋ６及びｋ７は次により求める。 

 

図 4－7 鉛直方向固有周期計算モデル 

 

(1) ばね定数ｋ５ 

鉛直方向変位に対するばね定数ｋ５は，鉛直方向の力の釣合より 

 

4・Ｒ０－ＦＶ＝0･････････････････････････････････････ (4.4.35) 

 

ラグについて，図 4－8 のように傾いたとき，モーメントと力の平衡条件より 

 

（ａ－ｂ－ｃ）・Ｆ０２－（ａ－ｂ）・Ｆ０１－Ｍ０＝0･･･････ (4.4.36) 

Ｆ０２－Ｆ０１－Ｒ０＝0･････････････････････････････････ (4.4.37) 
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ラグつけ根部の局部傾き角θ ０ 及びラグの架台に対する傾き角θｓ０は , 

4.4.1(1)a.及び d.項のθ２及びθｓ２と同様の方法で求められる。 

 

θ０＝ ０
 3  2
ｍ

Ｍ・Ｋ

ｒ ・β  ・Ｅ
･････････････････････････････････････ (4.4.38) 

θｓ０＝ ０１ ｂ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ

ｎ・Ａ ・Ｅ・ｃ
･････････････････････････････････ (4.4.39) 

 

ここで，ラグつけ根部の局部傾き角θ０とラグの架台に対する傾き角θｓ０は等し

いから 

 

θ０＝θｓ０････････････････････････････････････････････ (4.4.40) 

 

以上の式を連立させて解くことによりθｓ０が得られ，これより鉛直方向変位量

（ａ－ｂ－ｃ）・θｓ０が求まる。したがって，鉛直方向変位に対するばね定数ｋ５

は次式で求められる。 

 

ｋ５＝ Ｖ

 s ０

Ｆ

（a－b－c）・θ
････････････････････････････････ (4.4.41) 
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図 4－8 鉛直下向き荷重により胴に生じるモーメントと力 

 

 

ａ

ｃｂ

θｓ０

Ｆ０２

θ0

Ｒ
Ｍ

Ｆ０１

 

図 4－9 鉛直下向き荷重によりラグに作用するモーメントと力 

 

(2) ばね定数ｋ６ 

鉛直荷重による上部胴の伸び変形に対するばね定数ｋ６は，次式により与えられ

る。 

 

１

６

Ｈ1
＝

ｋ Ａ・Ｅ
･･･････････････････････････････････････････ (4.4.42) 
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(3) ばね定数ｋ７ 

鉛直荷重による下部胴の伸び変形に対するばね定数ｋ７は，次式により与えられ

る。 

 

２Ｖ

７

Ｈ1
＝

ｋ Ａ・Ｅ
･･･････････････････････････････････････････ (4.4.43) 

 

4.4.3 固有周期の計算結果 

固有値解析により求めた水平方向固有周期と理論式により計算した鉛直方向固

有周期を表4－5に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛であることを確認し

た。 

 

表 4－5 固有周期    （単位：s） 

水平 1 次  

水平 2 次  

鉛直 1 次  

 

  

t1154830
四角形
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表4－6に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に

基づき設定する。 

 

表 4－6 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

フィルタベント 

遮蔽壁 

T.M.S.L.12.0 

(T.M.S.L.26.3 ) 

  ― ― ＣＨ＝4.58 ＣＶ＝1.76 

  注記＊:基準床レベルを示す。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 胴の応力 

(1) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む） 

σφ1＝
－6

ｉ10 ・ρ・ ・Ｈ・Ｄ

2・ｔ

g
････････････････････････････ (4.6.1.1) 

σφ2＝
－6

ｉ Ｖ10 ・ρ・ ・Ｈ・Ｄ・Ｃ

2・ｔ

g
････････････････････････ (4.6.1.2) 

σｘ1＝0･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.3) 

 

内圧による場合 

σφ1＝
ｒ ｉＰ・（Ｄ ＋1.2・ｔ）

2・ｔ
･･････････････････････････ (4.6.1.4) 

σφ2＝0･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.5) 

σｘ1＝
ｒ ｉＰ・（Ｄ ＋1.2・ｔ）

4・ｔ
･･････････････････････････ (4.6.1.6) 

 

(2) 運転時質量による応力 

σｘ２＝
g０

ｉ

ｍ・

π・ｔ・（Ｄ＋ｔ）
･･･････････････････････････････ (4.6.1.7) 

 

(3) 鉛直方向地震力により胴断面に生じる引張応力 

σｘ１１＝
g０ Ｖ

ｉ

ｍ・ ・Ｃ

π・ｔ・（Ｄ＋ｔ）
･･････････････････････････････ (4.6.1.8) 

 

(4) 運転時質量による胴のラグつけ根部の応力 

運転時質量ｍ０による鉛直方向の力の平衡条件より 

 

4・Ｒ－ｍ０・g＝0･･････････････････････････････････ (4.6.1.9) 

 

また，ラグについて図 4－10 のように傾いたとき，モーメントと力の平衡条件

より 

 

Ｆ０２・（ａ－ｂ－ｃ）－Ｆ０１・（ａ－ｂ）－Ｍℓ＝0････････ (4.6.1.10) 

Ｆ０２－Ｆ０１－Ｒ＝0･･････････････････････････････････ (4.6.1.11) 
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図 4－10 鉛直荷重により胴及びラグに作用するモーメントと力 

 

運転時質量によるラグつけ根部の局部傾き角θ０は，4.4.1(1)項のθ１又はθ２

と同様に，次式で求める。 

 

θ０＝ ℓ ℓ
 3  2
ｍ ℓ

Ｍ・Ｋ

ｒ ・β  ・Ｅ
･････････････････････････････････････ (4.6.1.12) 

 

運転時質量によるラグの架台に対する傾き角θｓ０は，4.4.1(1)項のθｓ１又はθ

ｓ２と同様に，次式で求める。 

 

θｓ０＝ ０１ ｂ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ

ｎ・Ａ ・Ｅ・ｃ
･････････････････････････････････ (4.6.1.13) 

 

ここで，ラグつけ根部の局部傾き角θ０とラグの架台に対する傾き角θｓ０は等し

いから 

 

θ０＝θｓ０････････････････････････････････････････････ (4.6.1.14) 

 

以上の式を連立させて解くことによりＲ，Ｍℓ，Ｆ０１は次式で求められる。 

 

Ｒ＝
g０ｍ・

4
････････････････････････････････････････････ (4.6.1.15) 
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Ｍℓ＝ 2
ｂｅ ｂ

3 2
ｍ ｂ

Ｒ・（ａ－ｂ－ｃ）

ｎ・Ａ ・Ｅ・Ｋ・ｃ
1＋

ｒ ・β・Ｅ・Ｌ

･･･････････････････････････ (4.6.1.16) 

Ｆ０１＝ ℓＲ・（ ａ－ｂ－ｃ） － Ｍ

ｃ
･･･････････････････････････ (4.6.1.17) 

 

運転時質量による鉛直方向曲げモーメントＭℓにより生じる胴の周方向応力及び

軸方向応力は，次のようにして求めることができる。なお，＊を付記した変数は，

シェルパラメータα，γ及びアタッチメントパラメータβによって，参考文献

(1),(2)の表より求まる。 

 

一次応力 

σφ３＝

＊

φ ℓ
ℓ１　2 　2

ℓ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････････ (4.6.1.18) 

 

σｘ３＝

＊

ｘ ℓ
ℓ２　2 　2

ℓ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････････ (4.6.1.19) 

 

ここで，アタッチメントパラメータβℓは次式で表される。 

 

βℓ＝
 23

１ ２β・β ･････････････････････････････････････････ (4.6.1.20) 

 

反力Ｒによるせん断応力は次式で表される。 

 

τℓ１＝
２

Ｒ

4・Ｃ・ｔ
･･････････････････････････････････････ (4.6.1.21) 

 

(5) 鉛直方向地震力による胴のラグつけ根部の応力 

鉛直方向地震力による胴のラグつけ根部の応力は，下記ａ.項及びｂ.項より得

られるσφ１２Ｄ，σφ１２Ｕ，σｘ１２Ｄ，σｘ１２Ｕ，σ２φ１２Ｄ，σ２φ１２Ｕ，σ２ｘ１２Ｄ，

σ２ｘ１２Ｕ，τ ℓ６Ｄ，τ ℓ６Ｕを用いて下記の様に求める。 
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一次応力 

σφ１２＝max[|σφ１２Ｄ|，|σφ１２Ｕ|]････････････････････ (4.6.1.22) 

 

σｘ１２＝max[|σｘ１２Ｄ|，|σｘ１２Ｕ|]････････････････････ (4.6.1.23) 

 

二次応力 

σ２φ１２＝max[|σ２φ１２Ｄ|，|σ２φ１２Ｕ|]････････････････ (4.6.1.24) 

σ２ｘ１２＝max[|σ２ｘ１２Ｄ|，|σ２ｘ１２Ｕ|]････････････････ (4.6.1.25) 

 

反力によるせん断応力 

τℓ６＝max[τℓ６Ｄ，τℓ６Ｕ]･･････････････････････････ (4.6.1.26) 

 

a. 鉛直下向き地震力による胴のラグつけ根部の応力 

鉛直下向き地震力により生じる応力は 4.6.1(4)項で与えられた連立方程式にお

いて，ｍ０・g をｍ０・g・ＣＶに置き換えて解くことにより求められる。 

 

ＲＤ＝
g０ Ｖｍ・ ・Ｃ

4
･････････････････････････････････････ (4.6.1.27) 

ＭℓＤ＝ Ｄ
2

ｂｅ ｂ
3 2

ｍ ｂ

Ｒ・（ａ－ｂ－ｃ）

ｎ・Ａ ・Ｅ・Ｋ・ｃ
1＋

ｒ ・β ・Ｅ・Ｌ

･････････････････････････ (4.6.1.28) 

Ｆ０１Ｄ＝ Ｄ ＤＲ・（ａ－ｂ－ｃ）－Ｍ

ｃ
･･････････････････････ (4.6.1.29) 

 

鉛直下向き地震力による鉛直方向曲げモーメントＭℓＤにより生じる胴の周方向

応力及び軸方向応力は，次のようにして求めることができる。なお，＊を付記した

変数は，シェルパラメータα，γ及びアタッチメントパラメータβによって，参

考文献(1),(2)の表より求まる。 

 

一次応力 

σφ１２Ｄ＝

＊

φ ℓＤ
ℓ１　2 　2

ℓＤ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･･････････ (4.6.1.30) 
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σｘ１２Ｄ＝

＊

X ℓＤ
ℓ２　2 　2

ℓＤ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･･････････ (4.6.1.31) 

 

 

 

二次応力 

σ２φ１２Ｄ＝

＊

φ ℓＤ
　 2

ℓＤ ｍ ｍ ℓ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･･････････････ (4.6.1.32) 

 

σ２ｘ１２Ｄ＝

＊

ｘ ℓＤ
　 2

ℓＤ ｍ ｍ ℓ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･･････････････ (4.6.1.33) 

 

ここで，アタッチメントパラメータβℓは次式で表される。 

 

βℓ＝
 23

１ ２β・β ･････････････････････････････････････････ (4.6.1.34) 

 

反力ＲＤによるせん断応力は次式で表される。 

 

τℓ６Ｄ＝ Ｄ

２

Ｒ

4・Ｃ・ｔ
･････････････････････････････････････ (4.6.1.35) 

 

b. 鉛直上向き地震力による胴のラグつけ根部の応力 

鉛直上向き地震力による鉛直方向の力の平衡条件より 

 

4・ＲＵ－（ＣＶ－1）・ｍ０・g＝0･････････････････････ (4.6.1.36) 

 

また，ラグについて図 4－11 のように傾いたとき，モーメントと力の平衡条件

より 

 

Ｆ０２Ｕ・ａ－Ｆ０１Ｕ・（ａ－ｂ）＋ＭℓＵ＝0･･･････････････ (4.6.1.37) 

Ｆ０２Ｕ－Ｆ０１Ｕ＋ＲＵ＝0･･････････････････････････････ (4.6.1.38) 
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図 4－11 鉛直上向き地震力により胴及びラグに作用するモーメントと力 

 

ラグつけ根部の局部傾き角θ０Ｕは，4.4.1(1)項のθ１又はθ２と同様に，次式で

求める。 

 

θ０Ｕ＝ ℓＵ ℓ
 3  2
ｍ ℓ

Ｍ ・Ｋ

ｒ ・β  ・Ｅ
･･･････････････････････････････････ (4.6.1.39) 

 

ラグの架台に対する傾き角θｓ０Ｕは，4.4.1(1)項のθｓ１又はθｓ２と同様に，次

式で求める。 

 

θｓ０Ｕ＝ ０１Ｕ ｂ

ｂｅ ｂ

Ｆ ・Ｌ

ｎ・Ａ ・Ｅ・ｂ
･･･････････････････････････････ (4.6.1.40)  

 

ここで，ラグつけ根部の局部傾き角θ０Ｕとラグの架台に対する傾き角θｓ０Ｕは

等しいから 

 

θ０Ｕ＝θｓ０Ｕ･････････････････････････････････････････ (4.6.1.41) 

 

以上の式を連立させて解くことによりＲＵ，Ｍ ℓＵ，Ｆ０１Ｕは次式で求められる。 

 

ＲＵ＝ Ｖ ０（Ｃ －1）・ｍ・

4

g
･････････････････････････････････ (4.6.1.42) 
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ＭℓＵ＝ Ｕ
2

ｂｅ ｂ
3 2

ｍ ｂ

Ｒ・ａ

ｎ・Ａ ・Ｅ・Ｋ・ｂ
1＋

ｒ ・β・Ｅ・Ｌ

･･････････････････････････ (4.6.1.43) 

Ｆ０１Ｕ＝ Ｕ ＵＲ・ａ－Ｍ

ｂ
･････････････････････････････････ (4.6.1.44) 

 

鉛直上向き地震力による鉛直方向曲げモーメントＭℓＵにより生じる胴の周方向

応力及び軸方向応力は，次のようにして求めることができる。なお，＊を付記した

変数は，シェルパラメータα，γ及びアタッチメントパラメータβによって，参

考文献(1),(2)の表より求まる。 

 

一次応力 

σφ１２Ｕ＝

＊

φ ℓＵ
ℓ１　2 　2

ℓＵ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･･････････ (4.6.1.45) 

 

σｘ１２Ｕ＝

＊

ｘ ℓＵ
ℓ２　2 　2

ℓＵ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････ (4.6.1.46) 

二次応力 

σ２φ１２Ｕ＝

＊

φ ℓＵ
　 2

ℓＵ ｍ ｍ ℓ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･･････････････ (4.6.1.47) 

 

σ２ｘ１２Ｕ＝

＊

ｘ ℓＵ
　 2

ℓＵ ｍ ｍ ℓ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･･････････････ (4.6.1.48)  

 

ここで，アタッチメントパラメータβℓは次式で表される。 

 

βℓ＝
 23

１ ２β・β ･････････････････････････････････････････ (4.6.1.49) 

 

反力ＲＵによるせん断応力は次式で表される。 
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τℓ６Ｕ＝ Ｕ

２

Ｒ

4・Ｃ・ｔ
･････････････････････････････････････ (4.6.1.50) 
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(6) 水平方向地震力による胴の曲げ応力 

図 4－1 に示す解析モデルについて，表 4－6 に示す水平方向設計震度ＣＨを用い

た水平方向地震に対する静解析を行い，ラグつけ根部の転倒モーメントＭ及び水

平力Ｆ０を算出する。Ｍ，Ｆ０，Ｆ１，Ｈ１を(4.4.2)式及び(4.4.3)式に代入するこ

とで，Ｆ２及びＨ２を算出する。多質点系振動モデルのラグから下部の複数の質点

を，振れ止め架台の効果を考慮した形で 1 質点に縮約した場合の下部重心の水平

力がＦ２，ラグのアタッチメント中心から下部重心までの距離がＨ２である。 

 

σｘ４＝
gＨ １ １ ｉＣ・ｍ・ ・Ｈ・（Ｄ＋2・ｔ）

2・Ｉ
･････････････････････ (4.6.1.51) 

 

ただし,ｍ１・g・Ｈ１＜ｍ２・g・Ｈ２の場合はｍ１・g・Ｈ１をｍ２・g・Ｈ２に置

き換える。 

 

(7) 水平方向地震力（Ｚ方向）（表 2－1 参照）による胴のラグつけ根部の応力 

4.4 項の固有周期計算における水平力Ｆ１をＣＨ・ｍ１・g，Ｆ２をＣＨ・ｍ２・g

に置き換えて得られるＭ１，Ｍ２，Ｒ１及びＭ３の値を使用する。  

鉛直方向曲げモーメントＭ１及びＭ２により生じる胴の周方向応力及び軸方向応

力は 4.6.1(4)項のσφ３及びσｘ３と同様にして 

 

一次応力 

σφ５＝

＊

φ １
ℓ１　2 　2

１ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････････ (4.6.1.52) 

 

σｘ５＝

＊

１ｘ
ℓ２　2 　2

１ ｍ ｍ ℓ

ＭＮ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････････ (4.6.1.53) 

二次応力 

σ２φ５＝

＊

φ １

　 2
１ ｍ ｍ ℓ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･･････････････････ (4.6.1.54) 
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σ２ｘ５＝

＊

１ｘ
　 2

１ ｍ ｍ ℓ

6・ＭＭ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･･････････････････ (4.6.1.55) 

 

 

 

一次応力 

σφ６＝

＊

φ ２
ℓ１　2 　2

２ ｍ ｍ ℓ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････････ (4.6.1.56) 

 

σｘ６＝

＊

２ｘ
ℓ２　2 　2

２ ｍ ｍ ℓ

ＭＮ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
･････････････ (4.6.1.57) 

二次応力 

σ２φ６＝

＊

φ ２

　 2
２ ｍ ｍ ℓ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･････････････････ (4.6.1.58) 

 

σ２ｘ６＝

＊

２ｘ
　 2

２ ｍ ｍ ℓ

6・ＭＭ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･････････････････ (4.6.1.59) 

 

ここで，アタッチメントパラメータβℓは次式で表される。 

 

βℓ＝
 23

１ ２β・β ････････････････････････････････････････ (4.6.1.60) 

 

周方向曲げモーメントＭＣにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

一次応力 

σφ７＝

＊

φ Ｃ
Ｃ１　2 　2

Ｃ ｍ ｍ Ｃ

Ｎ Ｍ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
････････････ (4.6.1.61) 
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σｘ７＝

＊

Ｃｘ
Ｃ２　2 　2

Ｃ ｍ ｍ Ｃ

ＭＮ
・ ・Ｃ

Ｍ ／（r ・β） r  ・t・β
････････････ (4.6.1.62) 

二次応力 

σ２φ７＝

＊

φ Ｃ

　 2
Ｃ ｍ ｍ Ｃ

Ｍ 6・Ｍ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･････････････････ (4.6.1.63) 

 

σ２ｘ７＝

＊

Ｃｘ
　 2

Ｃ ｍ ｍ Ｃ

6・ＭＭ
・

Ｍ ／（r・β） ｒ・ｔ・β
･･････････････････ (4.6.1.64) 

 

ここで，アタッチメントパラメータβＣは次式で表される。 

 

βｃ＝ 2  3
１ ２β・β ････････････････････････････････････････ (4.6.1.65) 

(4.4.3)式より求まる周方向せん断力Ｑによるせん断応力は 

 

τｃ１＝
１

|Ｑ|

4・Ｃ・ｔ
･･････････････････････････････････････ (4.6.1.66) 

鉛直方向せん断力Ｒ１によるせん断応力は 

 

τℓ２＝ １

２

|Ｒ |

4・Ｃ・ｔ
･･････････････････････････････････････ (4.6.1.67) 

 

ねじりモーメントＭ３により生じる胴の局部せん断応力は 

 

τ３＝ ３
2

１

|Ｍ |

2・π・Ｃ・ｔ
･･･････････････････････････････････ (4.6.1.68) 

 

ただし，Ｃ１＞Ｃ２の場合はＣ１をＣ２に置き換える。（図 4－12 参照） 
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図 4－12 胴の評価点 

 

(8) 水平方向地震力（Ｘ方向）（表 2－1 参照）による胴のラグつけ根部の応力 

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 

σφ８＝σφ５／ 2 ，σｘ８＝σｘ５／ 2  

σ２φ８＝σ２φ５／ 2 ，σ２ｘ８＝σ２ｘ５／ 2  

 

鉛直方向曲げモーメントＭ２により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 

σφ９＝σφ６／ 2 ，σｘ９＝σｘ６／ 2  

σ２φ９＝σ２φ６／ 2 ，σ２ｘ９＝σ２ｘ６／ 2  

 

周方向曲げモーメントＭＣにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 

σφ１０＝σφ７／ 2 ，σｘ１０＝σｘ７／ 2  

σ２φ１０＝σ２φ７／ 2 ，σ２ｘ１０＝σ２ｘ７／ 2  

 

周方向せん断力Ｑによる胴のせん断応力は 

 

τｃ４＝τｃ１／ 2  

 

鉛直方向せん断力Ｒ１による胴のせん断応力は 

 

τℓ５＝τ ℓ２／ 2  

 

ねじりモーメントＭ３による胴のせん断応力は 

 2・Ｃ １ 

2・Ｃ ２ 

第 1 評価点 

第 2 評価点 

ラグ 
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τ６＝τ３／ 2  

 

(9) 組合せ応力 

(1)～(8)によって算出される胴のラグつけ根部に生じる応力は以下により組合

わされる。 

 

a. 一次一般膜応力 

σ０＝max（σ０φ，σ０ｘ）･･････････････････････････････ (4.6.1.69) 

σ０φ＝σφ１＋σφ２････････････････････････････････････ (4.6.1.70) 

 

【絶対値和】 

σ０ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ１１＋σｘ４･････････････････････ (4.6.1.71) 

 

b. 一次応力 

σ１＝max（σ１１，σ１２，σ１３，σ１４，σ１５，σ１６，σ１７，σ１８， 

σ１９，σ１１０）･･･････････････････････････････････ (4.6.1.72) 

(a) 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の組合せ一次応

力 

イ. 第 1 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ１１＝
2

φｚ１　 ｘｚ１　 φｚ１　 ｘｚ１

1
・ σ ＋σ ＋ σ －σ
2

･･･････････････ (4.6.1.73) 

 

【絶対値和】 

σφｚ１＝σφ１＋σφ３＋σφ５＋σφ２＋σφ１２･････････････ (4.6.1.74) 

σｘｚ１＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ１１＋σｘ１２ 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.75) 

 

第 2 評価点については 

【絶対値和】 

σ１２＝
2 2

φｚ２　 ｘｚ２　 φｚ２　 ｘｚ２ ℓ１ ℓ２ ℓ６

1
・ σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.76) 

σφｚ２＝σφ１＋σφ２･･････････････････････････････････ (4.6.1.77) 

σｘｚ２＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ１１････････････････････ (4.6.1.78) 
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ロ. 第 2 及び第 4 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ１３＝
2 2

φｚ３　 ｘｚ３　 φｚ３　 ｘｚ３ ｃ１ ３

1
・ σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.79) 

 

【絶対値和】 

σφｚ３＝σφ１＋σφ３＋σφ２＋σφ１２････････････････････ (4.6.1.80) 

σｘｚ３＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ１１＋σｘ１２････････････ (4.6.1.81) 

 

第 2 評価点については 

【絶対値和】 

σ１４＝
2 2

φｚ４　 ｘｚ４　 φｚ４　 ｘｚ４ ℓ１ ３ ℓ６

1
・ σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.82) 

σφｚ４＝σφ１＋σφ７＋σφ２････････････････････････････ (4.6.1.83) 

σｘｚ４＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ７＋σｘ１１････････････････････ (4.6.1.84) 

 

ハ. 第 3 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ１５＝
2

φｚ５　 ｘｚ５　 φｚ５　 ｘｚ５

1
・ σ ＋σ ＋ σ －σ
2

･･････････････ (4.6.1.85) 

 

【絶対値和】 

σφｚ５＝σφ１＋σφ３＋σφ６＋σφ２＋σφ１２･････････････ (4.6.1.86) 

σｘｚ５＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ６＋σｘ１１＋σｘ１２ 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.87) 

 

第 2 評価点については 

【絶対値和】 

σ１６＝
2 2

φｚ６　 ｘｚ６　 φｚ６　 ｘｚ６ ℓ１ ℓ２ ℓ６

1
・ σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.88) 

σφｚ６＝σφ１＋σφ２･･････････････････････････････････ (4.6.1.89) 

σｘｚ６＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ１１････････････････････ (4.6.1.90) 
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(b) 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の組合せ一次応

力 

イ. 第 1 及び第 4 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ１７＝
2 2

φｘ１　 ｘｘ１　 φｘ１　 ｘｘ１ ｃ４ ６

1
・ σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.91) 

 

【絶対値和】 

σφｘ１＝σφ１＋σφ３＋σφ８＋σφ２＋σφ１２･････････････ (4.6.1.92) 

σｘｘ１＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ８＋σｘ１１＋σｘ１２ 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.93) 

 

 

 

 

第 2 評価点については 

【絶対値和】 

σ１８＝
2 2

φｘ２　 ｘｘ２　 φｘ２　 ｘｘ２ ℓ１ ℓ５ ６ ℓ６

1
・ σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ ＋τ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.94) 

σφｘ２＝σφ１＋σφ１０＋σφ２･･････････････････････････ (4.6.1.95) 

σｘｘ２＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ１０＋σｘ１１････････････ (4.6.1.96) 

 

ロ. 第 2 及び第 3 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ１９＝
2 2

φｘ３　 ｘｘ３　 φｘ３　 ｘｘ３ ｃ４　 ６

1
・ σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.97) 

 

【絶対値和】 

σφｘ３＝σφ１＋σφ３＋σφ９＋σφ２＋σφ１２･････････････ (4.6.1.98) 

σｘｘ３＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ９＋σｘ１１＋σｘ１２ 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.99) 
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第 2 評価点については 

【絶対値和】 

σ１１０＝
2 2

φｘ４　 ｘｘ４　 φｘ４　 ｘｘ４ ℓ１ ℓ５ ６ ℓ６

1
・ σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ ＋τ＋τ
2

 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.100) 

σφｘ４＝σφ１＋σφ１０＋σφ２･･････････････････････････ (4.6.1.101) 

σｘｘ４＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ１０＋σｘ１１････････････ (4.6.1.102) 

 

c. 一次＋二次応力の変動値 

σ２＝max（σ２１，σ２２，σ２３，σ２４，σ２５，σ２６，σ２７，σ２８， 

σ２９，σ２１０）･･････････････････････････････････ (4.6.1.103) 

 

 

 

 

(a) 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震力のみに

よる一次＋二次応力の変動値 

イ. 第 1 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ２１＝
2

２φｚ１　 ２ｘｚ１　 ２φｚ１　 ２ｘｚ１σ ＋σ ＋ σ －σ ･･････････････ (4.6.1.104) 

 

【絶対値和】 

σ２φｚ１＝σφ５＋σ２φ５＋σφ２＋σφ１２＋σ２φ１２････････ (4.6.1.105) 

σ２ｘｚ１＝σｘ４＋σｘ５＋σ２ｘ５＋σｘ１１＋σｘ１２＋σ２ｘ１２ 

･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.106) 

 

第 2 評価点については 

σ２２＝
2 2

２φｚ２　 ２ｘｚ２　 ２φｚ２　 ２ｘｚ２　 ２ ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ  

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.107) 

 

【絶対値和】 

σ２φｚ２＝σφ２････････････････････････････････････････ (4.6.1.108) 

σ２ｘｚ２＝σｘ４＋σｘ１１････････････････････････････････ (4.6.1.109) 
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ロ. 第 2 及び第 4 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ２３＝
2 2

２φｚ３　 ２ｘｚ３　 ２φｚ３　 ２ｘｚ３　 ｃ１ ３σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ  

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.110) 

 

【絶対値和】 

σ２φｚ３＝σφ２＋σφ１２＋σ２φ１２･･････････････････････ (4.6.1.111) 

σ２ｘｚ３＝σｘ１１＋σｘ１２＋σ２ｘ１２･････････････････････ (4.6.1.112) 

 

第 2 評価点については 

σ２４＝
2 2

２φｚ４　 ２ｘｚ４　 ２φｚ４　 ２ｘｚ４　 ３ ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ＋τ  

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.113) 

 

【絶対値和】 

σ２φｚ４＝σφ７＋σ２φ７＋σφ２･････････････････････････ (4.6.1.114) 

σ２ｘｚ４＝σｘ７＋σ２ｘ７＋σｘ１１････････････････････････ (4.6.1.115) 

 

ハ. 第 3 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ２５＝
2

２φｚ５　 ２ｘｚ５　 ２φｚ５　 ２ｘｚ５σ ＋σ ＋ σ －σ ･･････････････ (4.6.1.116) 

 

【絶対値和】 

σ２φｚ５＝σφ６＋σ２φ６＋σφ２＋σφ１２＋σ２φ１２････････ (4.6.1.117) 

σ２ｘｚ５＝σｘ４＋σｘ６＋σ２ｘ６＋σｘ１１＋σｘ１２＋σ２ｘ１２ 

･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.118) 

 

第 2 評価点については 

σ２６＝
2 2

２φｚ６　 ２ｘｚ６　 ２φｚ６　 ２ｘｚ６　 ２ ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ  

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.119) 

 

【絶対値和】 

σ２φｚ６＝σφ２････････････････････････････････････････ (4.6.1.120) 
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σ２ｘｚ６＝σｘ４＋σｘ１１････････････････････････････････ (4.6.1.121) 

 

(b) 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の地震力のみに

よる一次＋二次応力の変動値 

イ. 第 1 及び第 4 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ２７＝
2 2

２φｘ１　 ２ｘｘ１　 ２φｘ１　 ２ｘｘ１　 ｃ４ ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ  

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.122) 

 

【絶対値和】 

σ２φｘ１＝σφ８＋σ２φ８＋σφ２＋σφ１２＋σ２φ１２････････ (4.6.1.123) 

σ２ｘｘ１＝σｘ４＋σｘ８＋σ２ｘ８＋σｘ１１＋σｘ１２＋σ２ｘ１２ 

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.124) 

 

第 2 評価点については 

σ２８＝
2 2

２φｘ２　 ２ｘｘ２　 ２φｘ２　 ２ｘｘ２　 ５ ６ ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ＋τ  

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.125) 

 

【絶対値和】 

σ２φｘ２＝σφ１０＋σ２φ１０＋σφ２･･････････････････････ (4.6.1.126) 

σ２ｘｘ２＝σｘ４＋σｘ１０＋σ２ｘ１０＋σｘ１１･･･････････････ (4.6.1.127) 

 

ロ. 第 2 及び第 3 ラグのつけ根部 

第 1 評価点については 

σ２９＝
2 2

２φｘ３　 ２ｘｘ３　 ２φｘ３　 ２ｘｘ３　 ｃ４ ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ  

･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.128) 

 

【絶対値和】 

σ２φｘ３＝σφ９＋σ２φ９＋σφ２＋σφ１２＋σ２φ１２････････ (4.6.1.129) 

σ２ｘｘ３＝σｘ４＋σｘ９＋σ２ｘ９＋σｘ１１＋σｘ１２＋σ２ｘ１２ 

･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.130) 

 

第 2 評価点については 
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σ２１０＝
2 2

２φｘ４　 ２ｘｘ４　 ２φｘ４　 ２ｘｘ４ ５ ６ ６σ ＋σ ＋ σ －σ ＋4・τ ＋τ＋τ  

･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.131) 

 

【絶対値和】 

σ２φｘ４＝σφ１０＋σ２φ１０＋σφ２･･････････････････････ (4.6.1.132) 

σ２ｘｘ４＝σｘ４＋σｘ１０＋σ２ｘ１０＋σｘ１１･･･････････････ (4.6.1.133) 

 

4.6.2 ラグの応力 

(1) 運転時質量による応力 

σｓ１＝ ℓ

ｓｔ

Ｍ

Ｚ
･･････････････････････････････････････････ (4.6.2.1) 

τｓ１＝
ｓ１

Ｒ

Ａ
･･････････････････････････････････････････ (4.6.2.2) 

 

(2) 鉛直方向地震力による応力 

σｓ７＝ ℓＶ

ｓｔ

Ｍ

Ｚ
･･････････････････････････････････････････ (4.6.2.3) 

τｓ７＝ Ｖ

ｓ１

Ｒ

Ａ
･･････････････････････････････････････････ (4.6.2.4) 

 

ここで，Ｍ ℓＶ，ＲＶは 4.6.1(5)項で得られたＭℓＤ，Ｍ ℓＵ，ＲＤ，ＲＵを用いて次式

で求められる。 

 

ＭℓＶ＝max（|ＭℓＤ|，|ＭℓＵ|）･･･････････････････････････ (4.6.2.5) 

ＲＶ＝max（|ＲＤ|，|ＲＵ|）･････････････････････････････ (4.6.2.6) 

 

(3) 水平方向地震力（Ｚ方向）による応力 

第 1 ラグについて 

σｓ２＝ １

ｓｔ

Ｍ

Ｚ
･･････････････････････････････････････････ (4.6.2.7) 

τｓ２＝ １

ｓ１

Ｒ

Ａ
･･････････････････････････････････････････ (4.6.2.8) 

 

第 2 及び第 4 ラグについて 
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σｓ３＝ Ｃ

ｓℓ

Ｍ

Ｚ
･･････････････････････････････････････････ (4.6.2.9) 

τｓ３＝ ３

ｓｐ ｓ２

Ｍ Ｑ
＋

Ｚ Ａ
････････････････････････････････････ (4.6.2.10) 

 

第 3 ラグについて 

σｓ４＝ ２

ｓｔ

Ｍ

Ｚ
･･････････････････････････････････････････ (4.6.2.11) 

τｓ４＝ １

ｓ１

Ｒ

Ａ
･･････････････････････････････････････････ (4.6.2.12) 

 

(4) 水平方向地震力（Ｘ方向）による応力 

第 1 及び第 4 ラグについて 

σｓ５＝ １ Ｃ

ｓｔ ｓℓ

|Ｍ | |Ｍ |
＋

2・Ｚ 2・Ｚ
･･････････････････････････････ (4.6.2.13) 

τｓ５＝ １ ３

ｓ１ ｓｐ ｓ２

|Ｒ | |Ｍ | |Ｑ|
＋ ＋

2・Ａ 2・Ｚ 2・Ａ
････････････････････ (4.6.2.14) 

 

第 2 及び第 3 ラグについて 

σｓ６＝ ２ Ｃ

ｓｔ ｓℓ

|Ｍ | |Ｍ |
＋

2・Ｚ 2・Ｚ
･･････････････････････････････ (4.6.2.15) 

τｓ６＝ １ ３

ｓ１ ｓｐ ｓ２

|Ｒ | |Ｍ | |Ｑ|
＋ ＋

2・Ａ 2・Ｚ 2・Ａ
････････････････････ (4.6.2.16) 

 

(5) 組合せ応力 

ラグの最大応力は次式で表される。 

σｓ＝max（σ１ｓ，σ２ｓ，σ３ｓ，σ４ｓ，σ５ｓ）･･････････ (4.6.2.17) 

 

a. 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第 1 ラグについて 

σ１ｓ＝ 2 2
ｓ１ ｓ２ ｓ７ ｓ１ ｓ２ ｓ７（σ ＋σ ＋σ ）＋3・（τ ＋τ ＋τ ） ･････････ (4.6.2.18) 

 

第 2 及び第 4 ラグについて 
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σ２ｓ＝ 2 2
ｓ１ ｓ３ ｓ７ ｓ１ ｓ３ ｓ７（σ ＋σ ＋σ ）＋3・（τ ＋τ ＋τ ） ･････････ (4.6.2.19) 

 

第 3 ラグについて 

σ３ｓ＝ 2 2
ｓ１ ｓ４ ｓ７ ｓ１ ｓ４ ｓ７（σ ＋σ ＋σ ）＋3・（τ ＋τ ＋τ ） ･････････ (4.6.2.20) 

 

b. 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第 1 及び第 4 ラグについて 

σ４ｓ＝ 2 2
ｓ１ ｓ５ ｓ７ ｓ１ ｓ５ ｓ７（σ ＋σ ＋σ ）＋3・（τ ＋τ ＋τ ）･････････ (4.6.2.21) 

 

第 2 及び第 3 ラグについて 

σ５ｓ＝ 2 2
ｓ１ ｓ６ ｓ７ ｓ１ ｓ６ ｓ７（σ ＋σ ＋σ ）＋3・（τ ＋τ ＋τ ）･････････ (4.6.2.22) 

4.6.3 取付ボルトの応力 

ボルトの最大引張応力及び最大せん断応力は次式で表される。 

 

σｂ＝max（σｂ１，σｂ２，σｂ３，σｂ４，σｂ５）･･････････ (4.6.3.1) 

τｂ＝max（τｂ２，τｂ４，τｂ５）･･･････････････････････ (4.6.3.2) 

(1) 水平方向地震力（Ｚ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第 1 ラグについて 

σｂ１＝ １１ ０１ ０１Ｖ

ｂ

Ｆ ＋Ｆ ＋Ｆ

ｎ・Ａ
･････････････････････････････ (4.6.3.3)  

 

第 2 及び第 4 ラグについて 

σｂ２＝
３１ ３２ ０１ ０１Ｖ

ｂ ｂ

max Ｆ ，Ｆ Ｆ ＋Ｆ
＋

Ａ ｎ・Ａ
････････････････････ (4.6.3.4)  

τｂ２＝
ｂ

|Ｑ|・（1－ε）

ｎ・Ａ
･･････････････････････････････････ (4.6.3.5)  

 

第 3 ラグについて 

σｂ３＝ ２１ ０１ ０１Ｖ

ｂ

Ｆ ＋Ｆ ＋Ｆ

ｎ・Ａ
･････････････････････････････ (4.6.3.6)  
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ここで，Ｆ０１Ｖは 4.6.1(5)項で得られたＦ０１Ｄ，Ｆ０１Ｕを用いて次式で求める。 

Ｆ０１Ｖ＝max（Ｆ０１Ｄ，Ｆ０１Ｕ）･････････････････････････ (4.6.3.7) 

 

(2) 水平方向地震力（Ｘ方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合 

【絶対値和】 

第 1 及び第 4 ラグについて 

σｂ４＝ １１ ３１ ３２ ０１ ０１Ｖ

ｂｂ ｂ

|Ｆ | max（|Ｆ |，|Ｆ |） Ｆ ＋Ｆ
＋ ＋

ｎ・Ａ2・ｎ・Ａ 2・Ａ
･････ (4.6.3.8) 

τｂ４＝
ｂ

|Ｑ|・（1－ε）

2・ｎ・Ａ
･･････････････････････････････････ (4.6.3.9) 

 

第 2 及び第 3 ラグについて 

σｂ５＝ ２１ ３１ ３２ ０１ ０１Ｖ

ｂｂ ｂ

|Ｆ | max（|Ｆ |，|Ｆ |） Ｆ ＋Ｆ
＋ ＋

ｎ・Ａ2・ｎ・Ａ 2・Ａ
･････ (4.6.3.10) 

τｂ５＝
ｂ

|Ｑ|・（1－ε）

2・ｎ・Ａ
･･････････････････････････････････ (4.6.3.11) 

 

  



 

 

 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
9
-
4-
7
-
1-
1
 
R1
 

57 

4.7 計算条件 

    応力解析に用いる自重（胴，ラグ及び取付ボルト）及び荷重（地震荷重）は，本計

算書の【ドレンタンクの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 胴の応力評価 

4.6.1(9)項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下

であること。ただし，Ｓａは 4.2.2 項 表 4－2 による。 

 

4.8.2 ラグの応力評価 

4.6.2(5)項で求めた組合せ応力が許容引張応力 fｔ以下であること。ただし， fｔ

は下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる荷

重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ 
Ｆ

・1.5　
1.5

*
 

 

4.8.3 取付ボルトの応力評価 

4.6.3 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 fｔｓ以下

であること。ただし， fｔ０は下表による。 

 

fｔｓ＝min（1.4・ fｔ０－1.6・τｂ， fｔ０）････････ (4.8.3.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下で

あること。ただし， fｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる荷

重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ０ 

Ｆ
・1.5　

2

*
 

許容せん断応力 

fｓｂ 

Ｆ
・1.5

1.5・ 3

*
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5. 評価結果 

5.1  重大事故等対処設備としての評価結果 

ドレンタンクの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を

有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

 構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6. 参考文献 

(1) Bijlaard, P.P.: Stresses from Radial Loads and External Moments in Cylindrical 

Pressure Vessels, The Welding Journal, 34(12), Research Supplement, 1955. 

(2) Wichman, K.R. et al.: Local Stresses in Spherical and Cylindrical Shells due to 

External Loadings, Welding Research Council bulletin, March 1979 revision of WRC 

bulletin 107 / August 1965. 
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1.3 計算数値

 1.3.1 胴に生じる応力

   (1) 一次一般膜応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

― ―

― ―

― ―

   (2) 一次一般膜応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

σφ１＝ 17 σφ2＝ 6

σｘ１＝ 9 ― σｘ２＝ 3 σｘ４＝ 4 σｘ11＝ 4 σ０＝ 23

― ―

周方向

軸方向

せん断

応力
静水頭又は内圧

による応力

静水頭又は内圧

による応力

(鉛直方向地震時)

応力
静水頭又は内圧

による応力

静水頭又は内圧

による応力

(鉛直方向地震時)

周方向

軸方向

せん断

― ― ―

―

― ― ―

― ― ―

― ― ―

― ― ―

自重による応力

運転時質量による応力

転倒モーメントによる応力

組合せ一次

一般膜応力鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力

自重による応力

運転時質量による応力 水平方向地震による応力

転倒モーメントによる応力

組合せ一次

一般膜応力鉛直方向荷重による応力

鉛直方向地震による応力

水平方向地震による応力



 

 

6
1
 

K7 ① Ⅴ-2-9-4-7-1-1 R1 

  

   (3) 一次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） （単位：MPa）

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ―

静水頭又は内圧
による応力

(鉛直方向地震時)

運転時質量による応力 水平方向地震による応力 鉛直方向地震による応力

組合せ
一次応力

自重による応力
曲げモーメント

による応力
転倒モーメント

による応力
鉛直方向モーメント

による応力
周方向モーメント

による応力
鉛直方向荷重
による応力

鉛直方向モーメント
による応力

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評価点 応力
静水頭又は内圧

による応力

第
2
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
3
ラ
グ
側

第
1
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
2
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓｄ
又
は
静
的
震
度

Ｚ
方
向
及
び
鉛
直
方
向

第
1

ラ
グ
側

第
1
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
2
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
2
及
び
第
4
ラ
グ
側

第
1
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

―

― ―

―

―

― ―

―

―

― ―

―

― ―
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（単位：MPa）

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ―

組合せ
一次応力

自重による応力
曲げモーメント

による応力
転倒モーメント

による応力
鉛直方向モーメント

による応力
周方向モーメント

による応力
鉛直方向荷重
による応力

鉛直方向モーメント
による応力

静水頭又は内圧
による応力

静水頭又は内圧
による応力

(鉛直方向地震時)

運転時質量による応力 水平方向地震による応力 鉛直方向地震による応力

せん断

第
2
及
び
第
3
ラ
グ
側

第
1
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
2
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

―

―

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評価点 応力

弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓｄ
又
は
静
的
震
度

Ｘ
方
向
及
び
鉛
直
方
向

第
1
及
び
第
4
ラ
グ
側

第
1
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
2
評
価
点

周方向

軸方向
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   (4) 一次応力（基準地震動Ｓｓ） （単位：MPa）

σφ１＝ 17 σφ2＝ 6 ― σφ３＝ 1 ― σφ５＝ 1 ― ― σφ12＝ 2

σｘ１＝ 9 ― σｘ２＝ 3 σｘ３＝ 1 σｘ４＝ 4 σｘ５＝ 1 ― σｘ11＝ 4 σｘ12＝ 1 σ１１＝ 26

― ― ― ―

σφ１＝ 17 σφ2＝ 6 ― ― ― ― ― ― ―

σｘ１＝ 9 ― σｘ２＝ 3 ― σｘ４＝ 4 ― ― σｘ11＝ 4 ― σ１２＝ 28

― ― τ １＝ 2 τ ２＝ 2 τ ６＝ 4

σφ１＝ 17 σφ2＝ 6 ― σφ３＝ 1 ― ― ― ― σφ12＝ 2

σｘ１＝ 9 ― σｘ２＝ 3 σｘ３＝ 1 ― ― ― σｘ11＝ 4 σｘ12＝ 1 σ１３＝ 30

― ― ― τ３＝ 1 τｃ１＝ 8 ―

σφ１＝ 17 σφ2＝ 6 ― ― ― ― σφ７＝ 7 ― ―

σｘ１＝ 9 ― σｘ２＝ 3 ― ― ― σｘ７＝ 19 σｘ11＝ 4 ― σ１４＝ 38

― ― τ １＝ 2 τ３＝ 1 τ ６＝ 4

σφ１＝ 17 σφ2＝ 6 ― σφ３＝ 1 ― σφ６＝ 1 ― ― σφ12＝ 2

σｘ１＝ 9 ― σｘ２＝ 3 σｘ３＝ 1 σｘ４＝ 4 σｘ６＝ 1 ― σｘ11＝ 4 σｘ12＝ 1 σ１５＝ 26

― ― ― ― ―

σφ１＝ 17 σφ2＝ 6 ― ― ― ― ― ― ―

σｘ１＝ 9 ― σｘ２＝ 3 ― σｘ４＝ 4 ― ― σｘ11＝ 4 ― σ１６＝ 28

― ― τ １＝ 2 τ ２＝ 2 τ ６＝ 4

運転時質量による応力 水平方向地震による応力 鉛直方向地震による応力

組合せ
一次応力

自重による応力
曲げモーメント

による応力
転倒モーメント

による応力
鉛直方向モーメント

による応力
周方向モーメント

による応力
鉛直方向荷重
による応力

鉛直方向モーメント
による応力

せん断

第
3
ラ
グ
側

第
1
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
2
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

静水頭又は内圧
による応力

静水頭又は内圧
による応力

(鉛直方向地震時)

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評価点 応力

基
準
地
震
動
Ｓｓ

Ｚ
方
向
及
び
鉛
直
方
向

第
1

ラ
グ
側

第
1
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
2
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
2
及
び
第
4
ラ
グ
側

第
1
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
2
評
価
点

周方向

―

軸方向

l

l

l

l

l

l

l

l
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（単位：MPa）

σφ１＝ 17 σφ2＝ 6 ― σφ３＝ 1 ― σφ８＝ 1 ― ― σφ12＝ 2

σｘ１＝ 9 ― σｘ２＝ 3 σｘ３＝ 1 σｘ４＝ 4 σｘ８＝ 1 ― σｘ11＝ 4 σｘ12＝ 1 σ１７＝ 30

― ― ― τｃ４＝ 6 τ６＝ 1 ―

σφ１＝ 17 σφ2＝ 6 ― ― ― ― σφ１０＝ 5 ― ―

σｘ１＝ 9 ― σｘ２＝ 3 ― σｘ４＝ 4 ― σｘ１０＝ 14 σｘ11＝ 4 ― σ１８＝ 37

― ― τ １＝ 2 τ ５＝ 1 τ６＝ 1 τ ６＝ 4

σφ１＝ 17 σφ2＝ 6 ― σφ３＝ 1 ― σφ９＝ 1 ― ― σφ12＝ 2

σｘ１＝ 9 ― σｘ２＝ 3 σｘ３＝ 1 σｘ４＝ 4 σｘ９＝ 1 ― σｘ11＝ 4 σｘ12＝ 1 σ１９＝ 30

― ― ― τｃ４＝ 6 τ６＝ 1 ―

σφ１＝ 17 σφ2＝ 6 ― ― ― ― σφ１０＝ 5 ― ―

σｘ１＝ 9 ― σｘ２＝ 3 ― σｘ４＝ 4 ― σｘ１０＝ 14 σｘ11＝ 4 ― σ１１０＝ 37

― ― τ １＝ 2 τ ５＝ 1 τ６＝ 1 τ ６＝ 4

組合せ
一次応力

自重による応力
曲げモーメント

による応力
転倒モーメント

による応力
鉛直方向モーメント

による応力
周方向モーメント

による応力
鉛直方向荷重
による応力

鉛直方向モーメント
による応力

基
準
地
震
動
Ｓｓ

Ｘ
方
向
及
び
鉛
直
方
向

第
1
及
び
第
4
ラ
グ
側

第
1
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
2
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
2
及
び
第
3
ラ
グ
側

第
1
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

第
2
評
価
点

周方向

軸方向

せん断

地
震
の
種
類

地
震
の
方
向

評価点 応力
静水頭又は内圧

による応力

静水頭又は内圧
による応力

(鉛直方向地震時)

運転時質量による応力 水平方向地震による応力 鉛直方向地震による応力

l

l l

l

l

l
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   (5) 地震動のみによる一次＋二次応力（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）

(単位：MPa)

 ―

第
2
評

価
点

周方向  ―  ―  ―  ―

第

1
評
価
点

―

せん断  ― ―

 ―

軸方向  ―  ―  ―  ―  ―

―

せん断  ―  ―

 ―

軸方向  ―  ―  ―  ―  ―

―

せん断  ―  ―

周方向  ―  ―  ―  ―

―

 ―  ―  ―

 ―

軸方向  ―  ―  ―  ―  ―

せん断  ―  ―

 ―  ―

 ―  ―  ―

Ｘ

方
向
及
び
鉛

直
方
向

第
1
及

び
第
4
ラ

グ
側

第
1
評
価

点

周方向  ―  ―

第

2
評
価
点

第
3
ラ
グ

側

第
1
評

価
点

第
2

評
価
点

周方向  ―  ―

軸方向  ―  ―

せん断  ―

第
2
及
び

第
3
ラ
グ

側

 ―

軸方向  ―  ―  ―  ―  ―

―

せん断  ―  ―

周方向  ―  ―  ―  ―

―

 ―  ―

―

せん断  ―  ―

 ―  ―

軸方向  ―  ―  ―  ―  ―

―

せん断  ―  ―

周方向  ―  ―  ―

―

せん断  ―  ―

第

2
及
び
第

4
ラ
グ
側

第
1

評
価
点

周方向  ―  ―  ―

第
2
評
価

点

第
2
評
価
点

周方向  ―  ―  ―  ―

 ―  ―

軸方向  ―  ―  ―  ―

―

せん断  ―  ―

周方向  ―  ―  ―  ―

 ―  ―  ―  ―

 ―

軸方向  ―  ―  ―  ―  ―

弾

性
設
計
用

地
震
動
Ｓｄ

又
は
静
的
震

度

Ｚ

方
向
及
び

鉛
直
方
向

第
1

ラ
グ
側

第

1
評
価
点

周方向  ―  ―  ―  ―  ―

軸方向  ―

 ―

 ―

軸方向  ―  ―  ―

組合せ一次
＋二次応力
（変動値）

自重による応力 曲げモーメントによる応力
 転倒モーメント

 による応力
鉛直方向モーメントによる応力 周方向モーメントによる応力

地
震
の
種

類

地
震
の
方

向

評
価
点

応力

鉛直方向地震による応力 　水平方向地震による応力
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   (6) 地震動のみによる一次＋二次応力（基準地震動Ｓｓ）

(単位：MPa)

2 2 1 1

4 1 3 4 1 1 25

4 4 24

τ ６＝ 4 τ ２＝ 2

2 2

4 1 3 33

1 8

7 72

4 19 31 168

τ ６＝ 4 1

2 2 1 1

4 1 3 4 1 1 25

4 4 24

τ ６＝ 4 τ ２＝ 2

2 2 1 1

4 1 3 4 1 1 34

τｃ４＝ 6 τ６＝ 1

5 51

4 4 14 22 124

τ ６＝ 4 τ ５＝ 1 τ６＝ 1

2 2 1 1

4 1 3 4 1 1 34

τｃ４＝ 6 τ６＝ 1

5 51

4 4 14 22 124

τ ６＝ 4 τ ５＝ 1 τ６＝ 1

第
2

及
び
第
3

ラ
グ
側

第

2
評
価
点

周方向  ―  ―  ― σφ10＝ σ2φ10＝

σ210＝

せん断

軸方向 σｘ11＝  ― σｘ４＝ σｘ10＝ σ2ｘ10＝

 ―

 ―

σ28＝

せん断

第
1
評

価
点

周方向  ― σφ12＝ σ2φ12＝  ― σφ9＝ σ2φ9＝  ―

軸方向 σｘ11＝ σｘ12＝ σ2ｘ12＝ σｘ４＝ σｘ9＝ σ2ｘ9＝  ― σ29＝

せん断  ―

 ―

第

2
評
価
点

周方向  ―  ―  ― σφ10＝ σ2φ10＝

軸方向 σｘ11＝  ― σｘ４＝ σｘ10＝ σ2ｘ10＝

 ―

 ―

 ―

σ26＝

せん断

Ｘ
方
向
及

び
鉛
直
方

向

第
1

及
び
第
4

ラ
グ
側

第
1
評

価
点

周方向  ― σφ12＝ σ2φ12＝  ― σφ8＝ σ2φ8＝  ―

軸方向 σｘ11＝ σｘ12＝ σ2ｘ12＝ σｘ４＝ σｘ8＝ σ2ｘ8＝  ― σ27＝

せん断

 ―

第

2
評
価
点

周方向  ―  ―  ―  ―  ―

軸方向 σｘ11＝  ― σｘ４＝  ―  ―

σ24＝

せん断 τ６＝

第
3
ラ
グ

側

第
1
評

価
点

周方向  ― σφ12＝ σ2φ12＝  ―

第
2

及
び
第
4

ラ
グ
側

σφ６＝ σ2φ6＝  ―

軸方向 σｘ11＝ σｘ12＝ σ2ｘ12＝ σｘ４＝ σｘ６＝ σ2ｘ6＝ σ25＝

せん断  ―

σφ７＝ σ2φ7＝

軸方向 σｘ11＝  ―  ―  ― σｘ７＝ σ2ｘ7＝

せん断  ― τ３＝ τｃ１＝

第

2
評
価
点

周方向  ―  ―  ―

第
1
評

価
点

 ―

 ―

軸方向 σｘ11＝ σｘ12＝ σ2ｘ12＝  ―  ―  ―

σ22＝

せん断

周方向  ― σφ12＝ σ2φ12＝  ―  ―

σ23＝

σ2ｘ5＝

 ―

軸方向 σｘ11＝  ― σｘ４＝  ―  ―

σ21＝

せん断  ―  ―

 ―

σφ12＝ σ2φ12＝  ― σφ５＝ σ2φ5＝  ―

基
準
地

震
動
Ｓｓ

Ｚ
方

向
及
び
鉛

直
方
向

第
1
ラ
グ

側

第
1
評

価
点

周方向  ―

軸方向 σｘ11＝

第

2
評
価
点

周方向  ―  ―  ―  ―

σｘ12＝ σ2ｘ12＝ σｘ４＝ σｘ５＝

組合せ一次

＋二次応力
（変動値）

自重による応力 曲げモーメントによる応力
 転倒モーメント

 による応力
鉛直方向モーメントによる応力 周方向モーメントによる応力

地
震

の
種
類

地
震

の
方
向

評

価
点

応力

鉛直方向地震による応力 　水平方向地震による応力

l

l

l

l

l

l

l l

l
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 1.3.2 ラグに生じる応力

（単位：MPa）

地震力の方向

（単位：MPa）

地震力の方向

σｓ１＝ 1 τｓ1＝ 2 σｓ２＝ 1 τｓ２＝ 1 σｓ７＝ 1 τｓ７＝ 2 σ１ｓ＝ 7

σｓ１＝ 1 τｓ1＝ 2 σｓ３＝ 2 τｓ３＝ 29 σｓ７＝ 1 τｓ７＝ 2 σ２ｓ＝ 55

σｓ１＝ 1 τｓ1＝ 2 σｓ４＝ 1 τｓ４＝ 1 σｓ７＝ 1 τｓ７＝ 2 σ３ｓ＝ 7

σｓ１＝ 1 τｓ1＝ 2 σｓ５＝ 2 τｓ５＝ 21 σｓ７＝ 1 τｓ７＝ 2 σ４ｓ＝ 42

σｓ１＝ 1 τｓ1＝ 2 σｓ６＝ 2 τｓ６＝ 21 σｓ７＝ 1 τｓ７＝ 2 σ５ｓ＝ 42

 1.3.3 取付ボルトに生じる応力

（単位：MPa）

地震力の方向

（単位：MPa）

地震力の方向

σｂ１＝ 47 ―

σｂ２＝ 39 τｂ２＝ 62

σｂ３＝ 35 ―

σｂ４＝ 49 τｂ４＝ 44

σｂ５＝ 41 τｂ５＝ 44

地震力の種類

― ―

― ―

地震力の種類

地震力の種類

― ―

― ―

― ―

― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ―

―

― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ―

地震力の種類

― ―

― ―

曲げ せん断 曲げ せん断
組合せ応力

運転時質量による応力 水平方向地震による応力

曲げ

鉛直方向地震による応力

第1ラグ側

第2及び第4ラグ側

第3ラグ側

第1及び第4ラグ側

第2及び第3ラグ側

引張応力 せん断応力

第1ラグ側

第2及び第4ラグ側

第3ラグ側

第1及び第4ラグ側

第2及び第3ラグ側

曲げ せん断 曲げ せん断
組合せ応力

運転時質量による応力 水平方向地震による応力

曲げ せん断

鉛直方向地震による応力

第1ラグ側

第2及び第4ラグ側

第3ラグ側

第1及び第4ラグ側

第2及び第3ラグ側

引張応力 せん断応力

せん断

Ｚ方向及び
鉛直方向

Ｘ方向及び
鉛直方向

Ｚ方向及び
鉛直方向

Ｘ方向及び
鉛直方向

第1ラグ側

第2及び第4ラグ側

第3ラグ側

第1及び第4ラグ側

第2及び第3ラグ側

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

基準地震動
Ｓｓ

弾性設計用
地震動Ｓｄ

又は
静的震度

基準地震動
Ｓｓ

Ｚ方向及び
鉛直方向

Ｘ方向及び
鉛直方向

Ｚ方向及び
鉛直方向

Ｘ方向及び
鉛直方向
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1.4 結論

 1.4.1 固有周期

（単位：ｓ）

1次 ＴＨ１＝

2次 ＴＨ２＝

1次 ＴＶ＝

 1.4.2 応力

（単位：MPa）

σ０＝ 23 Ｓａ＝ 244

σ１＝ 38 Ｓａ＝ 366

σ２＝ 168 Ｓａ＝ 240

σｓ＝ 55 f ｔ＝ 194

σｂ＝ 49 f ｔｓ＝ 371 *

せん断 τｂ＝ 62 f ｓｂ＝ 286

すべて許容応力以下である。    注記＊：f ｔｓ＝Min[1.4・f ｔｏ－1.6・τｂ，f ｔｏ]

鉛直

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

水平

一次 ― ―

算出応力

モード
卓越

固有周期
方向

水平

部材 材料
基準地震動Ｓｓ

一次一般膜 ― ―

許容応力 算出応力 許容応力

応力

胴板 SUS316L

一次＋二次 ― ―

組合せ ― ―

取付ボルト SNB7
引張 ― ―

― ―

ラグ SUS304
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1 0.0 660.0 0.0 

2 0.0 869.2 0.0 

3 0.0 1090.0 0.0 

4 0.0 1266.3 0.0 

5 0.0 1445.7 0.0 

6 0.0 1630.0 0.0 

7 0.0 1804.3 0.0 

8 0.0 1983.7 0.0 

9 0.0 2170.0 0.0 

10 0.0 2373.9 0.0 

11 0.0 2584.8 0.0 

12 0.0 2795.6 0.0 

13 0.0 3010.0 0.0 

14 0.0 3217.4 0.0 

15 0.0 3428.3 0.0 

16 0.0 3639.1 0.0 

17 0.0 3850.0 0.0 

18 0.0 4005.4 0.0 

19 0.0 4160.7 0.0 

20 0.0 4316.0 0.0 

21 0.0 4480.0 0.0 

22 0.0 3850.0 -100.0 

23 100.0 3850.0 0.0 

24 -957.0 1087.0 -957.0 

25 -957.0 1087.0 -765.6 

26 -957.0 1087.0 -574.2 

27 -957.0 1087.0 -382.8 

28 -957.0 1087.0 -191.4 

29 -957.0 1087.0 0.0 

30 -957.0 1087.0 191.4 
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節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

31 -957.0 1087.0 382.8 

32 -957.0 1087.0 574.2 

33 -957.0 1087.0 765.6 

34 -957.0 1087.0 957.0 

35 -765.6 1087.0 957.0 

36 -574.2 1087.0 957.0 

37 -382.8 1087.0 957.0 

38 -191.4 1087.0 957.0 

39 0.0 1087.0 957.0 

40 185.7 1087.0 957.0 

41 371.3 1087.0 957.0 

42 557.0 1087.0 957.0 

43 690.3 1087.0 823.7 

44 823.7 1087.0 690.3 

45 957.0 1087.0 557.0 

46 957.0 1087.0 371.3 

47 957.0 1087.0 185.7 

48 957.0 1087.0 0.0 

49 957.0 1087.0 -191.4 

50 957.0 1087.0 -382.8 

51 957.0 1087.0 -574.2 

52 957.0 1087.0 -765.6 

53 957.0 1087.0 -957.0 

54 765.6 1087.0 -957.0 

55 574.2 1087.0 -957.0 

56 382.8 1087.0 -957.0 

57 191.4 1087.0 -957.0 

58 0.0 1087.0 -957.0 

59 -191.4 1087.0 -957.0 

60 -382.8 1087.0 -957.0 

61 -574.2 1087.0 -957.0 

62 -765.6 1087.0 -957.0 
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節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

63 -957.0 2163.0 -957.0 

64 -957.0 2163.0 -765.6 

65 -957.0 2163.0 -574.2 

66 -957.0 2163.0 -382.8 

67 -957.0 2163.0 -191.4 

68 -957.0 2163.0 0.0 

69 -957.0 2163.0 191.4 

70 -957.0 2163.0 382.8 

71 -957.0 2163.0 574.2 

72 -957.0 2163.0 765.6 

73 -957.0 2163.0 957.0 

74 -765.6 2163.0 957.0 

75 -574.2 2163.0 957.0 

76 -382.8 2163.0 957.0 

77 -191.4 2163.0 957.0 

78 0.0 2163.0 957.0 

79 185.7 2163.0 957.0 

80 371.3 2163.0 957.0 

81 557.0 2163.0 957.0 

82 690.3 2163.0 823.7 

83 823.7 2163.0 690.3 

84 957.0 2163.0 557.0 

85 957.0 2163.0 371.3 

86 957.0 2163.0 185.7 

87 957.0 2163.0 0.0 

88 957.0 2163.0 -191.4 

89 957.0 2163.0 -382.8 

90 957.0 2163.0 -574.2 

91 957.0 2163.0 -765.6 

92 957.0 2163.0 -957.0 

93 765.6 2163.0 -957.0 

94 574.2 2163.0 -957.0 
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節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

95 382.8 2163.0 -957.0 

96 191.4 2163.0 -957.0 

97 0.0 2163.0 -957.0 

98 -191.4 2163.0 -957.0 

99 -382.8 2163.0 -957.0 

100 -574.2 2163.0 -957.0 

101 -765.6 2163.0 -957.0 
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(2) 要素の断面形状 

断面特性番号 

(要素番号) 
要素両端の節点番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

断面二次 

極モーメント 

 (mm4) 

1 1 2 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

2 2 3 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

3 3 4 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

4 4 5 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

5 5 6 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

6 6 7 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

7 7 8 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

8 8 9 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

9 9 10 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

10 10 11 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

11 11 12 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

12 12 13 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

13 13 14 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

14 14 15 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

15 15 16 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

16 16 17 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

17 17 18 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

18 18 19 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

19 19 20 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

20 20 21 1 61223 2.02×1010 4.04×1010 

21 39 40 2 8653 4.98×107 9.96×107 

22 40 41 2 8653 4.98×107 9.96×107 

23 41 42 2 8653 4.98×107 9.96×107 

24 45 44 2 8653 4.98×107 9.96×107 

25 44 43 2 8653 4.98×107 9.96×107 

26 43 42 2 8653 4.98×107 9.96×107 

27 48 47 2 8653 4.98×107 9.96×107 

28 47 46 2 8653 4.98×107 9.96×107 

29 46 45 2 8653 4.98×107 9.96×107 

30 53 52 2 8653 4.98×107 9.96×107 

31 52 51 2 8653 4.98×107 9.96×107 
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断面特性番号 

(要素番号) 
要素両端の節点番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

断面二次 

極モーメント 

 (mm4) 

32 51 50 2 8653 4.98×107 9.96×107 

33 50 49 2 8653 4.98×107 9.96×107 

34 49 48 2 8653 4.98×107 9.96×107 

35 58 57 2 8653 4.98×107 9.96×107 

36 57 56 2 8653 4.98×107 9.96×107 

37 56 55 2 8653 4.98×107 9.96×107 

38 55 54 2 8653 4.98×107 9.96×107 

39 54 53 2 8653 4.98×107 9.96×107 

40 24 62 2 8653 4.98×107 9.96×107 

41 62 61 2 8653 4.98×107 9.96×107 

42 61 60 2 8653 4.98×107 9.96×107 

43 60 59 2 8653 4.98×107 9.96×107 

44 59 58 2 8653 4.98×107 9.96×107 

45 29 28 2 8653 4.98×107 9.96×107 

46 28 27 2 8653 4.98×107 9.96×107 

47 27 26 2 8653 4.98×107 9.96×107 

48 26 25 2 8653 4.98×107 9.96×107 

49 25 24 2 8653 4.98×107 9.96×107 

50 34 33 2 8653 4.98×107 9.96×107 

51 33 32 2 8653 4.98×107 9.96×107 

52 32 31 2 8653 4.98×107 9.96×107 

53 31 30 2 8653 4.98×107 9.96×107 

54 30 29 2 8653 4.98×107 9.96×107 

55 39 38 2 8653 4.98×107 9.96×107 

56 38 37 2 8653 4.98×107 9.96×107 

57 37 36 2 8653 4.98×107 9.96×107 

58 36 35 2 8653 4.98×107 9.96×107 

59 35 34 2 8653 4.98×107 9.96×107 

60 78 79 2 8653 4.98×107 9.96×107 

61 79 80 2 8653 4.98×107 9.96×107 

62 80 81 2 8653 4.98×107 9.96×107 
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断面特性番号 

(要素番号) 
要素両端の節点番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

断面二次 

極モーメント 

 (mm4) 

63 84 83 2 8653 4.98×107 9.96×107 

64 83 82 2 8653 4.98×107 9.96×107 

65 82 81 2 8653 4.98×107 9.96×107 

66 87 86 2 8653 4.98×107 9.96×107 

67 86 85 2 8653 4.98×107 9.96×107 

68 85 84 2 8653 4.98×107 9.96×107 

69 92 91 2 8653 4.98×107 9.96×107 

70 91 90 2 8653 4.98×107 9.96×107 

71 90 89 2 8653 4.98×107 9.96×107 

72 89 88 2 8653 4.98×107 9.96×107 

73 88 87 2 8653 4.98×107 9.96×107 

74 97 96 2 8653 4.98×107 9.96×107 

75 96 95 2 8653 4.98×107 9.96×107 

76 95 94 2 8653 4.98×107 9.96×107 

77 94 93 2 8653 4.98×107 9.96×107 

78 93 92 2 8653 4.98×107 9.96×107 

79 63 101 2 8653 4.98×107 9.96×107 

80 101 100 2 8653 4.98×107 9.96×107 

81 100 99 2 8653 4.98×107 9.96×107 

82 99 98 2 8653 4.98×107 9.96×107 

83 98 97 2 8653 4.98×107 9.96×107 

84 68 67 2 8653 4.98×107 9.96×107 

85 67 66 2 8653 4.98×107 9.96×107 

86 66 65 2 8653 4.98×107 9.96×107 

87 65 64 2 8653 4.98×107 9.96×107 

88 64 63 2 8653 4.98×107 9.96×107 

89 73 72 2 8653 4.98×107 9.96×107 

90 72 71 2 8653 4.98×107 9.96×107 

91 71 70 2 8653 4.98×107 9.96×107 

92 70 69 2 8653 4.98×107 9.96×107 

93 69 68 2 8653 4.98×107 9.96×107 
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断面特性番号 

(要素番号) 
要素両端の節点番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

断面二次 

極モーメント 

 (mm4) 

94 78 77 2 8653 4.98×107 9.96×107 

95 77 76 2 8653 4.98×107 9.96×107 

96 76 75 2 8653 4.98×107 9.96×107 

97 75 74 2 8653 4.98×107 9.96×107 

98 74 73 2 8653 4.98×107 9.96×107 
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(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

3 29 1.00×1015 (N/mm) 

3 39 1.00×1015 (N/mm) 

3 48 1.00×1015 (N/mm) 

3 58 1.00×1015 (N/mm) 

9 68 1.00×1015 (N/mm) 

9 78 1.00×1015 (N/mm) 

9 87 1.00×1015 (N/mm) 

9 97 1.00×1015 (N/mm) 

17 22 6.78×105 (N/mm) 

17 22 1.08×1013 (N･mm/rad) 

17 23 6.78×105 (N/mm) 

17 23 1.08×1013 (N･mm/rad) 

 

(4) 節点の質量 

節点番号  
質量  

(kg) 

1  

3  

6  

9  

13  

17  

21  

 

(5) 材料物性値 

材料番号  
温度  

(℃ ) 

縦弾性係数  

(MPa) 

質量密度  

(kg/mm 3) 

ポアソン比  

(― ) 
材質  

1 200 183000 

0 

（節点に集中質量

として与えている） 

0.3 SUS316L 

2 200 191000 7.85×10 - 6 0.3 SS400 
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